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■ エネルギーの有効利用技術として期待されるコージェネレーションシ

ステム 

第３回気候変動枠組み締約国会議（COP-3）において、2010 年までに平均 CO2

排出量を 1990 年比 5％（日本は 6％）削減する議定書が採択された。この削減目

標を達成するためには、排出エネルギーを回収し有効に利用する観点での省エネル

ギー技術が１つの重要なポイントといわれている。コージェネレーションシステム

は、この観点から近年注目を集め、我が国では普及促進に向けた優遇施策や規制緩

和などを実施し、導入件数は急増している。 

コージェネレーションシステムは、一次エネルギーから電気と熱など 2 つ以上の

エネルギーを取り出して多目的に利用することができるシステムであり、都市ガス、

石油ガスなどの燃料の燃焼熱を利用してディーゼルエンジン、ガスエンジン、ガス

タービンなどの原動機を駆動し、その動力利用（発電）と排熱利用を可能にする。

■ 特許出願の動き 

1999 年までは、出願人数は 60 社前後、出願件数は 100～200 件であったが、

2000 年には、出願人数は 100 社を超え、出願件数も 300 件近くまで急増した。

2001 年の出願人数は 120 社を超え、出願件数は 350 件に達している。 

出願件数上位企業をみると、大阪瓦斯、東京瓦斯がそれぞれ 200 件以上の出願

があり、続いて東芝、三菱重工業など、ガス、電機、機械などの業種のメーカーが

並んでいる。 

技術要素をみると、制御・監視技術、動力/燃料－電気変換技術、排熱回収・利用

技術に関する開発が盛んになっている。 

■ 開発の中心は排熱回収・利用技術 

コージェネレーションシステムは、制御・監視技術、熱－動力変換技術、動力/燃

料－電気変換技術、排熱回収・利用技術、排ガス処理技術から構成される。 

コージェネレーションシステムに関連して 1991 年以降に出願され、2003 年７

月までに公開された特許・実用新案出願は、合わせて 1,963 件であり、技術別では、

制御・監視技術 319 件、熱－動力変換技術 232 件、動力/燃料－電気変換技術 332

件、排熱回収・利用技術 1,002 件、排ガス処理技術 78 件である。 

次代を担うエネルギーシステム 

コージェネレーションシステム 
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■ 課題は熱回収率向上・解決手段はトータルシステム改良 

コージェネレーションシステムの課題と解決手段をみると、課題では、熱回収効

率向上が 537 件で最も多く、全体の 50％を超える。そして、この課題に対する

解決手段は、トータルシステム改良が 343 件で最も多く、全体の 50％を超える。

次に多い解決手段は、熱交換器の改良で 116 件である。 

また、熱回収効率向上を課題とするものについて詳細にみると、配管等熱ロス低

減、熱の合理的利用率向上、負荷変動追従を課題とするものに多くの企業が出願し

ており、配管等熱ロス低減に関してはヤマハ発動機、熱の合理的利用率向上につい

ては東京瓦斯、負荷変動追従では三菱重工業と東京瓦斯の出願が多い。 

■ 今後の技術開発の課題と展望 

○コージェネレーションシステムの今後の普及を一層促進するためには、熱回収

効率とエネルギー利用効率を高めることが重要である。また、マイクロガスタ

ービンなどの小型分散型電源は、機器性能の向上とともに耐久性や安全性の実

証も必要である。 

○コージェネレーションシステムの設置に必要なコストは、規模やシステム構成

にもよるが民生用ビルでは 30 万円/ｋＷ程度と割高であり、さらなるコスト低

減も普及・促進には重要なポイントである。 

○効果的なコージェネレーションの導入には、電力需要と熱需要のバランスが重

要であるが、導入可能性のある建築物の熱需要の実態が正確に把握されていな

いことも課題である。 

○国や民間企業によって技術開発が積極的に進められた結果、すでに市場への浸

透が進んできているが、今後のコージェネレーションシステムには分散型の電

源としての期待が大きく、発電機と熱回収システムを一体化したパッケージ化、

小型化の開発･実用化が進められている。 

■ 関東と近畿を中心とした技術開発活動 

出願上位 20 社の技術開発拠点を発明者の住所でみると、合計 36 拠点であり、

関東地方が 17 拠点と最も多く、次に近畿地方が 10 拠点である。また、拠点数の

多い企業としては、三菱重工業が６拠点、東芝とクボタが４拠点となっている。 

システムのパッケージ化が狙い 

コージェネレーションシステム 
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コージェネレーションシステムの特許分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コージェネレーションシステムは、制御・監視技術、熱－動力変換技術、動力/

燃料－電気変換技術、排熱回収・利用技術、排ガス処理技術から構成される。 

コージェネレーションシステムに関連して 1991 年以降に出願され、2003 年７月

までに公開された特許・実用新案出願は合わせて 1,963 件であり、技術別では、制

御・監視技術 319 件、熱－動力変換技術 232 件、動力/燃料－電気変換技術 332

件、排熱回収・利用技術 1,002 件、排ガス処理技術 78 件である。 
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コージェネレーションシステムの出願人－出願件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コージェネレーションシステムの主要出願人別出願件数の推移 

年次別出願件数推移 
出願人名 業種 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 
合計

大阪瓦斯 ガス 6 17 12 20 13 6 8 28 28 51 72 261

東京瓦斯 ガス 8 13 16 35 20 25 13 6 6 32 39 213

東芝 電機 15 14 8 7 7 3 9 15 7 8 22 115

三菱重工業 機械 12 7 2 4 6 3 1 12 8 20 26 101

日立製作所 電機 9 16 12 6 8 9 8 4 4 7 5 88

三洋電機 電機 2 1 2 5 3 1 5 8 14 18 22 81

デンソー 輸送機 5 9 5 13 3 5 2 1 1 4 9 57

クボタ 機械 7 15 6 3 1 1 6 1 3 3 10 56

松下電器産業 電機  1 1 3 1 2 12 18 17 55

明電舎 電機 6 4 10 4 4 5 3 3 2 8 49

東邦瓦斯 ガス 1 1 7 5 1  11 23 49

石川島播磨重工業 機械 4 5 3 1 3 3 2 6 1 7 11 46

ヤマハ発動機 輸送機 1 4 8 5 2 12 6 4  42

ヤンマー 輸送機 4 7 1 1 2 5 1 6 3 5 6 41

本田技研工業 輸送機 1 1 2 6 8 8 9 35

いすゞ中央研究所 輸送機  8 1 1 2 12 2 1 5  32

三菱電機 電機 6 9 4 1 3  4 2 29

川崎重工業 機械  1 1 7 3 3 3 2 4 5 29

日本電信電話 通信 8 10 4 2 1 1 1  1 28

ダイキン工業 機械  1 1 1 10 7 5 25

 

コージェネレーションシステムの出願状況をみると、1999 年までは、出願人数

は 60 社前後、出願件数は 150 件前後で安定していたが、2000 年以降、出願人、

出願件数とも急増し、2001 年の出願人数は 120 社を超え、出願件数も 350 件を

超えた。 

出願件数上位企業をみると、大阪瓦斯、東京瓦斯が 200 件を超え際立っている。

次いで東芝、三菱重工業が 100 件を超えている。大阪瓦斯、東京瓦斯の出願は、

90 年代半ば及び 2000 年以降が多い。 
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コージェネレーションシステムの課題に対する解決手段の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コージェネレーションシステム技術の課題と解決手段をみると、最も多い課題は

熱回収効率向上が 537 件で、対する解決手段は、トータルシステム改良が 343 件

で最も多く、熱交換器の改良が 116 件である。 

次に多い課題は、需給安定化とエネルギー利用効率向上で、ともに 218 件である。

需給安定化に対する解決手段としては、トータルシステム改良が 91 件、負荷制御

改良が 45 件電/熱比制御改良が 31 件、エネルギー利用効率向上に対する解決手段

としては、トータルシステム改良が 149 件とほとんどである。 
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熱回収効率向上に対する解決手段の出願人 
課題 

解決手段 
配管等熱ロス低減 熱の合理的利用率向上 負荷変動追従 

最適運転 

方法選択 

ﾔﾏﾊ発動機  (6)、荏原製作所  (3)、三菱重工

業  (2)、ﾔﾝﾏｰ (2)、神鋼電機  (2)、日本製鋼

所  (2) 
 
大阪瓦斯  、明電舎  、石川島播磨重工業  、

本 田 技 研 工 業  、 三 菱 電 機  、 日 本 電 信 電

話  、ﾀﾞｲｷﾝ工業  、ｱｲｼﾝ精機  、ｱﾙｽﾄｰﾑ ｱﾄﾗﾝ

ﾃｲﾂｸ 、ｴｽ ﾃｲｴｽ 、ｻﾝﾃﾞﾝ 、ﾄﾖﾀ自動車  、ﾉｰ

ﾘﾂ+東 京 瓦 斯 +大 阪 瓦 斯 +東 邦 瓦 斯 +西 部 瓦

斯  、ﾛｰﾍﾞﾙﾄ  ﾎﾞﾂｼﾕ  GMBH 、月島機械  、

三井造船  、三五  、鹿島建設  、信越ﾎﾟﾘﾏｰ 、

数田ｴﾝｼﾞﾝ設計  、西部技研  、大阪瓦斯+ﾊｰ

ﾏﾝ  、 日 立 ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+ｴﾇ  ﾃｲ  ﾃｲ  ﾌｱｼﾘﾃｲｰ

ｽﾞ 、矢崎総業（各1）   

東京瓦斯  (8)、大阪瓦斯  (5)、三洋電機+三

洋電機空調  (5)、三菱重工業  (4)、三洋電機  
(2)、松下電器産業  (2)、荏原製作所  (2)、
三菱自動車工業  (2) 
 
東芝  、日立製作所  、ﾃﾞﾝｿｰ 、ｸﾎﾞﾀ 、石川

島播磨重工業  、ﾔﾝﾏｰ 、本田技研工業  、三

菱電機  、ﾀﾞｲｷﾝ工業  、ｱｲｼﾝ精機  、ｶｳﾁﾕ ﾏﾆ

ﾕﾌｱｸﾁﾕｰﾙ ｴ ﾌﾟﾗｽﾁｰｸ 、ﾕﾅｲﾃﾂﾄﾞ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ 
CORP 、 ﾘﾝﾅｲ  、 ﾜﾙﾄｼﾗ  ﾃﾞｲｰｾﾞﾙ  INTERN 
LTDOY 、 三 菱 化 成 +ﾃﾞﾝｿｰ  、 三 洋 化 成 工

業  、鹿島建設+東京瓦斯  、小野  善吉+小野  
賢次+大滝  千鶴子  、神鋼電機  、石川島播

磨 重 工 業 + 明 電 舎 + 西 淀 空 調 機  、 川 崎 製

鉄  、東京瓦斯+三洋電機+日立製作所  、東

京瓦斯+大阪瓦斯+東邦瓦斯+ﾔﾝﾏｰ+ﾀﾞｲｷﾝ工

業  、東芝+日本電信電話+ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲ

ｰｽﾞ 、藤倉電線  、日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+東京瓦

斯  、日立造船（各1）  
 

三菱重工業  (9)、ﾃﾞﾝｿｰ (8)、東京瓦斯  (7)、
三洋電機  (6)、三菱重工業+東京瓦斯  (5)、
大阪瓦斯  (2)、東京瓦斯+大阪瓦斯+東邦瓦

斯+西部瓦斯  (2) 
 
東芝  、日立製作所  、松下電器産業  、石川

島 播 磨 重 工 業  、 三 井 造 船  、 三 菱 重 工 業 +
日本ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ連合 会+東京 瓦斯 +大阪 瓦斯+
東邦瓦斯  、大阪瓦斯+西淀空調機  、東京瓦

斯 + 大 阪 瓦 斯 + 東 邦 瓦 斯 + ﾔ ﾝ ﾏ ｰ + ﾀ ﾞ ｲ ｷ ﾝ 工

業  、日本自動車部品総合研究所+ﾃﾞﾝｿｰ 、

日 本 電 信 電 話 +東 京 瓦 斯  、 日 本 電 信 電 話 +
日立製作所  、矢崎総業+東京瓦斯（各1）  

システム間 

共同運転化 

ﾔﾏﾊ発 動 機  (3)、 神 鋼 電 機  (3)、ﾀﾞｲｷﾝ工 業  
(2)、ｻﾝﾃﾞﾝ (2)、荏原製作所  (2)、松下電工  
(2)、豊田自動織機製作所  (2) 
 
明電舎  、川崎重工業  、ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰ

ｽﾞ 、ﾊﾟｰｷﾃﾂｸ+中国電力  、ﾎｾ ｱﾝﾄﾆｵ ﾘｱﾙ 、

西部技研  、積水化学工業  、相模石油  、長

府製作所  、日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 、日立造船  、

日立造船+ｱｲﾒﾂｸｽ 、富士電機  、北海道瓦斯

+金門製作所  、矢崎総業（各1）  
 

東 京 瓦 斯  (3)、 川 崎 重 工 業  (2)、 西 部 技 研  
(2) 
 
大阪瓦斯  、ｸﾎﾞﾀ 、松下電器産業  、ﾔﾝﾏｰ 、

ﾀﾞｲｷﾝ工業  、ｼﾞｴﾈﾗﾙ ｴﾚｸﾄﾘﾂｸ CO 、ﾃｸﾉ菱

和  、ぱど+三洋電機  、ﾌﾟﾗｲﾑ ﾋﾙ DEV LTD 、

月島機械  、高砂熱学工業  、三井造船  、鹿

島建設  、神鋼電機  、積水化学工業  、島津

製作所  、東芝ﾌﾟﾗﾝﾄ建設  、日本製鋼所  、

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ 、日

立造船  （各1）  
 

東京瓦斯、ﾄﾖﾀ車体、矢崎総業（各1）  

需 給 ア ン バ

ランス吸収 

ﾔﾏﾊ発動機  (18)、ｱｲｼﾝ精機  (7)、ﾔﾝﾏｰ (6)、
ｻﾝﾃﾞﾝ  (5)、 東 京 瓦 斯  (3)、 本 田 技 研 工 業  
(3)、ﾁﾞｰｾﾞﾙ機器  (3)、ﾃｲｴﾙﾌﾞｲ (3)、荏原製

作所  (3)、東陶機器  (3)、大阪瓦斯  (2)、須

賀工業  (2) 
 
明電舎  、東邦瓦斯  、三菱電機  、日本電信

電話  、ｱｲｼﾝ高丘  、いすゞ中央研究所  、ｴｲ

ﾋﾞｽ 、ｶﾙｿﾆﾂｸ 、ｽﾄﾘｰﾑ 、ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 、ｾﾞｸｾ

ﾙヴｱﾚｵｸﾗｲﾒｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ 、ﾀｸﾏ 、ﾄﾖﾀ車体  、ﾕﾅ

ｲﾃﾂﾄﾞ ｽﾃｲﾂ ｴﾝヴｱｲﾛﾒﾝﾀﾙ ﾌﾟﾛﾃｸｼﾖ+ﾝ ｴｰｼﾞｴ

ﾝｼｰ 、臼井国際産業  、関西電力+三菱電機  、

原村  嘉彦  、国立環境研究所長  、三菱自動

車工業  、四国総合研究所+富士電機  、寺崎

電気産業  、松下精工  、松下電工  、松下冷

機  、神戸製鋼所  、菅原  昇三  、西部技研  、

川重冷熱工業  、大野  洋佑  、池田  隆  、日

産自動車  、日本鋼管  、日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+ｴ

ﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ 、北海道瓦斯  、木村  重

昭  、矢崎総業  （各1）  

ﾔﾏﾊ発動機  (3)、ｴｸｵｽﾘｻｰﾁ+ｱｲｼﾝ  ｴｲ  ﾀﾞﾌﾞﾘﾕ 
(3)、東京瓦斯  (2)、三洋電機  (2)、日本電

信 電 話  (2)、 荏 原 製 作 所  (2)、 永 田  昭 一  
(2)、大阪瓦斯+ﾊｰﾏﾝ (2)、長府製作所+大阪

瓦斯  (2)、日本ｸﾗｲﾒｲﾄｼｽﾃﾑｽﾞ+ﾏﾂﾀﾞ (2)、法

月  和弥  (2) 
 
大阪瓦斯  、三菱重工業  、日立製作所  、石

川島播磨重工業  、ﾔﾝﾏｰ 、本田技研工業  、

三菱電機  、ｱｲｼﾝ精機  、ｴﾈﾙｹﾞﾆｳｽ GMBH+ﾚ

ﾌﾟﾆｸ ｱﾙﾌｵﾝｽ ﾄﾞﾐﾆｸ 、ﾁﾞｰｾﾞﾙ機器  、ﾃｲｴﾙﾌﾞ

ｲ  、ﾄﾖﾀ自 動 車  、ﾆﾕｰｵｰﾀﾆ  、ﾍﾞｰ  ﾍﾟｰ  ｼﾐｰ 
SA+ﾋﾞｰ ﾋﾟｰ CHEM INTERN LTD 、吉沢  善

男 + 加 藤  之 貴  、 高 砂 熱 学 工 業  、 三 井 造

船  、住友電気工業  、水口  勝政  、清水建

設  、石油産業活性化ｾﾝﾀｰ+ｺｽﾓ石油  、石油

産業活性化ｾﾝﾀｰ+出光興産  、前川製作所  、

竹中工務店  、島津製作所  、東京瓦斯+大阪

瓦斯+東邦瓦斯+西部瓦斯+高木産業  、東芝

ｷﾔﾘｱ 、東陶機器  、日揮+住友大阪ｾﾒﾝﾄ 、

日本鋼管  、日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+ﾄﾖﾀ自動車  、

日 立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+東京 瓦斯  、 日立 製 作 所 +
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ （各1）  
 

東京瓦斯  (5)、大阪瓦斯+西淀空調機  (3)、
ﾃﾞﾝｿｰ (2)、明電舎  (2)、新日本製鉄  (2) 
 
東芝  、日立製作所  、三洋電機  、ﾔﾝﾏｰ 、

三菱電機  、ｱｲｼﾝ精機  、ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 、ﾄﾖﾀ車

体  、高砂熱学工業  、松下精工  、松下電器

産 業 +松 下 冷 機  、 神 鋼 電 機  、 川 重 冷 熱 工

業  、大阪瓦斯+ﾊｰﾏﾝ+東京瓦斯+東邦瓦斯+
西部瓦斯  、大川原製作所+西武百貨店  、東

芝+東芝ｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 、東日本旅客鉄道+三

菱電 機  、日 立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+ｱｲｼﾝ  ｴｲ  ﾀﾞﾌﾞﾘ

ﾕ 、日立製作所+東京瓦斯（各1）  

 

出願が集中している熱回収効率向上を課題とするものについて詳細にみると、配管

等熱ロス低減、熱の合理的利用率向上、負荷変動追従を課題とするものに多くの企業

が出願しているが、中でも配管等熱ロス低減に関してはヤマハ発動機、熱の合理的利

用率向上については東京瓦斯、負荷変動追従では三菱重工業と東京瓦斯の出願が多

い。 

開発の中心はガス、電機、機械メーカー 

コージェネレーションシステム 
 

課題・解決手段対応の出願人 
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○技術開発拠点地図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○技術開発拠点一覧 
No 企業名 都道府県 住  所 

所在地・事業所名 

① 大阪瓦斯 大阪府 大阪市中央区平野町4-1-2 大阪瓦斯株式会社 

② 東京瓦斯 東京都 港区海岸1-5-20 東京瓦斯株式会社 

③ 東芝 東京都 
東京都 
神奈川県 
愛知県 

港区芝浦1-1-1 株式会社東芝 
府中市東芝町1 株式会社東芝府中工場 
横浜市鶴見区末広町2-4 株式会社東芝京浜事務所 
瀬戸市穴田町991 株式会社東芝愛知工場 

④ 三菱重工業 東京都 
神奈川県 
愛知県 
兵庫県 
広島県 
長崎県 

千代田区丸の内2-5-1 三菱重工業株式会社 
相模原市田名3000 三菱重工業株式会社汎用機・特車事業本部 
西春日井郡西枇杷島旭町3-1 三菱重工業株式会社冷熱事業本部 
高砂市荒井町新浜-1-1 三菱重工業株式会社高砂研究所 
広島市西区観音新町4-6-22 三菱重工業株式会社広島研究所 
長崎市飽の浦町1-1 三菱重工業株式会社長崎造船所 

⑤ 日立製作所 茨城県 
東京都 

日立市大みか町7-1-1 株式会社日立製作所日立研究所 
千代田区駿河台4-6 株式会社日立製作所 

⑥ 三洋電機 大阪府 守口市京阪本通2-5-5 三洋電機株式会社 

⑦ デンソー 愛知県 刈谷市昭和町1-1 株式会社ﾃﾞﾝｿｰ 

⑧ クボタ 茨城県 
東京都 
大阪府 
兵庫県 

竜ヶ崎市向陽台5-6 株式会社ｸﾎﾞﾀ竜ヶ崎工場 
中央区日本橋室町3-1-3 株式会社ｸﾎﾞﾀ東京本社 
浪速区敷津東1-2-47 株式会社ｸﾎﾞﾀ 
尼崎市浜1-1-1 株式会社ｸﾎﾞﾀ技術開発研究所 

⑨ 松下電器産業 大阪府 門真市大字門真1006 松下電器産業株式会社 

⑩ 明電舎 東京都 品川区大崎2-1-17 株式会社明電舎 

⑪ 東邦瓦斯 愛知県 名古屋市熱田区桜田町19-18 東邦瓦斯株式会社 

⑫ 石川島播磨重工業 東京都 
神奈川県 

江東区豊洲3-2-16 石川島播磨重工業株式会社東京ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 
横浜市磯子区新中原町1 石川島播磨重工業株式会社生産技術開発ｾﾝﾀｰ 

⑬ ヤマハ発動機 静岡県 磐田市新貝2500 ﾔﾏﾊ発動機株式会社 

⑭ ヤンマー 大阪府 大阪市北区茶屋町1-32 ﾔﾝﾏｰ株式会社 

⑮ 本田技研工業 埼玉県 和光市中央1-4-1 株式会社本田技術研究所 

⑯ いすゞ中央研究所 神奈川県 藤沢市土棚8 株式会社いすゞ中央研究所 

⑰ 三菱電機 東京都 
兵庫県 

千代田区丸の内2-2-3 三菱電機株式会社 
尼崎市塚口本町8-1-1 三菱電機株式会社産業ｼｽﾃﾑ研究所 

⑱ 川崎重工業 東京都 
兵庫県 
兵庫県 

港区浜松町2-4-1 川崎重工業株式会社東京本社 
神戸市中央区東川崎町1-1-3 川崎重工業株式会社神戸本社 
明石市川崎町1-1 川崎重工業株式会社明石工場 

⑲ 日本電信電話 東京都 千代田区大手町2-3-1 日本電信電話株式会社 

⑳ ダイキン工業 大阪府 堺市金岡町1304 ﾀﾞｲｷﾝ工業株式会社堺製作所金岡工場 

 

コージェネレーションシステム技術に関する主要企業の技術開発拠点を、発明者の

住所でみると、東京、神奈川、埼玉、茨城の関東地方が 17 拠点、大阪、兵庫の近畿

地方が 10 拠点、中部地方 5 拠点、中国地方、九州地方が各１拠点である。 

⑤⑧ 

⑮ 

⑬

②③④⑤⑧ 

⑩⑫⑰⑱⑲ 

③④⑫⑯ 

③④⑦⑪

①⑥⑧⑨⑭⑳ 

④⑧⑰⑱ 

④ 

④ 

関東と近畿に集中する技術開発拠点 

コージェネレーションシステム 
 

技術開発の拠点の分布 
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出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 

大阪瓦斯の特許出願は

263 件であり、うち登録に

なった特許が 18 件ある。 

 

課題・熱回収効率向上、

解決手段・トータルシステ

ム改良が多いが、個別にみ

れば、熱回収効率向上を熱

交換器部の改良により行

うものが最も多い。 

 

    

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
効
率
向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ

改良 

特許3168362 

92.12.21 

F25B17/08 

西淀空調機 

[被引用回数1回]

蓄熱機能を有したケミカルヒ－トポンプ冷凍システムとその

運転方法 
吸着式冷凍機の吸着塔または吸

収式冷凍機の吸収器と蓄熱槽と

を第1の通路開閉手段を介して接

続する｡蓄熱槽内には､吸着式冷

凍機または吸収式冷凍機の冷媒

と同一の液体を蓄熱材として貯

溜してあり､第1の通路開閉手段

を開放すれば､吸着塔または吸収

器が蓄熱槽内の蓄熱材を吸着し

て､蓄熱槽内の蓄熱材を氷に変

え､蓄熱がなされる｡ 

制
御
・
監
視
技
術 

需
給
安
定
化 

ﾄ ｰ ﾀ ﾙ ｼ ｽ ﾃ ﾑ
改良 

特許2651561 

94.09.16 

F02G5/04 
西芝電機 

コージェネレーションシステムの温度制御装置 
温度ｾﾝｻでｴﾝｼﾞﾝの入口温度を検出し､設定値との偏差を PID 演

算して弁を制御する｡一方､ｴﾝｼﾞﾝの定格発生熱量を演算装置で

演算し､また､温水利用設

備用の弁の弁開度から､吸

収熱量-弁開度特性を利用

して吸収熱量を演算し､定

格発生熱量と吸収熱量と

の差から放熱器で放出す

べき熱量を計算する｡ 

  

逆
潮
流
制
御

異
常
運
転
防
止

需
給
安
定
化

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
間

不
調
解
除

機
器
損
傷
防
止

発
電
効
率
向
上

熱
回
収
効
率
向
上

エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
効
率
向
上

設
備
・
施
工
等

コ
ス
ト
低
減

運
転
コ
ス
ト
低
減

環
境
保
全
性
向
上

騒
音
・
振
動
低
減

そ
の
他

トータルシステム
改良

原動機部の改良

発電機部の改良

熱交換器部の改良

排ガス処理部の
改良

電/熱比制御改良

負荷制御改良

始動･停止制御
改良

排熱利用先拡大

課    題

解
決
手
段

4 20 14 5 13 5

12 9 2 2

5 2 3

25 4 2

2 2 18

1 2 1 1 2 1 6 1

2 11 1 2 2 2

1

5

1152197

1 1 1 11

15

112 3

12

5 3

大阪瓦斯株式会社 

コージェネレーションシステム 
 

主要企業 



 

ix 

 

 

 
出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 

東京瓦斯の特許出願は

213 件であり、うち登録に

なった特許が 33 件ある。 

 

課題・エネルギー利用効

率向上、解決手段・トータ

ルシステム改良が多く、エ

ネルギー利用効率向上に

ついても、トータルシステ

ム改良により行うものが

最も多い。 

 

   

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
効
率
向
上 

ﾄ ｰ ﾀ ﾙ ｼ ｽ ﾃ ﾑ
改良 

特許3205599 

92.07.21 

H01M8/04 
日本電信電話 

燃料電池システム 

燃料電池の電池冷却水の熱ｴﾈﾙｷﾞ-を利用して運転される吸収

式冷凍機の冷凍機冷却水温度を冷凍機冷却水温度検出手段で

測定し､ｺﾝﾄﾛ-ﾗに入力する｡ｺﾝﾄﾛ-ﾗは､冷凍機冷却水温度から最

適な燃料電池の電池冷

却水の温度設定値を計

算し､この温度設定値に

なるように吸収式冷凍

機に供給する水蒸気流

量を水蒸気流量制御弁

の弁開度で制御する｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱
回
収
効
率
向
上 

ﾄ ｰ ﾀ ﾙ ｼ ｽ ﾃ ﾑ
改良 

特許2963000 

94.04.12 

F25B15/00,303 
[被引用回数 11 回] 

吸収冷凍機 
発生する温排水あるいは低圧蒸

気等の流体を排熱ﾗｲﾝに流し､そ

の排熱ﾗｲﾝは､給湯用熱交換器と

冷却塔と共に､分岐路を介して吸

収冷凍機に配設する｡この吸収冷

凍機の高温溶液熱交換器と､低温

溶液熱交換器との間の希溶液ﾗｲ

ﾝ､分岐路の流れる温排水と､希溶

液ﾗｲﾝを流れる吸収剤希溶液とで

熱交換を行うための温熱源用熱

交換器を介装する｡ 
  

逆
潮
流
制
御

異
常
運
転
防
止

需
給
安
定
化

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
間

不
調
解
除

機
器
損
傷
防
止

発
電
効
率
向
上

熱
回
収
効
率
向
上

エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
効
率
向
上

設
備
・
施
工
等

コ
ス
ト
低
減

運
転
コ
ス
ト
低
減

環
境
保
全
性
向
上

騒
音
・
振
動
低
減

そ
の
他

トータルシステム
改良

原動機部の改良

発電機部の改良

熱交換器部の改良

排ガス処理部の
改良

電/熱比制御改良

負荷制御改良

始動･停止制御
改良

排熱利用先拡大

課    題

解
決
手
段

35 4 7 3

1 1 1

1 1 1

15 5 4 4

24

3 6 1 8

1 1

23 13664

62

2 223 1

12 2

1

141

2 13

112

12

東京瓦斯株式会社 

コージェネレーションシステム 
 

主要企業 



 

x 

 

 

 
出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 

東芝の特許出願は 115

件であり、うち登録になっ

た特許が 11 件ある。 

 

課題・熱回収効率向上、

解決手段・トータルシステ

ム改良が多いが、個別にみ

れば、熱回収効率向上を熱

交換器部の改良により行

うものが最も多く、異常運

転防止をトータルシステ

ム改良により行うものが

注目される。 

 

   

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

排
熱
回
収
利
用
技
術 

熱
回
収
効
率
向
上 

熱交換器

部の改良 

特許2766434 

92.07.30 

H01M8/04 

[被引用回数1回]

燃料電池発電装置の排ｶﾞｽ処理装置 
燃料電池本体の排ｶﾞｽが高温

部熱交換器に流入すると冷

却水によりﾘﾝ酸が析出する

温度域まで冷却され析出し

たﾘﾝ酸をﾘﾝ酸回収用ﾊﾟﾚｯﾄで

回収する｡次で低温部熱交換

器に流入した排ｶﾞｽは生成水

蒸気が凝縮する温度域まで

冷却され凝縮水が回収用ﾀﾝｸ

に回収される｡ 

動
力
／
燃
料
ｌ
電
気
変
換
技
術 

異
常
運
転
防
止 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ

改良 

特許3420162 

00.03.23 

H02J3/38 

西芝電機 

発電設備の系統連系保護装置 
系統電源に異常が発生して遮断器

が開となった時､周波数変化率積

算手段と周波数変動傾向判定手段

及びﾊﾞｲｱｽ手段により､交流発電機

の出力電圧を変化させて､電圧変

動に伴う正帰還作用によって周波

数変動を拡大させる｡ 

  

逆
潮
流
制
御

異
常
運
転
防
止

需
給
安
定
化

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
間

不
調
解
除

機
器
損
傷
防
止

発
電
効
率
向
上

熱
回
収
効
率
向
上

エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
効
率
向
上

設
備
・
施
工
等

コ
ス
ト
低
減

運
転
コ
ス
ト
低
減

環
境
保
全
性
向
上

騒
音
・
振
動
低
減

そ
の
他

トータルシステム
改良

原動機部の改良

発電機部の改良

熱交換器部の改良

排ガス処理部の
改良

電/熱比制御改良

負荷制御改良

始動･停止制御
改良

排熱利用先拡大

課    題

解
決
手
段

4 2 8 2

1 2 2 1 1 1

5 1

1 1

4

1 1 1 1

4 2

2 2

1

4 12 5

2

4 4111

2161

1 23

1111

1

株式会社東芝 

コージェネレーションシステム 
 

主要企業 



 

xi 

 

 

 
出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 

三菱重工業の特許出願

は 101 件であり、うち登録

になった特許が９件ある。 

 

課題・エネルギー利用効

率向上、解決手段・トータ

ルシステム改良が多く、エ

ネルギー利用効率向上に

ついても、トータルシステ

ム改良により行うものが

最も多い。運転コスト低減

をトータルシステム改良

で行うものが注目される。 

 

   

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
効
率
向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ

改良 

特開2001-183028

99.12.24 

F25B27/02 

吸収冷凍機､及び､コージェネレーションシステム 

吸収冷凍機は､発電ﾕﾆｯﾄからの排ｶﾞｽにより吸収器からの吸収

溶液を加熱する高圧再生器と､冷却水と冷媒ｶﾞｽとにより吸収

器からの吸収溶液を加熱する低圧再生

器と､吸収溶液の濃度を高圧再生器の

出口と、吸収器の入口で計測する濃度

計と､この間に設けられた流量調整弁

と､濃度計の計測値に基づいて､再生器

からと吸収器からの吸収溶液濃度が一

致するように流量調整弁を制御する  

動
力
／
燃
料
ｌ
電
気
変
換
技
術 

設
備･

施
工
等
コ
ス
ト
低
減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ

改良 

特許3253985 

91.10.11 

H01M8/00 

関西電力 

電力貯蔵装置 
電力貯蔵時にはﾎﾟﾝﾌﾟによって水を水ﾀﾝｸから順次再生熱交換

器､加熱器､再生熱交換器､加熱器で加熱して水蒸気とし､これ

をﾘﾊﾞ-ｼﾌﾞﾙ形固体酸化物電解ｾﾙへ送る｡次

にこの電極の両性に正流を流しｱﾉ-ﾄﾞ側に

は酸素､ｶｿ-ﾄﾞ側には水素を生じさせ､酸素

は酸素ﾀﾝｸにまた水素は水素ﾀﾝｸに貯蔵す

る｡ 

  

逆
潮
流
制
御

異
常
運
転
防
止

需
給
安
定
化

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
間

不
調
解
除

機
器
損
傷
防
止

発
電
効
率
向
上

熱
回
収
効
率
向
上

エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
効
率
向
上

設
備
・
施
工
等

コ
ス
ト
低
減

運
転
コ
ス
ト
低
減

環
境
保
全
性
向
上

騒
音
・
振
動
低
減

そ
の
他

トータルシステム
改良

原動機部の改良

発電機部の改良

熱交換器部の改良

排ガス処理部の
改良

電/熱比制御改良

負荷制御改良

始動･停止制御
改良

排熱利用先拡大

課    題

解
決
手
段

7 18 3 7 4

1 1 1 1 1

1 1

5 3 2

1 1

2

2

126

51

212

113

6

1

11

2

12

三菱重工業株式会社 

コージェネレーションシステム 
 

主要企業 



 

xii 

 

 

 
出願状況 特許の課題と解決手段の分布 

 

日立製作所の特許出願

は 88 件であり、うち登録

になった特許が 14 件あ

る。 

 

課題・需給安定化、解決

手段・トータルシステム改

良が多いが、個別にみれ

ば、環境保全性向上を排ガ

ス処理部の改良により行

うものが最も多く、需給安

定化を電/熱比制御改良に

より行うものが注目され

る。 

 

   

保有特許例 

技
術
要
素 

課
題 

解決手段

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主 IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概要 

熱
ｌ
動
力
変
換
技
術 

発
電
効
率
向
上 

原動機部

の改良 

特許2798338 

93.04.07 

F23R3/18 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ燃焼器及びｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ機関 
燃焼ｶﾞｽと接する保炎部と流

れを整流するための支持部と

で構成される保炎器の受熱面

を除く表面に､乱流促進体を

配置し､保炎器から空気及び

燃料の気流への伝熱を促進す

る｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
効
率
向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ

改良 

特許3285306 

96.02.29 

F25B15/00,303 

東京瓦斯 

[被引用回数1回]

排熱投入型吸収冷凍機 
高温再生器から吸収器に至る濃溶液のﾗｲﾝの高温熱交換器出口

の濃溶液系に､溶液の自己顕熱を利用して自身の濃縮冷媒再生

を行なう補助蒸発器を設け､蒸発した冷媒を凝縮器もしくは低

温再生器に導く｡これにより､熱効率の高い吸収冷凍機を提供

することができる｡ 

  

逆
潮
流
制
御

異
常
運
転
防
止

需
給
安
定
化

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
間

不
調
解
除

機
器
損
傷
防
止

発
電
効
率
向
上

熱
回
収
効
率
向
上

エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
効
率
向
上

設
備
・
施
工
等

コ
ス
ト
低
減

運
転
コ
ス
ト
低
減

環
境
保
全
性
向
上

騒
音
・
振
動
低
減

そ
の
他

トータルシステム
改良

原動機部の改良

発電機部の改良

熱交換器部の改良

排ガス処理部の
改良

電/熱比制御改良

負荷制御改良

始動･停止制御
改良

排熱利用先拡大

課    題

解
決
手
段

2 4 7 3

1 1 1 1

1

1 1 1

9

6

3 2 1

1 1 1

12321

63

22311

1 7

1 12

1

株式会社日立製作所 

コージェネレーションシステム 
 

主要企業 
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1.1 コージェネレーションシステム 

 
1.1.1 コージェネレーションシステムとは 

1988 年のトロント国際会議以降、地球温暖化問題が地球規模の課題として議論され、

97 年 12 月、京都で開催された第３回気候変動枠組み締約国会議（COP-3）において、

2010 年までに平均 CO2 排出量を 90 年比５％（日本は６％）削減する議定書を採択した。

我が国の長期エネルギー需給見通し（経済産業省）によれば、2010 年の CO2 排出量を 90

年レベルに安定化させるだけでも原油換算で約 5600 万 kl 相当の省エネルギーが必要であ

り、さらに上述の６％削減目標を達成するためには、抜本的な省エネルギー対策を強力に

推進することが必須となっている。日本のエネルギー供給・消費フロー分析によれば、全

一次エネルギー供給量に対して有用エネルギーの割合は 34％、損失が 66％であり、損失

を回収する観点での省エネルギー技術が、抜本的な省エネルギー対策の１つの重要なポイ

ントといわれている。コージェネレーションシステムはこの観点から近年注目を浴び、導

入が加速度的に増加している。 

コージェネレーションシステム（Cogeneration System）とは、１次エネルギーから連

続的に、しかも同時に２種類以上の２次エネルギーを発生させるシステムである。実際に

は、都市ガス、石油ガスなどの燃料の燃焼熱を利用してディーゼルエンジン、ガスエンジ

ン、ガスタービンなどの原動機を駆動し、その動力利用（発電）と排熱利用を可能にした

ものである。日本にこの概念が紹介された当初は、熱電併給、熱併給型発電と呼ばれてい

たが、最近では、コージェネレーションシステムに定着してきている。 

コージェネレーションシステムでは、燃料が燃焼する時のエネルギーを高温、中温、低

温へと直列的に利用し、保有エネルギーを最大限に利用する。具体的には、高温度のエネ

ルギーは熱機関などの高温度でなければ利用できない機器に利用し、そこから排出される

低温になったエネルギーは、熱回収装置などその温度でも十分な機器で回収する。これに

対し従来方式では熱の並列的利用が主体であり、熱機関の発電の場合も給湯器による温水

 

 

１．技術の概要 
 

都市ガスなどをエネルギー源として、電気と熱を取り出せる、コー

ジェネレーションシステムは、省エネルギーで経済的であり、環境に

貢献するシステムとして、ますます期待が高まっている。 

ガスエンジン、ガスタービン、燃料電池などを用いたシステムがあ

り、取り出された熱は、給湯、蒸気、暖房、冷房など、さまざまな用

途に使用される。 

特許流通 

支援チャート
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発生の場合も、その目的のためだけにエネルギーを利用し、排出されるエネルギーは一般

に廃棄される。このためエネルギー利用効率は十分ではない。コージェネレーションシス

テムではエネルギー利用効率が向上するので、化石燃料の使用量は減少し温室効果ガスも

低減する。 

1893 年、ドイツのボストシュラッセ発電所から市庁舎に蒸気を供給したのが、世界最

初のコージェネレーションシステムといわれている。日本では第二次石油危機以降の

1980 年代にようやく導入されるようになったが、ヨーロッパに比べて日本のコージェネ

レーションの歴史が浅いのは、気候の違いに起因する。すなわち、日本の気候はヨーロッ

パと異なり暖房だけではなく冷房も必要であることや、冷房を必要としない中間期が長い

ことがコージェネレーション導入メリットを圧迫する原因となっているためである。 

 

1.1.2 コージェネレーションシステムの特徴 

コージェネレーションシステムの特徴は、次のようにまとめられる。 

 

①総合的にエネルギー利用率が高い 

コージェネレーションシステムは、１次エネルギーを燃焼して得られる高温度のガ

スから順次電力と熱を最大限に取り出していくので、電力のみの発生の場合より、総合

的に高い効率が得られる。その値は、原動機の種類など機器構成によっても異なるが、

１次エネルギーの 70～80％に達する。 

②分散型電源である 

コージェネレーションシステムは、電気または熱を必要とする場所で、発電または

熱併給が可能であるので、分散型電源であるといえる。このため送電などエネルギー輸

送に伴う損失が少ない。更に大型集中発電に比べて経済性向上や、建設が容易であるな

どのメリットも期待される。 

③環境保全性 

電気を熱とともに利用する従来のシステムとの比較を考えた場合、CO2 排出量は燃料

消費量に比例するので、燃料使用量の減少分だけ CO2 排出量も減少する。また、発熱量

当りの炭素含有量の少ない天然ガス系燃料を使用すれば、さらに CO2 排出が抑制される 

④施設の機能維持向上 

病院や庁舎など公共性の高い建物は、災害時にその機能の維持が必要であり、法令

でも施設の機能を維持するための非常電源を確保することが要求されている。したがっ

て、公共性の高い建築物や非常時において拠点性の高い建物では、常用電源を非常用と

兼用したコージェネレーションシステムの導入はその信頼性の向上に極めて有効である。 

⑤電力需要の平準化への寄与 

コージェネレーションシステムによる発電では、昼間を中心に一定時間に限定した

運転形態となる場合が多く、長期的、全体的にみれば、昼夜間の電力需要格差の縮小に

寄与する。 

  

 



5 

1.1.3 エネルギー政策におけるコージェネレーションシステムの位置付け 

コージェネレーションシステムは、燃料の如何を問わず、従来方式に比べて特に省エネ

ルギー性に優れているため、コージェネレーションシステムが普及・伸展することは我が

国のエネルギー需給構造の改善からも好ましいといえる。特に燃料が天然ガスの場合は新

エネルギーとして位置付けられ、その導入・普及の拡大が我が国のエネルギー政策上から

も期待されている。 

「新エネルギー利用に関する法律」によれば、「新エネルギー利用等とは、石油代替エ

ネルギーを製造し、若しくは発生させ、又は利用すること及び電気を変換して選られる動

力を利用することのうち、①経済性の面における制約から普及が充分でないもので、②そ

の促進を図ることが石油代替エネルギーの導入を図るため特に必要なものとして制令で定

めるもの」（新エネルギー利用などの促進に関する特別措置法 1997 年６月制定、通称「新

エネ法」」と、表記されている。 

また、上記の制令で定められる「新エネルギー利用等」の対象範囲とは、 

① 供給サイドの新エネルギー（太陽光発電、風力発電、太陽熱発電、廃棄物発電、バ

イオマス発電、未利用エネルギー、廃棄物熱利用、バイオマス熱利用他） 

② 需要サイドの新エネルギー（天然ガスコージェネレーション、燃料電池、クリーン

エネルギー自動車） 

である。 

天然ガスコージェネレーションシステムは、新エネルギー（需要型新エネルギー）とし

て位置付けられており、2001 年６月の総合資源エネルギー調査会による「長期エネル

ギー需給見直し」における長期的目標値として、2010 年度目標、464 万 KW が掲げられて

いる。 

 

1.1.4 コージェネレーションシステムに関する諸制度・助成措置 

コージェネレーションシステムに関する諸制度としては、発電と熱供給を行うことを主

体とする関係から、それぞれの関係する法律、例えば、電気事業法、熱供給事業法、ガス

事業法などがある。近年、コージェネレーションシステムが日本では比較的新しいシステ

ムであったために、そこで得られた電気と熱の使い方や保安に関して従来の電気事業、ガ

ス事業などで適用される規制がそのまま適用され、それが導入を阻害する原因ともなって

いた。コージェネレーションシステムの特長が評価され、期待されるに従って、これらの

規制を緩和する動きが具体化している。例えば、電気事業法が 1995 年 12 月に改正され、

一般の電気事業者（電力会社）以外の企業が発電事業への参入が可能となり、その後、

2000 年４月に更に同法の改正により大口ユーザー向けの直接供給が可能となるなど、そ

の見直しは数回にわたって行われてきている。 

一方、コージェネレーションシステムの普及促進のために、各種の助成措置が採られて

いる。金融上の助成措置としては、「日本政策投資銀行」と「中小企業金融公庫」による

コージェネレーション設備に対する融資制度、税制上の助成措置としては、「エネルギー

需要構造改革促進税制」に定められている助成制度、設備の導入・建設あるいは事業に係

る費用に対する補助措置としては、「新エネルギー事業者支援事業」、「エネルギー使用合

理化事業者支援事業」、「地域省エネルギー普及促進対策事業」などがある。表 1.1.4-1
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に、コージェネレーションシステム導入のための補助金制度の概要を示す。 

 
表 1.1.4-1 コージェネレーションシステム導入のための補助金（平成 16 年 3 月現在） 

制度  主な適用対象  補助金の内容  
経済産業省 

新エネルギー事業者支援事業 

①高効率天然ガスコージェネレーション 

②天然ガスコージェネレーション活用型エ

ネルギー供給設備 

補助率：1/3 以内 

債務保証対象比率：90％ 

NEDO 

エネルギー使用合理化事業者支

援事業 

①天然ガスコージェネレーション 

②省エネ法に定める中長期計画に位置

付けられた省エネルギー事業 

③その他 

補助率：1/3 以内 

啓発補助金：定額 

 （上限 5 億円）

NEDO 

新エネルギー草の根支援事業 

天然ガスコージェネレーション 

(NPO 等の民間団体) 

補助率：1/2 以内 

事業期間：1 年 

NEDO 

地域省エネルギー普及促進対策

事業 

地域公共団体によるデモンストレーション

効果の省エネルギー促進事業 

(地方公共団体等) 

補助率：①1/2 以内 

②定額 100％ 

（上限 2,000 万円）

経済産業省 

災害対応機能を強化した災害対

応形給油所の普及 

ガソリンスタンドにおけるコージェネレー

ション発電設備 

(10kW 以上) 

設備費及び設置費の 1/5 

（上限 500 万円）

(財)エルピーガス振興センター 

石油ガスエネルギー利用システ

ム導入事業 

業務用か民生用途で単機で 250kW 以

上、システム全体で 500kW 以上。燃料電

池の場合は、ともに 200kW 以上。 

設備費及び設置費の 1/2 

（上限 4,500 万円）

燃料電池：1/2 

（上限 7,500 万円）

(財)石油産活性化センター 

先導型石油エネルギー利用シス

テム導入事業 

総出力 1,000kW 以上の民生用石油コー

ジェネレーション発電設備 

設備費及び設置費の 1/2 

国土交通省 

環境共生住宅市街地モデル事業 

概ね 50 戸以上の住宅団地で、環境共生

住宅ガイドラインに即した施設へのコー

ジェネレーション発電設備 

施設整備費の 1/3 

都道府県（厚生労働省） 

緊急医療などの確保のための災

害拠点病院の整備 

基幹災害医療センター、地域災害医療セ

ンターにおける自立型エネルギーシステム

としての自家発電設備 

国と都道府県で設置費及

び設置費の 1/3 ずつ（上

限 1 億 7,824 万円/件） 

 
1.1.5 コージェネレーションシステムの技術 

コージェネレーションシステムの技術は、１次エネルギーをまず電気に変換し、排エネ

ルギーを熱として回収・利用するコージェネレーションシステムを対象とする。なお、本

書では以下の技術については扱っていない。 

・再生可能エネルギー、リサイクルエネルギーで発電するシステム 

・一次エネルギーをまず動力に変換するシステム（自動車、船舶、飛行機等） 

・一次エネルギーをまず加熱に利用するシステム（加熱炉、熱処理炉、溶解炉等） 

・一次エネルギーをまず加熱、反応に利用するシステム（高炉、化学プラント等） 

 

コージェネレーションシステムは、基本的には発電のための原動機と発電機（あるいは

燃料電池）、商用電力との系列連系のための同期盤・切替盤、排熱回収装置と排熱利用機

器から構成される。コージェネレーションが使用される場所によっては、環境規制により

排ガス処理を行う必要がある場合もある。 

 

図 1.1.5-1 に、コージェネレーションシステムの機器構成を示す。 
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図 1.1.5-1 コージェネレーションシステムの機器構成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表 1.1.5-1 に、コージェネレーションの技術要素を示す。 

 

表 1.1.5-1 コージェネレーションの技術要素（1/2） 

技術要素  技術の説明  
制御・監視技術 ユーザの出力要求と求められた経済性を満足するようにシステム

全体を制御・監視し、必要に応じ各機器へ制御指令を伝達する技

術。デマンド監視、余力監視、逆潮流防止制御、停電・復電制

御、台数制御、負荷選択遮断などが行われる。 

熱－動力変換技術 燃料の燃焼熱を動力に変換し、発電機の駆動力を得る技術（原動

機）。コージェネレーションに使われる原動機には一般的にディー

ゼルエンジン、ガスエンジン、ガスタービンがある。始動・停止

制御、負荷制御、回転数制御、空気比制御があり、上位指令に

従った制御が行われる。 

電気 
排熱 

電力負荷 熱負荷 

商用電力 

燃料供給装置 
始動装置 

原動機 

排ガス処理 

排熱回収装置 
・熱交換器 
・排ガスボイラ 

排ガス 

発電機 

発電機盤 
切替盤 
同期盤 

系統連系 
リレー 

排熱利用機器 

燃料 

燃料供給装置 
始動装置 燃料 燃料改質装置 

(水素製造) 

燃料電池 

燃料電池の場合 
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表 1.1.5-2 コージェネレーションの技術要素（2/2） 

技術要素  技術の説明  
動力/燃料－電気変換技術 原動機で得られた駆動力を電気に変換する技術（発電機）。コー

ジェネレーションシステムで発電した電気を利用するには、発電

機の他に系統分離の場合は切替盤、系統連系の場合は同期盤や保

護継電器が必要である。電圧制御、周波数制御、並列運転、負荷

分担、自動同期投入、系統連系制御など多数の制御が行われる。 

排熱回収・利用技術 コージェネレーションシステムの排熱回収方式には、温水回収方

式、蒸気回収方式と温水・蒸気回収方式がある。排熱の有効利用

の観点では、温度、流量の制御が重要であり、また、エンジンに

とっては冷却水の入口温度、回収熱の利用に関しては熱利用熱交

換器の出口温度が重要である。 

排ガス処理技術 コージェネレーションシステムの原動機排ガス中に含まれる大気

汚染物質は主に、NOx、SOx、煤塵であり、必要に応じて排ガス処

理が行われる。NOx 低減処理にはアンモニア接触還元法、SOx 低減

処理には水酸化マグネシウムスラリー吸収法、煤塵低減処理には

バグフィルター等の集塵装置が広く用いられる。 

 

 (1)制御・監視技術 

発電と排熱回収を統合したコージェネレーションシステムの運転には、各断面での制御

が重要な役割を果たす。個別機器（原動機、発電機、熱回収装置）の運転制御は互いに独

立して行われるが、コージェネレーションシステムには、ユーザの出力要求と求められた

経済性を満足するようにシステム全体を制御・監視し、必要に応じ各機器へ制御指令を伝

達する重要な機能が備えられている。 

表 1.1.5-4 に、それぞれの制御の内容を示す。 

 

表 1.1.5-3 監視・制御システムの機能 

１．監視 

①デマンド監視 

②余力監視 

 

２．自動制御機能 

①負荷配分 

②逆潮流防止 

③停電・復電制御 

④台数制御 

⑤負荷選択遮断 

⑥熱、電力負荷予測 

３．その他の機能 

①エネルギー諸計算 

②メンテナンス、自己記録故障

診断、予防保全 

 

システムの基本機能として、一般的に制御、監視、データ収集・記録・表示が自動的に

行われることが要求される。自動制御機能には、発電機制御やその他の制御および予測が

含まれる。監視機能には、現場監視、制御室監視、遠方監視などがあり、システムとして

遠方監視が要求される場合は、上記の機能の一部または対部分が必要となる。主要単体機

器または、それを含むサブシステムをその製造会社もしくは保守･管理会社が、多数の

ユーザをまとめて遠方で監視することも実現している。 

 

 (2)熱－動力変換技術 

原動機は、燃料の燃焼熱を動力に変換し、発電機の駆動力を得るものである。コージェ

ネレーションに使われる原動機には一般的にディーゼルエンジン、ガスエンジン、ガス

タービンがある。コージェネレーションシステムに用いられるエンジンは、一般用途と同

様に小型から大型まで広い出力範囲で使用されるが、熱交換器でエンジン冷却水から熱を
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回収するためにエンジンのできるだけ多くの部分から冷却水に熱を与えるように設計され

ている。また、実用されているガスタービンには数 10kW から数 10 万 kW のものがあるが、

コージェネレーションシステムには 500kW から 10,000kW のものが多く採用されている。

排ガス温度は 500～550℃もあるため、一般にガスタービンと排ガスボイラを組み合わせ

て販売することが多い。 

ディーゼルエンジンは、初めに空気だけをシリンダ内に吸い込みこれを断熱圧縮させて

温度を上昇させ、そこへ霧状の燃料を噴射することにより自動的に着火・燃焼させ、発電

機の駆動力を発生させるものである。ガスエンジンは、シリンダ内に吸い込まれた混合気

（ガス＋空気）をピストンの上昇により圧縮し、高温高圧になった混合気を点火プラグに

より着火・燃焼させるか、この混合気内に噴射弁から微量の軽油を噴射し、軽油の自己着

火により混合気を燃焼させ、発電機の駆動力を発生させるものである。エンジンは高い発

電効率が得られるが、シリンダ内の最高圧力が高いため振動・騒音が大きく、重量が増え

るなどの問題点もある。 

ガスタービンは、燃焼器で燃料を燃焼して圧縮機で圧縮された空気を加熱し、この高温

高圧ガスをタービンに当ててそのエネルギーを回転運動に変換させて機械的エネルギーを

発生させるものである。ガスタービンは作動ガスが定常連続流れであるため、ピストン往

復式エンジンと比べて大流量の作動ガスを扱うことができ、大出力を発生させるのに適し

ている。 

原動機の制御には、始動・停止制御、負荷制御、回転数制御、空気比制御があり、上

位指令に従った制御が行われる。 

また、ガスタービンで 105～110dB、エンジンで 90～105dB もの騒音が発生するため、

何らかの騒音防止策が必要である。ガスタービンの場合は防音カバーや消音器、エンジン

の場合はこの他に構造物を伝わる漏音についても対策がとられる。エンジンは往復機関で

あることから振動が発生しやすく、十分な防振対策が必要である。防振材としては、防振

ゴム、金属スプリング、空気ばねなどが使われているが、防振ゴムなどの支持方法を用い

ることができない大型機では、建屋と機械の基礎を分離することも行われている。 

 

 (3)動力/燃料－電気変換技術 

発電機は、原動機で得られた駆動力を電気に変換する機器である。コージェネレーショ

ンシステムで発電した電気を利用するには、発電機の他に系統分離の場合は切替盤、系統

連系の場合は同期盤や保護継電器が必要である。発電機には同期発電機と誘導発電機があ

るが、コージェネレーションシステムの場合は、発電規模や系統連系の有無などに応じて

選定される。誘導発電機は商用電源から励磁電流を受けるので、電圧・周波数・波形は商

用電源と同じで、励磁装置が不要、運転・メンテナンスが容易といった特徴があるが、商

用電源に接続しないと運転ができないため、商用電源との連系が難しい場合には採用でき

ない。同期発電機は商用電源との連系運転も単独運転も可能なため非常用電源としても使

用できるが、励磁装置や自動同期投入装置が必要である。 

発電機では、電圧制御、自動力率制御、周波数制御、並列運転、負荷分担、自動同期投

入、系統連系制御等多数の制御が行われている。 

燃料電池は、水素と酸素を化学反応させて電気と熱を作り出す発電機の一種と考えられ
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るため、ここでは発電機の分類に含めて整理する。熱機関による従来の発電方式では、燃

料の持つ化学エネルギーを熱エネルギー、運動エネルギーの順に変換してから電気エネル

ギーを取り出すためエネルギーロスが大きいが、燃料電池は燃料の持つ化学エネルギーを

電気エネルギーに直接変換することができるため、エネルギーロスが小さく、高い発電効

率が実現できる。 

 

(4)排熱回収・利用技術 

コージェネレーションシステムの排熱回収方式には、温水回収方式、蒸気回収方式と温

水・蒸気回収方式がある。コージェネレーションシステムでは電気出力を主体に運転する

ことが多く、余剰の排熱が生じた場合いかに蓄熱するかが問題となる。蓄熱容量を超えた

場合は放熱することになり、コージェネレーションシステムの意味が失われる。 

温水回収方式は、エンジンのジャケット冷却の排熱を温水として回収するもので、得ら

れた温水を排ガスの持つ排熱でさらに加熱する場合もある。中大型のエンジンでは、ジャ

ケット冷却の排熱からは温水を、排ガスの排熱からは蒸気を得る場合があり、これを温

水・蒸気回収方式と呼んでいる。蒸気回収方式は、ガスタービンやエンジンの排ガスが持

つ高温排熱から排ガスボイラを使って蒸気を得る方法であり、0.8MPa 程度の蒸気を取り

出すことができる。一方、得られた温水や蒸気は給湯、暖房あるいは工業用プロセス等に、

また吸収冷凍機を使って冷房や冷凍にも利用できる。 

排熱の有効利用の観点では、温度、流量の制御が重要である。また、エンジンにとって

は冷却水の入口温度、回収熱の利用に関しては熱利用熱交換器の出口温度が重要である。 

 
(5)排ガス処理技術 

コージェネレーションシステムの原動機排ガス中に含まれる大気汚染物質は主に、NOx、

SOx、煤塵であり、必要に応じて排ガス処理が行われる。NOx 低減処理には排煙脱硝が行

われる。排煙脱硝で実用化されている方法の大部分は乾式で、アンモニア接触還元法が最

も広く使われている。SOx 低減処理には排煙脱硫が行われ、実用化されている方法の大部

分は水酸化マグネシウムスラリー吸収法である。煤塵低減処理にはバグフィルター等の集

塵装置が用いられる。 

 
(6)コージェネレーションシステムの特性 

コージェネレーションの場合、その性能は発電効率と熱回収効率により決定されるが、

発電効率は基本的に原動機の種類に依存し、熱回収効率は原動機の種類により異なる熱回

収のしやすさに依存する。このため、一般的には原動機別にコージェネレーションの特性

が整理されている。表 1.1.5-4 に、ディーゼルエンジン、ガスエンジン、ガスタービン

と燃料電池の主な仕様と特性を示す。本表の燃料電池には商品化されているリン酸型を掲

載している。りん酸型以外の燃料電池はコージェネレーションへの利用に向けて開発中で

あり、固体高分子型は民生用、固体酸化物型は産業用コージェネレーションへの利用が期

待されている。 

ガスタービンの場合、発電効率は低いが排熱は排ガスだけであることから効率良く排熱

回収をすることができ、総合効率は高くなる。一方、エンジンの場合、発電効率は高いも
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ののエンジンを冷却する必要があり、全体の排熱回収が難しいことから、総合効率はガス

タービンよりやや劣る。リン酸型燃料電池の場合は、エンジンと同等の総合効率である。 

燃料電池は発電効率に優れていること、特に大容量では固体高分子型（SOFC）、小容量

では固体高分子型（PEFC）が頭抜けていることが分かる。民生用コージェネレーションで

は、必要な電力を発生させると熱が多量に発生し消費し切れない場合が多いことから、発

電効率に優れた燃料電池は今後のコージェネレーションの進展に重要な役割を果たすこと

になると考えられている。 

 

表 1.1.5-4 コージェネレーション用原動機別特性 

項 目  ディーゼルエンジン ガスエンジン  ガスタービン  リン酸型燃料電池  

燃料 灯油、軽油 

A～C 重油 

LNG、LPG 

都市ガス 

下水消化ガス 

灯油、A 重油 

LPG 

都市ガス 

都市ガス、 

メタノール 

下水消化ガス 

単機容量 60～20,000 kW 8～7,000 kW 30～100,000 kW 50～10,000 kW 

発電効率 32～46% 24～42% 20～35% 36～45％ 

排熱回収 温水又は蒸気 温水又は蒸気 主として蒸気 主として蒸気 

排熱温度 排ガス：～450℃ 

冷却水：70～75℃ 

排ガス：500～600℃ 

冷却水：～85℃ 

排ガス：450～550℃ 

 

作動温度：～250℃

総合効率 60～75% 65～80% 70～80% 60～80% 

排ガス 

対策 

(NOx) 

噴射時期遅延 

選択還元脱硝 

希薄燃料 

三次元触媒 

水噴射・蒸気噴射 

予混合希薄燃焼 

不要 

騒音 102～105dB(A) 95～97dB(A) 

ディーゼルよりやや

小 

105～110dB(A) 

高周波域が高く対策

容易 

なし 

振動 要防振対策 要防振対策 防振対策不要 防振対策不要 

価格 ガスタービン、ディーゼルエンジン  ＜  ガスエンジン  ≪  リン酸型燃料電池 

特徴 ・発電効率が高い 

・導入実績豊富 

・始動時、急負荷変

動時に煤が出やす

い 

・部分負荷時の効率

低下少 

・排ガスがクリーンで

熱回収が容易 

・三元触媒方式によ

り排ガスの清浄化

が可能 

・メンテナンスはディー

ゼルエンジンに比較

すると容易 

・発電効率が低い 

・冷却水が不要 

・小型軽量 

・蒸気の回収が容易 

・発電効率が高い 

・騒音、振動小 

・排ガスがクリーン 

（出典：NEDO http://www.nedo.go.jp/intro/shinnene/cogene/） 
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1.1.6 特許からみた技術の進展 

図 1.1.6-1 から図 1.1.6-6 に、コージェネレーションシステムに関する技術の進展図

を技術分野別に示す。 

技術の進展図に取り上げた特許および実用新案は、コージェネレーションシステムに

関するものから、権利存続中または係属中のものを抽出し作成した。また、太枠で囲んだ

注目特許は、引用回数 1 回以上の特許の中から、代表的な特許を選出した。 

 

(1)制御・監視技術 

図 1.1.6-1 に、制御・監視技術に関する技術の進展を示す。制御・監視技術の最適運

転に関しては、原動機の定格運転により一定の電気出力を得ている状態での排熱有効利用

法から電気と熱の総合エネルギー効率の向上、必要エネルギー条件を満足しランニングコ

ストが最小となる運転計画へと進展している。 

(2)熱－動力変換技術 

図 1.1.6-2 に、熱－動力変換技術に関する技術の進展を示す。電熱比制御のための二

流体タービンサイクル技術と電力出力向上のためのガスタービンの吸気冷却技術に重点が

置かれており、二流体タービンサイクル技術では、排熱回収蒸気からボイラ抽気蒸気へ、

ガスタービン吸気冷却では、液滴噴霧から液滴粒径制御へ、さらに吸収式冷凍機で生成し

た冷熱利用へと進展している。 

(3)動力/燃料－電気変換技術 

図 1.1.6-3 に、動力/燃料－電気変換技術に関する技術の進展を示す。燃料電池の電極

を中心にした性能向上・維持に関する技術と電力系統との連系に関わる問題点への対応技

術に重点が置かれている。燃料電池では、性能低下防止から長期安定性能達成、高性能化

へ、電力系統連系では、単独運転検出が周波数変化から電圧変化、電流変化の検出法へ、

切替器が負荷切替えから余剰電力の熱変換へと進展している。 

(4)排熱回収技術 

図 1.1.6-4 に、排熱回収技術に関する技術の進展を示す。熱回収量制御と熱回収シス

テム改良に重点が置かれており、熱回収量制御では流量制御から伝熱面積制御へ、熱回収

システムでは接触熱抵抗低減から熱交換距離の短縮、乱流促進による伝熱促進へと進展し

ている。 

(5)排熱利用技術 

図 1.1.6-5 に、排熱利用技術に関する技術の進展を示す。吸収式冷凍機による冷熱生

成技術が置かれており、排熱回収温水利用から外部熱源も利用したシステム、複数冷凍機

による排熱の有効利用、温度の異なる熱源の利用へと進展している。 

(6)排ガス処理技術 

図 1.1.6-6 に、排ガス処理技術に関する技術の進展を示す。NOx 低減に重点が置かれて

おり、アンモニア接触還元法では余剰アンモニア酸化分解法から、注入量制御、注入量予

測制御へ、脱硝触媒では紫外線光触媒から希薄燃焼ガス脱硝触媒、NOx 吸蔵還元触媒から

熱回収後のガスからの低温脱硝触媒へと進展している。 
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図 1.1.6-1 制御・監視技術に関する技術の進展（1/6）

91 92 93 94 

最適運転 

運転モード 

蓄熱制御 

台数制御 

燃料電池－制御 

特公平 7-88805 

91.12.19 

須賀工業 

 
原動機と電力供給系と排熱

利用系と切替ﾕﾆｯﾄと熱変換

系とを有し、原動機を定格

運転する。 

特許 2542165 

93.11.15 

西芝電機,大阪瓦斯

 
発電機を駆動するｴﾝｼﾞﾝで

加熱された熱源水は排ｶﾞｽ

ﾎﾞｲﾗで加熱されて温水に利

用される。 

特許 2651561 

94.09.16 

西芝電機,大阪瓦斯

 
低画発生熱量と吸収熱量と

の差から放出すべき熱量を

計算する。 

特許 2821724 

93.03.01 

矢崎総業 

 
発電負荷率を演算し、ｶﾞｽｴ

ﾝｼﾞﾝの出力を間接的に演算

し、制御装置に送出する。 

特公平 7-123336 

91.09.09 

西芝電機 

 
始動電力偏差演算器は、負

荷電力が設定された電力を

超えたとき、偏差信号を出

力する。 

原動機の定格運転により一定の電気出力

を得ている状態での排熱有効利用法から

電気と熱の総合エネルギー効率の向上、必

要エネルギー条件を満足しランニングコ

ストが最小となる運転計画へ 

原動機での電気出力制御から排熱分配を含

む制御、さらに需要予測に基づく電熱出力

制御 

余剰熱で冷熱製造から余剰電力の蓄電・電

熱変換蓄熱、予測運転に伴う蓄熱制御、効

率的な蓄熱 

需要に従い運転台数を制御 需要に従い運

転台数を制御しそれでも需要が上回る場合

は外部から 

燃料電池の定格運転から、発熱回収・蓄熱、

予測制御・学習制御、季節情報を加えた最

適運転パターン 
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図 1.1.6-1 制御・監視技術に関する技術の進展（2/6）

最適運転 

運転モード 

蓄熱制御 

台数制御 

燃料電池－制御 

95 96 97 98 

特許 2676197 

95.12.12 

西芝電機 

 
ｴﾝｼﾞﾝ入口温度を、ｺﾝﾄﾛｰﾗ

により三方弁の弁開度設定

値を減算してﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ制

御する。 

特開平 1.1.651056

98.06.08 

小原 伸哉 

 
流路切替え装置を取り付

け、内燃機関の冷却水と排

気ｶﾞｽ、発電機排熱を蓄熱ﾀ

ﾝｸに回収する。 

特開平 11-262184 

98.03.11 

本田技研工業 

 
電力需要に基づき発電機台

数を決定し、総発熱量と熱

需要とを比較する。 

特開平 10-331716 

97.06.03 

明電舎 

 
電力、熱、燃料量を検出器

で検出し、熱量、燃料量を

電力量に換算し、最高効率

で運転する。 

特開平 11.1.62105

97.10.24 

松下電器産業 
主演算装置は、排熱利用情

報と温度流量ｾﾝｻからの検

出信号とに基づいて制御

司令を出し、需要と供給に

応じて、排熱を分配する。 

特開平 10-184393 

96.12.27 

石川島播磨重工業 

 
燃料流量から、燃焼器噴射

蒸気量を算出し調節し、必

要電力から燃料流量を算出

し調節する。 
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図 1.1.6-1 制御・監視技術に関する技術の進展（3/6）

最適運転 

運転モード 

蓄熱制御 

台数制御 

燃料電池－制御 

99 00 01 

特開 2001-50012 

99.08.09 

三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

 
ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機、排ｶﾞｽﾎﾞｲ

ﾗ、蒸気ﾀｰﾋﾞﾝ発電機、ｱﾝﾓﾆ

ｱ吸収式冷凍機、冷熱蓄熱槽

とを備える。 

特開 2001-211696 

00.01.26 

石川島播磨重工業 
 
ｺｰｼﾞｪﾈﾌﾟﾗﾝﾄに対し、運転制

約条件を満足してかつ運用

ｺｽﾄが最小となるように運

転する。 

特開 2003-1.1.6739

01.10.02 

東芝 

 
ｴﾈﾙｷﾞｰ供給設備の運転計画

を決定する運転最適化手段

を備える。 

特開 2002-213303 

01.06.21 

大阪瓦斯 

 
熱殿併給装置を運転状態と

停止状態を想定し、最適運

転状態を算出し運転する。 

特開 2002-89367 

00.09.08 

本田技研工業 

 
ｴﾝｼﾞﾝ発電機の出力交流をｺ

ﾝﾊﾞｰﾀで直流に変換し、ｲﾝﾊﾞ

ｰﾀで所定周波数の交流に変

換する。 

特開 2001-330385 

00.05.24 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

 
固体蓄熱材と、蓄熱温度域

で液体となる蓄熱材の混合

物を用いて蓄熱装置を構成

する。 

特開 2001-68126 

99.08.25 

ﾀﾞｲｷﾝ工業 

 
ｺﾝﾄﾛｰﾗで燃料電池、作動機

器を制御し、燃料電池の発

電量に対応する運転を行

う。 

特開 2003-45460 

01.08.03 

東京瓦斯 

 
電力負荷、熱負荷と気候に

関する情報により、運転停

止を抑制する様に燃料電池

を制御する。 

特開 2002-83606 

00.09.06 

松下電器産業 

 
水素生成器からの水素ｶﾞｽ

を燃料電池に供給し、発電

した直流電力を消費者に供

給する。 
 

特開 2001-273008 

00.03.27 

大阪瓦斯,ﾀﾞｲﾀﾞﾝ 
 
過去のﾃﾞｰﾀより予測した電

力・熱負荷と構成機器の特

性係数から、制御ﾃﾞｰﾀを算

出する。 

特開 2001-126741 

99.10.25 

積水化学工業 

 
燃料電池が発生する熱は熱

交換器により回収し、加熱

用熱交換器で貯湯槽内の湯

を加熱する。 
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図 1.1.6-1 制御・監視技術に関する技術の進展（4/6） 

91 92 93 94 

逆潮流制御 

負荷制御 

電/熱比制御 

電/熱比制御 

電/熱比制御 蒸気吹込み 

特許 2960607 

92.03.31 

東芝 
燃料流量検出器の信号を負

荷設定器で設定信号と比較

し PID 調節計で制御信号と

して流量調節弁を制御す

る。 

特開平 8-172723 

94.12.20 

大阪瓦斯,東京瓦斯,

東邦瓦斯 
揺信号発号発生手段は､自

動電圧調整器に与え、動揺

信号の振幅に対応して界磁

電流を変化させる。 

特許 3285042 

92.06.30 

日本電信電話 
直流発電装置の出力電力と

設定電力が常に等しくなる

ように、出力電圧を変化さ

せることにより制御する。 

特開平 6-58692 

92.08.11 

東日本旅客鉄道, 

三菱電機 

熱負荷側と熱源機群熱出力

側の間に蓄熱槽を配置し、

ｺｰｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑを電力負荷追従

運転し、蓄熱量の過不足判

定する。 

特許 3259296 

91.11.29 

明電舎 

 
必要な負荷情報を検出し、

加算器で加え、比較器で比

較し、その偏差信号を増幅

器に入力する。 

何らかの手段により単独運転を確認する方

式から、逆潮流を起こさないように電力吸

収・消費機器接続 

受電電力一定制御から定格出力で別系統

の出力を変化させる方式、出力制御が可能

になるように系列の負荷を徐々に変化、出

力制御が追従できない場合は負荷を選択

し切り替えるか外部系統から受電 

電熱いずれかを優先 発電優先で熱余剰

時蓄熱、不足時外部から 蒸気吹き込み

電力余剰時電熱ヒータで熱に変換 重要

予測から運転時間決定・蓄熱 
電熱いずれかを優先 発電優先 熱優先

蒸気吹込み 需要予測から効率的に運転

できる時間決定 
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図 1.1.6-1 制御・監視技術に関する技術の進展（5/6） 

逆潮流制御 

負荷制御 

電/熱比制御 

電/熱比制御 

電/熱比制御 蒸気吹込み 

95 96 97 98 

特開平 10-84634 

96.09.10 

いすゞｾﾗﾐｯｸｽ研究所
  
電力吸収器は無接点型のｽｲ

ｯﾁ素子とｷｬﾊﾟｼﾀを備え、負

荷の急変に対し逆潮流を発

生させずに安定動作を実現

する。 

特開平 10-42472 

96.07.23 

東芝 

 
発電機の出力端を開閉器か

ら負荷と商用電力系統に接

続し、負荷の入力端は商用

電力系統にも接続する。 

特表平 11-509594 

96.06.28 

ｴｺﾊﾟﾜｰ ｴﾅｼﾞｰ ｿﾘﾕｰｼﾖ

ﾝｽﾞ AG（ｽｲｽ） 
温度差ｾﾝｻは中央暖房の流

入ﾊﾟｲﾌﾟと流出ﾊﾟｲﾌﾟに装着

され、加熱ｼｽﾃﾑの熱要求を

制御機構に送る。 

特開平 11-150871 

98.04.14 

大阪瓦斯 

 
負荷装置群を発電機と商用

電源に自在に切り替える切

替器に設けて、各負荷装置

群の負荷状態を監視する。 

特開 2000-54913 

98.08.07 

ｹｰﾋﾝ 

本田技研工業 

内燃ｴﾝｼﾞﾝは、ｴﾝｼﾞﾝ制御ﾕﾆ

ｯﾄと接続され、算出された

燃料噴射時間や点火時期等

の制御値によって制御され

る。 



18 

図 1.1.6-1 制御・監視技術に関する技術の進展（6/6） 

逆潮流制御 

負荷制御 

電/熱比制御 

電/熱比制御 

電/熱比制御 蒸気吹込み 

99 00 01

特開 2002-291160 

01.03.29 

東洋電機製造 

 
直流ｺﾝﾃﾞﾝｻに並列に、ｽｲｯﾁ

及び抵抗を直列に接続して

逆流防止用発熱器を構成す

る。 

特開 2001-268799 

00.03.17 

日立製作所 

 
外部系統との負荷に対して

選択できる切替器を有する

連系装置を備えたる自家発

電設備。 

特開 2002-4945 

00.06.23 

ﾀｸﾏ 

 
排熱回収熱交換器の熱負荷

に応じて、制御ﾊﾞﾙﾌﾞの開度

を調整し熱電比を制御す

る。 

特開 2002-63924 

00.08.15 

三洋電機 

 
発電効率と熱回収効率の比

率を制御する手段で、改質

器ﾊﾞ-ﾅへの空気供給量を制

御する。 

特開 2002-138902 

01.06.21 

大阪瓦斯 

 
発生した排熱を蓄熱ﾀﾝｸに

貯め、電力を電気ﾋ-ﾀで熱に

変換し、不足分の電力は商

用電源で賄う。 

特開 2002-4946 

00.06.23 

ﾀｸﾏ 
排熱回収ﾎﾞｲﾗで発生した蒸

気の一部を燃焼器へ供給す

る蒸気制御ﾊﾞﾙﾌﾞを備え、開

度を調整し、熱電比制御す

る。 

特開 2003-106165 

01.09.28 

川崎重工業 
多段階に水又は蒸気噴射す

ることにより、ｺﾝﾌﾟﾚｯｻの運

転特性を可変とし、定格運

転時の効率向上を実現す

る。 
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図 1.1.6-2 熱－動力変換技術に関する技術の進展（1/2）

ガスタービンの吸気冷却 

防振・防音 

二流体タービンサイクル 

ガスタービンの吸気冷却 

二流体ガスタービン 

93 94 96 97 

特開平 10-184315 

96.12.27 

石川島播磨重工業 

 
二つのｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝと発電機の

間に、連結、切断可能なｶｯ

ﾌﾟﾘﾝｸﾞを備え、余剰蒸気量

により切り替える。 

 

特許 2877098 

96.09.25 

日立製作所 

 
吸気は吸気室で給水ﾀﾝｸか

ら噴霧ﾉｽﾞﾙで微細液滴とし

て噴霧した後、燃焼器で燃

料と混合して燃焼する。 

特開平 10-259737 

97.03.19 

日立製作所 

 
ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝの吸気する外気の

冷却器と、冷却用の冷水を

送る吸収式冷凍機を備え

る。 

特開平 10-30787 

96.07.17 

いすゞ中央研究所 

 
ｴﾝｼﾞﾝと発電機を搭載した

取付台を、設置場所に敷設

されたﾍﾞｰｽ上にﾒｲﾝﾀｲﾔとｻ

ﾌﾞﾀｲﾔを介して設置する。 

特開平 11-81917 

97.09.10 

東京瓦斯 
 

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝからの排ｶﾞｽを排

熱ﾎﾞｲﾗで熱回収し蒸気を発

生させ、ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝの入口側

に戻して噴射させる。 

特許 2751837 

94.08.26 

石川島播磨重工業 
 

燃焼ｶﾞｽで圧縮機とﾀｰﾋﾞﾝを

駆動させ、熱交換器で発生

した飽和蒸気と圧縮空気を

混合したｶﾞｽを燃焼器へ導

く。 

特許 3324861 

94.03.03 

大気社 

 
外気を吸気として圧縮機に

導く吸気路に減湿器と冷却

器と気水接触器とを設け

る。 

特開平 7-166813 

93.12.16 

三井造船 
 

燃焼空気と蒸気の混合ｶﾞｽ

を昇温させる再生器と混合

流体ﾀｰﾋﾞﾝと追焚きﾊﾞｰﾅと

排熱回収ﾎﾞｲﾗからなる。 

特開平 7-247862 

94.03.11 

東芝 

 
圧縮空気を貯蔵ﾀﾝｸに貯蔵

し、冷却し貯える際の放出

熱を利用して、冷熱を作り、

蓄熱そうに蓄熱する。 

蒸気を燃焼用空気や燃焼器に吹込む、蒸気

タービンを持つシステムにおいて排出蒸気

を燃焼器に吹込む 

ガスタービンの吸気を冷却するために、水

面と接触、液滴を噴霧、その液滴の粒径を

制御、加湿器も加える 
吸収式冷凍機を用い生成した冷熱を蓄熱

し、吸気冷却に利用 

タイヤによる防振・防音、防音カバー、防

音ケースから 180℃位相のずれた音をあた

えて動的に消音 
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図 1.1.6-2 熱－動力変換技術に関する技術の進展（2/2） 

二流体タービンサイクル 

二流体ガスタービン 

ガスタービンの吸気冷却 

ガスタービンの吸気冷却 

防振・防音 

98 99 00 01

特開 2003-41946 

01.07.31 

東芝 
再生熱交換器の排ｶﾞｽを熱

源とし、給水を加熱し蒸気

とし、温水供給系か再生熱

交換器のいずれかに供給す

る。 

特開平 11-229894 

98.02.17 

石川島播磨重工業 

 
可変容量遠心圧縮機、念勝

器、ﾀｰﾋﾞﾝを備え、排熱ﾎﾞｲ

ﾗと外からの蒸気を燃焼器

に噴射して、ｴﾈﾙｷﾞｰを回収

する。 

特開 2003-129860 

01.10.22 

三井造船 
ｶﾞﾂﾀｰﾋﾞﾝで発電機を駆動す

ると共に、排ｶﾞｽの排熱を回

収し蒸気を発生させ、ﾀｰﾋﾞ

ﾝの高圧空気供給路に導入

する。 

特開 2000-337169 

99.05.31 

大阪瓦斯 
 
圧縮機で吸引圧縮される空

気中に水分を気化供給する

加湿器を吸気路に設け、そ

の間に水滴噴霧ﾉｽﾞﾙを設け

る。 

特開 2001-221064 

00.02.09 

林 正夫 

 
二つのｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ、気体圧縮

部、貯蔵部、蒸気ﾎﾞｲﾗ、製

氷機を有し、一方のﾀ-ﾋﾞﾝ

は氷の冷気で吸気冷却す

る。 

特許 2980095 

98.04.08 

日立製作所 
 
吸気室で給水ﾀﾝｸの水を、噴

霧ﾉｽﾞﾙから粒径を制御した

微細液滴を噴出し、吸気冷

却した後圧縮機に流入す

る。 

特開 2002-364383 

01.06.04 

石川島播磨重工業 

 
蒸気噴射型ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝと排熱

回収ﾎﾞｲﾗと吸気冷却装置を

備え、熱電可変型ｺｰｼﾞｪﾈﾕﾆ

ｯﾄを構成する。 

特開 2001.1.62564

99.11.04 

本田技研工業 

 
ｴﾝｼﾞﾝ、発電機、排熱回収装

置は、上下に仕切られて二

つの部屋になった防音ｹｰｽ

内に収容収用される。 

特開 2003-91287 

01.09.17 

東芝 

 
騒音の評価信号と消音処理

された信号である参照信号

を取得し、騒音を低減する。 

特開平 11-229892 

98.02.06 

いすゞｾﾗﾐｯｸｽ研究所 

 
ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝｹｰｽとﾌﾚｰﾑに取り

付けた遮音ｶﾊﾞｰは、ｴﾝｼﾞﾝ

本体、ｴﾝｼﾞﾝﾏｳﾝﾄ、水ﾎﾟﾝﾌﾟ、

燃料噴射ﾎﾟﾝﾌﾟ発電機を被

う。 
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図 1.1.6-3 動力/燃料－電気変換技術（1/4）

92 94 95 99 

燃料電池電解質 

燃料電池セバレータ 

燃料電池電極 

燃料電池性能回復 

排エネルギーの有効利用 

特開平 8-31432 

94.07.14 

東邦瓦斯 

 
ｼﾞﾙｺﾆｱ材料の結晶構造を安

定させた固体電解質材料を

調製し、低温作動可能にす

る。 

特許 2831517 

92.10.21 

日本電信電話 

 
電源装置の入力側で入力電

力を検出し、設定目標入力

電力になるように制御す

る。 

特開 2001-85037 

99.09.17 

松下電器産業 

 
集積した不純物ｲｵﾝの分布

を変えて電解質から追い出

し、電池性能の低下を防ぐ。 

特開 2000-260441 

99.03.05 

松下電器産業 

 
金属ｾﾊﾟﾚ-ﾀの表面形状の改

善や通電部に導電性粒子を

配し、接触部で導電ﾊﾟｽを確

保する。 

特開 2001-185196 

99.12.28 

ﾀﾞｲｷﾝ工業 

 
電力需要及び熱需要に応じ

て、燃料改質器への原燃料

の供給量燃料利用率を変更

できる。 

特許 3425086 

98.08.20 

松下電器産業 
 
燃料と酸化剤ｶﾞｽ及び冷却

水の各通路を、電池積層体

を締め付けるｴﾝﾄﾞﾌﾟﾚ-ﾄに、

電池積層体の積層方向と直

交する方向に配置する。 

特許 2810977 

95.03.23 

工業技術院長 
 

安定化ｼﾞﾙｺﾆｱ又はﾍﾟﾛﾌﾞｽｶｲ
ﾄ型酸化物の固体電解ｼ-ﾄの
表面上に、Pd、Ag、Ni、
Rh 電極と Ag をはじめとし
た触媒能を持たない電極を
ﾌﾟﾘﾝﾄする。 

特許 3253985 

91.10.11 

関西電力 

三菱重工業 
電力貯蔵時には、水を加熱して

水蒸気とし、電極の両性に酸

素、水素を生じさせ、貯蔵する｡

発電時には酸素と水素を逆流

させ、冷暖用の熱水、冷水の取

得も可能にする。 

低温作動温度材料→高強度化→耐久性向上

→高出力化→低温焼成による製造コスト低

減 

耐食性の向上（ほう化物→白金族）→導電

体層による高出力化 

電源入力電力制御によるセル劣化防止→汚

染イオン排出→電極との接触抵抗低減→燃

料ガス流れ反転による CO 被毒防止→大出

力運転による性能回復 

アノードオフガスを追焚きバーナへ→未反

応ガスによる改質触媒加熱 
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図 1.1.6-3 動力/燃料－電気変換技術（2/4）

燃料電池電解質 

燃料電池セバレータ 

燃料電池電極 

燃料電池性能回復 

排エネルギーの有効利用 

00 01 02

特開 2002-93442 

00.09.11 

三洋電機 

 
ｺﾝﾄﾛ-ﾗは、ﾒﾓﾘに外部負荷の

消費電力の変化に応じた設

定値の変化ﾊﾟﾀ-ﾝを記憶し

ている。 

特開 2002-298887 

01.03.30 

松下電器産業 

 
燃料電池ｽﾀｯｸと、負荷電力

履歴監視手段と、ｴﾈﾙｷﾞ-管
理装置を備えた燃料電池発

電ｼｽﾃﾑ。 

特開 2002-134131 

00.10.23 

東邦瓦斯 

 
酸素ｲｵﾝ導電性を示す固体

電解質からなる電解質薄膜

に燃料極支持体と空気極を

接合する。 

特開 2003-68324 

01.12.04 

日本特殊陶業 

 
固体電解質は、ｽｶﾝｼﾞｱ安定

化ｼﾞﾙｺﾆｱを構成し、更に酸

化ｶﾞﾘｳﾑ粉末を添加して焼

成する。 

特開 2002-198059 

00.12.22 

松下電器産業 

 
導電性ｾﾊﾟﾚ-ﾀ板と触媒層を

電気的に導通するが、両者

間の直線的なｲｵﾝの移動を

阻止する。 

特開 2003-100327 

01.09.25 

ﾀﾞｲｷﾝ工業 

 
起動時毎に電磁弁を切り換

えて燃料ｶﾞｽの流れ方向を

反転させる、燃料電池ｼｽﾃﾑ。 

特開 2001-266919 

00.03.17 

松下精工 

 
冷却水路の出口で冷却水の

温度が等しくなるように

し、燃料電池本体の性能低

を防ぐ。 

特開 2003-123812 

02.10.07 

松下電器産業 

 
電力の取り出し制御手段を

備え、電流、電圧を調整し

た運転で、ｲｵﾝ性不純物を排

出する。 

特開 2002-42840 

00.07.24 

ﾄﾖﾀ自動車 

 
燃料電池ｱﾉ-ﾄﾞｵﾌｶﾞｽを､燃

焼器、追い炊きﾊﾞ-ﾅの双方

に供給する構成を備えてい

る。 

特開 2002-252016 

01.02.26 

三洋電機 

ﾉｰﾘﾂ 
未反応排ｶﾞｽをﾊﾞ-ﾅ装置に

供給し、燃料ｶﾞｽとして燃焼

させて改質用触媒を加熱す

る。 

発水層による性能維持→内部抵抗低減に

よる性能向上→柱状結晶、細粒混合量分

布、酸化防止剤含有触媒層による長期安定

→触媒層中細孔大きさ分布、ガス拡散層炭

素繊維材料による高性能化 
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図 1.1.6-3 動力/燃料－電気変換技術（3/4） 

92～93 95 96 

切替器 

        異常検知 

停電防止 

潮流判定 

単独運転検出 

94 

特許 2620916 

93.11.05 

西芝電機 

東邦瓦斯 
自家発電設備内の発電機に

高調波発生装置を組込み逆

潮流運転時の単独運転を検

出する。 

特許 2991580 

92.11.20 

東京瓦斯 

新日本空調 

 
誘導発電機は、遮断器を介

して商用電源と連系運転さ

れる。 

特開平 8-47175 

94.10.18 

大阪瓦斯 

 
充電用ｺﾝﾊﾞ-ﾀに電力線を介

して放電用ｲﾝﾊﾞ -ﾀを接続

し、逆潮流の発生を防止す

る。 

特許 2691692 

94.09.19 

西芝電機 

 
系統側の停電を検出し、逆

潮流ありの場合に系統側の

事故時に発電機単独運転を

検出する。 

特許 2767214 

95.03.28 

西芝電機 

 
揺動装置により、発電機周

波数の微少変動を発生さ

せ、単独運転を検出する。 

特許 3408064 

96.06.26 

東京瓦斯 

 
無効電力変動発生装置で、

単独運転検出装置のﾎﾟ-ﾄか

らの信号を受け三角波信号

を出力する。 

特開平 9-163611 

95.12.05 

四国総合研究所 

明電舎 
制御回路で定期的に装置の

ｻｲﾘｽﾀｽｲﾂﾁのｵﾌ指令を出力

し、主回路の相の電流を検

出する。 

特開平 10-66265 

96.08.09 

東芝ﾌﾟﾗﾝﾄ建設 

 
事故により系統電圧が一時

的に上昇し逆電力保護継電

器が作動した時、接点がｵﾝ

になる。 

特許 3284683 

93.08.27 

明電舎 

 
電力会社側交流電源と負荷

を結ぶ電路に変圧器を介挿

し、潮流方向を判定する。 

特開平 7-161265 

93.12.03 

勝亦電機製作所 

東京瓦斯 
電流制御素子は、その後、

補助接触子が開極した直後

におけるｱ-ｸ電流を抑制す

る。 

特開平 10-98831 

96.09.24 

新制配電 

 
商用電源と自家発電電源か

らの電力を複数の負荷に交

互に切り換えて電力を供給

する。 

特許 3403752 

93.04.19 

東京電力 

明電舎 
位相差検出ﾘﾚ-が動作する

と回路により、ﾀｲﾏ-を介し

て周波数の緩変、急変信号

が出力される。 

アーク電流防止電流制御素子→負荷切替え

→力率を考慮した負荷切替え→電力余剰時

電気ヒータにより熱に変換 

３相電流検出による主回路素子の破損判

定→逆電力保護継電器作動時並列連携解

除→故障検出回路により半導体ｽｲﾂﾁの故

障を検出→タイマー設定による解列の際

のｴﾝｼﾞﾝ停止による効率低下の防止 

インピーダンス測定法→無効電力測定法→

能動ﾌｲﾙﾀ回路の通過電圧と設定電圧の比較

法→発電機周波数のｼﾌﾄ法 

変圧器による潮流方向判定→放電用インバ

ータによる逆潮流防止→電気ヒータによる

逆潮流防止 
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図 1.1.6-3 動力/燃料－電気変換技術（4/4） 
 
 

切替器 

異常検知 

停電防止 

潮流判定 

単独運転検出 

97 98 00 01 99

特開 2002-191.1.69

00.12.21 

日本電力 

中村 健治 
  
発電した電力を常時負荷側

に供給し、発電機が停止し

たとき商用電力に切り替え

る。 

特開 2000-320401 

99.05.10 

大阪瓦斯 
  
電力消費機器の需要電力と

発電手段の発電出力とのﾊﾞ

ﾗﾝｽ状態を検出し、過剰電力

を電気ﾋ-ﾀで消費させる。 

特許 3169849 

97.02.19 

日立製作所 

 
受変電系統での逆電流によ

り、遮断器をﾄﾘｯﾌﾟし、ﾈｯﾄ

ﾜｰｸ受変電系統側を全停電

する。 

特開 2000-92710 

98.09.07 

日新電機 

 
変流器の計測信号から半導

体ｽｲﾂﾁの通流電流の有無を

判別し、半導体ｽｲｯﾁの故障

を検出する。 

特開 2002-70607 

00.08.28 

本田技研工業 

 
系統保護部は、異常を検出

すると異常信号を出力し、

連系ﾘﾚ-が開き、連系が解列

される。 

特開 2002-374625 

01.06.14 

いすゞ自動車 

 
電力系統の停電を検知した

場合に、蓄電装置から自家

負荷に電力を供給する。 

特開平 11-75399 

97.08.29 

安川電機製作所 

 
界磁電流制御信号ﾚﾍﾞﾙと発

電電圧制御信号ﾚﾍﾞﾙと常時

同一となるように保つ。 

特開平 1.1.655962

98.06.08 

大阪瓦斯 

 
発電電力から商用電力に切

替された後に、電力供給が

遮断され、負荷の停電が生

じない。 

特開 2002-374628 

01.06.14 

いすゞ自動車 

 
主発電装置と排気ｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞ

-を回収する副発電装置と

制御装置とを備えた分散型

電源ｼｽﾃﾑ。 

特開 2002-218659 

01.01.16 

東芝 

西芝電機 
遮断器を介し系統電源と連

系される自家用発電設備の

出力周波数と変化率を検出

する。 

特開 2000-166101 

98.11.25 

西芝電機,東芝ｴﾌｴｰｼｽ

ﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ,東芝

電圧変動基準と補正信号と

を自動電圧調整器に印加し

周波数変動から単独運転を

検知する。 

特許 3420162 

00.03.23 

西芝電機 

東芝 
系統電源に異常が発生して

遮断器が開となった時、正

帰還作用により周波数変動

を拡大する。 

特開 2002-252929 

01.02.26 

大阪瓦斯 

 
電力負荷の力率を考慮し負

荷に電力を供給する電源を

選択し、発電機の利用率を

高める。 

位相差法→平均周波数法→周波数変動法→

電圧変動法→電圧波形周期法→３相負荷電

流法 
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図 1.1.6-4 排熱回収技術に関する技術の進展（1/2） 

熱回収量制御 

排熱回収システム 

熱交換機配置 

燃料電池の排熱回収 

96 97 99

特開平 10-197062 

96.12.27 

東京瓦斯 

 
固体電解質型燃料電池に排

熱回収器を設置し、排熱を

電気温水器に供給する。 

特開平 10-281584 

97.04.04 

三洋電機 

 
排気温度検出ｾﾝｻの検出温

度を常時監視し、流量調整

弁の開度を調節し、熱交換

器での回収熱量を制御す

る。 

特開 2001-91190 

99.09.24 

山洋電気 

 
液状熱媒体入り容器をもつ

放熱器と、液状熱媒体から

放熱する放熱器をもつ熱交

換量制御可能な熱交換器。 

特開平 10-136672 

96.10.28 

科学技術庁 

 
熱電発電ﾕﾆﾂﾄは熱電発電ﾓ

ｼﾞﾕｰﾙ、加熱用・冷却用ﾌﾟﾚ

ｰﾄﾌｨﾝ熱交換器、からなる層

積層物を備える。 

特開平 11-157326 

97.11.26 

ｶﾙｿﾆｯｸ 

 
冷却系ﾁｭｰﾌﾞと廃熱回収系ﾁ

ｭｰﾌﾞとを、交互に積層する

ことにより、熱交換器を構

成し、暖房運転で着霜しな

い。 

特開 2001-123885 

99.10.22 

本田技研工業 

 
ｴﾝｼﾞﾝの冷却部およびｴﾝｼﾞﾝ

の排気を利用した熱交換器

に熱媒体を循環させる循環

経路を設ける。 

熱回収量制御 

エンジン冷却、排熱回収に熱媒体循環 潜

熱回収熱交換器 

電気温水器に排熱回収温水を供給→冷却水

量を制御し安定した熱出力を得る→排熱回

収熱を冷凍サイクルへ供給→燃料電池排ガ

ス中の未燃分を燃焼させ顕熱を回収 

流量制御→熱交換媒体液に浸漬される伝

熱・吸熱面積を液面レベルで制御→液面レ

ベルを気体を吹き込むことで調整→ゾーン

ごとに流量制御 

ヘリウムを用いた接触熱抵抗改善→熱交換

チューブ配置→多孔質部材、邪魔板による

伝熱促進 
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図 1.1.6-4 排熱回収技術に関する技術の進展（2/2）

熱回収量制御 

排熱回収システム 

熱交換機配置 

熱回収量制御 

燃料電池の排熱回収 

00 01 

特開 2001-241641 

00.03.01 

大阪瓦斯 

高木産業 
燃焼室のｶﾞｽﾊﾞｰﾅ、給気ﾌｧﾝ、

熱交換器と燃焼室外の排気

通路と潜熱回収熱交換器か

らなる。 

特開 2002-298863 

01.03.30 

大阪瓦斯 

 
燃料電池に冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟと

冷却水循環回路を設け、そ

こで回収した排熱を熱交換

器により回収する。 

特開 2002-222018 

01.01.26 

本田技研工業 

 
伝熱管の複数のﾍｯﾀﾞへの給

水量を調整可能な複数の流

量制御弁を設け、給水量を

個別に制御する。 

特開 2001-349692 

00.06.09 

山洋電気 

 
放熱器と吸熱器からなる熱

交換器と熱媒体貯留容器と

気体混入装置で構成し、熱

交換量を調整する。 

特開 2002-372394 

01.06.18 

ｱｲｼﾝ精機 

 
排気ｶﾞｽ室の上流に電熱管

を有するｺｱ体と、その外周

に邪魔板を設け、交換熱量

を確保し、設置ｽﾍﾟｰｽを縮小

する。 
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図 1.1.6-5 排熱利用技術に関する技術の進展（1/4） 

91 92～93 

吸収式冷凍機 

吸収式冷凍機 

冷温水機 

冷温水機 

冷温水機 

94～96 97 

特許 2806491 

93.08.26 

東京瓦斯 

 
低温排熱の温度が、設定値

以下の場合はｶﾞｽ焚ﾓ-ﾄﾞを

選択し、冷房負荷に応じて

ｶﾞｽ流量を調節する。 

特許 3205599 

92.07.21 

日本電信電話 

東京瓦斯 

所定の温度設定値になるよ

うに吸収式冷凍機に供給す

る水蒸気流量を水蒸気流量

制御弁の弁開度で制御す

る。 

特許 3168362 

92.12.21 

大阪瓦斯 

西淀空調機 

吸着式冷凍機の吸着塔、吸

収式冷凍機の吸収器と蓄熱

槽とを第 1 の通路開閉手段

を介して接続する。 

特許 2963000 

94.04.12 

東京瓦斯 
発生する温排水、低圧蒸気

等の流体を排熱ﾗｲﾝに流

し、給湯用熱交換器と冷却

塔と共に、分岐路を介して

吸収冷凍機に配設する。 

特許 3108800 

95.07.28 

矢崎総業 

東京瓦斯 

排熱を冷房の熱源として利

用するための熱交換器を付

加した排熱回収型吸収冷温

水機。 

特許 2983489 

97.04.10 

川崎重工業 

 
蒸気量が過剰の時は吸収冷

凍機の冷水出口設定温度を

下げ、ﾀ-ﾎﾞ冷凍機の冷水出

口設定温度を上げる。 

特開平 10-83823 

96.09.06 

東芝 

 
気水分離器の冷却水設定温

度と温度検出器の信号との

偏差に基づき制御弁の開度

を調節し、冷却水への熱供

給量を調整する。 

特許 3400701 

97.12.24 

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ

 
吸収冷温水機の低温熱交換

器を分岐した稀溶液ﾗｲﾝに

排熱熱交換器を配置する。 

特許 3426620 

92.07.27 

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 

東京瓦斯 

燃料電池からの蒸気排熱

は、吸収式冷温水機により

冷熱に変換され、冷房負荷

にて消費される。 

特開平 8-93553 

94.09.27 

川崎重工業 

 
地域冷暖房、給湯のために、

熱供給ﾌﾟﾗﾝﾄと、熱供給を受

けるﾋﾞﾙとにｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝｺ-ｼﾞｪ

ﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑを設置する。 

特公平 7-68891 

91.05.07 

工業技術院長 

 
排気ｶﾞｽ冷却器と熱交換器

でｴﾝｼﾞﾝの排気ｶﾞｽと冷却水

の間で熱交換し、排熱ｴﾈﾙｷﾞ

ｰが不足する場合にはﾋ-ﾀも

併用する。 

特開平 8-327178 

95.05.31 

大阪瓦斯 

西淀空調機 
 

蒸発器内の冷媒液に筒状体

の外周に巻装した吸水布と

感温部が挿着された温度ｾﾝ

ｻ。 

燃焼ガスからの熱あるいは排熱回収温水

からの熱の利用、集中回収排熱利用から外

部熱源も利用。２つの冷凍機による供給熱

の変動対応、複数種の供給熱への対応（２

段効用吸収式冷凍機） 

電気式温水器に排熱回収した温水を供給

から高品位のエネルギーを得る高温貯湯 
熱回収型吸収式冷凍機で冷熱生成、冷熱・

温熱兼用蓄熱から２つの冷凍機による供

給熱の変動対応および熱需要変動対応蓄

熱 
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図 1.1.6-5 排熱利用技術に関する技術の進展（2/4） 
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冷温水機 
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特開 2001-41603 

99.07.27 

三菱重工業 

 
内燃機関の排熱を 2 段効用

吸収冷凍機を用いて回収す

る。蒸気と冷却水を異なる

低温再生器熱源として使用

する。 

特開 2002-349997 

01.05.29 

荏原製作所 

 
吸収冷凍機と冷却塔、冷却

水熱交換器、圧縮機、熱源

側熱交換器、利用側熱交換

器を備える。 

特開 2001-183028

99.12.24 

三菱重工業 

発電ﾕﾆｯﾄからの排ｶﾞｽによ

り吸収器からの吸収溶液

を加熱し、吸収溶液の濃度

調整のために流量調整弁

を備える。 

特開 2000-88391 

98.09.10 

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 

東京瓦斯 
吸収器からの稀溶液が低温

熱交換器をでた後に２分割

され、低温再生器と高温再

生器へ流れる。 

特開 2002-81790 

00.09.08 

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 

ｱｲｼﾝ ｴｲ ﾀﾞﾌﾞﾘﾕ 

蒸気ﾀ-ﾋﾞﾝと吸収式冷凍機

を有し、抽気した蒸気を、

冷凍機の再生器の熱源に用

いる。 

特開 2002-295924 

01.03.29 

ﾀｸﾏ 

 
廃熱回収ﾎﾞｲﾗにより回収し

た蒸気を、伝熱ﾌｨﾝに供給

し、凝縮してﾄﾞﾚﾝが生成さ

れる。 

特開 2000-97047 

98.09.18 

東芝 

東芝ｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄに、冷水・蒸

気並列併用供給系、冷熱・

温熱兼用蓄熱系、吸気冷却

供給系を組み合わせる。 

特開 2000-234821 

99.02.16 

竹中工務店 

 
ﾀ-ﾋﾞﾝから排出される排ｶﾞｽ

を排熱回収部に供給して貯

湯槽内の水を加熱し、その

高温水を蓄えておく。 

特開 2002-31429 

00.07.19 

東京瓦斯 

 
温水を駆動源とする吸収冷

温水機と、圧縮式冷凍機と、

蓄熱槽とを備えている。 

特開 2002-98436 

00.09.22 

ﾀﾞｲｷﾝ工業 

 
発生器と凝縮器と蒸発器と

吸収器とを有する吸収式冷

凍ｻｲｸﾙの冷凍回路を備えて

いる。 

特開 2001-183027 

99.12.24 

三菱重工業 

吸収冷凍機は、吸収溶液を

加熱可能な高再入口熱交換

器、低再補助熱交換器、低

再入口熱交換器を備える。 

特開 2002-318027 

01.04.20 

島津製作所 

 
空気冷凍ｻｲｸﾙを構成する冷

凍機は、圧縮され、冷却さ

れた冷媒空気を、膨張ﾀ-ﾋﾞﾝ
により膨張させ、低温空気

を得る。 

特開 2000-97047 

98.09.18 

東芝 

東芝ｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄに冷水・蒸気

並列併用供給系、冷熱・温

熱兼用蓄熱系、吸気冷却供

給系を組み合わせる。 

特開平 11-223412 

980204 

00.06.09 

山洋電気 
放熱器と吸熱器からなる
熱交換器と熱媒体貯留容
器と気体混入装置で構成

し、熱交換量を調整する。 
な冷凍能力を得る。 

特開平 11-211262 

98.01.28 

日立製作所 

 
2 つの冷凍機ﾓｼﾞｭｰﾙにより

構成された吸収式冷凍機

で、冷水は冷凍機に直列に

流すようにする。 
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図 1.1.6-5 排熱利用技術に関する技術の進展（3/4） 
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特開平 10-196974 

96.12.27 

東京瓦斯 

 
ﾎﾞｲﾗｰからの温水は、配管を

通りﾍｯﾀﾞｰﾕﾆｯﾄ内の往きﾍｯ

ﾀﾞｰに供給され、床暖房端末

に送られる。 

特許 2896035 

93.03.24 

三洋電機 

 
暖房時には、燃料電池から

の高温排ｶﾞｽと外気とを排

ｶﾞｽ流路切替手段を介して

室外ﾕﾆｯﾄにより、温風を供

給する。 

特許 3159549 

92.12.08 

東京瓦斯 
  
吸収冷凍機の冷水を冷房負

荷に供給する冷水管路を低

温水管路に接続し、冷却水

を暖房側の熱水管路に合流

する。 

特許 2996333 

94.01.27 

竹中工務店 

 
ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ式発電機に排熱回

収配管を接続し、温水を製

造し、暖房用熱交換器に供

給して、暖房を行う。 

特開平 10-185349 

96.12.18 

松下精工 

 
暖房運転を行う場合､圧縮

機は停止し、冷媒搬送手段

と室外温水熱交換器とを冷

媒が流通するように切り替

える。 

特開平 8-4586 

94.06.20 

東京瓦斯 
貯湯槽内の温水を電気加

熱する温水ﾋｰﾀと、発電機

から温水ﾋｰﾀへ余剰電力を

供給する手段とを備えて

いる。 

除湿の基本的考え方から除湿への排ガス利

用、吸湿剤適用 

排熱回収で温水生成、電気余剰時電気ヒー

タで温水生成 高温温水を暖房用熱交換器

に供給 温水に熱を与えた後の排熱も暖房

に利用 

排ガスを空調室外ユニットへ供給し暖房

効率を向上→暖房時高温ガスを室外ユニ

ットへ供給その他給湯、排熱回収温水を暖

房用熱交換器に供給→排熱回収温水を空

調冷媒加熱に利用、複数タンクで貯湯し需

要変動に対応 
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図 1.1.6-5 排熱利用技術に関する技術の進展（4/4） 
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特開 2002-336636 

01.05.18 

ﾑﾝﾀｰｽ 

東京瓦斯 

 
この除湿ｼｽﾃﾑは、回転する

除湿ﾛ-ﾀ内に充填された吸

湿剤によつて除湿を行う。 

特開 2002-22253 

00.07.04 

高砂熱学工業 
  
発電用ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝからの高温

の排気を外気と混合させ

て、ﾃﾞｼｶﾝﾄ空調機の減湿ﾛ-ﾀ
の再生部に導入する。 

特開平 11-97044 

97.09.17 

松下電工 

改質器と燃料電池の少な

くとも一方の排熱を回収

し、蓄熱ﾀﾝｸに供給し、水

を加熱し温水として、給湯

に利用する。 

特開 2001-343132 

00.05.31 

大阪瓦斯 

ﾊｰﾏﾝ 
熱交換器で回収した排熱

で、高温の湯を得、暖房用

熱交換器に供給し、床暖房

を行う。 

特開 2002-364917 

01.06.07 

長府製作所 

大阪瓦斯 

 
貯湯用熱交換器の熱供給側

を配設し、排熱を低温暖房

に利用する。 

特開 2001-248909 

00.03.08 

大阪瓦斯 

ﾊｰﾏﾝ 
排熱加熱時間と排熱連続運

転時間とを比較し、省ｴﾈﾙｷﾞ

ｰ性、経済性から有用であれ

ば運転を許容する。 

特開 2002-310502 

01.04.13 

東邦瓦斯 

 
循環ﾎﾟﾝﾌﾟで、第１熱交換

器、第２熱交換器を通過し

た貯湯ﾀﾝｸの貯水が循環し、

貯水の顕熱として蓄熱され

る。 

特開平 11-281072 

98.03.30 

三洋電機 

 
暖房運転時は高温空気を空

調装置の室外機へ導き、そ

れ以外の運転状態では、給

湯装置の熱交換器へ導く。 

特開 2002-280006 

01.03.19 

大阪瓦斯 

 
ｴｱｺﾝの室外側冷媒/空気熱

交換器と室内側熱交換器

を、冷媒回路を介して接続

し、排熱を温水循環配管に

回収する｡ 

特開 2002-81743 

00.09.06 

東陶機器 

 
熱電併給装置と、複数の排

熱利用装置と、熱電併給装

置からの排熱を分配する排

熱分配器からなる。 

特開 2002-89928 

00.09.13 

東芝ｷﾔﾘｱ 

 
発電して電力供給を行い、

発生した排熱を熱媒体を用

いて外部に取出し、熱交換

機で空気調和を行う。 
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図 1.1.6-6 排ガス処理技術に関する技術の進展（1/2） 
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実用 2509994 

92.07.11 

ｻﾝﾚｰ冷熱 

 
燃焼用空気供給孔からｱﾝﾌﾟ

ﾙﾉｽﾞﾙの前方に TEG を供給

し、ｶﾞｽとの混合を良好に

し、火炎温度分布が均一化

し、NOX 発生を抑制する。 

特開平 8-99020 

94.09.30 

ﾀｸﾏ 

矢崎総業 

 
銀ｲｵﾝを担持したｾﾞｵﾗｲﾄかｼ

ﾘｶを光り触媒として特定温

度範囲で紫外線を照射し

て、NOX を分解する。 

特公平 6-87976 

91.03.11 

工業技術院長 

 
Zn、Mg、Mn、Ni、Co、

Cu のうち１種の金属と Fe
からなる複合金属酸化物に

金が固定化されている脱硝

用金触媒。 

特開平 7-136465 

93.11.24 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

 
排ｶﾞｽ中の窒素酸化物に占

める NO2 比率によって、排

ｶﾞｽ温度、NH3 注入すること

により、運転可能温度を下

げることができる。 

特開平 8-281074 

95.04.19 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

 
NOX 量に応じて、脱硝反応

器で、尿素水溶液の気化器

への供給速度を調節し、脱

硝した後排熱回収ﾎﾞｲﾗを介

して煙突から排出される。

特許 3366417 

94.02.16 

東京瓦斯 

 
熱回収ﾎﾞｲﾗ内に、脱硝触媒

層の後方で、ﾎﾞｲﾗ用熱交換

器の前にｱﾝﾓﾆｱ酸化触媒層

を組み込む。 

排ガスにアンモニアを注入し、余ったアン

モニアを酸化分解する方法から、NOX濃度に

従った還元剤の注入量制御、注入量予測制

御 

紫外線光触媒 希薄燃焼ガス脱硝 NOx 吸

蔵還元触媒 

紫外線光触媒、希薄燃焼ガス脱硝触媒、NOX

吸蔵還元触媒から熱回収後のガスからの低

温脱硝触媒 

火炎温度の均一化、蒸気噴射による局所高

温場の解消 
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図 1.1.6-6 排ガス処理技術に関する技術の進展（2/2） 
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特開平 11-101527 

97.09.26 

東京瓦斯 

 
ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｼｽﾃﾑから

の微量 NOＸ、微量ｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ、

未燃炭化水素、一酸化炭素

を脱硝兼脱臭触媒で、同時

に除去、無害化する。 

特開平 11-280553 

98.03.31 

大阪瓦斯 

 
ｴﾝｼﾞﾝからの排ｶﾞｽを 200℃

以下まで排熱回収し、活性

炭素繊維担体に Mn、Fe、

Co、Ni 等金属の酸化物を担

持させた触媒で脱硝する。

特開平 11-210490 

98.01.23 

大阪瓦斯 

 
高圧と低圧のｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝを減

速機で結合し発電し、排熱

を熱源として排熱ﾎﾞｲﾗから

飽和蒸気を発生させ、必要

に応じ、蒸気噴射も行う。

特開平 9-280011 

96.04.10 

大阪瓦斯 

 
ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝから排熱回収用ﾎﾞ

ｲﾗまでの排気路中にｱﾝﾓﾆｱ

ｶﾞｽを注入する還元剤注入

口と NOX 分解触媒を充填

した反応器を設ける。 

特開 2001-96131 

99.09.30 

日立造船 

 
多数のﾉｽﾞﾙを有する、複数

のｱﾝﾓﾆｱ注入管と注入量調

整弁を有し、排ｶﾞｽ流量の微

少な不均一性に対応して、

弁の開度を調整する。 

特開 2003-126652 

01.10.23 

大阪瓦斯 
 

広い変動範囲に亘る発電出

力から還元剤注入量を求

め、精度よく実際の NOX 発

生量に追随させる。 

特開平 10-57770 

96.08.26 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

 
入口ﾀﾞｸﾄに流入する排ｶﾞｽ

を整流板により整流し、熱

交換器で昇温し、還元剤で

還元し、脱硝触媒を通して

排煙脱硝装置。 
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1.2 コージェネレーションシステムの特許情報へのアクセス 

 
特許情報へのアクセスは、通常国際特許分類（IPC）、ファイル・インデックス（FI）、

F タームなどの特許分類を利用することにより行うが、コージェネレーションシステムは

多様な技術の組み合せであり、十分な分類が整備されていないため、システム全体を表す

キーワードによるアクセスを補充して行うことが望ましい。 

 

 

1.2.1 国際特許分類（IPC）によるアクセス 

コージェネレーションシステムは、以下の国際特許分類（IPC）によってアクセスでき

る。 

 IPC： F02C6/14 複数形ガスタービン設備：エネルギ貯蔵手段を有するもの 

   F02C6/18 複数形ガスタービン設備：ガスタービン設備の排熱利用 

   F02G5/00 熱ガスまたは燃焼生成容積型機関設備：燃焼機関の廃熱を役

立てるもの 

   H01M8/00 燃料電池 

 

1.2.2 ファイル・インデックス（FI）によるアクセス 

コージェネレーションシステムは、以下のファイル・インデックス（FI）によっても

アクセスできる。 

FI： F02C6/14 複数形ガスタービン設備：エネルギ貯蔵手段を有するもの 

   F02C6/18 複数形ガスタービン設備：ガスタービン設備の排熱利用 

   F02G5/00 熱ガスまたは燃焼生成容積型機関設備：燃焼機関の廃熱を役

立てるもの 

   F01K27/02B 熱または流体エネルギを機械的エネルギに変換する設備：発

電機・電動機の廃熱を用いるもの 

   H02P9/04P 所望出力を得るための発電機制御装置：電気的でない原動機

によるもの：コジェネレーション、複合発電に関するもの 

   H01M8/00 燃料電池 

   F25B27/02C エネルギ源にエンジン排熱を用いる機械・プラント・システ

ム 

   F25B27/02D ・制御、安全 

   F25B27/02E ・冷却媒体 

   F25B27/02F ・冷凍サイクル内の冷媒を加熱するもの 

   F25B27/02U ・・外気熱源側熱交換器において冷媒を追加加熱するもの 

   F25B27/02V ・・アキュムレータ、気液分離器、レシーバにおいて冷媒を

加熱するもの 

   F25B27/02G ・車輛，船舶または航空機のエンジン排熱を用いるもの 

   F25B27/02H ・外燃機関の排熱を用いるもの 
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   F25B27/02J エネルギ源に排熱を用いる収着式機械・プラント・システム 

   F25B27/02K ・吸収式機械・プラント・システム 

   F25B27/02L エネルギ源に排熱を用いて、圧縮機を駆動する機械・プラン

ト・システム 

   F25B27/02N エジェクタを用いた機械，プラントまたはシステムでエネル

ギ源に排熱を用いるもの 

   F25B27/02P フラッシュ槽を用いた機械，プラントまたはシステムでエネ

ルギ源に排熱を用いるもの 

   F25B27/02R 排気を熱源とするもの 

   F25B27/02Z その他のもの 

   F24H1/00,631B 水加熱器：給湯加熱用のもの：・エンジン廃熱を利用するも

の 

   F24H1/00,631C ・・冷却水の熱を利用するもの 

   F24H1/00,631D ・・排気ガスの廃熱を利用するもの 

   F24H1/00,631H ・複数の廃熱を利用するもの 

   F24H1/00,631Z ：その他のもの 

 

1.2.3 F ターム（FT）によるアクセス 

コージェネレーションシステムに関しては、以下の F ターム（FT）によってもアクセ

スできる。 

FT： 3G081BA04 特殊なサイクルを用いた機関設備：蒸気機関：抽気タービン 

   5H590CA26 発電機の制御：原動機の種類形式：電気熱併給形 

   5H026 燃料電池（本体） 

   5H027 燃料電池（システム） 

   5H027DD05 燃料電池：他の設備との組合せ：物質製造手段との組合せ 

   5H027DD06 ・温水の製造、給湯 

 

1.2.4 キーワードによるアクセス 

コージェネレーションシステムに用いられるキーワードまたはフリーワードとしては、

以下のものがある。 

 

コジェネレーション、コージェネレーション、熱電併給、熱併給 

 

1.2.5 技術別のアクセス例 

表 1.2.5-1 に、コージェネレーションシステムの技術別のアクセス参考例を示す。 
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表 1.2.5-1 コージェネレーションシステムの関連技術のアクセスツール 

技術要素 検索式(FI,FT) 
補足 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 
概要 

熱
ｌ
動
力
変
換
技
術 

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ 

F02C6/14$ 

F02C6/18 

F02G5/00 

 

F01K27/02B 

 

3G081BA04 

 

 

 

 

 

 

複数形ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ設備：ｴﾈﾙｷﾞ貯蔵手段を有するもの

複数形ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ設備：ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ設備の排熱利用 

熱ｶﾞｽまたは燃焼生成容積型機関設備：燃焼機関の

廃熱を役立てるもの 

熱または流体ｴﾈﾙｷﾞを機械的ｴﾈﾙｷﾞに変換する設

備：発電機・電動機の廃熱を用いるもの 

特殊なｻｲｸﾙを用いた機関設備：蒸気機関：抽気ﾀｰ

ﾋﾞﾝ 

発電機 

切替/同期盤 

変圧器 

H02P9/04P 

 

 

5H590CA26 

 

 

 

所望出力を得るための発電機制御装置：電気的で

ない原動機によるもの：ｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ、複合発電に

関するもの 

発電機の制御：原動機の種類形式：電気熱併給形 

H01M8/00 

5H026 

5H027 

ｺｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ

+熱電*併給

+熱併給 

燃料電池 

燃料電池（本体） 

燃料電池（ｼｽﾃﾑ） 

動
力
／
燃
料
ｌ
電
気
変
換
技
術 

燃料電池 

5H027DD05 

 

5H027DD06 

 燃料電池：他の設備との組合せ：物質製造手段と

の組合せ 

・温水の製造、給湯 

排
熱
回
収
・
利
用
技
術 

排熱ﾎﾞｲﾗ 

熱交換器 

給湯器 

暖冷房器 

冷凍器 

その他 

F25B27/02C 

F25B27/02D 

F25B27/02E 

F25B27/02F 

F25B27/02U 

 

F25B27/02V 

 

F25B27/02G 

 

F25B27/02H 

F25B27/02J 

F25B27/02K 

F25B27/02L 

 

F25B27/02N 

 

F25B27/02P 

 

F25B27/02R 

F25B27/02Z 

F24H1/00,631B 

 

F24H1/00,631C 

F24H1/00,631D 

F24H1/00,631H 

F24H1/00,631Z 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｴﾈﾙｷﾞ源にｴﾝｼﾞﾝ排熱を用いる機械・ﾌﾟﾗﾝﾄ・ｼｽﾃﾑ 

・制御、安全 

・冷却媒体 

・冷凍ｻｲｸﾙ内の冷媒を加熱するもの 

・・外気熱源側熱交換器において冷媒を追加加熱

するもの 

・・ｱｷｭﾑﾚｰﾀ、気液分離器、ﾚｼｰﾊﾞにおいて冷媒を

加熱するもの 

・車輛，船舶または航空機のｴﾝｼﾞﾝ排熱を用いるも

の 

・外燃機関の排熱を用いるもの 

ｴﾈﾙｷﾞ源に排熱を用いる収着式機械・ﾌﾟﾗﾝﾄ・ｼｽﾃﾑ 

・吸収式機械・ﾌﾟﾗﾝﾄ・ｼｽﾃﾑ 

ｴﾈﾙｷﾞ源に排熱を用いて、圧縮機を駆動する機械・

ﾌﾟﾗﾝﾄ・ｼｽﾃﾑ 

ｴｼﾞｴｸﾀを用いた機械,ﾌﾟﾗﾝﾄまたはｼｽﾃﾑでｴﾈﾙｷﾞ源に

排熱を用いるもの 

ﾌﾗﾂｼﾕ槽を用いた機械,ﾌﾟﾗﾝﾄまたはｼｽﾃﾑでｴﾈﾙｷﾞ源

に排熱を用いるもの 

排気を熱源とするもの 

その他のもの 

水加熱器：給湯加熱用のもの：・ｴﾝｼﾞﾝ廃熱を利用

するもの 

・・冷却水の熱を利用するもの 

・・排気ｶﾞｽの廃熱を利用するもの 

・複数の廃熱を利用するもの 

：その他のもの 
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尚、全体の補足キーワードとして、コジェネレーション＋熱電＊併給＋熱併給 を

用いてアクセスして、情報を補足した。 

表 1.2.5-2 に、コージェネレーションシステムの関連技術のアクセスツールを示す。 

 

表 1.2.5-2 コージェネレーションシステムの関連技術のアクセスツール 

関連技術分野 関連 FI 概要 

機械、機関 F02B 

F02C 

 

F02D 

F02G 

F02M 

F02N 

F01D 

F01K 

F01N 

F01P 

内燃式ﾋﾟｽﾄﾝ機関､燃焼機関一般 

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ設備､ｼﾞｪｯﾄ推進設備用空気の取り入れ､空気吸込ｼﾞｪｯﾄ推進設

備の燃料供給制御 

燃焼機関の制御 

熱ｶﾞｽ､燃焼生成容積型機関設備､燃焼機関の排熱利用 

燃焼機関への可燃混合物の供給 

燃焼機関の始動 

非容積形機械または機関 

蒸気機関設備､蒸気ｱｷｭﾑﾚｰﾀ､特殊な作動流体･ｻｲｸﾙを用いた機関 

機械･機関のｶﾞｽ流消音器･排気装置､内燃機関用ｶﾞｽ流消音器･排気装置 

機械または機関の冷却一般；内燃機関の冷却 

発 電 、 変

換、配電 

H02B 

H02H 

H02J 

H02K 

H02M 

 

 

H02P 

電力の供給・配電用盤、変電所、開閉装置 

非常保護回路装置 

電力給電､電力配電用回路装置･方式､電気ｴﾈﾙｷﾞｰ蓄積方式 

発電機，電動機 

交流ｰ交流､交流ｰ直流または直流ｰ直流変換装置､および主要な､または

類似の電力供給ｼｽﾃﾑと共に使用するための装置:直流または交流入力ｰ

ｻｰｼﾞ出力変換;そのための制御または調整 

電動機,発電機,回転変換機の制御または調整;変圧器,ﾘｱｸﾄﾙまたはﾁｮｰｸ

ｺｲﾙの制御 

燃料電池 H01M8/00 燃料電池 

排熱回収 F22 

F28 

蒸気発生 

熱交換一般 

排熱利用 F24D 

F24F 

F25B 

F25C 

F25D 

家庭用、区域暖房方式、家庭用温水供給方式 

空気調和､空気加湿､換気､遮蔽用ｴｱｶｰﾃﾝ 

冷凍機械､ﾌﾟﾗﾝﾄ､ｼｽﾃﾑ､加熱･冷凍の組み合わせｼｽﾃﾑ､ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｼｽﾃﾑ 

氷の製造、作業、貯蔵、分配 

冷蔵庫､冷却室､ｱｲｽﾎﾞｯｸｽ､他の冷却･凍結器具 

制御 G05 

G06 

G08 

H04M 

H04Q 

制御、調整 

計算、計数 

信号 

電話通信 

選択 

排ｶﾞｽ処理 B01D53/00 

F23J15/00 

ｶﾞｽ･蒸気の分離､ｶﾞｽ中の揮発性溶剤蒸気回収､排ｶﾞｽの化学的浄化 

煙･ｶﾞｽ処理のための装置の配置 

注）先行技術調査を完全に漏れなく行うためには、調査目的に応じて上記以外の分類も調査し

なければならないこともあるので、注意が必要である。 
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1.3 技術開発活動の状況 

 
1.3.1 コージェネレーションシステム 

コージェネレーションシステムに関して、1991 年以降に出願され、2003 年 7 月までに

公開された特許・実用新案の出願件数は 1,963 件である。 

図 1.3.1-1 にコージェネレーションシステムに関する出願人数と出願件数の推移を示

す。1999 年までは、出願人数は 60 社前後、出願件数は 150 件前後で安定していたが、以

後出願人、出願件数とも急増し、2001 年の出願人数は 120 社を超え、出願件数も 350 件

を超えた。これは、ガス、家電メーカーからの燃料電池コージェネレーションシステムに

関する出願件数が急激に増加したことによる。 

 

図 1.3.1-1 コージェネレーションシステムの出願人数と出願件数の推移 
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表 1.3.1-1 に、コージェネレーションシステムの主要出願人の出願件数推移を示す。 

 

表 1.3.1-1 コージェネレーションシステムの主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数推移 
出願人名 業種 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 
合計

大阪瓦斯 ガス 6 17 12 20 13 6 8 28 28 51 72 261

東京瓦斯 ガス 8 13 16 35 20 25 13 6 6 32 39 213

東芝 電機 15 14 8 7 7 3 9 15 7 8 22 115

三菱重工業 機械 12 7 2 4 6 3 1 12 8 20 26 101

日立製作所 電機 9 16 12 6 8 9 8 4 4 7 5 88

三洋電機 電機 2 1 2 5 3 1 5 8 14 18 22 81

デンソー 輸送機 5 9 5 13 3 5 2 1 1 4 9 57

クボタ 機械 7 15 6 3 1 1 6 1 3 3 10 56

松下電器産業 電機  1 1 3 1 2 12 18 17 55

明電舎 電機 6 4 10 4 4 5 3 3 2 8 49

東邦瓦斯 ガス 1 1 7 5 1  11 23 49

石川島播磨重工業 機械 4 5 3 1 3 3 2 6 1 7 11 46

ヤマハ発動機 輸送機 1 4 8 5 2 12 6 4  42

ヤンマー 輸送機 4 7 1 1 2 5 1 6 3 5 6 41

本田技研工業 輸送機 1 1 2 6 8 8 9 35

いすゞ中央研究所 輸送機  8 1 1 2 12 2 1 5  32

三菱電機 電機 6 9 4 1 3  4 2 29

川崎重工業 機械  1 1 7 3 3 3 2 4 5 29

日本電信電話 通信 8 10 4 2 1 1 1  1 28

ダイキン工業 機械  1 1 1 10 7 5 25

 
出願件数上位企業をみると、大阪瓦斯、東京瓦斯が 200 件を超え際立っている。次い

で東芝、三菱重工業が 100 件を超えている。 

大阪瓦斯、東京瓦斯の出願は、90 年代半ば及び 2000 年以降が多い。他に最近の出願件

数の増加が顕著な出願人は、三菱重工業、三洋電機、松下電器産業、東邦瓦斯などである。 
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図 1.3.1-2 に、コージェネレーションシステムの技術要素別出願件数推移を示す。制

御・監視技術、熱－動力変換技術、動力/燃料－電気変換技術、排熱回収・利用技術につ

いては､近年出願件数が急増しており、特に排熱回収・利用技術に関する出願の増加が顕

著である。また、動力/燃料－電気変換技術に関する出願の急増は、燃料電池関連の出願

が増加していることによるものである。 

 

図 1.3.1-2 コージェネレーションシステムの技術要素別出願件数推移 
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図 1.3.1-3 に、コージェネレーションシステムに関する出願の技術要素別の件数比率

を示す。 

 

図 1.3.1-3 コージェネレーションシステムの技術要素別出願件数比率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

排熱回収・利用技術が 51％と最も多く、動力/燃料－電気変換技術が 16.9％、制御・

監視技術が 16.3％、熱－動力変換技術は 11.4％で続いている。排ガス処理技術は４％と

少ない。 
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1.3.2 コージェネレーションシステムの技術要素別の技術開発活動の状況 

(1)制御・監視技術 

コージェネレーションシステムの制御・監視技術に関する特許・実用新案出願は、合

わせて 319 件である。 

図 1.3.2-1 に制御・監視技術の出願人数と出願件数の推移を示す。 

 

図 1.3.2-1 制御・監視技術の出願人数と出願件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1991～99 年には、出願人数は 10～20 社、出願件数は 10～40 件であったが、2000 年に

は、運転方法に関する出願が急増し、出願人数は 30 社を超え、出願件数も 50 件を超えて

いる。2001 年は、出願件数は 70 件近くまで増加しているが、出願人数は若干減少した。 

 
表 1.3.2-1 に制御・監視技術の主要出願人の出願件数推移を示す。 

 

表 1.3.2-1 制御・監視技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数推移 
出願人名 業種 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
合計

大阪瓦斯 ガス  2 3 5 2 2 1 6 2 12 18 53

東京瓦斯 ガス  3 17 3 1 1 2 1 7 35

東芝 電機 4 2 1 2 1 4  3 5 22

日立製作所 電機 7 3 4 1 1 1 1 1 1 2 22

三菱重工業 機械 1 2 1 1 2 1 1 3 12

明電舎 電機 3 1 1 4 1 1   11

石川島播磨重工業 機械 1 1 1 1 1 1  1 2 9

松下電器産業 電機  1 1  5 1 8

 
出願件数上位をみると、大阪瓦斯が 53 件と最も多く、東京瓦斯が 35 件で際立ってい

る。続いて、東芝、日立製作所が 22 件など、出願件数上位には、ガス、電機、機械業の

企業が並んでいる。 

また、出願件数推移をみても、大阪瓦斯が 2000 年以降、東京瓦斯が 1994 年に、出願

件数が多い。 
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(2) 熱－動力変換技術 

コージェネレーションシステムの熱－動力変換技術に関する特許・実用新案出願は、

合わせて 232 件である。 

図 1.3.2-2 に熱－動力変換技術の出願人数と出願件数の推移を示す。 

 

図 1.3.2-2 熱－動力変換技術の出願人数と出願件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1991～2001 年まで、出願人数は９～19 社、出願件数は 15～32 件の範囲で出願人数、

出願件数共に顕著な変化はみられない。 

 
表 1.3.2-2 に熱－動力変換技術の主要出願人の出願件数推移を示す。 

 

表 1.3.2-2 熱－動力変換技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数推移 
出願人名 業種 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
合計

大阪瓦斯 ガス  1 2 3 1 1 7 4 5 24

いすゞ中央研究所 輸送機  7 2 11 1   21

クボタ 機械 2 3 4 2 1 3 1 1  17

石川島播磨重工業 機械 1 1 2 1 3  2 5 15

東芝 電機  2 2 2 1 1  2 2 12

三菱重工業 機械 2 1 2 1 1 3 2 12

東京瓦斯 ガス  1 2 1 3 3  1 11

デンソー 輸送機  2 1 1 6 10

ヤンマー 輸送機 1 2 5 1   9

川崎重工業 機械  1 4 2  1 1 9

 
出願件数上位をみると、大阪瓦斯が 24 件、いすゞ中央研究所が 21 件と出願が多い。

続いて、機械業のクボタが 17 件、石川島播磨重工業が 15 件となっている。 

また、出願件数推移をみると、大阪瓦斯、石川島播磨重工業、デンソーが 2000 年以降、

出願を集中している。 
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(3)動力/燃料－電気変換技術 

コージェネレーションシステムの動力/燃料－電気変換技術に関する特許・実用新案出

願は、合わせて 332 件である。 

図 1.3.2-3 に動力/燃料－電気変換技術の出願人数と出願件数の推移を示す。 

 

図 1.3.2-3 動力/燃料－電気変換技術の出願人数と出願件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1991～99 年には、出願人数は 10～20 社、出願件数は 10～50 件であったが、2000 年、

2001 年と燃料電池システムに関する出願にが急増し、2001 年は出願人数が 40 社を超え、

出願件数も 70 件を超えている。 

 
表 1.3.2-3 に動力/燃料－電気変換技術の主要出願人の出願件数推移を示す。 

 

表 1.3.2-3 動力/燃料－電気変換技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数推移 
出願人名 業種 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
合計

大阪瓦斯 ガス 4 5 5 3 2 3 8 1 2 9 42

東芝 電機 2 3 1 1 3 1 7 5 3 1 9 36

松下電器産業 電機  2 9 6 12 29

明電舎 電機 1 3 7 3 1 1 1 1 2 20

西芝電機 電機  4 2 1 1 1 1 1 5 16

東京瓦斯 ガス 2 2 3 1 3 2   3 16

三洋電機 電機  1 1 2 7 3 14

日本電信電話 通信 4 5 2 1 1   1 14

日立製作所 電機  5 2 1 2 1 1  2 14

 
出願件数上位をみると、大阪瓦斯が 42 件と最も多く、電機業の東芝が 36 件で出願が

多い。続いて、松下電器産業（29 件）、明電舎（20 件）など、ガス、電機業の企業が並ん

でいる。 

また、1998 年に出願を開始した松下電器産業は 01 年に集中的に出願を行っている。 
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(4)排熱回収・利用技術 

コージェネレーションシステムの排熱回収・利用技術に関する特許・実用新案出願は、

合わせて 1,002 件であり、全体の 50％以上を占める。 

図 1.3.2-4 に排熱回収・利用技術の出願人数と出願件数の推移を示す。 

 
図 1.3.2-4 排熱回収・利用技術の出願人数と出願件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1999 年までは、出願人数は 25～50 社、出願件数は 50～100 件の範囲で安定していたが、

2000 年には、給湯・冷暖房など排熱利用および、燃料電池に関する出願が急増し、2001

年は出願人数が 72 社、出願件数は 182 件に達した。 

 
表 1.3.2-4 に排熱回収・利用技術の主要出願人の出願件数推移を示す。 

 

表 1.3.2-4 排熱回収・利用技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数推移 
出願人名 業種 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
合計

東京瓦斯 ガス 4 7 9 11 11 15 4 6 4 30 28 129

大阪瓦斯 ガス 1 7 4 9 5 2 3 10 16 31 39 127

三菱重工業 機械 6 3 2 2 1 1 11 6 16 17 65

三洋電機 電機 2 1 1 5 3 5 8 12 10 17 64

デンソー 輸送機 5 8 5 13 3 3 2  2 2 43

東芝 電機 9 8 3 2 2 1 1 4 4 2 6 42

ヤマハ発動機 輸送機 1 4 8 4 2 11 6 3  39

日立製作所 電機  6 4 4 4 7 3 1 2 5 1 37

東邦瓦斯 ガス  1  9 18 28

 
出願件数では、東京瓦斯が 129 件と最も多く、大阪瓦斯が 127 件と続いて、東邦瓦斯

も 28 件の出願を行っている。この３社は 2000 年以降出願を急増させており、特に大阪瓦

斯は 2001 年に 39 件の出願を集中している。 
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(5)排ガス処理技術 

コージェネレーションシステムの排ガス処理技術に関する特許・実用新案出願は、合

わせて 78 件である。 

図 1.3.2-5 に排ガス処理技術の出願人数と出願件数の推移を示す。 

 

図 1.3.2-5 排ガス処理技術の出願人数と出願件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

排ガス処理技術の件数は少なく、1991 年の出願人数 12 社、出願件数 10 件をピークに

減少している。97 年以降は出願人は５社を下回り、出願件数も４件前後である。 

 
表 1.3.2-5 に排ガス処理技術の主要出願人の出願件数推移を示す。 

 

表 1.3.2-5 排ガス処理技術の主要出願人の出願件数推移 

年次別出願件数推移 
出願人名 業種 

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
合計

東京瓦斯 ガス 2 1 3 4 2 4 5   1 22

大阪瓦斯 ガス 1 2 1 1 2 3 2 2 1 15

日立製作所 電機 2 2 1 1  1 7

バブコック日立 機械 1 2 1 1 1   6

三菱重工業 機械 2 1 1 1   5

武田薬品工業 薬品  1 4   5

 
出願件数上位をみると、東京瓦斯が 22 件と最も多く、大阪瓦斯が 15 件で１、２位を

占めている。続いて、日立製作所が７件、バブコック日立が６件出願している。 

大阪瓦斯は安定した出願を行っているが、東京瓦斯は、1998 年以降出願が限られてい

る。 
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1.4 技術開発の課題と解決手段 

 
表 1.4-1 に特許出願に表れたコージェネレーションシステムの技術間の課題を、表

1.4-2 にその解決手段の一覧表を示す。 

 

表 1.4-1 コージェネレーションシステムの課題一覧表 

 課題Ⅰ 課題Ⅱ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ供給安定性向上 逆潮流制御 逆潮流防止 

  給電制御遅れ防止 

  負荷変動調整 

 異常運転防止 過負荷防止 

  始動･停止時異常防止 

 需給安定化 変動対応迅速化 

  効率低下防止 

 ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調解除 負荷変動防止 

  制御遅れ防止 

 機器損傷防止 保護不調防止 

  負荷調整 

性能向上 発電効率向上 出力変動防止 

  出力制御時の効率向上 

 熱回収効率向上 配管等熱ﾛｽ低減 

  熱の合理的利用率向上 

 ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向上 負荷変動追従 

  給電･給熱遅れ防止 

  ｴﾈﾙｷﾞｰ利用促進 

経済性向上 設備･施工等ｺｽﾄ低減 重量･ｽﾍﾟｰｽ低減 

  汎用性の向上 

  非常用電源設置 

 運転ｺｽﾄ低減 需給調整機能向上 

  電力瞬停防止 

  ｴﾈﾙｷﾞｰ転換促進 

環境保全性向上 NOx/SOx低減 NOx/SOx発生量低減 

  触媒性能向上 

 CO2低減 分離回収低ｺｽﾄ化 

  改質反応効率向上 

 未燃分低減 ﾌｨﾙﾀ性能向上 

  高温集塵性能向上 

  不完全燃焼防止 

騒音・振動低減 騒音拡散防止  

 振動拡散防止  

その他 耐久性向上  

 ｺﾝﾊﾟｸﾄ化  

 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ向上  
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表 1.4-2 コージェネレーションシステムの解決手段一覧表 

 解決手段Ⅰ 解決手段Ⅱ 

構造の改良 最適運転方法選択 

 保護協調/継電器導入 

 監視ｼｽﾃﾑ最適化 

 ｼｽﾃﾑ間共同運転化 

 計測･計算結果活用 

 

トータルシステム改良 

需給ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ吸収 

 原動機部の改良 原動機制御改良 

  排熱回収蒸気供給改良 

  吸気温度低温化 

  消音/防振装置改良 

 発電機部の改良 切替/同期盤改良 

  発電機制御改良 

  継電器改良 

  非常用発電設備代替 

 熱交換器部の改良 熱回収制御改良 

  熱交換器配列最適化 

  熱交換器の伝熱促進 

 排ガス処理部の改良 燃焼改善 

  排ガス中CO2処理改良 

  脱硝触媒等の導入 

 

各
装
置
の
改
良 

 ﾌｨﾙﾀｰ等の導入 

制御の適正化 監視強化 

 ｻｲｸﾙの選択導入 

 電力出力制御改良 

 蓄電･蓄熱器の導入 

 

電/熱比制御改良 

安価ｴﾈﾙｷﾞｰ導入 

 受電一定制御導入 

 熱･電力負荷予測制御導入 

 

負荷制御改良 

運転継続制御導入 

 運転方法改良 

 

始動･停止制御改良 

排熱利用暖機導入 

その他  

 

排熱利用先拡大 
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1.4.1 コージェネレーションシステムの技術要素と課題 

図 1.4.1-1 に、コージェネレーションシステムの技術要素と課題の分布を示す。 

 

図 1.4.1-1 コージェネレーションシステムの技術要素と課題 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

課題をみると、熱回収効率向上が 537 件で最も多く、需給安定化とエネルギー利用効

率向上が共に 218 件、発電効率向上が 197 件、運転コスト低減が 179 件、設備・施工等コ

スト低減が 143 件、異常運転防止が 142 件となっている。 

技術要素別では、排熱回収利用技術における熱回収効率向上が 477 件と最も多く、排

熱回収利用技術におけるエネルギー利用効率向上が 150 件である。この結果からコージェ

ネレーションシステムの主な課題は、排熱回収・利用技術における熱回収効率、エネル

ギー利用効率向上であることがわかる。 

技術要素別にそれぞれみると、まず制御・監視技術では需給安定化が 86 件、運転コス

ト低減が 46 件、エネルギー利用効率向上が 44 件と多い。 

熱－動力変換技術では、発電効率向上が 57 件、異常運転防止が 40 件、NOX/SOX 低減が

32 件である。 

動力/燃料－電気変換技術では、発電効率向上が 77 件と最も多く、需給安定化が 47 件、

異常運転防止が 35 件、逆潮流制御が 34 件、設備・施工等コストの低減が 33 件、運転コ

スト低減が 29 件である。 

排熱回収・利用技術では、熱回収効率向上、エネルギー利用効率向上の他には、運転

コスト低減が 86 件、需給安定化が 75 件、設備・施工等コストの低減が 71 件である。 

排ガス処理技術では、ほとんどが NOX/SOX 排出量低減が 49 件、未燃分低減が 14 件、CO2

低減が８件である。 
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1.4.2 コージェネレーションシステムの課題と解決手段 

図 1.4.2-1 に、コージェネレーションシステムの課題と解決手段の分布を示す。 

 

図 1.4.2-1 コージェネレーションシステムの課題と解決手段 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

これを個別にみると、コージェネレーションシステムの各課題に対して、トータルシ

ステムの改良により対応していることが多い。熱回収効率向上に対する解決手段として

トータルシステム改良が 343 件と最も多く、エネルギー利用効率向上（149 件）、運転コ

スト低減（93 件）、需給安定化（91 件）、設備・施工等コスト低減（82 件）といった課題

に対しても、トータルシステム改良が最も多い。 

他では、熱回収効率向上に対する熱交換器部の改良が 116 件、発電効率向上に対する

発電機部の改良が 71 件、原動機部の改良が 62 件、NOX/SOX 低減に対する排ガス処理部の

改良が 65 件と多い。 

課題別にみると、エネルギー供給安定性向上における需給安定化では、トータルシス

テム改良(91 件)の他には、負荷制御改良が 45 件、電/熱比制御改良が 31 件と多い。異常

運転防止では、トータルシステム改良(58 件)の他には、原動機部の改良が 32 件、始動・

停止制御改良が 21 件であり、逆潮流防止では、トータルシステム改良（31 件）が多い。 

性能向上における熱回収効率向上では、トータルシステム改良、熱交換器部の改良が

ほとんどである。発電効率向上に対しては、発電機部の改良の他に、原動機部の改良、

トータルシステム改良（42 件）が多い。エネルギー利用効率向上に対しては、トータル

システム改良がほとんどである。 
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経済性向上における設備・施工コスト低減に対しては、トータルシステム改良以外に

は、発電機部の改良が 28 件ある。運転コスト低減では電/熱比制御改良が 29 件、原動機

部の改良が 21 件、熱交換器部の改良が 14 件である。 

排ガス処理技術の主な課題である NOX/SOX 低減では、排ガス処理部の改良の他に、原動

機部の改良も 23 件ある。騒音拡散防止では、ほとんど原動機部の改良（16 件）である。 

その他の課題では、耐久性向上では、発電機部の改良（11 件）、コンパクト化では、熱交

換器部の改良（11 件）、メンテナンス向上ではトータルシステム改良（８件）が最も多い。 

 

 

1.4.3 技術要素別の課題と解決手段 

(1) 制御・監視技術の課題と解決手段 

図 1.4.3-1 に、制御・監視技術の課題と解決手段の分布を示す。 

 

図 1.4.3-1 制御・監視技術の課題と解決手段の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

制御・監視技術における各課題に対して、その多くはトータルシステムの改良により

対応している。エネルギー供給安定性向上における需給安定化に対する解決手段としては、

トータルシステム改良が 32 件で最も多く、電/熱比制御改良（24 件）、負荷制御改良（23

件）が多い。 

また、経済性向上における運転コスト低減に対して、電/熱比制御改良（18 件）も多い。 
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表 1.4.3-1 制御・監視技術の課題と解決手段の件数表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

エネルギー供給安定性向上における変動対応迅速化に対する解決手段としては、熱・

電力負荷予測制御導入が 20 件で最も多く、需給アンバランス吸収、蓄電・蓄熱器の導入

（各 14 件）、最適運転方法選択、電力出力制御改良（各９件）が多い。過負荷防止に対し

ては監視システム最適化（７件）、監視強化（７件）が多い。 

性能向上における給電・給熱遅れ防止に対しては、システム間共同運転化（６件）、需

給アンバランス吸収（４件）、負荷変動追従に対しては、需給アンバランス吸収（４件）、

計測・計算結果活用（３件）が多い。 

経済性向上における需給調整機能向上に対しては、計測・計算結果活用（６件）、熱・

電力負荷予測制御導入（４件）、エネルギー転換促進に対しては安価エネルギー導入（10

件）が多い。重量スペース低減に対しては、最適運転方法選択（８件）、需給アンバラン

ス吸収（５件）が多い。 

 
表 1.4.3-2 に、制御・監視技術の主な課題と解決手段の出願人内訳を示す。 
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表 1.4.3-2 制御・監視技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（1/3） 

エネルギー供給安定性向上 課題 

解決手段 過負荷防止 変動対応迅速化 

最適運転方法

選択 

 日本電信電話 (2)、東京瓦斯 、石川島播磨重工業 、ｱｲ

ｼﾝ精機 、寺崎電気産業 、松下電工 、西芝電機+大阪瓦

斯 、富士電機  

監視システム

最適化 

大阪瓦斯 ､東京瓦斯 ､三菱重工業 ､日立製作所 ､横河電

機+大阪瓦斯 ､九州電力 ､神鋼電機  

ﾉｰﾘﾂ+東京瓦斯+大阪瓦斯+東邦瓦斯+西部瓦斯、三菱重工

業 

需給アンバラ

ンス吸収 

 大阪瓦斯 (3)、日立製作所 (2)、東芝 、川崎重工業 、

ｴｺﾊﾟﾜｰ ｴﾅｼﾞｰ ｿﾘﾕｰｼﾖﾝｽﾞ AG 、ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ 、ｴ

ﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ+日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+日立ﾋﾞﾙｼｽﾃﾑ 、ｽﾞﾙ

ﾂｱｰ ｲﾉﾃﾂｸ AG 、三井石油+三井物産ﾌﾟﾗﾝﾄ 、三井造

船 、長府製作所+大阪瓦斯  

監視強化 
ﾌｼﾞﾀ (2)、ｸﾎﾞﾀ 、ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟﾜｰ 、横河電機 、松下電

工 、松本ﾃｸﾆｺ  

 

電力出力制御 

 東芝 、日立製作所 、三洋電機 、川崎重工業 、ﾀﾞｲｷﾝ

工業 、ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ 、三井造船 、出光興産 、

積水化学工業 

蓄電・蓄熱器

の導入 

 日立製作所 (3)、東日本旅客鉄道+三菱電機 (3)、ﾀｸﾏ 

(2)、荏原製作所 (2)、大阪瓦斯 、本田技研工業 、ﾊﾞ

ﾌﾞｺﾂｸ日立 、東芝ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

熱・電力負荷

予測制御導入 

東京瓦斯、三菱重工業 大阪瓦斯 (5)、日立製作所 (3)、東京瓦斯 (2)、東芝 

(2)、松下電器産業 (2)、本田技研工業 、佐藤総合計画

+青木建設 、三井造船 、大阪瓦斯+ﾀﾞｲﾀﾞﾝ 、東芝ｼｽﾃﾑﾃ

ｸﾉﾛｼﾞｰ+東芝 、日新電機 

 

表 1.4.3-3 制御・監視技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（2/3） 

性能向上 課題 

解決手段 配管等熱ロス低減 熱の合理的利用率向上 給電･給熱遅れ防止 

最適運転方法

選択 

ﾀﾞｲｷﾝ工業 ｸﾎﾞﾀ 、明電舎 、ﾓｰﾋﾞﾙ ｵｲﾙ 、川崎

製鉄 、富士電機  

 

システム間共

同運転化 

ﾀﾞｲｷﾝ工業、松下精工 ﾀﾞｲｷﾝ工業 、ﾄﾖﾀ自動車 、前川製作

所 

東京瓦斯 (5)、ﾃｸﾉｴﾈﾙｷﾞｰ 

需給アンバラ

ンス吸収 

ﾔﾝﾏｰ 、ｼﾞｴﾈﾗﾙ ｱﾄﾐﾂｸｽ INC+小松製作

所+栗田工業 、ﾀｸﾏ 、日産ﾃﾞｲｰｾﾞﾙ工

業 、富士電機  

沢田 直久、三菱化学ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 東海ｺﾞﾑ工業 (2)、木村 重昭 、豊田

自動織機製作所 

 

表 1.4.3-4 制御・監視技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（3/3） 

経済性向上 課題 

解決手段 重量・スペース低減 需給調整機能向上 

最適運転方法

選択 

東京瓦斯 (2)、ﾃﾞﾝｿｰ 、石川島播磨重工業 、ｱｲｼﾝ精

機 、ｴﾇｹｰｹｰﾌﾟﾗﾝﾄ建設 、ｻﾝｴｰ電機 、伊勢工業所  

本田技研工業 、栗田工業 、小原 伸哉+ｼｰｱﾝﾄﾞｴｰ 

計測・計算結

果活用 

大阪瓦斯 (2)、石川島播磨重工業 、ｲｰｱﾝﾄﾞｲｰﾌﾟﾗﾆﾝｸﾞ 大阪瓦斯 、東京瓦斯 、三菱重工業 、石川島播磨重工

業 、ｼﾔｰﾌﾟ 、新庄 弘光 

需給アンバラ

ンス吸収 

大阪瓦斯 、明電舎 、ﾃﾞﾝﾖｰ 、出光興産 、神戸製鋼所+

中国電力 

三菱電機、住友電気工業 

 

エネルギー供給安定性向上における変動対応迅速化という課題に対して、熱・電力負

荷予測制御導入を解決手段としているのは、大阪瓦斯（５件）、日立製作所（３件）が多

く、需給アンバランス吸収を解決手段としているのは、大阪瓦斯が３件、蓄電・蓄熱器の

導入を解決手段としているのは、日立製作所、東日本旅客鉄道と三菱電機の共願でそれぞ

れ３件の出願がある。 

性能向上における給電・給熱遅れ防止という課題に対しては、システム間共同運転化

を解決手段とするものを東京瓦斯が５件出願している。 

経済性向上における重量・スペース低減、需給調整機能向上という課題に対しては、

最適運転方法の選択を解決手段とするものを東京瓦斯が２件、計測・計算結果活用を解決

手段とするものを大阪瓦斯が２件出願している。 
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(2) 熱－動力変換技術の課題と解決手段 

図 1.4.3-2 に、熱－動力変換技術の課題と解決手段の分布を示す。 

 
図 1.4.3-2 熱－動力変換技術の課題と解決手段の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

熱－動力変換技術の各課題に対しては、原動機部の改良により対応しているものが多

い。特に性能向上における発電効率に対しては 43 件、エネルギー供給安定性向上におけ

る異常運転に対しては 27 件、経済性向上における運転コスト低減に対しては 15 件と、そ

のほとんどを占める。 

なお、環境安全性向上における未燃分低減に対しては、排ガス処理部の改良（８件）

で対応していることが多い。 
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45 125

3 22
1

27 5

1 1

2 52

4

8 1
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表 1.4.3-5 熱－動力変換技術の課題と解決手段の件数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能向上における出力変動防止に対する解決手段としては、原動機制御の改良での対

応が 30 件で最も多く、続いて吸気温度低温化（６件）での対応となっている。 

エネルギー供給安定性向上における過負荷防止に対しても原動機制御改良（25 件）で

の対応が多い。始動・停止時異常防止に対しては、運転方法改良（7 件）での対応が多い。 

環境保全性向上における NOX/SOX 発生量低減に対しては原動機制御改良（16 件）での対

応が多く、触媒性能向上に対しては脱硝触媒等の導入（7 件）での対応が多い。 

経済性向上における需給調整機能向上に対しては、原動機制御改良（９件）が多い。 

騒音拡散防止に対しては、原動機制御改良（７件）での対応や、消音/防振装置改良

（６件）での対応が多い。 

 

 

図 1.4.2-1 に、熱－動力変換技術の主な課題と解決手段の出願人内訳を示す。 
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ｼｽﾃﾑ間共同運転化 1 1 1

計測･計算結果活用 1 1

需給ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ吸収 1 1 2 2 1 1

原動機制御改良 1 25 1 5 3 30 1 2 6 4 2 2 9 4 16 1 1 1 7 2

排熱回収蒸気供給改良 3 2 2 1 1

吸気温度低温化 1 6 3 1 1 1

消音/防振装置改良 1 6
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熱･電力負荷予測制御導入 1

運転継続制御導入

運転方法改良 1 7 1 1 1 1

排熱利用暖機導入 1
その他 排熱利用先拡大

構
造
の
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良

制
御
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適
正
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環境保全性向上エネルギー供給安定性向上 性能向上 経済性向上

課　　題
騒音・振
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解
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手
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表 1.4.3-6 熱－動力変換技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（1/3） 

エネルギー供給安定性向上 課題 

解決手段 過負荷防止 始動･停止時異常防止 変動対応迅速化 

原動機制御 

東邦瓦斯 (4)、三井造船 (3)、ﾔﾝﾏｰ 

(3)、ｸﾎﾞﾀ (2)、いすゞ中央研究所 

(2)、神戸製鋼所 (2)、大阪瓦斯 、

東京瓦斯 、明電舎 、川崎重工業 、

新潟鉄工所 、神鋼電機 、大気社 、

日産ﾃﾞｲｰｾﾞﾙ工業 、豊田中央研究所+

ﾄﾖﾀ自動車  

いすゞ中央研究所  

運転方法改良 
石川島播磨重工業 ｸﾎﾞﾀ (4)、大阪瓦斯 (2)、三菱重工

業  

石川島播磨重工業 (2)、川崎重工

業 、荏原製作所 、林 正夫 

 
表 1.4.3-7 熱－動力変換技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（2/3） 

性能向上 課題 

解決手段 出力変動防止 熱の合理的利用率向上 

原動機制御改

良 

ﾃﾞﾝｿｰ (10)、神鋼電機 (4)、大阪瓦斯 (3)、ｸﾎﾞﾀ (2)、

東京瓦斯 、三菱重工業 、日立製作所 、石川島播磨重

工業 、ﾔﾏﾊ発動機 、ﾔﾝﾏｰ 、いすゞ中央研究所 、ｴｱ ﾌﾟ

ﾛﾀﾞｸﾂ ｱﾝﾄﾞ CHEM 、ﾋﾗｶﾜｶﾞｲﾀﾞﾑ+石谷 清幹 、ﾏﾂﾀﾞ 、大

阪瓦斯+三菱重工業  

ﾔﾝﾏｰ 、いすゞ中央研究所 、いすゞ自動車 、宮本 

清 、三井造船+日本ﾌｱｰﾈｽ工業 、飯塚 孝司 

吸気温度低温

化 

日立製作所 (2)、東芝 (2)、東京瓦斯 、三菱重工業  

 
表 1.4.3-8 熱－動力変換技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（3/3） 

環境保全性向上 課題 

解決手段 ＮＯｘ／ＳＯｘ発生量低減 触媒性能向上 

原動機制御改

良 

いすゞ中央研究所 (6)、杉岡 鉄夫 (2)、東芝 、ﾔﾝ

ﾏｰ 、ｺｽﾓ総合研究所+ｺｽﾓ石油 、関西電力+三菱重工

業 、小松製作所 、神鋼造機 、日本特殊陶業 、矢作 

裕司 

日立製作所 

脱硝触媒等の

導入 

 出光興産 (2)、ｺｷﾔﾂﾄ 、ﾊﾞﾌﾞｺﾂｸ日立 、出光興産+日産

自動車 、小松製作所 、石油産業活性化ｾﾝﾀｰ+出光興産

 
エネルギー供給安定性向上における過負荷防止の課題に対して、原動機制御改良を解

決手段としているのは、東邦瓦斯が４件、三井造船、ヤンマーが３件であり、始動・停止

時異常防止の課題に対して運転方法改良を解決手段としているのはクボタが４件、変動対

応迅速化の課題に対して運転方法改良を解決手段にしているのは石川島播磨重工業が２件

である。 

性能向上における出力変動防止の課題に対しては、原動機制御改良を解決手段として

いるのはデンソーが 10 件、神鋼電機が４件、大阪瓦斯が３件、クボタが２件であり、吸

気温度低温化を解決手段としているのは、日立製作所、東芝が各２件である。 

環境保全性向上における NOX/SOX 発生量低減の課題に対して、原動機制御改良を解決手

段としているのはいすゞ中央研究所が６件、触媒性能向上の課題に対して脱硝触媒等の導

入を解決手段としているのは出光興産が２件である。 
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(3)  動力/燃料－電気変換技術の課題と解決手段 

図 1.4.3-3 に、動力/燃料－電気変換技術の課題と解決手段の分布を示す。 

 
図 1.4.3-3 動力/燃料－電気変換技術の課題と解決手段の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

動力/燃料－電気変換技術の主な課題である性能向上における発電効率向上に対する解

決手段としては、発電機部の改良での対応が 59 件と圧倒的に多い。 

エネルギー需給安定性における逆潮流制御、異常運転防止、需給安定化に対しては、

トータルシステム改良での対応がそれぞれ 22 件、16 件、21 件と最も多い。 

経済性向上における設備・施工等コスト低減に対しては発電機部の改良（20 件）が最

も多く、運転コスト低減に対しては、トータルシステム改良（12 件）が最も多い。 
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表 1.4.3-9 動力/燃料－電気変換技術の課題と解決手段の件数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能向上における出力変動防止に対する解決手段としては、発電機制御改良が 54 件で

最も多い。 

エネルギー供給安定性向上における逆潮流防止に対しては最適運転方法選択（13 件）

で、過負荷防止に対しては計測・計算結果活用（11 件）、監視強化（８件）で、変動対応

迅速化に対しては最適運転方法選択（12 件）、熱・電力負荷予測制御導入（８件）、発電

機制御改良（７件）、需給アンバランス吸収（６件）での対応が多い。 

経済性向上における重量・スペース低減に対しては、発電機制御改良（14 件）、最適運

転方法選択（８件）が多い。 

耐久性向上に対しては、発電機制御改良（10 件）が多い。 

 

表 1.4.3-10 に、動力/燃料－電気変換技術の主な課題と解決手段の出願人内訳を示す。 
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需給ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ吸収 1 1 6 2 1 2 1 5 1 1 1

原動機制御改良 2 1 1 1 2

排熱回収蒸気供給改良 1 1

吸気温度低温化
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表 1.4.3-10 動力/燃料－電気変換技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（1/4） 

エネルギー供給安定性向上 課題 

解決手段 逆潮流防止 過負荷防止 変動対応迅速化 

最適運転方法

選択 

明電舎 (4)、西芝電機 (2)、東芝 、

ﾔﾝﾏｰ 、いすゞ自動車 、長府製作所+

東邦瓦斯 、東京電力+明電舎 、東芝

ﾌﾟﾗﾝﾄ建設 、日新電機 

東芝 明電舎 (2)、西芝電機 (2)、ﾔﾝﾏｰ 

(2)、三菱重工業 、本田技研工業 、

共立継器 、神鋼電機 、積水化学工

業 、日新電機 

計測・計算結

果活用 

東芝+東芝ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 東芝+西芝電機 (4)、西芝電機+東芝ｴ

ﾌｴｰｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ+東芝 (2)、松下

電器産業 、西芝電機+東芝 、西芝電

機+東芝ｱｲﾃｲｰ ｺﾝﾄﾛｰﾙｼｽﾃﾑ+東芝 、東

芝ｱｲﾃｲｰ ｺﾝﾄﾛｰﾙｼｽﾃﾑ+東芝 、東芝ｴﾌ

ｴｰｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ+東芝 

松下電器産業 

需給アンバラ

ンス吸収 

大阪瓦斯 ﾄﾖﾀ自動車 大阪瓦斯 (5)、東芝 

発電機制御 
東京瓦斯+新日本空調 (2)、東京瓦

斯 、石川島播磨重工業 

三洋電機、ﾀﾞｲｷﾝ工業 大阪瓦斯 (2)、いすゞ中央研究所 

(2)、三菱重工業 、ﾀｸﾏ 、秋葉 誠一

 
表 1.4.3-11 動力/燃料－電気変換技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（2/4） 

エネルギー供給安定性向上 課題 

解決手段 過負荷防止 変動対応迅速化 

監視強化 
明電舎 (2)、ﾔﾝﾏｰ+立石電機 、山洋電気 、神鋼電機 、

西芝電機 、則松 新二+吉村 清己 、日新電機 

 

熱・電力負荷

予測制御導入 

明電舎 大阪瓦斯 (2)、日本電信電話 (2)、ﾀﾞｲｷﾝ工業 (2)、明

電舎 、新制配電 

 
表 1.4.3-12 発電機の主な課題と解決手段の出願人内訳（3/4） 

性能向上 課題 

解決手段 出力変動防止 給電･給熱遅れ防止 

需給アンバラ

ンス吸収 

日本電信電話、ﾏﾂﾀﾞ 日本電信電話 (4)、 

日本石油 

発電機制御 

松下電器産業 11東芝 (4)、東邦瓦斯 (4)、大阪瓦斯 

(3)、日本電信電話 (3)、三井石油化学工業 (3)、い

すゞ中央研究所 (2)、三洋電機+ﾉｰﾘﾂ (2)、新燃焼ｼｽﾃﾑ

研究所 (2)、豊田中央研究所 (2)、東京瓦斯 、三菱重

工業 、三洋電機 、三菱電機 、ｳｴｽﾁﾝｸﾞﾊｳｽ ｴﾚｸﾄﾘﾂｸ 

CORP 、ｸﾘｰﾝ ｴﾅｼﾞｰ ｼｽﾃﾑｽﾞ INC 、ｼﾞｰﾒﾝｽ AG 、ｼｴﾙ 

INTERN ﾘｻｰﾁ ﾏｰﾁﾔﾂﾋﾟｰ BV 、ｼﾞﾔﾊﾟﾝｴﾅｼﾞｰ 、ﾀﾞｲﾑﾗｰ ｸﾗｲ

ｽﾗｰ AG 、ﾇﾍﾞﾗ ﾌﾕｴﾙ ｾﾙｽﾞ ﾖｰﾛﾂﾊﾟ SARL 、河村 英男 、

三菱化成 、三洋電機+三洋電機空調 、住友化学工業 、

日本碍子 、日本特殊陶業 、日立造船 

渡辺 正義+光島 重徳+竹岡 敬和 

 
表 1.4.3-13 動力/燃料－電気変換技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（4/4） 

経済性向上 その他 課題  

解決手段 重量・スペース低減 需給調整機能向上 耐久性向上 

発電機制御 

松下電器産業 (3)、東邦瓦斯 (2)、

東芝 、日立製作所 、明電舎 、い

すゞ中央研究所 、ﾐﾚｰﾇｺｰﾎﾟﾚｰｼﾖﾝ 、

河村 英男 、日本石油 、日立製作所

+ﾊﾞﾌﾞｺﾂｸ日立 、富士電機 

東京瓦斯 、きんでん 、安川電機製

作所 、新日本製鉄 、東芝+東芝ｱｲﾃﾂ

ｸ 

松下電器産業(10) 

 
エネルギー供給安定性向上における変動対応迅速化の課題に対して需給アンバランス

吸収を解決手段とするものは大阪瓦斯が５件、逆潮流防止の課題に対して最適運転方法選

択を解決手段とするものでは明電舎が４件、過負荷防止の課題に対して計測・計算結果活

用を解決手段とするものでは東芝と西芝電機の共願で４件、監視強化を解決手段とするも

のが明電舎が２件出願されている。また、変動対応迅速化の課題に対して熱・電力負荷予

測制御導入を解決手段とするものが大阪瓦斯、日本電信電話、ダイキン工業が各２件出願

している。 

性能向上における出力変動防止の課題に対しては、発電機制御改良を解決手段とする
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ものを松下電器産業が 11 件、東芝、東邦瓦斯が４件、大阪瓦斯、日本電信電話、三井石

油化学工業が３件、給電・給熱遅れ防止の課題に対して需給アンバランス吸収を解決手段

とするものを日本電信電話が３件出願している。 

経済性向上における重量・スペース低減の課題に対しては松下電器産業が３件、その

他の耐久性向上の課題に対しても松下電器産業が 10 件出願している。 

 

(4)  排熱回収・利用技術の課題と解決手段 

図 1.4.3-4 に排熱回収・利用技術の課題と解決手段の分布を示す。 

 
図 1.4.3-4 排熱回収・利用技術の課題と解決手段の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

性能向上における熱回収効率向上に対する解決手段としては、トータルシステム改良

での対応が 316 件と最も多く、熱交換器部の改良が 105 件である。エネルギー利用効率向

上に対してはトータルシステム改良（110 件）が多い。 

経済性向上における運転コスト低減、設備・施工等コスト低減に対してもトータルシ

ステム改良（59 件、48 件）が多い。 

エネルギー供給安定性向上における需給安定化、異常運転防止に対してもトータルシ

ステム改良（36 件、27 件）が多い。 
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表 1.4.3-14 排熱回収・利用技術の課題と解決手段の件数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性能向上における配管等熱ロス低減に対する解決手段としては、需給アンバランス吸

収が 94 件で最も多く、最適運転方法選択（41 件）、システム間共同運転化（31 件）が多

い。熱の合理的利用率向上に対しては、最適運転方法選択と需給アンバランス吸収が共に

57 件で最も多く、熱交換器配列適正化（40 件）、システム間共同運転化（27 件）、熱回収

制御改良（25 件）が多い。負荷変動追従に対しては、最適運転方法選択（51 件）が最も

多く、需給アンバランス吸収（33 件）も多い。 

経済性向上における重量・スペース低減と需給調整機能向上に対しては、需給アンバ

ランス吸収（25 件）、最適運転方法選択（18 件）が多い。 

エネルギー供給安定性向上における変動対応迅速化に対しては、需給アンバランス吸

収（15 件）、最適運転方法選択（14 件）、過負荷防止に対しては最適運転方法選択（13

件）が多い。 

 

表 1.4.3-15 に、排熱回収・利用技術の主な課題と解決手段の出願人内訳を示す。 
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表 1.4.3-15 排熱回収・利用技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（1/4） 

エネルギー供給安定性向上 課題 

解決手段 過負荷防止 変動対応迅速化 

最適運転方法

選択 

三洋電機+三洋電機空調 (3)、ﾃﾞﾝｿｰ (3)、三菱重工業 (2)、

三菱重工業+東京瓦斯 (2)、松下電器産業 、大阪瓦斯+三菱

電機 、長府製作所+大阪瓦斯  

東芝 (2)、三洋電機 (2)、ｶﾙｿﾆﾂｸ (2)、松下電器産

業 、本田技研工業 、ﾀﾞｲｷﾝ工業 、関西電力 、中小

企業事業団 、東日本旅客鉄道+三菱電機 、日立製作

所+日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 、富士電機 

需給アンバラ

ンス吸収 

大阪瓦斯 、東邦瓦斯 、ｻﾝﾃﾞﾝ 、大阪瓦斯+ﾊｰﾏﾝ企画 、日産

ﾃﾞｲｰｾﾞﾙ工業 、矢崎総業 

東京瓦斯 (3)、大阪瓦斯 (2)、三洋電機 (2)、ﾃﾞﾝ

ｿｰ 、ﾔﾝﾏｰ 、本田技研工業 、ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞ ｴﾅｼﾞｲ ｼｽﾃﾑｽﾞ

ｵﾌﾞ ｵｸﾗﾎﾏ INC 、ｽﾞﾙﾂｱｰ ﾍｷｽ AG 、山洋電気 、島津

製作所 、富士電機+東洋施設 

 

表 1.4.3-16 排熱回収・利用技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（2/4） 

性能向上 課題 

解決手段 配管等熱ロス低減 熱の合理的利用率向上 負荷変動追従 

最適運転方法

選択 

ﾔﾏﾊ発動機 (6)、荏原製作所 (3)、三菱

重工業 (2)、ﾔﾝﾏｰ (2)、神鋼電機 

(2)、日本製鋼所 (2)、大阪瓦斯 、明

電舎 、石川島播磨重工業 、本田技研

工業 、三菱電機 、日本電信電話 、ﾀﾞ

ｲｷﾝ工業 、ｱｲｼﾝ精機 、ｱﾙｽﾄｰﾑ ｱﾄﾗﾝﾃｲﾂ

ｸ 、ｴｽ ﾃｲｴｽ 、ｻﾝﾃﾞﾝ 、ﾄﾖﾀ自動車 、

ﾉｰﾘﾂ+東京瓦斯+大阪瓦斯+東邦瓦斯+西

部瓦斯 、ﾛｰﾍﾞﾙﾄ ﾎﾞﾂｼﾕ GMBH 、月島機

械 、三井造船 、三五 、鹿島建設 、

信越ﾎﾟﾘﾏｰ 、数田ｴﾝｼﾞﾝ設計 、西部技

研 、大阪瓦斯+ﾊｰﾏﾝ 、日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ

+ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ 、矢崎総業  

東京瓦斯 (8)、大阪瓦斯 (5)、三洋電

機+三洋電機空調 (5)、三菱重工業 

(4)、三洋電機 (2)、松下電器産業 

(2)、荏原製作所 (2)、三菱自動車工業

(2)、東芝 、日立製作所 、ﾃﾞﾝｿｰ 、ｸ

ﾎﾞﾀ 、石川島播磨重工業 、ﾔﾝﾏｰ 、本

田技研工業 、三菱電機 、ﾀﾞｲｷﾝ工

業 、ｱｲｼﾝ精機 、ｶｳﾁﾕ ﾏﾆﾕﾌｱｸﾁﾕｰﾙ ｴ 

ﾌﾟﾗｽﾁｰｸ 、ﾕﾅｲﾃﾂﾄﾞ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ CORP 、

ﾘﾝﾅｲ 、ﾜﾙﾄｼﾗ ﾃﾞｲｰｾﾞﾙ INTERN 

LTDOY 、三菱化成+ﾃﾞﾝｿｰ 、三洋化成工

業 、鹿島建設+東京瓦斯 、小野 善吉+

小野 賢次+大滝 千鶴子 、神鋼電機 、

石川島播磨重工業+明電舎+西淀空調

機 、川崎製鉄 、東京瓦斯+三洋電機+

日立製作所 、東京瓦斯+大阪瓦斯+東邦

瓦斯+ﾔﾝﾏｰ+ﾀﾞｲｷﾝ工業 、東芝+日本電信

電話+ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ 、藤倉電

線 、日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+東京瓦斯 、日立

造船 

三菱重工業 (9)、ﾃﾞﾝｿｰ (8)、東京瓦斯

(7)、三洋電機 (6)、三菱重工業+東京

瓦斯 (5)、大阪瓦斯 (2)、東京瓦斯+大

阪瓦斯+東邦瓦斯+西部瓦斯 (2)、東

芝 、日立製作所 、松下電器産業 、石

川島播磨重工業 、三井造船 、三菱重

工業+日本ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ連合会+東京瓦斯+大

阪瓦斯+東邦瓦斯 、大阪瓦斯+西淀空調

機 、東京瓦斯+大阪瓦斯+東邦瓦斯+ﾔﾝ

ﾏｰ+ﾀﾞｲｷﾝ工業 、日本自動車部品総合研

究所+ﾃﾞﾝｿｰ 、日本電信電話+東京瓦

斯 、日本電信電話+日立製作所 、矢崎

総業+東京瓦斯 

システム間共

同運転化 

ﾔﾏﾊ発動機 (3)、神鋼電機 (3)、ﾀﾞｲｷﾝ

工業 (2)、ｻﾝﾃﾞﾝ (2)、荏原製作所 

(2)、松下電工 (2)、豊田自動織機製作

所 (2)、明電舎 、川崎重工業 、ｴﾇ ﾃｲ 

ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ 、ﾊﾟｰｷﾃﾂｸ+中国電力 、ﾎ

ｾ ｱﾝﾄﾆｵ ﾘｱﾙ 、西部技研 、積水化学工

業 、相模石油 、長府製作所 、日立ｲﾝ

ﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 、日立造船 、日立造船+ｱｲﾒﾂ

ｸｽ 、富士電機 、北海道瓦斯+金門製作

所 、矢崎総業  

東京瓦斯 (3)、川崎重工業 (2)、西部

技研 (2)、大阪瓦斯 、ｸﾎﾞﾀ 、松下電

器産業 、ﾔﾝﾏｰ 、ﾀﾞｲｷﾝ工業 、ｼﾞｴﾈﾗﾙ 

ｴﾚｸﾄﾘﾂｸ CO 、ﾃｸﾉ菱和 、ぱど+三洋電

機 、ﾌﾟﾗｲﾑ ﾋﾙ DEV LTD 、月島機械 、

高砂熱学工業 、三井造船 、鹿島建

設 、神鋼電機 、積水化学工業 、島津

製作所 、東芝ﾌﾟﾗﾝﾄ建設 、日本製鋼

所 、日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃ

ｲｰｽﾞ 、日立造船  

東京瓦斯、ﾄﾖﾀ車体、矢崎総業 

需給アンバラ

ンス吸収 

ﾔﾏﾊ発動機 18ｱｲｼﾝ精機 (7)、ﾔﾝﾏｰ 

(6)、ｻﾝﾃﾞﾝ (5)、東京瓦斯 (3)、本田

技研工業 (3)、ﾁﾞｰｾﾞﾙ機器 (3)、ﾃｲｴﾙ

ﾌﾞｲ (3)、荏原製作所 (3)、東陶機器 

(3)、大阪瓦斯 (2)、須賀工業 (2)、明

電舎 、東邦瓦斯 、三菱電機 、日本電

信電話 、ｱｲｼﾝ高丘 、いすゞ中央研究

所 、ｴｲﾋﾞｽ 、ｶﾙｿﾆﾂｸ 、ｽﾄﾘｰﾑ 、ｾｲｺｰｴ

ﾌﾟｿﾝ 、ｾﾞｸｾﾙヴｱﾚｵｸﾗｲﾒｰﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ 、ﾀｸ

ﾏ 、ﾄﾖﾀ車体 、ﾕﾅｲﾃﾂﾄﾞ ｽﾃｲﾂ ｴﾝヴｱｲﾛﾒ

ﾝﾀﾙ ﾌﾟﾛﾃｸｼﾖ+ﾝ ｴｰｼﾞｴﾝｼｰ 、臼井国際産

業 、関西電力+三菱電機 、原村 嘉

彦 、国立環境研究所長 、三菱自動車

工業 、四国総合研究所+富士電機 、寺

崎電気産業 、松下精工 、松下電工 、

松下冷機 、神戸製鋼所 、菅原 昇

三 、西部技研 、川重冷熱工業 、大野 

洋佑 、池田 隆 、日産自動車 、日本

鋼管 、日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘ

ﾃｲｰｽﾞ 、北海道瓦斯 、木村 重昭 、矢

崎総業  

ﾔﾏﾊ発動機 (3)、ｴｸｵｽﾘｻｰﾁ+ｱｲｼﾝ ｴｲ ﾀﾞ

ﾌﾞﾘﾕ (3)、東京瓦斯 (2)、三洋電機 

(2)、日本電信電話 (2)、荏原製作所 

(2)、永田 昭一 (2)、大阪瓦斯+ﾊｰﾏﾝ 

(2)、長府製作所+大阪瓦斯 (2)、日本ｸ

ﾗｲﾒｲﾄｼｽﾃﾑｽﾞ+ﾏﾂﾀﾞ (2)、法月 和弥 

(2)、大阪瓦斯 、三菱重工業 、日立製

作所 、石川島播磨重工業 、ﾔﾝﾏｰ 、本

田技研工業 、三菱電機 、ｱｲｼﾝ精機 、

ｴﾈﾙｹﾞﾆｳｽ GMBH+ﾚﾌﾟﾆｸ ｱﾙﾌｵﾝｽ ﾄﾞﾐﾆｸ 、

ﾁﾞｰｾﾞﾙ機器 、ﾃｲｴﾙﾌﾞｲ 、ﾄﾖﾀ自動車 、

ﾆﾕｰｵｰﾀﾆ 、ﾍﾞｰ ﾍﾟｰ ｼﾐｰ SA+ﾋﾞｰ ﾋﾟｰ 

CHEM INTERN LTD 、吉沢 善男+加藤 之

貴 、高砂熱学工業 、三井造船 、住友

電気工業 、水口 勝政 、清水建設 、

石油産業活性化ｾﾝﾀｰ+ｺｽﾓ石油 、石油産

業活性化ｾﾝﾀｰ+出光興産 、前川製作

所 、竹中工務店 、島津製作所 、東京

瓦斯+大阪瓦斯+東邦瓦斯+西部瓦斯+高

木産業 、東芝ｷﾔﾘｱ 、東陶機器 、日揮

+住友大阪ｾﾒﾝﾄ 、日本鋼管 、日立ｲﾝﾀﾞ

ｽﾄﾘｲｽﾞ+ﾄﾖﾀ自動車 、日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+

東京瓦斯 、日立製作所+日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞ  

東京瓦斯 (5)、大阪瓦斯+西淀空調機 

(3)、ﾃﾞﾝｿｰ (2)、明電舎 (2)、新日本

製鉄 (2)、東芝 、日立製作所 、三洋

電機 、ﾔﾝﾏｰ 、三菱電機 、ｱｲｼﾝ精

機 、ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 、ﾄﾖﾀ車体 、高砂熱学

工業 、松下精工 、松下電器産業+松下

冷機 、神鋼電機 、川重冷熱工業 、大

阪瓦斯+ﾊｰﾏﾝ+東京瓦斯+東邦瓦斯+西部

瓦斯 、大川原製作所+西武百貨店 、東

芝+東芝ｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 、東日本旅客鉄道

+三菱電機 、日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ+ｱｲｼﾝ ｴｲ 

ﾀﾞﾌﾞﾘﾕ 、日立製作所+東京瓦斯 

原動機制御 

大阪瓦斯 (4)、本田技研工業 (2)、い

すゞ中央研究所 、ｴｸｵｽﾘｻｰﾁ 、ｼﾅﾈﾝ 、

藤井 昭一 

神鋼電機 (2)、東芝 、ﾃﾞﾝｿｰ 、本田技

研工業 、川崎重工業 、ｴﾈｻｰﾌﾞ 、島津

製作所 、鈴木自動車工業 

三菱重工業 、ﾃﾞﾝｿｰ 、東京瓦斯+大阪

瓦斯+東邦瓦斯+西部瓦斯 
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表 1.4.3-17 排熱回収・利用技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（3/4） 

経済性向上 課題 

解決手段 重量・スペース低減 需給調整機能向上 

最適運転方法

選択 

ﾃﾞﾝｿｰ (4)、大阪瓦斯 、東京瓦斯 、三菱重工業 、石川

島播磨重工業 、ﾔﾏﾊ発動機 、ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ 、ｴﾙ

ｿﾝ 、ﾁﾞｰｾﾞﾙ機器 、安川ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 、三菱自動車工

業 、三菱重工業+東京瓦斯 、三洋電機+三洋電機空

調 、松下電器産業+松下冷機 、栃木富士産業 

大阪瓦斯 (2)、東京瓦斯 (2)、ﾃﾞﾝｿｰ 、明電舎 、ｴﾇ ﾃｲ 

ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ 、ﾄﾖﾀ自動車 、ﾌｵﾙｸｽﾜｰｹﾞﾝ AG 、三菱自

動車工業 、三菱重工業+東京瓦斯 、三洋電機+三洋電機

空調 、神戸製鋼所 、藤倉電線 、日立造船 、豊田自動

織機製作所 

需給アンバラ

ンス吸収 

ﾔﾏﾊ発動機 (3)、矢崎総業 (3)、独立行政法人産業技術

総合研究所+三菱瓦斯化学 (2)、明電舎 、三菱電機 、

川崎重工業 、ﾀﾞｲｷﾝ工業 、ｱｲｼﾝ精機 、ｴﾇｹｰｹｰﾌﾟﾗﾝﾄ建

設 、ｶﾙｿﾆﾂｸ 、ｻﾝﾃﾞﾝ 、ﾁﾞｰｾﾞﾙ機器 、荏原製作所 、松

下電工 、須賀工業 、大気社 、大成建設 、竹中工務

店 、日本碍子 、豊田自動織機製作所 

荏原製作所 (3)、大阪瓦斯 、三洋電機 、明電舎 、ﾔﾏﾊ

発動機 、ﾔﾝﾏｰ 、三菱電機 、いすゞ自動車 、ｺｽﾓ総合

研究所+ｺｽﾓ石油 、ﾂｱｲ ﾋﾕｲ ﾔﾝ 、ﾄﾞｸﾄﾙ ｲﾝｸﾞ. ﾊｰ ﾂｴｰ ｴ

ﾌ ﾎﾟﾙｼｴ AG 、三井造船 、清水 邦雄+川越 哲男 、川重

冷熱工業 、川重冷熱工業+川崎重工業 、沢田 直久 、

池島 清美+池島 秀子+今田 幸慶+今田 喜美子+今田 慶

昭+祖父江 八重子+熊川 勉+熊川 洋子 、竹中工務店 、

東芝ｲﾝﾀｰﾅｼﾖﾅﾙﾌﾕｴﾙｾﾙｽﾞ 、東芝ｷﾔﾘｱ 、矢崎総業 

 

表 1.4.3-18 排熱回収・利用技術の主な課題と解決手段の出願人内訳（4/4） 

性能向上 課題 

解決手段 配管等熱ロス低減 熱の合理的利用率向上 

熱回収制御 

本田技研工業 (6)、ﾔﾝﾏｰ (2)、東芝 、いすゞ中央研究

所 、ｱｲｼﾝ精機 、ｶﾙｿﾆﾂｸ 、山洋電気 、松下電器産業+

松下冷機 、日立造船+ｱｲﾒﾂｸｽ+中国電力+三菱電機 

東芝 (4)、大阪瓦斯 (3)、東京瓦斯 (3)、ｸﾎﾞﾀ (3)、三

洋電機 (2)、松下電器産業 、ﾔﾏﾊ発動機 、本田技研工

業 、いすゞ中央研究所 、ﾀｸﾏ 、三井造船 、三菱重工

業+東京瓦斯 、川重冷熱工業+東京瓦斯 、東京瓦斯+ﾉｰﾘ

ﾂ 、東芝+日本電信電話+ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ 

熱交換器配列

最適化 

東芝 (3)、大阪瓦斯 (2)、東京瓦斯 (2)、日立製作所 

(2)、富士ﾊﾞﾙﾌﾞ (2)、三洋電機 、松下電器産業 、明電

舎 、ﾔﾏﾊ発動機 、いすゞ中央研究所 、ｱｲｼﾝ精機 、三

浦工業+三浦研究所 

大阪瓦斯 (8)、東芝 (6)、三洋電機 (4)、三菱重工業 

(3)、ｸﾎﾞﾀ (3)、東京瓦斯 (2)、日立製作所 (2)、ﾃﾞﾝｿｰ 

(2)、ﾉｰﾘﾂ+東京瓦斯+大阪瓦斯+東邦瓦斯+西部瓦斯 

(2)、石川島播磨重工業 、三洋電機+三洋電機空調 、松

下電器産業+松下冷機 、大阪瓦斯+ﾊｰﾏﾝ 、大阪瓦斯+三

菱電機 、東京瓦斯+大阪瓦斯+東邦瓦斯+西部瓦斯 、日

立製作所+日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 、日立製作所+日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ

ｸﾞｻｰﾋﾞｽ+日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

 
エネルギー供給安定性向上における過負荷防止の課題に対して、最適運転方法選択を

解決手段とするものを三洋電機と三洋電機空調の共願で３件、デンソーが３件、変動対応

迅速化の課題に対して需給アンバランス吸収を解決手段とするものでは、東京瓦斯が３件

出願している。 

性能向上における配管等熱ロス低減の課題に対して、需給アンバランス吸収を解決手

段とするものをヤマハ発動機が 18 件、アイシン精機が７件、ヤンマーが６件、最適運転

方法選択を解決手段とするものではヤマハ発動機が６件、熱回収制御改良を解決手段とす

るものでは本田技研工業が６件出願している。また、負荷変動追従の課題に対して、最適

運転方法選択を解決手段とするものでは三菱重工業が９件、デンソーが８件、東京瓦斯が

７件、三洋電機が６件、三菱重工業と東京瓦斯の共願で５件出願しており、需給アンバラ

ンス吸収を解決手段とするものでは東京瓦斯が５件出願している。熱の合理的利用率向上

の課題に対して、最適運転方法選択を解決手段とするものを東京瓦斯が８件、大阪瓦斯５

件、三洋電機と三洋電機空調の共願で５件出願している。 

経済性向上における重量・スペース低減の課題に対して、最適運転方法選択を解決手

段とするものはデンソーが４件、需給アンバランス吸収を解決手段とするものではヤマハ

発動機、矢崎総業が各３件、需給調整機能向上の課題に対して需給アンバランス吸収を解

決手段とするものでは、荏原製作所が３件出願している。 
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(5) 排ガス処理技術の課題と解決手段 

図 1.4.3-5 に、排ガス処理技術の課題と解決手段の分布を示す。 

 
図 1.4.3-5 排ガス処理技術の課題と解決手段の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境保全性向上における NOX/SOX 低減に対する解決手段としては、ほとんどが排ガス処

理部の改良（47 件）で対応している。 

CO2 低減に対しては排ガス処理部の改良が５件で最も多く、トータルシステム改良が３

件である。 

未燃分低減に対しては、すべて排ガス処理部の改良（14 件）で対応している。 
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表 1.4.3-19 排ガス処理技術の課題と解決手段の件数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全性向上における触媒性能向上に対しては、脱硝触媒等の導入（26 件）による

対応が最も多く、NOX/SOX 発生量低減に対しても脱硝触媒等の導入が 19 件と最も多い。 

表 1.4.3-20 に排ガス処理技術の主な課題と解決手段の出願人内訳を示す。 

 
表 1.4.3-20 排ガス処理技術の主な課題と解決手段の出願人内訳 

環境保全性向上 課題 

解決手段 ＮＯｘ／ＳＯｘ発生量低減 触媒性能向上 分離回収低コスト化 不完全燃焼防止 

燃焼改善 大阪瓦斯 、東京瓦斯  

排ガス中CO2

処理 

  ﾋﾗｶﾜｶﾞｲﾀﾞﾑ+東京瓦斯 

脱硝触媒等

の導入 

大阪瓦斯 (6)、東京瓦斯 

(5)、日立製作所 (4)、東京

瓦斯+東ｿｰ (2)、三菱重工業

+大阪瓦斯 、日立製作所+ﾊﾞ

ﾌﾞｺﾂｸ日立 

武田薬品工業 (5)、ﾊﾞﾌﾞｺﾂｸ

日立 (4)、大阪瓦斯 (2)、

東京瓦斯 (2)、ﾀｸﾏ (2)、東

ﾚ (2)、日立製作所 、ﾔﾝ

ﾏｰ 、ﾌｼﾞｵｰｾﾞﾂｸｽ 、工業技

術院長 、三菱重工業+長菱ｴ

ﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 、電源開発 、東

ｿｰ 、東ｿｰ+東京瓦斯 、日立

造船 

東芝 (2)、三菱重工業 (2) 東京瓦斯 (8)、大阪瓦斯 

(3) 

環境保全性向上における NOX/SOX 発生量低減の課題に対して、脱硝触媒等の導入を解決

手段とするものを大阪瓦斯６件、東京瓦斯５件、日立製作所４件、触媒性能向上の課題に

対して、脱硝触媒等の導入を解決手段とするものを武田薬品工業５件、バブコック日立４

件、不完全燃焼防止の課題に対して脱硝触媒等の導入を解決手段とするものを東京瓦斯が

８件出願している。 

逆
潮
流
防
止

給
電
制
御
遅
れ
防
止

負
荷
変
動
調
整

過
負
荷
防
止

始
動
･
停
止
時
異
常
防
止

変
動
対
応
迅
速
化

効
率
低
下
防
止

負
荷
変
動
防
止

制
御
遅
れ
防
止

保
護
不
調
防
止

負
荷
調
整

出
力
変
動
防
止

出
力
制
御
時
の
効
率
向
上

配
管
等
熱
ロ
ス
低
減

熱
の
合
理
的
利
用
率
向
上

負
荷
変
動
追
従

給
電
･
給
熱
遅
れ
防
止

エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
促
進

重
量
・
ス
ペ
ー

ス
低
減

汎
用
性
の
向
上

非
常
用
電
源
設
置

需
給
調
整
機
能
向
上

電
力
瞬
停
防
止

エ
ネ
ル
ギ
ー

転
換
促
進

Ｎ
Ｏ
ｘ
／
Ｓ
Ｏ
ｘ
発
生
量
低
減

触
媒
性
能
向
上

分
離
回
収
低
コ
ス
ト
化

改
質
反
応
効
率
向
上

フ
ィ

ル
タ
性
能
向
上

高
温
集
塵
性
能
向
上

不
完
全
燃
焼
防
止

騒
音
拡
散
防
止

振
動
拡
散
防
止

耐
久
性
向
上

コ
ン
パ
ク
ト
化

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
向
上

最適運転方法選択 1 1

保護協調/継電器導入

監視ｼｽﾃﾑ最適化

ｼｽﾃﾑ間共同運転化 1 1 1

計測･計算結果活用 1

需給ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ吸収

原動機制御改良 2

排熱回収蒸気供給改良 1

吸気温度低温化

消音/防振装置改良

切替/同期盤改良

発電機制御改良

継電器改良

非常用発電設備代替

熱回収制御改良

熱交換器配列最適化

熱交換器の伝熱促進

燃焼改善 2

排ｶﾞｽ中CO2処理改良 4 1 1

脱硝触媒等の導入 1 1 19 26 1 11 1

ﾌｨﾙﾀｰ等の導入 1

監視強化

ｻｲｸﾙの選択導入

電力出力制御改良

蓄電･蓄熱器の導入

安価ｴﾈﾙｷﾞｰ導入

受電一定制御導入

熱･電力負荷予測制御導入

運転継続制御導入

運転方法改良

排熱利用暖機導入

その他 排熱利用先拡大

構
造
の
改
良

制
御
の
適
正
化

エネルギー供給安定性向上 性能向上 経済性向上
騒音・振

動低減 その他

課　　題

環境保全性向上

解
決
手
段
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1.5 注目特許（サイテーション分析） 

 
1.5.1 注目特許の抽出 

コージェネレーションシステムに関する特許について、特許庁の審査官により拒絶理由

などに引用された特許および特許公報の従来技術その他に記載されている引用特許により

被引用特許数の多い順にランキングを行った。 

表 1.5-1 に、３回以上引用された特許 17 件を示す。 

この中では、排熱回収・利用技術が最も多く 12 件で、動力/燃料－電気変換技術が３件、

制御・監視技術が２件である。 

また、登録特許は３件で、「特許 296300」は、技術要素が排熱利用で冷凍機に関するも

のである。「特公平 8-26780」は、技術要素が排熱回収で、部分再生式ニ流体ガスタービン

に関するものである。「特許 2806491」は技術要素が排熱利用であり、吸収式冷凍機に関す

るものである。 

 

表 1.5-1 注目特許リスト(1/4) 

No. 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

被引

用回

数 

自社

特許

数 

他社

特許

数 

引用した特許の出願人 概  要 

1 特許2963000 

東京瓦斯 

吸収冷凍機 

94.04.12 

11 7 4 東京瓦斯(4) 

日立インダストリイズ

+エヌ・ティ・ティ フ

ァシリティ－ズ(3) 

日立製作所+東京瓦斯

(1) 

日立インダストリイズ

+東京瓦斯(1) 

矢崎総業(1) 

矢崎総業+東京瓦斯(1)

発生する温排水、低圧蒸気等の流体を排熱ラインに流し、給

湯用熱交換器と冷却塔と共に、分岐路を介して吸収冷凍機に

配設する。この吸収冷凍機の高温溶液熱交換器と、低温

溶液熱交換器との間の希溶液ライ

ンに、分岐路の流れる

温排水と、希溶液ライ

ンを流れる吸収剤希溶

液とで熱交換を行うた

めの温熱源用熱交換器

を介装する。これによ

り、低温排熱を冷房シ

ステムに有効に利用で

きる。 

 

2 特開平8-296922 

三菱重工業 

コ－ジェネ型吸

収冷凍機 

95.04.27 

9 6 3 三菱重工業(6) 

川重冷熱工業(3) 

コージェネ型吸収冷凍機は、高圧再生器、低圧再生器、吸収

器、凝縮器及び蒸発器を備えている。そしてガスエンジン等

の発電装置から出る排ガスの熱を吸収冷凍機の高圧再生器

の熱源として用い、ＬｉＢｒ溶液の再生を行わ

せている。発電装置から排出

された冷却水の保有熱量を

回収するように、その冷却

水を低圧再生器に導き、Ｌ

ｉＢｒ溶液の再生に利用

し、冷却水の保有熱量を有

効に回収して、同一発電量

で吸収冷凍機の冷凍能力

を大幅に向上させている。 

 

3 特開平7-236260 

いすゞ中央研究

所 

高出力交流発電

機 

94.02.23 

8 3 5 河村 英男(4) 

いすゞ中央研究所(3)

いすゞ自動車(1) 

回転子とステータとの間に制御リングを相対回転可能に配

置し、制御リングに接離可能な透磁性体を設ける。ステータ

はその歯部とスロットからなり、制御リングは

制御歯部と非磁性部材からな

る。透磁性体は磁束調整アクチ

ュエータで軸方向に移動させら

れ、制御リングに接触又は非接

触状態にされ、制御リングは回

転アクチュエータで回転され、

制御歯部が歯部又はスロットに

整合され、回転子の永久磁石に

対する磁束密度を回転速度に応

じて変換できる。 
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表 1.5-2 注目特許リスト(2/4) 

No. 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

被引

用回

数 

自社

特許

数 

他社

特許

数 

引用した特許の出願人 概  要 

4 特開平8-4586 

東京瓦斯 

コ－ジェネレ－

ションシステム 

94.06.20 

6 0 6 本田技研工業(5) 

松下電器産業(1) 

原動機と、この原動機によって駆動される発電機と、原動機

の排熱を利用して温水を製造する温水熱交換器と、温水を貯

留する貯湯槽等から構成されている。貯湯槽内の温水を電気

加熱する温水ヒータと、発電機から温水ヒータへ余剰電力を

供給する余剰電力供給

手段とが備えられてい

る。余剰電力は、温水

ヒータに送られて温水

の加熱に供せられ、そ

の熱エネルギーの形で

蓄えられるか、あるい

は利用される。 

 

5 特開平6-33707 

いすゞ中央研究

所 

コージェネレ－

ション型エンジ

ン 

92.07.15 

5 4 1 いすゞ中央研究所(4)

いすゞ自動車(1) 

このコージェネレーション型エンジンは、遮熱型ガスエンジ

ンの排気ガスエネルギーによってターボチャージャを駆動

し、発電機を備えたエネルギー回収装置を駆動する。エネル

ギー回収装置からの排気ガスの熱エネルギーを第１熱交換

器で蒸気に変換し、蒸気タ

ービンを駆動して電気エ

ネルギーとして回収す

る。更に、第２熱交換器

によって蒸気タービン

からの高温の蒸気で温

水を発生させ、温水を給

湯用に利用する。 

 

6 特公平8-26780 

石川島播磨重工

業 

部分再生式二流

体ガスタ－ビン 

93.02.26 

5 3 2 石川島播磨重工業(3)

日立製作所(2) 

部分再生式二流体ガスタービンは、圧縮機と燃焼器とタービ

ンとからなる。混合器は水蒸気を駆動源として空気を昇圧

し、両流体を混合する。タービンの下流に、混合器による混

合ガスをタービン排気で加熱するための熱交換器と、熱交換

器の下流に、タービン排気を熱源として水を蒸発させる排熱

ボイラを設ける。圧縮空気の一部が

混合器で水蒸気と混合され、この

混合ガスが熱交換器で予熱さ

れて燃焼器に供給される。こ

うして、ガスタービン排気で

生成される水蒸気の量を減

少でき、空気ラインの圧力

損失を低減し、熱効率を向

上できる。 

 

7 特開平6-311652 

東芝 

同期発電機の制

御装置 

93.04.20 

5 0 5 大阪瓦斯+東京瓦斯+東

邦瓦斯(2) 

本田技研工業+大阪瓦

斯(2) 

東京瓦斯(1) 

同期発電機の制御装置は、自家用発電設備における同期発電

機の端子電圧や端子無効電力を制御するための自動電圧調

整装置の端子電圧基準値に検査信

号を印加する基準値変更手段と、

検査信号が印加されたときの同期

発電機の端子電圧の変化および端

子無効電力の変化に基づいてその

同期発電機の属する自家用発電設

備が単独運転か商用電力系統との

連系運転かを判別する手段とを備

えている。判別手段が自家用発電

設備の単独運転であると判別した

ときは連系母線との接続を遮断す

るための指令を出す接点出力手段

を備えている。 

 

8 特開平11-132105 

松下電器産業 

排熱分配装置お

よび排熱利用シ

ステム 

97.10.24 

4 0 4 東芝(2) 

松下冷機(1) 

東芝インタ－ナショナ

ルフュエルセルズ(1)

排熱分配装置は、ポンプと、温度流量センサーと、水を分岐

する送り側ヘッダと、量調整弁と、バイパス流量調整弁と、

戻り側ヘッダと、温度流量センサーと主演算装置で構成され

る。主演算装置は、排熱利用情報

と温度流量センサーからの検

出信号とに基づいて制御指令

を出す。需要と供給に応じて

排熱を分配し、燃料電池の温

度を安定させ、ポンプおよび

循環経路を簡略にすることで

燃料電池の小型化が容易とな

り、メンテナンス負担の軽減

を図れる。  
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表 1.5-3 注目特許リスト(3/4) 

No. 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

被引

用回

数 

自社

特許

数 

他社

特許

数 

引用した特許の出願人 概  要 

9 特開平11-223412 

ダイキン工業 

冷凍装置 

98.02.04 

4 0 4 荏原製作所(4) 圧縮機と熱源側熱交換器と利用側熱交換器と減圧機構を持

つ圧縮式冷凍システムと、発生器と凝縮器と蒸発器と吸収器

と減圧機構とを持つ吸収式冷凍システムを備え、吸収式冷凍

システムの蒸発器に、圧縮式冷凍システムの熱源側熱交換器

からの液冷媒を導き、これを蒸発器の蒸発熱により過冷却す

る構成とし、圧縮式冷凍シス

テムでは、蒸発温度が低下し

冷凍能力が向上し、吸収式冷

凍システムでは、液冷媒の蒸

発温度を高く設定し、発生器

の吸収溶液の温度を高くし

低温排熱により十分な冷凍

能力を得る。こうして、装置

全体としての冷凍能力を高

め、省エネ運転を実現する。 

 

10 特開平4-325805 

セイコーエプソ

ン 

電気自動車 

91.04.25 

3 0 3 カルソニック(3) 冷房の場合は，圧縮機により圧縮した高温高圧の冷媒ガスを

熱交換器に送り冷却ファンの送風により冷却する。冷却後の

低温高圧の液冷媒を、電動機と熱交換器

の両方向に送り，電動機の方向に送ら

れた冷媒は，電動機と駆動回路ユニッ

トを冷却し圧縮機に戻る。熱交換機の

方向に送られた冷媒は，室内における

冷房負荷を冷却し圧縮機に戻る。一方，

暖房の場合は，冷却後の低温高圧の液

冷媒は，電動機の方向にのみ送り，電

動機と駆動回路ユニットを冷却し，温

度の上昇した冷媒は熱交換器に送ら

れ，廃熱の一部を放出して室内の空気

を暖めたのち，圧縮機に戻る。 

 

11 特開平5-15067 

神鋼電機 

逆潮流許容系統

連系システム 

91.07.05 

3 0 3 東京電力+明電舎(2) 

大阪瓦斯+富士電機(3)

開閉器は遮断器がトリップすると閉路するようにインター

ロックされている。抵抗

器は接地抵抗器である。

自家発電装置はコージェ

ネレーションシステムで

あり、系統連系用リレー

群は、地絡方向リレー、

地絡過電圧リレー、不足

電圧リレー、不足周波数

リレー、過電流リレーは

短絡方向リレーは備えている

が、逆潮流システムのため、不

足電力リレー、逆電力リレーは

備えていない。この構成では、

逆電力継電器、不足電力継電器

を省いてあるので、逆潮流が発

生しても、遮断器はトリップし

ない。 

 

12 特許2806491 

東京瓦斯 

吸収冷凍機及び

その運転制御方

法 

93.08.26 

3 3 0 東京瓦斯(2) 

日立製作所+東京瓦斯

(1) 

コージェネレーション等からの低温排熱の温度が、温度設定

値以下の場合はガス焚モードを選択し、冷房負荷に応じてガ

ス流量を調節する。また、設定温度以上の場合で、冷水出口

温度が設定値以下の時は温水焚モードを選択し、冷房負荷に

応じて低温排熱の低温再生器

への流量を調節し、冷水出口

温度が設定値以上の時は排熱

投入プラスガス焚モードを選

択し、冷房負荷に応じて低温

排熱の排熱－溶液熱交換器へ

の流量を調節する。これによ

り、構造を小型軽量化、単純

化でき、制御を簡素化できる。 
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表 1.5-4 注目特許リスト(4/4) 

No. 

被引用特許番号 

出願人 

発明の名称 

出願日 

被引

用回

数 

自社

特許

数 

他社

特許

数 

引用した特許の出願人 概  要 

13 特開平7-324809 

東京瓦斯 

排熱回収給湯シ

ステム 

94.05.30 

3 0 3 大阪瓦斯(2) 

松下電器産業+松下冷

機(1) 

住棟毎に、燃料電池冷却系の排熱を導くようにした排熱回収

用熱交換器と、市水を導入する排熱回収タンクとを備え、住

戸側に住戸側給湯器を設け、この住戸側給湯器に、排熱を回

収した市水を導入して温水を取り出し、給湯栓に供給する。

また、排熱を回収した市水を

循環させておく給水循環回

路を設け、市水を住戸側給湯

器に導入して温水を取り出

すこともできる。従って，排

熱の有効利用が可能となり、総合効

率が格段に向上する。また、市水を

予熱したことでランニングコストを

抑制できる。 

 

14 特開平8-232681 

日新製鋼 

コ－ジェネレ－

ション装置 

95.02.24 

3 0 3 ぱど+三洋電機(2) 

三菱電機(1) 

ガスタービンは、発電機を駆動して発電し、排ガスの熱を利

用して排熱ボイラから蒸気を発生させる。ガスタービンの吸

気は、空気冷却器によって冷却される。この冷却は、ガスエ

ンジンの排熱を利用して作動す

る吸収式冷凍機によってい

る。ガスエンジンは、夏季

に工業用空気発生用のコ

ンプレッサを回転駆動す

る。切換装置は、冬季はモ

ータによってコンプレッ

サを回転駆動するように

切換える。 

 

15 特開平11-97044 

松下電工 

燃料電池給湯コ

ージェネレ－シ

ョンシステム 

97.09.17 

3 0 3 出光興産(1) 

松下冷機(1) 

豊田自動織機製作所

(1) 

原燃料から水素リッチな改質ガスを生成する改質器と、改質

ガスの水素を燃料として発電を行なう燃料電池と、改質器と

燃料電池の少なくとも一方の廃熱を回収して蓄熱タンクに

供給する熱交換装置と、蓄熱タンクに水を通して加熱させる

送水機構と、加熱された水を追い炊き加熱する加熱装置と

で、燃料電池給湯コージェネレーション

システムを構成する。改質器や燃料

電池の廃熱量が少なくても蓄

熱タンクに大きな熱量で蓄熱

できる。また蓄熱タンクで加

熱された水の温度が低いとき

には、加熱装置で加熱して所

定温度の湯として給湯でき

る。 

 

16 特開平11-97045 

松下電工 

燃料電池給湯コ

ージェネレ－シ

ョンシステム 

97.09.17 

3 0 3 アイシン精機(1) 

松下冷機(1) 

日本碍子(1) 

原燃料から水素リッチな改質ガスを生成する改質器と、改質

ガスを貯蔵する改質ガス貯蔵装置と、改質ガスの水素を燃料

として発電を行う燃料電池と、改質器の廃熱を回収し、その

廃熱で水を加熱して給湯する熱交換装

置とを備えて燃料電池給湯コージェ

ネレーションシステムを構成す

る。電力が不要なときに給湯を

行なう時、廃熱を発生させるた

めに改質器を作動させる際に生

成される改質ガスは貯蔵装置に

貯蔵され、直ちに発電に使用する

必要がなくなる。 

 

17 特開平11-304274 

川重冷熱工業 

廃熱利用吸収式

冷温水機・冷凍機 

98.04.20 

3 0 3 荏原製作所(2) 

タクマ(1) 

蒸発器、吸収器、凝縮器、低温再生器、高温再生器、低温及

び高温熱交換器及びこれらの機器を接ぐ溶液、冷媒管路で構

成され、吸収液が吸収器から低温再生器へ汲み上げ、さらに

高温再生器へ汲み上げるように接続・配置した吸収式冷温水

機・冷凍機において、少なくとも１基の補助再生器を追加・

設置し、ガスタービンの燃焼廃

ガスを高温再生器に導入

し吸収液の加熱・濃縮に

使用し、温度低下した廃

ガスを補助再生器に導入

し、液の濃縮・加熱に使

用できるように、再生器

に廃ガス管を挿通する。 
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1.5.2 注目特許の関連図 

注目特許として選出した 17 件について、それぞれの被引用特許について、引用関係を

調査し、特に重要と思われる特許３件について引用関連図を作成した。 

作成した引用関連図を、図 1.5.2-1 から図 1.5.2-3 に示す。 
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図 1.5.2-1 特許 2963000 の引用関連図 
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99 

特許 3401545 
川重冷熱工業 

吸 収 冷 凍 機 

特許 3183401 
東京瓦斯 

複 合 冷 房 装 置 

特許 3400699 
日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ 
エ ン ジ ン 排 熱 利 用 吸 収 冷 温
水 機 

特許 2985954 
東京瓦斯 

吸 収 冷 温 水 機 及 び そ の 運 転
制 御 方 法 

特許 3400701 
日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ 
排 熱 利 用 吸 収 式 コ － ジ ェ ネ
レ － シ ヨ ン シ ス テ ム  

特許 3400700 
日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ 
排 熱 利 用 吸 収 式 冷 温 水 機 

特開平 11-14186 
日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ

ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ 
エ ン ジ ン 排 熱 利 用 吸 収 式 コ
－ ジ ェ ネ シ ス テ ム と そ の 運
転 制 御 方 法 

特開平 10-205907 
日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ

東京瓦斯  
排 熱 投 入 型 吸 収 冷 暖 房 機 と
そ の 運 転 方 法 

特許 3285306 
日立製作所 
東京瓦斯  

排 熱 投 入 型 吸 収 冷 凍 機  

特開平 10-141802 
矢崎総業 

温 水 焚 吸 収 冷 温 水 機  

特開平 10-185345 
矢崎総業
東京瓦斯  

吸 収 冷 温 水 機 

特許 2894598 
東京瓦斯 

吸 収 冷 温 水 機 

特許 2935653 
東京瓦斯 

吸 収 冷 温 水 機 及 び そ の 運 転
制 御 方 法 

特許 2894599 
東京瓦斯 

吸 収 冷 温 水 機 

特許 2894602 
東京瓦斯 

吸 収 冷 温 水 機 及 び そ の 制 御
方 法 

特許 2963000 
東京瓦斯  
吸収冷凍機  
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特許 2963000「吸収冷凍機」は、発生する温排水、低圧蒸気などの流体を排熱ラインに

流し、給湯用熱交換器と冷却塔とともに、分岐路を介して吸収冷凍機に配設し、低温排熱

を冷房システムに有効に利用するものである。 

この特許は、東京瓦斯、日立製作所、日立インダストリイズ、矢崎総業、エヌティーテ

ィーファシリティーズが出願した 13 件の特許に引用されており、内９件が登録特許である。

この 13 件の特許の内２件が他の特許に引用されており、この２件以外の 11 件の内３件の

特許は互いに引用関係にある。 

 

図 1.5.2-2 特開平 8-296922 の引用関連図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

また、特開平 8-296922「コージェネ型吸収冷凍機」は、ガスエンジンなどの発電装置か

ら出る排ガスの熱を吸収式冷凍機の高圧再生器の熱源として用いＬｉＢｒ溶液の再生を行

うものである。 

この特許は、三菱重工業、川重冷熱工業が出願した９件の特許に引用されており、内 1

件が登録特許である。この９件の特許の内１件が他の特許に引用されている。 

95 

00 

98 

99 

特開平 8-296922 
三菱重工業  
コ－ジェネ型 

吸収冷凍機  

特開平 11-304273 
川重冷熱工業 

多 熱 源 利 用 吸 収 式 冷 温 水
機 ・ 冷 凍 機 

特開平 11-304274 
川重冷熱工業 

廃 熱 利 用 吸 収 式 冷 温 水 機 ・
冷 凍 機 

特許 3245116 
川重冷熱工業 

負 荷 変 動 制 御 機 能 を 備 え た
廃 熱 利 用 吸 収 式 冷 温 水 機 ・
冷 凍 機 

特開 2001-41603 
三菱重工業 

排 熱 回 収 装 置 

特開 2001-194026 
三菱重工業 

吸 収 冷 凍 機 、 及 び 、 コ － ジ
ェ ネ レ － シ ヨ ン シ ス テ ム 

特開 2001-183027 
三菱重工業 

吸 収 冷 凍 機 、 及 び 、 コ － ジ
ェ ネ レ － シ ヨ ン シ ス テ ム 

特開 2001-183028 
三菱重工業 

吸 収 冷 凍 機 、 及 び 、 コ － ジ
ェ ネ レ － シ ヨ ン シ ス テ ム 

特開 2001-183029 
三菱重工業 

吸 収 冷 凍 機 、 及 び 、 コ － ジ
ェ ネ レ － シ ヨ ン シ ス テ ム 

特開 2001-183031 
三菱重工業 

熱 交 換 器 、 吸 収 冷 凍 機 、 及
び 、 コ － ジ ェ ネ レ － シ ヨ ン
シ ス テ ム 

特開 2002-89994 
川重冷熱工業 

排 熱 利 用 吸 収 冷 温 水 装 置 
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図 1.5.2-3 特開平 6-311652 の引用関連図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特開平 6-311652「同期発電機の制御装置」は、自家用発電設備における同期発電機の運

転状態が、単独運転か、商用電力系統との連係運転かを判別し、発電機の切替/同期盤を制

御するものである。 

この特許は、大阪瓦斯、東京瓦斯、東邦瓦斯などのガス会社や、本田技研工業が出願し

た５件の特許に引用されており、内２件が登録特許である。 
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94 

95 

96 

98 

特開平 6-311652 
東芝  

同期発電機の 

制御装置  

特開平 11-262185 
本田技研工業

大阪瓦斯  
エ ン ジ ン 発 電 設 備 制 御 装 置 

特許 3408064 
東京瓦斯 

単 独 運 転 検 出 シ ス テ ム  

特開平 11-252802 
本田技研工業

大阪瓦斯  
エ ン ジ ン 発 電 設 備 運 転 制 御
装 置 

特許 3462919 
大阪瓦斯

東京瓦斯/東邦瓦斯  
同 期 発 電 機 の 単 独 運 転 検 出
装 置 お よ び 発 電 装 置  

特開平 08-298725 
大阪瓦斯

東京瓦斯/東邦瓦斯  
同 期 発 電 機 の 単 独 運 転 検 出
装 置 お よ び 発 電 装 置  



２. 主要企業の特許活動 

 

 

 

 

 

 

2.1 大阪瓦斯 

2.2 東京瓦斯 

2.3 東芝 

2.4 三菱重工業 

2.5 日立製作所 

2.6 三洋電機 

2.7 デンソー 

2.8 クボタ 

2.9 松下電器産業 

2.10 明電舎 

2.11 東邦瓦斯 

2.12 石川島播磨重工業 

2.13 ヤマハ発動機 

2.14 ヤンマー 

2.15 本田技研工業 

2.16 いすゞ中央研究所 

2.17 三菱電機 

2.18 川崎重工業 

2.19 日本電信電話 

2.20 ダイキン工業 

2.21 主要企業以外の特許一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



75 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1991 年以降に出願されたコージェネレーションシステム技術に関連する出願は、1,963

件である。 

ここでは、表 2-1 に示したコージェネレーションシステム技術に関連する出願件数の多

い企業 20 社について、企業ごとに企業の概要、主要製品・技術、保有する特許・実用新案

の分析を行い、リストを紹介する。なお、リスト中で権利存続中の登録特許・実用新案す

べてと、登録以外の係属中の出願 31 件（登録特許の少ない企業の代表的特許に限る）の概

要を紹介する。 

上位 20 社の出願件数の合計は、1,325 件で全体の 67.5％を占める。上位 20 社の出願件

数の内訳は、登録特許 174 件、係属中の特許が 963 件である。 

一方、上位 20 社以外の出願件数の合計は 638 件（全体の 32.5％）で、その内訳は、登

録特許 88 件、係属中の特許が 441 件である。 

本書に掲載されている各企業の保有特許は、すべてがライセンス可能な開放特許とは限

らない。開放特許にするか、ライセンスの可能性のない非開放特許にするかは、各企業の

特許戦略によるものである。 

 

表 2-1 主要企業 20 社一覧表 

No 出願人 出願件数 No 出願人 出願件数

１ 大阪瓦斯 263 11 東邦瓦斯 49 

２ 東京瓦斯 213 12 石川島播磨重工業 46 

３ 東芝 115 13 ヤマハ発動機 42 

４ 三菱重工業 101 14 ヤンマー 41 

５ 日立製作所 88 15 本田技研工業 35 

６ 三洋電機 81 16 いすゞ中央研究所 32 

７ デンソー 58 17 三菱電機 29 

８ クボタ 56 18 川崎重工業 29 

９ 松下電器産業 56 19 日本電信電話 28 

10 明電舎 50 20 ダイキン工業 25 

 

 

 

２． 主要企業等の特許活動 
 

コージェネレーションシステム技術の開発を担う主要企業は、開発リ

ーダーとして、技術力を高める努力を続け、数多くの特許を出願して

いる。 

特許流通 

支援チャート



76 

2.1 大阪瓦斯 

 
2.1.1 企業の概要 

 

商号 大阪瓦斯 株式会社 

本社所在地 〒541-0046 大阪市中央区平野町4-1-2 

設立年 1897年（明治30年） 

資本金 1,321億67百万円（2003年3月末） 

従業員数 7,946名（2002年3月末）（連結：15,020名） 

事業内容 ガスの製造・供給・販売、ガス機器の販売およびこれに関連する建設工事、

ガス内管工事の受注 

 

大阪瓦斯は、熱供給事業、電気供給事業、空調給湯などの機器の販売・施工、ガス設備

などの警備・保守・点検、ホームセキュリティシステム販売、高齢者用住宅および介護施

設などの運営およびコンサルティング業務などの事業も展開している。 

 
2.1.2 製品例 

大阪瓦斯のコージェネレーションシステムに関する製品例を、表 2.1.2－1 に示す。 

 

表 2.1.2-1 大阪瓦斯の製品例 

製品 概要・特徴 

ガスコージェネレーショ

ンシステム 

パイプラインを通ってロスなく送られてきた天然ガスを使用する場所で

電気エネルギーと熱エネルギーに変える高効率な分散型エネルギーシス

テム 

マイクロコージェネレー

ションシステム「ジェネラ

イト」 

発電容量 5kW～22kW までのラインアップがあり、ファミリーレストラン、

ファーストフード店などの比較的小規模な店舗における店内照明や給湯

などに利用されているコージェネレーションシステム 

地域冷暖房システム 一定の地域全体に冷水、温水、蒸気などを配管で送り、冷房、暖房、給

湯などに利用するシステム 

（出典：大阪瓦斯のホームページ http://www.osakagas.co.jp） 

 
 
2.1.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.1.3-1に、コージェネレーションシステムにかかわる大阪瓦斯の出願件数と発明者

の推移を示す。 

 

［開発拠点］大阪府大阪市中央区平野町 4-1-2 大阪瓦斯株式会社内 
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図 2.1.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

  大阪瓦斯の出願件数と発明者の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.1.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.1.4-1に、コージェネレーションシステムについて、大阪瓦斯が出願した全 263 件

の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.1.4-1 大阪瓦斯における特許のシステム・要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大阪瓦斯の技術をみると、熱回収効率向上に対する熱交換器の改良（25 件）、需給安定

化に対するトータルシステムの改良（21 件）、排ガス処理の改良（18 件）が多い。 
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112 3

12

5 3
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（1/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特開平07-231570
（取下） 
94.02.10 
H02J3/38 

発電ｼｽﾃﾑ 

特開平08-172723
94.12.20 
H02J3/38 

東京瓦斯,東邦瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装
置 

特開平08-172724
94.12.20 
H02J3/38 

東京瓦斯,東邦瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装
置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平08-172725
94.12.20 
H02J3/38 

東京瓦斯,東邦瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装
置 

逆潮流制御 

負荷制御改良 特開2003-153449
01.11.07 
H02J3/38 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置の負荷調整方法 
この負荷調整方法は､電力と熱ｴﾈﾙｷﾞを発生するｺ-

ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置から少なくとも電力供給を受けて

その運転時間帯の設定に対し自由度のある特定の

機器を､予め一台以上電力消費調整機器として設

定し、全機器の総消費電力がｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置の出

力する出力電力を下回る場合に､総消費電力が増

加するように､電力消費調整機器の少なくとも一

部に対して強制的に運転制御する｡ 

特開2001-273027
00.03.24 
G05B23/02 
横河電機 

ｺ-ｼﾞｴﾈﾚ-ｼﾖﾝ設備監視ｼｽﾃﾑ 

特開2002-215228
01.01.19 

G05B23/02,301 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ監視制御ｼｽﾃﾑ及び操作支援設備

特開2002-287818
01.03.26 
G05B23/02 

発電ｼｽﾃﾑ及び監視設備 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-367619
02.03.25 
H01M8/00 

家庭用ｴﾈﾙｷﾞ管理ｼｽﾃﾑおよび装置 

特開平06-131004
（取下） 
92.10.16 
G05B13/02 

［被引用回数1回］

ｴﾈﾙｷﾞ-供給ｼｽﾃﾑ 

制
御
・
監
視
技
術 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平06-141468
（取下） 
92.10.21 
H02J3/06 

［被引用回数1回］

負荷分担方法 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（2/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特許2651561 
94.09.16 
F02G5/04 
西芝電機 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの温度制御装置 
温度ｾﾝｻでｴﾝｼﾞﾝの入口温度を検出し､設定値との

偏差をPID演算して弁を制御する｡一方､ｴﾝｼﾞﾝの定

格発生熱量を演算装置で演算し､また､温水利用設

備用の弁の弁開度から､

吸収熱量-弁開度特性を

利用して吸収熱量を演

算し､定格発生熱量と吸

収熱量との差から放熱

器で放出すべき熱量を

計算する｡ 

特開平11-155244
97.11.21 
H02J15/00 

［被引用回数2回］

自己完結型熱電併給ｼｽﾃﾑおよび自己完結型熱
電併給方法 

特開平11-285175
98.03.27 
H02J15/00 

電池ﾕﾆﾂﾄおよび自己完結型熱電併給ｼｽﾃﾑ 

特開平11-285179
98.03.27 
H02J15/00 

充電装置および自己完結型熱電併給ｼｽﾃﾑ 

特開2002-267260
01.03.14 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
排熱回収装置と熱源との間で双方向に信号送受で

きるようにし､排熱回収装置側が熱源を駆動させ

るように指示した後､熱源が駆動されない場合に､

その動作が停止していることを熱源側から排熱回

収装置側へ伝達するよ

うにしている｡これに

より､排熱回収装置側

で熱源の状態を監視で

きるようになり､必要

に応じて適宜の処置を

行うことができる｡ 

特開2003-004300
01.06.25 

F24H1/00,631 
長府製作所 

余剰電力回収用の熱媒加熱装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-067456
01.08.23 

G06F17/60,110 

運転設備決定方法､運転設備決定装置､ｴﾈﾙｷﾞ
供給ｼｽﾃﾑ､ｺﾝﾋﾟｭ-ﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ､及び記録媒体 

電/熱比制御改
良 

特開2001-202973
00.01.19 
H01M8/00 

燃料電池利用の電源装置及びｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃ
ﾑ 

負荷制御改良 特開2001-273008
00.03.27 
G05B13/02 
ﾀﾞｲﾀﾞﾝ 

熱電併給ﾌﾟﾗﾝﾄの最適運転制御ｼｽﾃﾑ 

制
御
・
監
視
技
術 

需給安定化 

負荷制御改良 特開2002-190309
00.12.22 
H01M8/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置の運転制御ｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（3/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特開2002-138902
01.06.21 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの運転方法 
熱電併給装置で発生した

排熱を蓄熱ﾀﾝｸに貯めると

ともに､熱電併給装置で発

生した電力を電気ﾋ-ﾀで熱

に変換し､不足分の電力は

商用電源で賄うように構

成し､予め特定されている

1日分および翌日分の熱需

要および電力需要それぞ

れの経時的変化に基づき､

熱電併給装置を運転する｡ 

特開2002-213303
01.06.21 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの運転方法 

特開2003-061245
01.08.09 
H02J3/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置の運転計画方法 
過去の施設の電力負荷実績及び

熱負荷実績から､施設の予測電

力負荷及び予測熱負荷を予測す

る工程と､予測電力負荷に対し

て電主運転を行なった場合のｺ-

ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置の熱出力を導出

する工程と､予測積算熱負荷と

積算熱出力とを比較して､計画

対象時期においてｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ

装置の電主運転を行なう運転時

間帯を決定する工程を実行す

る｡ 

 

 

需給安定化 負荷制御改良 

特開2003-129904
01.10.22 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備と消費機器との運転制御方
法､及び運転制御ｼｽﾃﾑ 

特開2001-216017
00.11.22 
G05B23/02 

異常処置支援装置及び記録媒体 

特開2002-281667
01.03.22 
H02J3/00 

電力供給ｼｽﾃﾑ 

特開2002-352367
01.05.25 
G08B25/10 

異常処置支援方法､異常処置支援ｼｽﾃﾑ､中央装
置､及びｺﾝﾋﾟｭ-ﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調
解除 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-028449
01.07.11 
F24D17/00 

地域社会へのｴﾈﾙｷﾞ供給ｼｽﾃﾑおよび方法 

特開2001-050109
99.08.11 
F02G5/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 排ガス処理部
の改良 

特開2001-200757
00.01.19 
F02G5/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平08-338310
95.06.12 
F02G5/00 

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

制
御
・
監
視
技
術 

機器損傷防止 

始動・停止制御
改良 

特開平10-009054
96.06.21 
F02G5/00 

排熱回収ｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（4/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特許2542165 
93.11.15 
F02G5/04 
西芝電機 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの最適温度制御装置 
配管から供給される熱源水は､発電機を駆動するｴ

ﾝｼﾞﾝで加熱された後､配管から排ｶﾞｽﾎﾞｲﾗに給送さ

れて加熱される｡そして熱源水は､ﾎﾟﾝﾌﾟで温水利

用設備に給送され､熱量を放出して冷却された後､

配管から放熱器に給送

される｡このとき温水利

用設備の利用熱量が第

一3方弁で､放熱器の熱

量が第二3方弁で夫々調

整される｡ 

特許2514593 
93.11.15 
F02G5/04 
西芝電機 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの最適温度制御装置 
発電機駆動ｴﾝｼﾞﾝから発生した熱で加熱されたｼｽﾃ

ﾑを流れる熱源水を利用する温水利用設備と､そこ

で吸収熱量を調整する第1の3方弁と､そこで使用

しきれなかった熱量を外部に放出する放熱器の放

出熱量を調整する第2の

3方弁7と､熱源水のｴﾝｼﾞ

ﾝ入口温度が所定温度と

なるようﾌｨ-ﾄﾞﾊﾞｯｸ制御

して第2の3方弁を調整

するｺﾝﾄﾛ-ﾗとを有する｡ 

特開2000-087801
98.09.09 
F02G5/04 

本田技研工業 
［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2000-299116
99.04.15 
H01M8/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備の運転方法 
効率を最大にするためには､定格で運転する｡但

し､定格運転では電力負荷に対して発生する電力

が過不足が生じるので､ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備の内部に

蓄電部を設ける｡蓄電部としては､設置場所のｽﾍﾟ-

ｽを小さくする意味で､ﾘﾁｳﾑ二次電池やﾆｯｹﾙ水素電

池などの高性能な二次電池を用いる｡ 

発電効率向上 

発電機部の改
良 

特開平11-150871
98.04.14 
H02J3/46 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置及び切替器 

熱回収効率向
上 

熱交換器部の
改良 

特開2000-073861
98.08.26 
F02G5/00 

本田技研工業 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-005970
00.06.26 
G01R21/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

負荷制御改良 特開2003-164063
01.11.27 
H02J3/28 

電源装置 

特開平10-009494
96.06.21 
F17C7/04 

炭化水素ｶﾞｽの貯蔵･送出方法 

特開2002-063244
00.08.21 

G06F17/60,110 

ｴﾈﾙｷﾞ料金計算方法及びｴﾈﾙｷﾞ料金計算装置 

制
御
・
監
視
技
術 

設備･施工等ｺｽ
ﾄ低減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-070647
00.08.30 
F02G5/04 

ｴﾈﾙｷﾞ-供給ｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（5/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特開2002-159139
00.11.17 
H02J3/00 

ｴﾈﾙｷﾞ融通ｼｽﾃﾑ ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-286289
01.03.27 

F24H1/00,631 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置およびそのﾕ-ｻﾞ-支援ｼｽﾃﾑな
らびにﾕ-ｻﾞ-支援ｼｽﾃﾑ付きｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

発電機部の改
良 

特開2002-374680
01.06.14 
H02M7/48 

電源装置 

排ガス処理部
の改良 

特開平09-072504
95.08.31 

F23C11/00,323 
ﾎﾞﾙｶﾉ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2000-088482
98.09.16 
F28D20/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備 
発電に伴い生じる熱を蓄熱槽に蓄熱して､その蓄

熱槽から熱需要に対

し熱供給するｺ-ｼﾞｪﾈ

ﾚ-ｼｮﾝ設備において､

蓄熱槽の蓄熱量で熱

需要を賄い得る状態

にあるか否かを使用

者に表示する表示手

段を設ける｡ 
特開2002-159140

00.11.17 
H02J3/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備の運転条件設定ｼｽﾃﾑ 

特開2002-171666
00.11.29 
H02J3/00 

日本ｱｲﾋﾞｰｴﾑ,東芝,
電源開発,東洋ﾃｸﾆｶ,
名古屋鉄道,住友商

事 

ｴﾈﾙｷﾞおよび情報の供給方法 

運転ｺｽﾄ低減 

電/熱比制御改
良 

特開2002-259506
01.02.27 

G06F17/60,110 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ利用条件提示方法､ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ
利用支援ｼｽﾃﾑ､及び管理設備 

耐久性向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-335627
01.05.08 
H02J3/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの運転制御装置 

制
御
・
監
視
技
術 

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平06-261378
93.03.09 

H04Q9/00,311 

ｶﾞｽ燃焼設備の故障診断装置 

原動機部の改
良 

特許3361182 
94.04.11 
F01M13/00 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 
ﾀ-ﾎﾞﾁｬ-ｼﾞｬを備えたｶﾞｽｴ

ﾝｼﾞﾝにおいて､ﾀ-ﾎﾞﾁｬ-ｼﾞ

ｬからｶﾞｽﾐｷｻに至る過給

空気管に設けた分岐管を

ｴｾﾞｸﾀを介してｴﾝｼﾞﾝの排

気筒に合流させると共

に､ｴｾﾞｸﾀの吸引口にﾌﾞﾛ-

ﾊﾞｲｶﾞｽ排気管と外気導入

管との合流管を接続す

る｡ 

特開2000-220483
99.01.27 
F02D23/00 

予混合圧縮自着火ｴﾝｼﾞﾝとその起動方法 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

異常運転防止 

始動・停止制御
改良 

特開2000-220484
99.01.27 
F02D23/00 

予混合圧縮自着火ｴﾝｼﾞﾝとその起動方法 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（6/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

需給安定化 熱交換器部の
改良 

特開2001-280636
00.03.30 

F23N1/00,102 
中外炉工業 

燃焼装置 

特開平11-310786
98.04.27 

C10M163/00 

潤滑油組成物 

特開2000-337169
99.05.31 
F02C3/30 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの吸気冷却装置 

特開2001-193468
00.01.11 
F02B29/08 
三菱重工業 

ﾐﾗ-ｻｲｸﾙｴﾝｼﾞﾝ 

特開2002-235578
01.02.08 

F02D41/02,310 

排ｶﾞｽ再循環機能付きﾛ-ﾀﾘ-ｴﾝｼﾞﾝ 

特開2002-295264
01.03.28 
F02B51/04 

ｶﾞｽ内燃機関 

発電効率向上 原動機部の改
良 

特開2003-056365
01.08.20 

F02C7/224,ZAB 

ﾊﾞ-ﾅ装置及びそれを備えたｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｴﾝｼﾞﾝ 

原動機部の改
良 

特開平08-193524
95.01.18 
F02C7/143 

動力発生装置付気化設備 熱回収効率向
上 

排ガス処理部
の改良 

特開2001-003811
99.06.21 
F02G5/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

設備･施工等ｺｽ
ﾄ低減 

熱交換器部の
改良 

特許2967314 
92.10.20 
F01K23/10 
中外炉工業 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝから廃熱ﾎﾞｲﾗへ高温排ｶﾞｽを供給する排

ｶﾞｽﾀﾞｸﾄの中間部に追い

焚きﾊﾞ-ﾅを設け､追い焚

きﾊﾞ-ﾅの上流側で排ｶﾞｽ

ﾀﾞｸﾄに合流させて空気

ﾀﾞｸﾄを設け､ﾌﾞﾛｱからｶﾞ

ｽﾀ-ﾋﾞﾝの停止中に燃焼

用空気を供給する｡ 

運転ｺｽﾄ低減 排ガス処理部
の改良 

特開2001-157896
99.12.03 
C02F1/52 

廃液処理方法及び廃液処理装置 

熱交換器部の
改良 

特許3001571 
99.02.23 
F23D14/26 
中外炉工業 

ﾀﾞｸﾄﾊﾞ-ﾅおよびﾀﾞｸﾄﾊﾞ-ﾅ装置 
排ｶﾞｽﾀﾞｸﾄ内に設置されるﾀﾞｸﾄﾊﾞ-ﾅにおいて､保炎

部材の長手方向中央部に最大孔径の排ｶﾞｽ導入孔

を配設するとともに､燃料ｶﾞｽﾍﾂﾀﾞの燃料ｶﾞｽ噴出

口が､保炎部材の基端部側の1列目に配設した排ｶﾞ

ｽ導入孔よりも前方に

なるように位置させ､

保炎部材の基端部側と

中央部の排ｶﾞｽ導入孔

からの空気比が

1.0~1.6となるように

排ｶﾞｽを供給する｡ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

NOx/SOx低減 

排ガス処理部
の改良 

特開平08-200614
（取下） 
95.01.26 

F23C11/00,322 

燃焼ｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（7/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特開平09-159143
95.12.05 

F23K5/00,301 
東京瓦斯,東邦瓦斯,

川崎重工業 
［被引用回数1回］

ﾏﾙﾁﾊﾞ-ﾅ式燃焼器の燃料供給ｼｽﾃﾑ及び該燃料
供給ｼｽﾃﾑを持つｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 

NOx/SOx低減 排ガス処理部
の改良 

特開平11-141821
97.11.14 
F23D14/18 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ触媒燃焼装置及び触媒燃焼方法 

原動機部の改
良 

特開平08-159411
94.12.03 

F23C11/00,324 
ﾎﾞﾙｶﾉ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2000-205048
99.01.08 
F02M21/02 

予混合圧縮自着火ｴﾝｼﾞﾝ 

未燃分低減 

排ガス処理部
の改良 

特開2002-235531
01.02.06 
F01N3/20 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝを用いる発電方法およびｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ発
電装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-075020
01.09.04 
F25B27/02 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ組込み吸収式冷凍機 騒音拡散防止 

原動機部の改
良 

特開2002-130374
00.10.31 
F16F15/04 
竹中工務店 

大型設備機器の防振支持構造 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

振動拡散防止 原動機部の改
良 

特開2001-235119
00.02.18 
F23D14/62 

ﾊﾞ-ﾅ装置 

特開平08-298725
95.04.25 
H02J3/38 

東京瓦斯,東邦瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装
置 

特開平11-187698
97.12.18 
H02P9/04 

発電ｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2000-320401
99.05.10 
F02G5/04 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

電/熱比制御改
良 

特開平08-047175
94.10.18 
H02J3/38 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの運転方法および発電ｼｽﾃﾑ

逆潮流制御 

負荷制御改良 特開2002-281671
01.03.22 
H02J3/38 

電力制御方法､電力制御ｼｽﾃﾑ､制御装置､及びｺ
ﾝﾋﾟｭ-ﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

異常運転防止 始動・停止制御
改良 

特開平07-274595
94.03.24 
H02P9/10 

発電ｼｽﾃﾑ 

特開平11-285174
98.03.27 
H02J15/00 

蓄電池の充電装置および放電装置ならびに自
己完結型熱電併給装置 

特開平11-285176
98.03.27 
H02J15/00 

蓄電池の放電装置および充電/放電装置なら
びに自己完結型熱電併給装置 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平11-285177
98.03.27 
H02J15/00 

蓄電池の充電装置および充電/放電装置なら
びに自己完結型熱電併給装置 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（8/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特開平11-285178
98.03.27 
H02J15/00 

蓄電池の充電装置および充電/放電装置なら
びに自己完結型熱電併給装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平11-285180
98.03.27 
H02J15/00 

蓄電池ﾕﾆｯﾄの充電装置および放電装置ならび
に自己完結型熱電併給ｼｽﾃﾑ 

特開平06-225598
（取下） 
93.03.11 
H02P9/00 

発電ｼｽﾃﾑ 

特開平06-272990
（取下） 
93.03.16 
F25B27/00 

発電ｼｽﾃﾑ 

特開平06-276797
（取下） 
93.03.18 
H02P9/14 

発電ｼｽﾃﾑ 

特開平10-225193
97.02.10 
H02P9/04 

周波数可変型発電ｼｽﾃﾑ 

発電機部の改
良 

特開2002-252929
01.02.26 
H02J3/46 

切換器 

特許3271771 
91.07.26 
H01M8/04 

内部改質型燃料電池の電源装置 
燃料電池の出力電力を

消費する疑似負荷手段

を設け､制御手段が､燃

料電池の出力電力が外

部負荷で消費される電

力に対して設定値を加

えた出力電力になるよ

うに疑似負荷手段への

通電を制御する。 

需給安定化 

負荷制御改良 

特許3271772 
91.07.26 
H01M8/04 

内部改質型燃料電池の電源装置 
燃料電池の出力電力を

消費する疑似負荷手段

を設け､制御手段が､燃

料電池の出力電力を設

定値以上に維持すべく

疑似負荷手段への通電

を制御するように構成

されている｡ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調
解除 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-286785
01.03.27 
G01R31/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの診断装置 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調
解除 

電/熱比制御改
良 

特開2002-223532
01.01.26 

H02J9/06,501 
ｻｺﾃﾂｸ 

電力切換え装置 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（9/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許2890373 
93.02.05 
H02P9/00 
富士電機 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ用ﾋﾕ-ｽﾞの動作指令装置 
自家発電源としてのｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電機の相電圧、相

電流をそれぞれ検出し､これらの量を用いて演算

器により電気ﾄﾙｸ瞬時値

を演算し､これが所定の

設定値以上となったら

商用電源系統と負荷と

の間､およびｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発

電機と負荷との間に設

けられたｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ用

ﾋｭ-ｽﾞを動作させること

により､発電機および負

荷の高速な保護を図り､

ｼｬ-ﾋﾟﾝの破断を防止す

る｡ 

電/熱比制御改
良 

特開2002-101548
00.09.22 
H02H3/34 

地絡過電圧検出装置 

機器損傷防止 

始動・停止制御
改良 

特開平06-339300
93.05.26 
H02P9/10 

［被引用回数1回］

瞬時電力による発電機の軸ねじれﾄﾙｸ検出装
置 

原動機部の改
良 

特開2003-146609
01.11.15 
C01B3/34 

LPｶﾞｽ用水素含有ｶﾞｽ生成装置及び燃料電池ｼｽ
ﾃﾑ 

特開平04-332475
（取下） 
91.05.07 
H01M8/04 

燃料電池発電装置 

特開平06-140061
（取下） 
92.10.29 
H01M8/04 

発電ｼｽﾃﾑ 

特開2002-298894
01.03.30 
H01M8/06 

固体高分子型燃料電池発電設備の水処理ｼｽﾃﾑ

発電機部の改
良 

特開2003-139305
01.11.05 
F23D14/22 

ﾊﾞ-ﾅ 

発電効率向上 

負荷制御改良 特開平11-089092
97.09.09 
H02J3/26 

電源装置 

発電機部の改
良 

特開平06-196189
（取下） 
92.12.24 
H01M8/06 

燃料電池発電装置 

特開平05-121086
（取下） 
91.10.31 
H01M8/04 

東京瓦斯,東邦瓦斯,
富士電機 

燃料電池発電装置の水蒸気分離器 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

熱回収効率向
上 

熱交換器部の
改良 

特開平06-176779
（取下） 
92.12.02 
H01M8/04 

ﾘﾝ酸型燃料電池発電装置 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（10/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-106217
01.09.28 
F02G5/04 

長府製作所,東邦瓦
斯,西部瓦斯 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの制御装置 ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

電/熱比制御改
良 

特開2001-258293
00.03.08 
H02P9/00 

発電装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-079055
02.03.19 
H02J3/32 

熱電併給ｼｽﾃﾑおよび電力供給方法 

発電機部の改
良 

特開平06-084537
（取下） 
92.09.02 
H01M8/06 

燃料電池発電装置 

熱交換器部の
改良 

特開平08-022833
（取下） 
94.07.05 
H01M8/04 

燃料電池 

設備･施工等ｺｽ
ﾄ低減 

始動・停止制御
改良 

特開平05-275103
（取下） 
92.03.27 
H01M8/04 

燃料電池発電装置の起動方法及び起動装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平08-306376
（取下） 
95.05.01 
H01M8/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平11-252802
98.03.04 
H02J3/38 

本田技研工業 

ｴﾝｼﾞﾝ発電設備運転制御装置 発電機部の改
良 

特開平11-262185
98.03.11 
H02J3/38 

本田技研工業 

ｴﾝｼﾞﾝ発電設備制御装置 

特開平11-355962
98.06.08 
H02J3/04 

電源装置および発電装置 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 

負荷制御改良 

特開2002-291163
01.03.28 
H02J3/46 

電力託送ｼｽﾃﾑ､管理装置､及びｺﾝﾋﾟｭ-ﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

特開平06-273008
（取下） 
93.03.16 

F25B47/02,510 
三菱電機 

空気調和装置 

特開平11-241871
98.12.24 
F25B17/08 

吸着式冷凍機用活性炭及び吸着式冷凍機及び
冷熱の蓄熱ｼｽﾃﾑ 

特開2001-343153
00.05.31 

F24H1/00,631 
ﾊｰﾏﾝ企画 

貯湯式加熱ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-364919
01.06.07 

F24H1/00,631 
長府製作所 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（11/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-106659
01.09.28 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開平10-223245
97.02.04 
H01M8/04 

東京瓦斯,東邦瓦斯,
富士電機 

燃料電池発電装置 熱交換器部の
改良 

特開2002-277052
01.03.21 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

排熱回収装置ならびにそれを用いる排熱利用
ｼｽﾃﾑ 

特開平08-271081
（取下） 
95.03.30 

F25B15/00,301 

吸収式冷凍機 

異常運転防止 

始動・停止制御
改良 

特開2001-343132
00.05.31 
F24D3/00 
ﾊｰﾏﾝ企画 

貯湯式暖房ｼｽﾃﾑ 

特開平08-177626
（取下） 
94.12.20 
F02G5/00 

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開平09-287482
96.04.17 
F02C6/08 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2001-248913
00.03.08 

F24H1/18,301 

貯湯式給湯装置 

特開2001-248907
00.03.08 

F24H1/00,631 
ﾊｰﾏﾝ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2001-296057
00.04.12 

F24H1/00,611 
ﾊｰﾏﾝ,東京瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

貯湯式の給湯熱源装置 

特開2002-022280
00.07.03 

F24H1/18,302 

貯湯式給湯ｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-206842
01.01.11 

F25D13/00,101 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ型冷凍装置 

特開2001-255002
00.03.09 

F24H1/00,611 
東京瓦斯,東邦瓦斯,

西部瓦斯 

給湯装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

需給安定化 

熱交換器部の
改良 

特開2002-318007
01.04.17 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収制御装置 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（12/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

電/熱比制御改
良 

特開2002-295903
01.03.29 

F24H1/00,631 
ﾊｰﾏﾝ企画,東京瓦斯,
東邦瓦斯,西部瓦斯

熱供給装置 

特開2001-343159
00.05.31 

F24H1/18,302 
ﾊｰﾏﾝ企画 

貯湯式給湯ｼｽﾃﾑ 

特開2002-364927
01.06.07 

F24H1/18,301 
長府製作所 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑおよび貯湯運転制御方法 

需給安定化 

負荷制御改良 

特開2003-087970
01.09.17 
H02J3/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備の運用方法 

特開2000-186568
98.12.18 
F02C3/30 

［被引用回数1回］

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ･ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 
一段側熱ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置および二段側ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置

で二段燃焼を行い､発電機を回転駆動して電力を

発生させる｡一段側燃焼器の排ｶﾞｽを二段側燃焼器

に供給し､さらにその排ｶﾞｽを排熱ﾎﾞｲﾗに熱源とし

て供給して､蒸気を発

生させる｡発生した蒸

気は､過熱器で加熱し､

一段側燃焼器または二

段側燃焼器に噴射可能

にする｡ 

特開2001-140657
99.11.18 
F02C3/30 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ･ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

特開2001-193563
00.01.07 
F02G5/04 

排熱回収ｼｽﾃﾑにおけるｴﾝｼﾞﾝの給気冷却方法

特開2001-235120
00.02.18 
F23D14/62 

流体混合器とそれを用いたﾊﾞ-ﾅ装置 

発電効率向上 原動機部の改
良 

特開2003-049718
01.08.08 
F02M31/18 

ﾁﾖﾀﾞｾｷﾕﾘﾃｲｰｻｰﾋﾞｽ,
ｶﾞｽﾈﾂﾄ 

燃料供給装置 

特開平06-257888
93.03.04 
F25B27/02 

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特許2752334 
95.03.06 
F02G5/04 

［被引用回数1回］

排熱回収ｼｽﾃﾑ 
ｴﾝｼﾞﾝ冷却後の冷却水を

再生器に供給し､ｱﾝﾓﾆｱ-

水系混合流体を加熱し

てｱﾝﾓﾆｱ蒸気を発生さ

せ､そのｱﾝﾓﾆｱ蒸気を吸

収式冷凍機の熱源に利

用する。 

特開平10-009708
96.06.26 
F25B17/08 

吸着式冷熱発生装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平11-324794
98.05.19 
F02G5/04 

原動機排熱利用ｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（13/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特開2000-161776
98.11.30 

F24H1/00,611 
ﾊｰﾏﾝ 

給湯装置 

特開平11-350920
99.04.05 
F01K23/02 

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開2001-065982
99.08.30 
F24H1/18 

ﾊｰﾏﾝ 

貯湯式の給湯設備 

特開2001-065984
99.08.30 
F24H1/18 

ﾊｰﾏﾝ 

貯湯式の給湯設備 

特開2001-248905
00.03.08 

F24H1/00,631 

家庭用ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2001-248908
00.03.08 

F24H1/00,631 
ﾊｰﾏﾝ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2002-071232
00.08.30 

F25B1/00,399 
東京瓦斯,東邦瓦斯,

ﾔﾝﾏｰ,ﾀﾞｲｷﾝ工業 

2次冷媒空調装置及びその運転方法 

特開2002-286297
01.03.26 
F24H9/16 

貯湯ﾀﾝｸの膨張水の逃がし構造 

特開2002-289236
01.03.28 
H01M8/04 

燃料電池を用いた排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開2002-289239
01.03.28 
H01M8/04 

家庭用燃料電池ｼｽﾃﾑ 

特開2002-318005
01.04.17 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開2002-364917
01.06.07 

F24H1/00,631 
長府製作所 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2003-021392
01.07.10 

F24H1/00,631 
長府製作所 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2003-056910
01.08.07 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収装置およびｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-065606
01.08.23 

F24H1/00,631 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（14/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-074375
01.09.04 
F02C6/18 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ組込みﾎﾞｲﾗ 

特開平07-247834
（取下） 
94.03.07 
F01N5/02 

［被引用回数1回］

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開平07-247835
（取下） 
94.03.07 
F01N5/02 

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特許3251122 
94.03.31 
F01N5/02 

排熱回収ｼｽﾃﾑ 
発電機を駆動しているｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの冷却部の出入口

を､ﾎﾟﾝﾌﾟを介装した主配管により接続し､主配管

に吸収式冷凍機と給湯

設備を配管接続してい

るｼｽﾃﾑにおいて､冷却

水温度ｾﾝｻ､出口温度ｾﾝ

ｻ及び負荷ｾﾝｻを設け､

各出力信号をﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟ

ﾕ-ﾀに入力する｡ 

特開平08-028209
94.07.14 
F01K25/10 

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開平08-151922
（取下） 
94.11.28 

F01P7/16,504 

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開平11-132010
97.10.27 
F01K25/00 

蒸気ｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ 

特開2000-161139
99.09.20 
F02G5/04 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

原動機部の改
良 

特開2002-221046
01.01.25 
F02C7/143 

動力機器への吸気冷却加湿ｼｽﾃﾑ 

特許3010086 
91.08.02 
H01M8/00 
三菱電機 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ発電装置 
排熱としてｽﾁ-ﾑを利用するｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ発電装置

において､ｽﾁ-ﾑﾗｲﾝに対

して流量調整弁を介し

て排熱利用設備を設け

ると共に､流量調整弁の

入口圧力を調整する圧

力調整弁を設ける｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向
上 

熱交換器部の
改良 

特開平06-124718
（取下） 
92.10.12 
H01M8/04 

燃料電池 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（15/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特許3207272 
92.10.19 
F25B27/02 

排熱回収ｼｽﾃﾑ 
ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝからの排熱を

吸収式冷凍機の再生器

および貯湯槽それぞれ

の加熱熱源に利用し､更

に､吸収式冷凍機からの

冷却水による低温排熱

回収部を貯湯槽内の底

部に近い箇所に設ける。 

特開平08-144850
94.11.14 
F02G5/04 

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開平11-199203
98.01.07 
C01B7/01 

廃塩酸の処理方法 

特開平11-199204
98.01.07 
C01B7/01 

廃塩酸の処理方法 

特開2000-087802
98.09.16 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 
ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝにより発電機が駆動されたとき､ｶﾞｽｴﾝｼﾞ

ﾝの循環冷却水と熱消費装置からの戻り温水とを

第1熱交換器にて熱交換

させ､戻り温水を加熱さ

せる｡またｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの排

気ｶﾞｽと第1熱交換器か

らの送出温水を第2熱交

換器にて熱交換させ､温

水を更に加熱させる｡ 

特開2000-282272
99.03.30 
C23G1/36 

廃塩酸の処理方法 

特開2000-282273
99.03.30 
C23G1/36 

廃塩酸の処理方法 

特開2001-023668
99.07.07 
H01M8/06 

［被引用回数1回］

燃料電池発電装置 

特開2001-108224
99.09.30 

F23G7/06,ZAB 

排ｶﾞｽ熱回収装置 

特開2001-208446
00.01.26 
F25B27/02 

熱回収装置 

特開2001-255038
00.03.09 
F25B27/00 

東京瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置 

特開2001-255010
00.03.09 

F24H1/00,631 
ﾊｰﾏﾝ 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向
上 

熱交換器部の
改良 

特開2002-022273
00.07.10 

F24H1/00,631 

貯湯式給湯ｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（16/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特開2002-267263
01.03.12 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑおよびｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2002-280006
01.03.19 
H01M8/00 

固体高分子型燃料電池発電設備の排熱回収ｼｽ
ﾃﾑ 

特開2002-289213
01.03.26 
H01M8/00 

燃料電池排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開2002-289234
01.03.26 
H01M8/04 

燃料電池排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開2002-289242
01.03.28 
H01M8/04 

燃料電池排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開2002-340370
01.05.18 
F24F3/14 

排熱ｶｽｹ-ﾄﾞ利用ｼｽﾃﾑ 

熱交換器部の
改良 

特開2003-056911
01.08.09 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開平10-325336
97.05.27 
F02C3/073 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電ｼｽﾃﾑ 電/熱比制御改
良 

特開2001-107707
99.10.07 
F01K27/02 

消化ｶﾞｽ燃焼処理ｼｽﾃﾑ 

特開平09-096470
95.09.29 
F25B27/02 
ｱｲｼﾝ精機 

ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式温調機の制御装置 

熱回収効率向
上 

負荷制御改良 

特開2002-318006
01.04.17 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収制御方法及びその装置 

特開平05-264072
（取下） 
92.03.17 

F24F5/00,101 

暖房または冷房のための装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平06-193998
92.12.21 
F25B27/02 
西淀空調機 

［被引用回数2回］

蓄熱式ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（17/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特許3168362 
92.12.21 
F25B17/08 
西淀空調機 

［被引用回数1回］

蓄熱機能を有したｹﾐｶﾙﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ冷凍ｼｽﾃﾑとそ
の運転方法 
吸着式冷凍機の吸着塔または吸収式冷凍機の吸収

器と蓄熱槽とを第1の通路開閉手段を介して接続

する｡蓄熱槽内には､吸着式冷凍機または吸収式冷

凍機の冷媒と同一の液体

を蓄熱材として貯溜して

あり､第1の通路開閉手段

を開放すれば､吸着塔ま

たは吸収器が蓄熱槽内の

蓄熱材を吸着して､蓄熱

槽内の蓄熱材を氷に変

え､蓄熱がなされる｡ 

特許3138784 
92.12.21 
F25B17/08 
西淀空調機 

蓄熱機能を有した吸着式冷凍ｼｽﾃﾑとその
運転方法 
吸着式冷凍機の蒸発器

と､蓄熱槽とを､熱媒体

の循環する配管により

接続し､循環配管途中に

三方弁を介して利用側

への冷熱取り出し部を

並列に接続する｡ 

特開平08-327177
95.05.31 
F25B17/08 
西淀空調機 

吸着式冷凍機の温度制御方法 

特開2000-144160
98.11.13 

C10L5/46,ZAB 

ごみ固形燃料化装置 

特開2001-241641
00.03.01 
F23J15/00 
高木産業 

潜熱回収型熱源機の白煙防止構造 

特開2001-280741
00.03.30 
F25B27/02 

東京瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置を備えたｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ空調装
置 

特開2001-280735
00.03.30 
F25B27/00 

東京瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置を備えたｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ空調装
置 

特開2001-296059
00.04.12 

F24H1/00,631 
ﾊｰﾏﾝ,東京瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

貯湯式の給湯熱源装置 

特開2002-071240
00.08.30 
F25B27/00 

東京瓦斯,東邦瓦斯,
ﾔﾝﾏｰ,ﾀﾞｲｷﾝ工業 

2次冷媒空調装置及びその運転方法 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-056944
01.08.20 
F25B27/00 

三菱重工業,日本ｴﾙ
ﾋﾟｰｶﾞｽ連合会,東京

瓦斯,東邦瓦斯 

空気調和装置 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（18/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

原動機部の改
良 

特開2001-280742
00.03.30 
F25B27/02 

東京瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置を備えたｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ空調装
置 

特開平06-272992
（取下） 
93.03.16 
F25B27/02 
三菱電機 

空気調和装置 

特開2002-173672
00.12.04 
C09K5/08 

熱搬送方法 

特開2003-028508
01.07.17 

F24H1/18,302 
東京瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,ﾊｰﾏﾝ企画

加熱装置 

熱交換器部の
改良 

特開2003-161525
01.11.26 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

熱交換装置 

負荷制御改良 特開2003-106658
01.09.28 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑおよび補助熱源器 

特開平08-327178
95.05.31 
F25B17/08 
西淀空調機 

吸着式あるいは吸収式冷凍機 

特開平11-210553
98.01.28 
F02G5/04 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2000-304375
99.04.19 
F25B27/02 

潜熱回収型吸収冷温水機 

特開2002-295307
01.03.28 
F02G5/04 

農業向けｴﾈﾙｷﾞ-供給方法および農業向けｴﾈﾙ
ｷﾞ-供給ｼｽﾃﾑ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

排熱利用先拡
大 

特開2003-056909
01.08.07 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収装置およびｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2000-046435
98.12.25 

F25B15/00,303 

吸収式冷凍機 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

設備･施工等ｺｽ
ﾄ低減 

原動機部の改
良 

特開2001-049466
99.08.11 
C23C30/00 

ｴﾝｼﾞﾝまたはﾀ-ﾋﾞﾝの排気部または熱交換部用
部材 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（19/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

設備･施工等ｺｽ
ﾄ低減 

発電機部の改
良 

特許3202292 
92.01.10 
H01M8/04 

東芝 
［被引用回数1回］

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 
気水分離器で分離された

冷却水は､電池冷却水循環

ﾎﾟﾝﾌﾟにより蒸気発生器の

一次側を通して温度調整

用熱交換器に導入され､温

度調整された冷却水が電

池冷却水電気ﾋ-ﾀを通して

電池冷却器に戻る電池冷

却水系を構成している｡ 

特開2001-174098
99.12.13 
F25B27/02 

排熱吸収冷凍機 

特開2001-050609
99.12.13 
F25B27/02 

排熱吸収冷凍機 

特開2001-248936
00.03.06 
F25B27/02 

排熱吸収冷凍ｼｽﾃﾑ 

特開2001-248909
00.03.08 

F24H1/00,631 
ﾊｰﾏﾝ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2001-248910
00.03.08 

F24H1/00,631 
ﾊｰﾏﾝ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2002-048426
00.07.31 

F25B15/00,301 

排熱吸収冷凍機 

特開2002-048005
00.07.31 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
熱と電力とを発生する熱電併給装置からの熱によ

つて加熱された湯を貯湯ﾀﾝｸに貯め､その湯を給湯

管を介して浴槽やｼｬﾜ-や台所などに供給する｡熱

電併給装置の交流発電機に､ｺﾝﾊﾞ-ﾀとｲﾝﾊﾞ-ﾀと第1

の中継器とを備えた

電力出力線を接続

し､その電力出力線

に電気負荷を接続

し､熱電併給装置で

発生した電力を電気

負荷に供給する｡ 

特開2002-081791
00.09.04 
F25B27/02 

排熱吸収冷凍機 

特開2002-280031
01.03.15 
H01M8/04 

燃料電池ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-298863
01.03.30 
H01M8/00 

燃料電池発電設備の排熱回収ｼｽﾃﾑ 

原動機部の改
良 

特開2002-188438
00.12.21 
F01N5/04 

動力回収ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 

電/熱比制御改
良 

特開平07-280380
（取下） 
94.03.31 
F25B15/00 

冷水供給ｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（20/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

運転ｺｽﾄ低減 電/熱比制御改
良 

特開平07-280381
（取下） 
94.03.31 
F25B15/00 

［被引用回数2回］

冷房ｼｽﾃﾑ 

未燃分低減 原動機部の改
良 

特開平07-139712
93.11.13 
F23D14/22 

ﾎﾞﾙｶﾉ 

排ｶﾞｽ再燃ﾊﾞ-ﾅ 

原動機部の改
良 

特開2001-140095
99.11.12 
C25D7/00 

ｴﾝｼﾞﾝ又はﾀ-ﾋﾞﾝの排気部又は熱交換部用部材

熱交換器部の
改良 

特開2003-139396
01.10.31 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

熱交換装置及び熱交換処理方法 

耐久性向上 

電/熱比制御改
良 

特開2002-318008
01.04.17 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収制御装置 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2001-099520
99.09.29 
F25B27/02 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ吸収式電力冷温熱供給装置 

特開2003-042545
01.07.25 

F24H1/00,631 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-042469
01.07.27 
F24D17/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

熱回収効率向
上 

排ガス処理部
の改良 

特開2000-282845
99.03.26 
F01N3/10 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ発電装置 

特開平05-195757
（取下） 
92.08.27 
F01N3/08 

天然ｶﾞｽのｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平06-146923
92.11.09 
F02C7/08 

触媒燃焼ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 

特開平07-313878
94.05.24 
B01J23/63 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ排ｶﾞｽ浄化用三元触媒及びｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ
排ｶﾞｽの浄化方法 

特開平09-122485
（取下） 
95.11.02 
B01J21/18 
三菱重工業 

脱硝用活性炭素繊維及びそれを用いた高深度
脱硝方法 

特開平09-280012
96.04.10 

F01K23/10,ZAB 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝの排気ｶﾞｽ脱硝ｼｽﾃﾑ 

特開平09-280011
96.04.10 
F01K23/10 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝの排気ｶﾞｽ脱硝ｼｽﾃﾑ 

排
ガ
ス
処
理
技
術 

NOx/SOx低減 排ガス処理部
の改良 

特開平11-210490
98.01.23 
F02C6/18 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電ｼｽﾃﾑ 
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表 2.1.4-1 大阪瓦斯の技術要素別課題対応特許（21/21） 

技術

要素 
課題 解決手段 

特許番号 

（経過情報） 

出願日 

主IPC 

共同出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 

概  要 

特開平11-280553
98.03.31 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ排ｶﾞｽの低温脱硝による排熱回収
方法 

特開2000-325754
99.05.17 
B01D53/94 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝの排気ｶﾞｽ脱硝ｼｽﾃﾑ 
ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝで発電機を駆

動すると共に､排熱ﾎﾞｲ

ﾗを加熱して冷暖房等

の熱源として利用す

る｡また高温の触媒反

応器を､ｴﾝｼﾞﾝから排熱

回収用ﾎﾞｲﾗへ至る高温

排気炉内に介装する｡ 

NOx/SOx低減 排ガス処理部
の改良 

特開2003-126652
01.10.23 
B01D53/56 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝの排ｶﾞｽ脱硝ｼｽﾃﾑ 

特許3284312 
91.07.23 
B01J23/63 

［被引用回数1回］

ﾒﾀﾝ主成分ｶﾞｽの燃焼排ｶﾞｽ用三元触媒 
ﾊﾆｶﾑ担体上にｺ-ﾃｨﾝｸﾞされたｳｵｼｭｺ-ﾄ層中にPt､Rh

及びCeを少なくとも含む､ﾒﾀﾝ主成分ｶﾞｽ燃焼排ｶﾞｽ

浄化用三元触媒であって､該金属の含有量が､ﾊﾆｶﾑ

担体の見かけの体積に対して､それぞれ2g/l以上､

0.2g/l以上､5g/l以上であることからなる｡ 
特開2001-193562

00.01.11 
F02G5/02 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ発電装置 

未燃分低減 排ガス処理部
の改良 

特開2001-212432
00.02.01 
B01D53/94 

一酸化炭素除去方法及び一酸化炭素除去触媒

排
ガ
ス
処
理
技
術 

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ向上 排ガス処理部
の改良 

実用新案3053276
（権利消滅） 

98.04.16 
F23J15/04 

排気脱硝装置 
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2.2 東京瓦斯 

 
2.2.1 企業の概要 

 

商号 東京瓦斯 株式会社 

本社所在地 〒105-8527 東京都港区海岸1-5-20 

設立年 1885年（明治18年） 

資本金 1,418億44百万円（2003年3月末） 

従業員数 11,338名（2003年3月末）（連結：15,673名） 

事業内容 ガスの製造・供給・販売、ガス機器の製作・販売・建設工事、冷温水およ

び蒸気の地域供給、電気の供給 

 

東京瓦斯はガス事業、ガス器具事業、受注工事事業の他に、附帯製品コークス・ＬＰＧ

の販売、液化窒素などの製造・販売、ガス関連設備などの建設、ＬＮＧ・ＬＰＧの輸送船

貸渡、定期保安点検・検針・料金収納業務などの事業も展開している。 

 
2.2.2 製品例 

東京瓦斯のコージェネレーションシステムに関する製品例を、表 2.2.2-1 に示す。 

 

表 2.2.2-1 東京瓦斯の製品例 

製品 概要･特徴 

ジェネライトシステム 都市ガスのエネルギーを有効利用して電気とお湯を作り出す「ガス

コージェネレーションシステム」を、より手軽に広い分野で利用で

きる、国内最小クラスの画期的なコージェネレーションシステム。 

ガスエンジンシステム ガスエンジンで発電機を駆動して発電し、電力を供給すると同時に、

排ガス、ジャケット冷却水からの排熱を蒸気、温水の形態で回収し、

冷暖房、給湯などに利用する。 

マイクロガスタービンシステム マイクロガスタービンシステムは、コンパクトでエネルギー効率の

高い小型ガスコージェネレーションシステムとして注目されている

システムで冷暖房、給湯、除湿に利用できる 

ガスタービンシステム ガスタービンで発電機を駆動して発電し、電力を供給すると同時に、

排ガス蒸気ボイラにより排熱を全量蒸気の形態で回収して、冷暖房、

給湯などに利用する。 

燃料電池システム 燃料電池での電気化学反応による直接発電で電力を供給し、同時に

発生する熱を蒸気・温水の形態で回収して、冷暖房、給湯などに利

用するシステム。 

（出典：東京瓦斯のホームページ http://www.tokyo-gas.co.jp）  

2.2.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.2.3-1に、コージェネレーションシステムにかかわる東京瓦斯の出願件数と発明者

の推移を示す。 

 

［開発拠点］東京都港区海岸 1-5-20 東京瓦斯株式会社内 
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図 2.2.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

  東京瓦斯の出願件数と発明者の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出願件数は、1991～94 年までは増加し 35 件となったが、その後減少し、99 年には６件

になった。しかしその後、2000 年に 32 件に急増し、2001 年には 39 件と急増している。 

発明者数は、1995 年に 40 人となってから減少し、98 年には 14 人になったが、その後

2000 年に 60 人に急増し、2001 年には 75 人と急増している。 

 
2.2.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.2.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、東京瓦斯が出願した全 213

件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.2.4-1 東京瓦斯における特許のシステム・要素と課題の分布 
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東京瓦斯の技術をみると、エネルギー利用効率向上に対するトータルシステムの改良

（35 件）、排ガス処理の改良（24 件）、熱回収効率の向上に対するトータルシステムの改良

（23 件）が多い。 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（1/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開平08-172723
94.12.20 
H02J3/38 

大阪瓦斯,東邦瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装置

特開平08-172724
94.12.20 
H02J3/38 

大阪瓦斯,東邦瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装置

逆潮流制御 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平08-172725
94.12.20 
H02J3/38 

大阪瓦斯,東邦瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装置

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平09-160634
95.12.08 
G05B23/02 

状態監視ｼｽﾃﾑ 

原動機部の改良 特許3327696 
94.09.08 
F02B43/02 
新潟鉄工所 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ発電設備の運転制御方法及び装置 
系統連系のｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝE発電設備

の運転制御に際し､ｾﾝｻによりｶﾞ

ｽｴﾝｼﾞﾝのﾉｯｷﾝｸﾞの発生を検出

し､ﾉｯｷﾝｸﾞが検出されたならば

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ出力制御機構等により

出力を低下する｡ 

異常運転防止 

負荷制御改良 特開2003-045460
01.08.03 
H01M8/04 

燃料電池装置及びその制御方法 

特開2002-267260
01.03.14 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,大阪瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-300723
01.03.30 
H02J3/00 

託送ｼｽﾃﾑ 

特開平08-014103
94.06.27 
F02G5/04 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

需給安定化 

負荷制御改良 

特開平08-086243
（取下） 
94.09.16 
F02G5/04 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑの運転制御方法 

機器損傷防止 負荷制御改良 特開2002-300737
01.03.30 

H02J13/00,311 

遠隔監視ｼｽﾃﾑ､および記録媒体 

特開平10-176556
96.12.18 
F02D13/02 

定置型内燃機関の出力又は回転数制御方法 発電効率向上 原動機部の改良 

特開2003-074373
01.09.03 
F02C3/28 

ﾀ-ﾋﾞﾝ装置 

制
御
・
監
視
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平08-186927
（取下） 
94.12.31 
H02J3/00 

［被引用回数1回］

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（2/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開平08-186928
（取下） 
94.12.31 
H02J3/00 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平08-186929
（取下） 
94.12.31 
H02J3/00 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平08-186930
（取下） 
94.12.31 
H02J3/00 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平08-186931
（取下） 
94.12.31 
H02J3/00 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

発電機部の改良 特開2003-163025
01.11.28 
H01M8/06 

水素製造､貯蔵ｼｽﾃﾑ 

特開平08-186934
（取下） 
94.12.31 
H02J3/38 

電力供給ｼｽﾃﾑ 

特開平08-186935
（取下） 
94.12.31 
H02J3/38 

［被引用回数1回］

電力供給ｼｽﾃﾑ 

特開平08-186936
（取下） 
94.12.31 
H02J3/38 

電力供給ｼｽﾃﾑ 

特開平08-186937
（取下） 
94.12.31 
H02J3/38 

電力供給ｼｽﾃﾑ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

電/熱比制御改良 

特開平08-186938
（取下） 
94.12.31 
H02J3/38 

電力供給ｼｽﾃﾑ 

特開平05-343084
92.06.12 
H01M8/04 

燃料電池熱利用装置 設備･施工等ｺｽ
ﾄ低減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平09-160633
95.12.08 
G05B23/02 

機器管理ｼｽﾃﾑ 

特開平10-299422
97.04.25 
F01K23/10 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ発電機への非常時における燃料ｶﾞｽ
供給方法 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-338028
00.06.26 

G06F17/60,110 

省ｴﾈﾙｷﾞ-ｼｽﾃﾑ運転監視方法及びｼｽﾃﾑ 

制
御
・
監
視
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 

電/熱比制御改良 特開平06-121596
（取下） 
92.10.08 
H02P9/04 

発電機の運転方法 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（3/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許2506302 
92.12.03 
H02J3/38 
新日本空調 

発電機の系統連系運転方式 
電力負荷が所定値まで減

少した時､演算式に基づ

いて最低買電力電力を演

算する｡ 

特開平08-177627
94.12.28 
F02G5/04 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑにおける運用計画設定方法 

運転ｺｽﾄ低減 電/熱比制御改良 

特開平08-200155
95.01.20 
F02G5/04 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑにおける運用計画設定方法 

NOx/SOx低減 排ガス処理部の改良 特開2000-329346
99.05.20 
F23R3/00 

予混合燃焼器及びその燃焼器を持つｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ
ｼｽﾃﾑ 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 熱交換器部の改良 特開2000-240511
99.02.18 
F02G5/04 
ﾔﾝﾏｰ 

ｵ-ﾙｲﾝﾜﾝ方式ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ装置 

制
御
・
監
視
技
術 

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-297227
01.03.30 
G05B23/02 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ保守支援ｼｽﾃﾑ､ｻ-ﾊﾞｺﾝﾋﾟｭ-ﾀ､ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ､及び記録媒体 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平07-208270
（取下） 
94.01.13 
F02M21/02 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの故障予知装置 異常運転防止 

原動機部の改良 特開平10-002249
96.06.18 

F02D45/00,345 

ﾉｯｷﾝｸﾞ回避方法及びその装置 

特開平08-145318
94.11.17 
F23D14/22 

ｶﾞｽﾊﾞ-ﾅ 

特開平10-318005
97.05.20 
F02D13/02 

ﾐﾗ-ｻｲｸﾙ内燃機関 

発電効率向上 原動機部の改良 

特開平11-081917
97.09.10 
F01K23/10 

二流体ｻｲｸﾙｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｼｽﾃﾑにおける排気の白煙防
止方法 

熱回収効率向
上 

熱交換器部の改良 特開2002-168149
00.12.04 
F02G5/02 

LNG気化ｼｽﾃﾑ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3336206 
96.10.15 
F02B47/06 

原動機運転方法及び該運転方法を用いる燃焼ｼｽﾃ
ﾑ 
酸素製造装置と高温加熱炉

と原動機(理論空燃比燃焼ｴ

ﾝｼﾞﾝ)を備え､酸素製造装置

で製造される酸素を高温加

熱炉の燃料とし､酸素製造

時に副生される酸素を少な

く含む空気を原動機の吸気

に使用して原動機を駆動す

る｡ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

NOx/SOx低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平11-081918
97.09.10 
F01K23/10 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置における排気の白煙防止方法及び
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置の排気ｼｽﾃﾑ 



105 

表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（4/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開平09-159143
95.12.05 

F23K5/00,301 
大阪瓦斯,東邦瓦斯,

川崎重工業 
［被引用回数1回］

ﾏﾙﾁﾊﾞ-ﾅ式燃焼器の燃料供給ｼｽﾃﾑ及び該燃料供給
ｼｽﾃﾑを持つｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 

NOx/SOx低減 排ガス処理部の改良 

特開平10-131789
96.10.28 

F02D41/14,310 

内燃機関の空燃比制御方法 

熱
―
動
力
変
換
技
術 騒音拡散防止  原動機部の改良 特開平07-121187

93.10.20 
G10K11/178 

能動消音装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平08-298725
95.04.25 
H02J3/38 

大阪瓦斯,東邦瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装置 

特許2991580 
92.11.20 
H02J3/40 
新日本空調 

誘導発電機の系統連系運転方式および系統連系
運転装置 
熱併給発電ｼｽﾃﾑに有効な誘

導発電機は､遮断器を介して

商用電源と連系運転される｡

そして､この予測演算の結果

得られた時点より遮断器の

投入に要する所定の時間だ

け早目の時点で遮断器を投

入するようにする｡ 

特開平06-165456
92.11.25 
H02K17/42 
新日本空調 

誘導発電機の系統連系運転方式 

逆潮流制御 

発電機部の改良 

特許3408064 
96.06.26 
H02P9/14 

単独運転検出ｼｽﾃﾑ 
単独運転検出装置のﾎﾟ-ﾄから三

角波信号に同期したｸﾛｯｸﾊﾟﾙｽが

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ信号として出力される｡

そして無効電力変動発生装置の

信号発生部は単独運転検出装置

のﾎﾟ-ﾄからの信号を受け､この

信号に基づいた三角波信号を出

力する｡ 

異常運転防止 発電機部の改良 特開平07-161265
93.12.03 
H01H33/59 

勝亦電機製作所 

電源切替器 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調
解除 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3099978 
91.05.17 
H02H3/42 

ｵﾑﾛﾝ,ﾃﾝﾊﾟｰﾙ工業

系統連系用電力ﾘﾚ- 
商用電源の受電点に接続して､夫々の入力信号を電圧､

電流及び位相差のﾃﾞｲｼﾞﾀﾙ信号

に変換する共通入力変換手段

と､その出力から受電点電力の

現在値を算出する共通演算手段

と､この現在値と第1の設定値と

から電力ﾘﾚ-機能演算を行う第1

の演算手段と､現在値と第2の設

定値とから自家用発電設備の電

力制御機能演算を行なう第2の

演算手段と､それらの出力部を

設けて電力制御機能を有する電

力ﾘﾚ-を構成する｡ 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（5/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調
解除 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3405786 
93.12.08 

H02J9/06,501 

分散型電源の系統連系における周波数変化率検
出方式単独運転検出方法 
ある時点以前の適数回のｾﾞﾛｸ

ﾛｽ間隔の計測ﾃﾞ-ﾀのうち､最

長と最短のﾃﾞ-ﾀを除外して､

残りのﾃﾞ-ﾀにより平均周波数

を求めることにより､系統切

換等によるｾﾞﾛｸﾛｽ周波数の変

化が大きい場合にこの変化を

単独運転の発生として誤検出

することをなくす｡ 

発電効率向上 発電機部の改良 特開平07-065840
（取下） 
93.08.24 
H01M4/88 

多孔質燃料極基板の固定ｼ-ﾙ方法 

発電機部の改良 特許3367790 
95.06.07 
H01M8/00 
三菱重工業 

発電方法 
ﾎﾞｲﾗで発生させたｽﾁ-ﾑでｽﾁ-ﾑﾀ-ﾋﾞﾝを駆動して発電を行

う｡その廃ｽﾁ-ﾑを復水器で復水し､水を加えて廃熱回収

ﾎﾞｲﾗを経てﾎﾞｲﾗに循環させる｡ 

熱回収効率向
上 

熱交換器部の改良 特開平05-121086
（取下） 
91.10.31 
H01M8/04 

大阪瓦斯,東邦瓦斯,
富士電機 

燃料電池発電装置の水蒸気分離器 

設備･施工等ｺｽ
ﾄ低減 

発電機部の改良 特開平09-163598
95.12.04 

H02J1/00,306 

直流電源装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平10-051958
96.08.06 
H02J3/38 

受電電力の制御装置 

発電機部の改良 特開平07-215701
（取下） 
94.01.28 
C01B3/36 

炭化水素の水蒸気改質法 

運転ｺｽﾄ低減 

電/熱比制御改良 特開2003-120419
01.10.18 
F02G5/04 

発電設備の燃料供給制御装置及び制御方法 

NOx/SOx低減 排ガス処理部の改良 特開2002-358992
01.05.30 
H01M8/04 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 発電機部の改良 特開2002-243100
01.02.14 
F17D1/04 

都市ｶﾞｽ供給方法及びｼｽﾃﾑ 

特開平07-305911
（取下） 
94.05.13 

F25B15/00,306 

排熱駆動吸収冷凍機 

特開2001-280744
00.03.31 
F25B27/02 
三菱重工業 

空気調和装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-280745
00.03.31 
F25B27/02 
三菱重工業 

空気調和装置 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（6/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-106659
01.09.28 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,大阪瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開平10-223245
97.02.04 
H01M8/04 

大阪瓦斯,東邦瓦斯,
富士電機 

燃料電池発電装置 熱交換器部の改良 

特開2002-277052
01.03.21 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,大阪瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

排熱回収装置ならびにそれを用いる排熱利用ｼｽﾃ
ﾑ 

電/熱比制御改良 特開2000-274307
99.03.26 
F02G5/04 

内燃機関の排熱系統及びその制御方法 

異常運転防止 

負荷制御改良 特開平09-014786
95.06.27 

F25B15/00,306 

燃料電池熱利用機構の制御装置 

特開平08-004586
94.06.20 
F02G5/04 

［被引用回数6回］

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平08-014104
94.06.27 
F02G5/04 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平10-185314
96.12.25 

F24H1/00,523 
［被引用回数2回］

追焚き機能付き排熱投入型電気温水器 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-296057
00.04.12 

F24H1/00,611 
大阪瓦斯,ﾊｰﾏﾝ,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

貯湯式の給湯熱源装置 

特開2001-255002
00.03.09 

F24H1/00,611 
大阪瓦斯,東邦瓦斯,

西部瓦斯 

給湯装置 熱交換器部の改良 

特開2002-318007
01.04.17 

F24H1/00,631 
大阪瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収制御装置 

特開平10-141089
（取下） 
96.11.13 
F02C3/30 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電ｼｽﾃﾑ 

特開平10-141090
96.11.13 
F02C3/30 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

需給安定化 

電/熱比制御改良 

特開平10-197059
96.12.27 

F24H1/00,523 
［被引用回数1回］

熱電比可変式排熱投入型電気温水器 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（7/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

電/熱比制御改良 特開2002-295903
01.03.29 

F24H1/00,631 
大阪瓦斯,ﾊｰﾏﾝ企画,
東邦瓦斯,西部瓦斯

熱供給装置 

負荷制御改良 特開2001-280746
00.03.31 
F25B27/02 
三菱重工業 

空気調和装置 

始動・停止制御改良 特許3219529 
93.03.31 
H01M8/04 
日立製作所 

吸収式冷凍機 
燃料電池の冷却水は回路を通じて吸収式冷凍機の再生

器内に設けられた熱交換器

に接続されている｡燃料電

池の通常の運転に際し､回

路はﾎﾟﾝﾌﾟを停止するか､ﾊﾞ

ﾙﾌﾞなどにより遮断するこ

とによって使用されない｡

他方､起動時は冷却水を再

生器の熱交換器に導く｡ 

需給安定化 

始動・停止制御改良 特許3135454 
94.04.12 

F25B15/00,306 
三洋電機 

温水焚単効用吸収冷凍機の起動方法及び装置 
温水源からの温水により駆動する温水焚単効用吸収冷

凍機の起動に際して､温水

源からの温水流路に介装さ

れた流量調整弁及び制御手

段によって､温水投入直後

で且つ所定時間経過前に温

水流量を可能な限り絞り､

所定時間経過後に温水流量

を漸次増加する｡ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調
解除 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-106860
00.09.28 
F24D3/00 

鹿島建設,日本鋼管

複数熱源の2管式熱供給ｼｽﾃﾑ及びその圧力制御方
法 

発電効率向上 原動機部の改良 特開2000-045870
98.08.03 
F02G5/04 

内燃機関とその制御方法 

特許3426620 
92.07.27 
H01M8/00 

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 
［被引用回数1回］

燃料電池排熱利用ｼｽﾃﾑ 
燃料電池Dからの蒸気排熱

は､燃料電池排熱利用ｼｽﾃﾑ

の吸収式冷温水機により冷

熱に変換され､冷房負荷に

て消費され、蒸気の熱は冷

却水側へ伝えられ､冷却塔

にて大気へ放熱される｡ 

特開平06-101929
（取下） 
92.09.18 
F25B15/04 

吸収冷凍機 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平06-174324
92.12.04 

F25B15/00,303 
［被引用回数1回］

吸収式冷凍機 



109 

表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（8/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許3159549 
92.12.08 
F25B27/02 

吸収冷凍機 
吸収冷凍機の冷水を冷房負

荷に供給する冷水管路を第

1の配管系により低温水管

路に接続し､第2の配管系に

より吸収冷凍機の冷却水を

冷却水管路から分岐して暖

房側の熱水管路に合流す

る。 

特許3292763 
93.06.24 

F25B15/00,306 

吸収冷凍機の制御方法及び装置 
検出手段により冷房負荷の変動を検出し､冷房負荷の変

動に応答して高温熱源

入熱量変動手段により

高温熱源による入熱量

を変動し､高温熱源によ

る入熱量の変動に応答

して低温熱源入熱量変

動手段により低温熱源

からの入熱量を変動す

る｡ 

特許3147322 
93.07.06 

F25B15/00,303 

吸収式冷温水機 
燃料電池装置のｾﾙからの2相流で温度が160~200°C程度

の電池冷却水は､吸収式冷温水機の高温再生器に導かれ

る｡そして､再生器で利用し

たのちの電池冷却水は､高

圧のまま水蒸気分離器に戻

される｡したがって､電池冷

却水の高温(160~200°C程

度)な高温熱を､そのまま吸

収冷凍式冷温水機の高温再

生器に利用することができ

る｡ 

特許2806491 
93.08.26 

F25B15/00,306 
［被引用回数3回］

吸収冷凍機及びその運転制御方法 
低温排熱の温度が､温度設定値以下の場合はｶﾞｽ焚ﾓ-ﾄﾞ

を選択し､冷房負荷に応じ

てｶﾞｽ流量を調節する｡ま

た､設定温度以上の場合

で､冷水出口温度が設定値

以下の時は温水焚ﾓ-ﾄﾞを

選択し､冷房負荷に応じて

低温排熱の低温再生器へ

の流量を調節する｡ 

特開平07-163830
93.12.15 

B01D53/26,101 
鹿島建設 

乾式除湿機およびこれを用いた空調設備 

特開平07-217926
（取下） 
94.01.24 
F24D17/00 

排熱回収給湯ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平07-217927
（取下） 
94.01.24 
F24D17/00 

排熱回収給湯ｼｽﾃﾑ 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（9/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許2963000 
94.04.12 

F25B15/00,303 
［被引用回数11回］

吸収冷凍機 
発生する温排水あるいは低圧蒸気等の流体を排熱ﾗｲﾝに

流し､その排熱ﾗｲﾝは､給湯用熱交換器と冷却塔と共に､

分岐路を介して吸収冷凍機

に配設する｡この吸収冷凍

機の高温溶液熱交換器と､

低温溶液熱交換器との間の

希溶液ﾗｲﾝ､分岐路の流れる

温排水と､希溶液ﾗｲﾝを流れ

る吸収剤希溶液とで熱交換

を行うための温熱源用熱交

換器を介装する｡ 

特開平07-324809
（取下） 
94.05.30 

F24H1/00,523 
［被引用回数3回］

排熱回収給湯ｼｽﾃﾑ 

特開平08-028955
94.07.11 

F24H1/00,523 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平08-247566
95.03.14 

F25B15/00,303 
三洋電機,日立製作

所 

吸収冷凍機及びその運転方法 

特開平10-197061
96.12.27 

F24H1/00,523 

排熱投入型電気温水器のﾎﾂﾄｽﾀﾝﾊﾞｲ装置 

特開平10-197063
96.12.27 

F24H1/00,523 

排熱投入型電気温水器 

特開2000-088391
98.09.10 

F25B15/00,303 
日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 

吸収冷凍機 

特開2002-013811
00.06.30 

F24H1/00,631 

貯湯給湯器 

特開2002-071232
00.08.30 

F25B1/00,399 
大阪瓦斯,東邦瓦斯,
ﾔﾝﾏｰ,ﾀﾞｲｷﾝ工業 

2次冷媒空調装置及びその運転方法 

特開2002-318005
01.04.17 

F24H1/00,631 
大阪瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開2002-349957
01.05.31 

F24H1/00,631 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ及びその制御方法 

特開2002-364916
01.06.12 

F24H1/00,631 

貯湯槽付き温水供給ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-056910
01.08.07 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,大阪瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収装置およびｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（10/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

原動機部の改良 特許3176755 
93.04.14 
F02C6/18 

［被引用回数1回］

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置 
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝと､その排ｶﾞｽを供給して蒸気を発生させる排

熱ﾎﾞｲﾗを設けたｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置

において､排熱ﾎﾞｲﾗからの排

ｶﾞｽを供給して温水を発生さ

せる装置と､発生させた温水

を駆動熱源として動作する温

水駆動式冷凍機を設けると共

に､この冷凍機により発生さ

せた冷水とｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの吸気を

熱交換させる水-空気熱交換

器を設ける｡ 

発電機部の改良 特開2002-008674
00.06.27 
H01M8/00 

排熱利用燃料電池 

特開平07-012423
93.06.24 
F25B27/02 

［被引用回数1回］

排熱ﾗｲﾝの制御方法及び装置 

特開平10-197060
96.12.27 

F24H1/00,523 
［被引用回数1回］

燃料電池付加･内蔵式電気温水器 

特開平11-093772
97.09.19 
F02G5/04 

内燃機関の排熱回収装置 

特開平11-337210
98.05.26 

F25B15/00,301 
川重冷熱工業 

廃熱利用吸収冷温水機およびその運転方法 

特開2000-215901
98.12.07 
H01M8/00 

固体高分子型燃料電池ｼｽﾃﾑ 

特開2001-201205
00.01.14 
F25B27/02 

空調装置 

特開2001-248906
00.03.08 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ 

排熱回収給湯ｼｽﾃﾑ 

特開2001-255038
00.03.09 
F25B27/00 

大阪瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置 

特開2001-280737
00.03.31 
F25B27/02 
三菱重工業 

空気調和装置 

特開2002-004943
00.06.23 
F02G5/04 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑにおける総合効率のｱﾂﾌﾟ方法 

特開2002-071213
00.10.31 

F24H1/00,631 

給湯装置用給水予熱器､給湯装置及び給湯装置の
ﾌﾛﾝﾄｶﾊﾞ- 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向
上 

熱交換器部の改良 

特開2002-267263
01.03.12 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,大阪瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑおよびｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（11/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

熱交換器部の改良 特開2003-056911
01.08.09 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,大阪瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑ 

特許3108800 
95.07.28 

F25B15/00,303 
矢崎総業 

排熱回収型吸収冷温水機とその制御方法 
排熱熱交換器の被加熱流体出

側の希溶液送液管に溶液ｽﾄﾂ

ﾌﾟ弁を介装し､弁の上流側と

低温再生器を希溶液ﾊﾞｲﾊﾟｽ管

で連通し､濃溶液を吸収器に

導く濃溶液管と蒸発器底部と

を溶液ﾊﾞｲﾊﾟｽ弁を介装した溶

液ﾊﾞｲﾊﾟｽ管で連通し､凝縮器

内に冷媒貯蔵室を設け、その

底部と蒸発器を冷媒比例弁を

介して液冷媒管で接続する｡ 

特許3111205 
95.07.28 

F25B15/00,303 
矢崎総業 

［被引用回数1回］

排熱回収型吸収冷温水機とその制御方法 
低温溶液熱交換器の希溶

液出側に被加熱流体入り

側を､高温溶液熱交換器の

希溶液入り側に被加熱流

体出側をそれぞれ接続し､

ｴﾝｼﾞﾝ冷却水を加熱流体と

する排熱熱交換器を設け

る。 

電/熱比制御改良 

特開平11-014186
97.06.26 
F25B27/02 

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ 

ｴﾝｼﾞﾝ排熱利用吸収式ｺ-ｼﾞｴﾈｼｽﾃﾑとその運転制御
方法 

負荷制御改良 特開2002-318006
01.04.17 

F24H1/00,631 
大阪瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収制御方法及びその装置 

特開平11-190576
97.12.26 

F25D11/00,101 

ｼﾖ-ｹ-ｽ用冷却ｼｽﾃﾑ 

熱回収効率向
上 

排熱利用先拡大 

特開2002-336636
01.05.18 

B01D53/26,101 
ﾑﾝﾀｰｽ 

除湿ｼｽﾃﾑ 

特開平05-180530
（取下） 
91.12.27 
F25B27/02 

排熱駆動低温熱源利用ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3205599 
92.07.21 
H01M8/04 

日本電信電話 

燃料電池ｼｽﾃﾑ 
燃料電池の電池冷却水の熱ｴﾈﾙｷﾞ-を利用して運転され

る吸収式冷凍機の冷凍機冷却水温度を冷凍機冷却水温

度検出手段で測定し､ｺﾝﾄﾛ-ﾗに入力する｡ｺﾝﾄﾛ-ﾗは､冷凍

機冷却水温度から最適な燃料電池の電池冷却水の温度

設定値を計算し､この温

度設定値になるように吸

収式冷凍機に供給する水

蒸気流量を水蒸気流量制

御弁の弁開度で制御す

る｡ 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（12/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開平06-174330
92.12.08 
F25B25/02 

［被引用回数1回］

冷暖房装置 

特許3112596 
93.03.29 

F25B15/00,306 

吸収冷凍機及びその制御方法 
熱源に連通する温水系と､冷房負荷に連通する冷水系

と､冷却塔に連通する冷却水系とを含む吸収冷凍機の制

御に際して､温水系の排出側ﾗｲﾝを流過して吸収冷凍機

から熱源に向かう温水の温

度を温水出口温度計測手段

により計測し､計測された

温水出口温度に応答して吸

収冷凍機に流入する冷却水

温度を冷却水入口温度制御

手段により制御する｡ 

特許3297246 
95.04.14 
H01M8/04 
三菱重工業 

［被引用回数1回］

熱併給発電方法 
水素分離透過膜を備えたﾒﾝ

ﾌﾞﾚﾝ改質装置で､天然ｶﾞｽと

ｽﾁ-ﾑを供給して炭化水素を

水蒸気改質する｡生成した

改質ｶﾞｽから透過膜で分離

した高純度水素を､燃料電

池に供給して発電を行う｡ 

特許2894598 
95.09.29 

F25B15/00,303 

吸収冷温水機 
吸収器から低温再生器に向う稀

溶液ﾗｲﾝに圧力調整手段である減

圧弁と温熱源用熱交換器とが介

装されている｡温熱源用熱交換器

には排熱ﾗｲﾝが接続され､排熱ﾗｲﾝ

内の温排水と稀溶液ﾗｲﾝを流れる

稀溶液との間で顕熱･潜熱交換を

行うようになっている｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

特許2894599 
95.09.29 

F25B15/00,303 

吸収冷温水機 
稀溶液ﾗｲﾝの高温溶液熱交換器と

低温溶液熱交換器との間の分岐

点から低温再生器に向う分岐ﾗｲﾝ

を設け､ﾗｲﾝに､減圧弁と温熱源用

熱交換器を介装し､顕熱･潜熱変

換により排熱の利用度を高める｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許2935653 
95.10.02 

F25B15/00,303 

吸収冷温水機及びその運転制御方法 
稀溶液ﾗｲﾝの低温溶液熱交

換器と低温再生器との間

に､減圧弁と中間再生器と

を介装し､温排水入口温度ｾ

ﾝｻと冷水出口温度ｾﾝｻとか

らの信号に基づき運転ﾓ-ﾄﾞ

を決定する制御ﾕﾆﾂﾄを設

け､顕熱･潜熱変換により排

熱の利用度を高める｡ 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（13/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許2894602 
95.10.02 

F25B15/00,303 

吸収冷温水機及びその制御方法 
制御ﾕﾆﾂﾄには､排熱ﾗｲﾝの温排水

入口温度を計測する温排水入口

温度ｾﾝｻ､蒸発器から冷房負荷側

へ流出する冷水出口温度を計測

する冷水出口温度ｾﾝｻ､稀溶液圧

力ｾﾝｻ､稀溶液温度ｾﾝｻ及び溶液

ﾎﾟﾝﾌﾟ運転停止検出ｾﾝｻをそれぞ

れ接続している｡ 

特許3285306 
96.02.29 

F25B15/00,303 
日立製作所 

［被引用回数1回］

排熱投入型吸収冷凍機 
高温再生器から吸収器に至る濃溶液のﾗｲﾝの高温熱交換

器出口の濃溶液系に､溶液の自己顕熱を利用して自身の

濃縮冷媒再生を行なう補助蒸発器を設け､蒸発した冷媒

を凝縮器もしくは低温再生

器に導く｡これにより､熱効

率の高い吸収冷凍機を提供

することができる｡ 

特開平10-185345
96.12.25 

F25B15/00,303 
矢崎総業 

吸収冷温水機 

特開平10-196974
96.12.27 
F24D3/00 

床暖房ｼｽﾃﾑ 

特開2000-055487
98.08.14 

F25B1/00,395 

混合冷媒を使用したｴﾝｼﾞﾝ駆動の冷凍ｼｽﾃﾑにおけ
る軽負荷時運転方法 

特開2001-280741
00.03.30 
F25B27/02 

大阪瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置を備えたｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ空調装置

特開2001-280735
00.03.30 
F25B27/00 

大阪瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置を備えたｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ空調装置

特開2001-280738
00.03.31 
F25B27/02 
三菱重工業 

空気調和装置 

特開2001-280765
00.03.31 

F25B47/02,510 
三菱重工業 

空気調和装置 

特開2001-280747
00.03.31 
F25B27/02 
三菱重工業 

空気調和装置 

特開2001-280740
00.03.31 
F25B27/02 
三菱重工業 

空気調和装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-330341
00.03.31 
F25B27/02 
三菱重工業 

空気調和装置 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（14/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2001-296059
00.04.12 

F24H1/00,631 
大阪瓦斯,ﾊｰﾏﾝ,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

貯湯式の給湯熱源装置 

特開2002-031429
00.07.19 
F25B25/02 

複合冷暖房装置 

特開2002-071240
00.08.30 
F25B27/00 

大阪瓦斯,東邦瓦斯,
ﾔﾝﾏｰ,ﾀﾞｲｷﾝ工業 

2次冷媒空調装置及びその運転方法 

特開2002-295921
01.03.28 
F25B25/02 

冷房機構 

特開2002-349965
01.05.31 
F24H1/18 

温水供給ｼｽﾃﾑ及びその制御方法 

特開2002-372303
01.06.13 

F24H1/00,631 

燃料電池の排熱回収機構 

特開2003-056944
01.08.20 
F25B27/00 

三菱重工業,日本ｴﾙ
ﾋﾟｰｶﾞｽ連合会,大阪
瓦斯,東邦瓦斯 

空気調和装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-121025
01.10.10 
F25B25/02 

複合冷暖房装置 

原動機部の改良 特開2001-280742
00.03.30 
F25B27/02 

大阪瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置を備えたｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ空調装置

特開2000-111191
99.04.23 

F25B15/00,303 

吸収冷温水機 

特開2003-004332
01.06.26 
F25B27/02 
三菱重工業 

ﾏﾙﾁ型ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置 

特開2003-004333
01.06.26 
F25B27/02 
三菱重工業 

ﾏﾙﾁ型ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置 

特開2003-028508
01.07.17 

F24H1/18,302 
大阪瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,ﾊｰﾏﾝ企画

加熱装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

熱交換器部の改良 

特開2003-161525
01.11.26 

F24H1/00,631 
大阪瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

熱交換装置 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（15/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

電/熱比制御改良 特開平06-088650
（取下） 
91.12.27 
F25B15/00 

排熱駆動低温熱源利用ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

負荷制御改良 特開2003-106658
01.09.28 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,大阪瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑおよび補助熱源器 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

排熱利用先拡大 特開2003-056909
01.08.07 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,大阪瓦斯,東邦

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収装置およびｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2002-168540
00.12.01 
F25B13/00 

ﾏﾙﾁ形空調装置 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-004325
01.06.26 

F25B13/00,104 
三菱重工業 

ﾏﾙﾁ型ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置 

発電機部の改良 特開平10-172598
96.12.13 
H01M8/06 

燃料電池機構 

特許3266626 
91.09.03 
F22B1/18 
ﾋﾗｶﾜｶﾞｲﾀﾞﾑ 

排熱回収装置を設けたｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ又は複合発電
ｼｽﾃﾑ 
熱と電力とを発生させる熱電併給乃至は複合発電方式

などの排熱回収において管巣燃

焼型燃焼室を設置することによ

って排気熱回収と排気再燃と新

規燃焼とを同時にか又は個別ご

とに可能ならしめた排熱回収方

法と排熱回収方法に使用される

ﾎﾞｲﾗを得る｡ 

特開平08-086509
（取下） 
91.12.05 

F24H1/00,523 
細山熱器 

熱回収給湯装置 

特開平06-341731
（取下） 
93.06.02 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収方法及び装置 

熱交換器部の改良 

特開2000-154934
98.11.18 

F24H1/00,301 

給湯器における熱交換機構 

設備･施工等ｺｽ
ﾄ低減 

電/熱比制御改良 特開2002-357329
01.05.31 
F24D17/00 

温水供給装置 

特開平10-185313
96.12.24 

F24H1/00,523 
［被引用回数1回］

排熱投入型電気温水器 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2000-241042
99.06.07 
F25B25/02 

［被引用回数1回］

複合空調装置 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（16/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2001-280743
00.03.31 
F25B27/02 
三菱重工業 

空気調和装置 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-168539
00.12.01 
F25B13/00 

ﾏﾙﾁ形空調装置 

熱交換器部の改良 特開平08-136082
94.11.10 
F25B27/00 

冷水製造ｼｽﾃﾑ 

特開平10-197058
96.12.27 

F24H1/00,523 

排熱投入型電気温水器及び併設した燃料電池の
保温方法 

特開平10-197062
96.12.27 

F24H1/00,523 

排熱投入型電気温水器及び併設した燃料電池の
保温方法 

電/熱比制御改良 

特開2002-340427
01.05.15 

F25B15/00,303 

吸収冷凍機 

運転ｺｽﾄ低減 

始動・停止制御改良 特開平09-089402
（取下） 
95.09.20 

F25B15/00,303 
［被引用回数1回］

吸収式冷凍機 

熱交換器部の改良 特開2003-139396
01.10.31 

F24H1/00,631 
大阪瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

熱交換装置及び熱交換処理方法 

電/熱比制御改良 特開2002-318008
01.04.17 

F24H1/00,631 
大阪瓦斯,東邦瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収制御装置 

耐久性向上 

始動・停止制御改良 特開平10-185315
96.12.26 

F24H1/00,523 

燃料電池による排熱投入型電気温水器のﾎﾂﾄｽﾀﾝ
ﾊﾞｲ装置 

特開平05-240528
（取下） 
92.02.28 
F25B27/02 

ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置及び暖冷房装置 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許2806780 
94.01.28 

F25B15/00,303 
［被引用回数2回］

吸収冷凍機及びその運転制御方法 
ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ装置からの温水

を冷房負荷に応じ､二熱源駆

動時は第1三方弁で排熱-溶

液熱交換器側に､温水だけで

駆動することは第2三方弁で

低温再生器側に切換えて運

転する制御ﾕﾆｯﾄを設ける｡ 

発電機部の改良 特開平09-022718
（取下） 
95.07.05 
H01M8/04 

燃料電池装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 

熱交換器部の改良 特開2001-073874
99.09.01 
F02G5/02 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（17/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

排
熱
回
収･

利

用
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 熱交換器部の改良 特開2001-280739
00.03.31 
F25B27/02 
三菱重工業 

空気調和装置 

熱回収効率向
上 

排ガス処理部の改良 特許3366417 
94.02.16 

B01D53/86,ZAB 

選択還元脱硝法における硫安析出防止方法 
熱回収ﾎﾞｲﾗ-内に､脱硝触媒

層の後方で､ﾎﾞｲﾗ-用熱交換

器の前に、白金､ﾛｼﾞｳﾑ又は

ﾊﾟﾗｼﾞｳﾑから選んだ少なく

とも1つを､耐熱性酸化物担

体に担持して構成したｱﾝﾓﾆ

ｱ酸化触媒層を組み込む｡ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-312537
01.04.17 

G06F17/60,152 

環境性算出装置及び記録媒体 

特許2851444 
91.01.29 
B01D53/94 

東ｿｰ 

排気ｶﾞｽ浄化方法 
排気ｶﾞｽに炭化水素を添加する等して､ｶﾞｽ中の炭化水素

濃度を1000ppm~2%に維持し､この混合ｶﾞｽを､ｺﾊﾞﾙﾄを含

有するｾﾞｵﾗｲﾄ触媒に接触させる｡ 

特開平04-338218
91.05.15 

B01D53/36,101 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの排ｶﾞｽ脱硝方法 

特開平06-079140
（取下） 
92.09.01 

B01D53/36,104 

燃焼排ｶﾞｽの浄化方法および該方法に用いられる
触媒 

特開平06-205942
（取下） 
93.01.08 

B01D53/36,104 

燃焼排ｶﾞｽの浄化方法および該方法に用いられる
触媒 

特開平06-262039
93.03.11 

B01D53/36,103 
東ｿｰ 

燃焼排ｶﾞｽの浄化方法および該方法に用いられる
触媒 

特開平07-103409
93.10.05 

F23C11/00,322 

炉内脱硝式追焚ｼｽﾃﾑ 

特開平08-080424
94.09.13 
B01D53/94 

東ｿｰ 

燃焼排ｶﾞｽの浄化方法および該方法に用いられる
触媒 

特開平08-215575
（取下） 
95.02.15 

B01J29/22,ZAB 

NOx含有排ｶﾞｽ浄化用触媒及びその浄化方法 

特開平10-176528
96.12.18 

F01N3/24,ZAB 

内燃機関の運転方法 

排
ガ
ス
処
理
技
術 

NOx/SOx低減 排ガス処理部の改良 

特開平11-101526
97.09.26 
F25B27/02 

［被引用回数1回］

脱硝兼脱臭触媒付きGHPｼｽﾃﾑ 
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表 2.2.4-1 東京瓦斯の技術要素別課題対応特許（18/18） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

NOx/SOx低減 排ガス処理部の改良 特開平11-101527
97.09.26 
F25B27/02 

［被引用回数1回］

脱硝兼脱臭触媒付きGHPｼｽﾃﾑ 

特許3338167 
94.03.08 

B01J23/42,ZAB 
［被引用回数1回］

希薄燃焼ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ排ｶﾞｽ中のCO除去方法 
ｺ-ｼﾞｴﾗｲﾄ製､金属製等のﾊﾆｶﾑに､ｱﾙﾐﾅの水性懸濁液をｳｵｯ

ｼｭ･ｺ-ﾄし､これに､塩化物､塩化ｱﾝﾓﾆｳﾑ塩等の白金を含浸

法､ｲｵﾝ交換法等の方法で担持させる｡その際､その白金

担持量を1.2~2.5g/lとする｡ 

特開平07-241468
（取下） 
94.03.08 

B01J23/44,ZAB 

希薄燃焼ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ排ｶﾞｽ中のCO除去方法 

特許3270295 
95.06.09 

B01J23/44,ZAB 

排ｶﾞｽ中の未燃炭化水素用酸化触媒及びその除去
方法 
酸素過剰な排ｶﾞｽ中の低濃度炭化水素用酸化触媒とし

て､ﾊﾆｶﾑ基材に担持した白金-ﾊﾟﾗｼﾞｳﾑ/ｱﾙﾐﾅ触媒を用い

る｡ﾊﾆｶﾑ基材に対してｱﾙﾐﾅ担体を介して白金とﾊﾟﾗｼﾞｳﾑ

とを混在するように担持させ､そのﾊﾟﾗｼﾞｳﾑ担持量が

7g/l以上で､かつ白金担持量が3~20g/lの範囲とする｡ 

特開平09-206596
（取下） 
96.02.07 
B01J23/889 

燃焼排ｶﾞｽ中の微量ｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞの酸化触媒及びその
脱臭方法 

特開平09-285720
96.04.22 

B01D53/86,ZAB 

燃焼排ｶﾞｽの脱臭方法､そのための触媒及び触媒ﾕ
ﾆﾂﾄ 

特開平10-002503
96.06.14 
F22B31/00 
ﾋﾗｶﾜｶﾞｲﾀﾞﾑ 

排気再燃型ﾎﾞｲﾗ 

特開平10-309462
97.05.09 
B01J23/42 

燃焼排ｶﾞｽ中のNMHC酸化触媒及びその除去方法 

特開平10-309443
97.05.09 
B01D53/94 

燃焼排ｶﾞｽの脱臭方法､そのための触媒及び触媒ﾕ
ﾆｯﾄ 

排
ガ
ス
処
理
技
術 

未燃分低減 排ガス処理部の改良 

特開平10-309444
97.05.12 
B01D53/94 

希薄燃焼ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ又はｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝからの排ｶﾞｽ中微
量ｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ類の酸化触媒 
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2.3 東芝 

 
2.3.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 東芝 

本社所在地 〒105-8001 東京都港区芝浦1-1-1 

設立年 1904年（明治37年） 

資本金 2,749億26百万円（2003年3月末） 

従業員数 39,875名（2003年3月末）（連結：165,776名） 

事業内容 情報通信システム、社会システム、重電システム、デジタルメディア、家

庭電器、電子デバイス等の製造・販売・エンジニアリング・サービス、他

 

東芝は、原子力発電機器、水車、蒸気タービン、ガスタービン、発電機、超電導応用機

器、燃料電池、電力系統・変電システムなどの重電システム事業を展開している。 

 
2.3.2 製品例 

東芝のコージェネレーションシステムに関する製品例は、ホームページの検索では、み

つからなかった。 

 

2.3.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.3.3-1 に、コージェネレーションシステムにかかわる東芝の出願件数と発明者の

推移を示す。 

 
［開発拠点］東京都港区芝浦 1-1-1 株式会社東芝本社事務所内 

神奈川県横浜市鶴見区末広町 2-4 株式会社東芝京浜事務所内 

愛知県瀬戸市穴田町 991 株式会社東芝愛知工場内 

東京都府中市東芝町 1 株式会社東芝府中工場内 
 

図 2.3.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

東芝の出願件数と発明者の推移 
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出願件数は、1991～96 年までは減少し３件となったが、97～98 年に増加し 15 件、2001

年には 22 件になった。 

発明者数は、1991～96 年まで減少し５人となった後、97 年に 26 人、98 年に 41 人と急

増し、99 年には 20 人と減少したが、2000～01 年に再び増加し、52 人となっている。 

 
 
2.3.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.3.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、東芝が出願した全 115 件の

特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.3.4-1 東芝における特許のシステム・要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東芝の技術をみると、熱回収効率の向上に対する熱交換器の改良（16 件）、異常運転防

止に対するトータルシステムの改良（12 件）、エネルギー利用効率向上に対するトータル

システムの改良（８件）が多い。 
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表 2.3.4-1 東芝の技術要素別課題対応特許（1/10） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開2000-002790
98.06.18 
G21D9/00 

原子力ｺﾝﾋﾞﾅ-ﾄ ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-129985
00.10.26 
F02C9/48 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝﾌﾟﾗﾝﾄおよびその制御方法 

熱交換器部の改良 特開平04-345766
（取下） 
91.05.23 
H01M8/04 

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄの熱併給発電ｼｽﾃﾑ 

電/熱比制御改良 特開2002-367643
01.06.12 
H01M8/04 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

特開平05-065807
91.08.23 
F01K13/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの制御装置 

特開平08-021206
（取下） 
94.07.05 
F01K13/02 

東芝ｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

ﾌﾟﾗﾝﾄの運転支援装置 

負荷制御改良 

特許3325409 
94.11.21 
F25B27/00 

［被引用回数1回］

未利用ｴﾈﾙｷﾞ-活用熱供給ﾌﾟﾗﾝﾄの運転制御
装置 
予測手段からの時間区

分毎の未利用ｴﾈﾙｷﾞ-発

生量分布が確率計算手

段に入力され､時間区

分を任意に組合せた任

意時間帯に得られる未

利用ｴﾈﾙｷﾞ-発生量分布

が求められる｡ 

需給安定化 

始動・停止制御改
良 

特開平06-052874
（取下） 
92.07.29 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

発電効率向上 負荷制御改良 特開平11-332110
98.05.11 
H02J3/46 

発電ﾌﾟﾗﾝﾄの系列負荷制御装置 

熱回収効率向
上 

電/熱比制御改良 特許2960607 
92.03.31 
F01K23/10 

熱電併給装置 
制御装置は､第1の制御手段として燃料流量検出

器の信号を負荷設定器で設定信号と比較しPID

調節計で制御信号とし

て流量調節弁を制御す

る｡第2の制御手段とし

て蒸気圧力検出器の信

号を圧力設定器に入力

しPID調節計で制御信

号として圧力調節弁の

開度を調節する｡ 

制
御
・
監
視
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平06-250704
（取下） 
93.02.26 
G05B13/02 

ﾌﾟﾗﾝﾄ計画支援装置 
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表 2.3.4-1 東芝の技術要素別課題対応特許（2/10） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開平11-046460
98.03.16 
H02J15/00 

［被引用回数1回］

電力貯蔵ｼｽﾃﾑ 

特開2001-235586
00.02.25 
G21D9/00 

地域共生ﾌﾟﾗﾝﾄ施設 

特開2002-206765
01.01.11 
F24D17/02 

多目的雨水貯留槽運用支援装置 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-141216
01.10.31 

G06F17/60,110 

運転計画評価ｼｽﾃﾑ 

特開平10-042472
96.07.23 
H02J3/38 

自家発電ｼｽﾃﾑ 電/熱比制御改良 

特開2002-171666
00.11.29 
H02J3/00 

大阪瓦斯,日本ｱｲ
ﾋﾞｰｴﾑ,電源開発,
東洋ﾃｸﾆｶ,名古屋
鉄道,住友商事 

ｴﾈﾙｷﾞおよび情報の供給方法 

特開2003-113739
01.10.02 
F02G5/04 

ｴﾈﾙｷﾞ供給設備の運転計画ｼｽﾃﾑ 

運転ｺｽﾄ低減 

負荷制御改良 

実開平04-137450
（取下） 
91.06.13 
H02J9/06 

無停電電源装置 

CO2低減 負荷制御改良 特開2002-252926
01.02.26 
H02J3/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備運転ｼｽﾃﾑおよび同ｼｽﾃﾑを
用いたｴﾈﾙｷﾞ供給方法 

耐久性向上 発電機部の改良 特開2000-077085
98.08.31 
H01M8/04 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 
燃料と酸化剤とを電気

化学的に反応させて電

力を得る燃料電池本体

と､この燃料電池本体

に電池冷却水を循環さ

せる電池冷却水循環系

とを設けて構成され

る｡ 

制
御
・
監
視
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 熱交換器部の改良 特開平05-003044
（取下） 
91.06.26 
H01M8/06 

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

特開平07-247862
94.03.11 
F02C6/16 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄ 発電効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-214710
00.01.27 
F01K25/00 

動力発生ﾌﾟﾗﾝﾄ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

発電効率向上 原動機部の改良 特開平07-180566
（取下） 
93.12.24 
F02C7/143 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ吸気冷却装置 
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表 2.3.4-1 東芝の技術要素別課題対応特許（3/10） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

原動機部の改良 特開平07-247864
94.03.04 
F02C7/143 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ吸気冷却装置 発電効率向上 

電/熱比制御改良 特開2003-041946
01.07.31 
F02C3/30 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄ 

原動機部の改良 特許2960371 
97.05.08 
F01K25/00 

水素燃焼ﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄ 
水素燃焼ﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄは､

中圧ﾀ-ﾋﾞﾝ用抽気蒸気冷

却供給管と､中圧ﾀ-ﾋﾞﾝの

構成部品を冷却後のﾀ-ﾋﾞ

ﾝ抽気を水素燃焼器に回

収させる中圧ﾀ-ﾋﾞﾝ用抽

気蒸気回収管とを備え

る。 

熱回収効率向
上 

熱交換器部の改良 特開2002-004812
00.06.27 
F01K17/06 

熱供給ｼｽﾃﾑ 

設備･施工等ｺｽ
ﾄ低減 

原動機部の改良 特開平09-112215
95.10.16 
F01K23/10 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄおよびその運転方法 

NOx/SOx低減 原動機部の改良 実開平06-069339
（取下） 
93.03.16 
F02C9/18 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄ 

CO2低減 排ガス処理部の改
良 

特開平11-264325
98.03.18 
F02C6/18 

二酸化炭素回収型発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

騒音拡散防止  原動機部の改良 特開2003-091287
01.09.17 

G10K11/178 

3次元能動消音装置 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

耐久性向上 原動機部の改良 特許2880925 
95.02.20 
F02C3/34 

水素燃焼ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄ 
不活性ｶﾞｽを作動流体と

したﾌﾞﾚｲﾄﾝｻｲｸﾙと､水素

と酸素を燃焼させた結果

発生する水蒸気を作動流

体としたﾗﾝｷﾝｻｲｸﾙとから

構成される｡ 

特開平05-284655
（取下） 
92.03.31 
H02J3/38 

分散電源の逆充電防止装置 

特開平08-023635
（取下） 
94.07.05 
H02J3/38 

東芝ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

自家用発電設備の運転装置 

特開平10-246738
97.03.03 
G01R23/10 

周波数変化量検出装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-329518
01.04.27 
H01M8/04 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

逆潮流制御 

発電機部の改良 特開平06-311652
（取下） 
93.04.20 
H02J3/38 

［被引用回数5回］

同期発電機の制御装置 
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表 2.3.4-1 東芝の技術要素別課題対応特許（4/10） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

逆潮流制御 負荷制御改良 特開平05-312007
（取下） 
92.05.11 
F01K23/10 

系列負荷制御装置 

特開平08-223809
（取下） 
95.02.13 
H02J3/38 

東芝ｴﾌｴｰｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞ
ﾆｱﾘﾝｸﾞ 

発電機の系統連系保護装置 

特許3315298 
95.11.07 
H02J3/38 

東芝ｱｲﾃｲｰ ｺﾝﾄﾛｰﾙ
ｼｽﾃﾑ 

発電設備の系統連系保護装置 
函数回路は､周波数変化率検出器からの周波数

変化率を入力し､その周波

数変化率が上昇中に進み無

効電力を増加させて周波数

上昇を助長させ､また､周波

数変化率が下降中に遅れ無

効電力を増加させて周波数

下降を助長させるような無

効電力変動基準を無効電力

制御回路に出力する｡ 

特開平10-191570
96.12.26 
H02J3/38 

西芝電機,東芝ｱｲﾃ
ｲｰ ｺﾝﾄﾛｰﾙｼｽﾃﾑ 

［被引用回数1回］

発電設備の系統連系保護装置 

特開2000-097107
98.09.22 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの運転ﾓ-ﾄﾞ切替制御装置

特開2000-166101
98.11.25 
H02J3/38 

西芝電機,東芝ｴﾌｴ
ｰｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

発電設備の系統連係保護装置 

特開2000-217260
99.01.20 
H02J3/38 

西芝電機,東芝ｴﾌｴ
ｰｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

発電設備の系統連系保護装置 

特許3420162 
00.03.23 
H02J3/38 
西芝電機 

発電設備の系統連系保護装置 
系統電源に異常が発生して遮断器が開となった

時､周波数変化率積算手段

と周波数変動傾向判定手段

及びﾊﾞｲｱｽ手段により､交流

発電機の出力電圧を変化さ

せて､電圧変動に伴う正帰

還作用によって周波数変動

を拡大させる｡ 

特開2002-218659
01.01.16 
H02J3/38 
西芝電機 

発電設備の系統連系保護装置 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-281673
01.03.16 
H02J3/38 
西芝電機 

発電設備の系統連系保護装置 
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表 2.3.4-1 東芝の技術要素別課題対応特許（5/10） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開2002-281674
01.03.16 
H02J3/38 
西芝電機 

発電設備の系統連系保護装置 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-111282
01.09.28 
H02J3/38 
西芝電機 

発電設備の系統連系保護装置 

異常運転防止 

発電機部の改良 特開平04-237961
（取下） 
91.01.21 
H01M8/06 

東芝 

燃料電池発電装置 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2000-064813
98.08.25 
F01K23/10 

東芝 

冷熱貯蔵型負荷平準化発電ｼｽﾃﾑおよびその
ｼｽﾃﾑを用いた発電方法 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2000-067895
98.08.19 
H01M8/04 

東芝 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

特開平10-243697
97.02.21 
H02P9/04 

東芝ｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

ﾀ-ﾆﾝｸﾞ二軸同期制御方法および装置 

特開平11-002105
97.06.12 
F01K23/10 

［被引用回数1回］

ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

特開2000-166099
98.11.26 
H02J3/38 

ｸﾛｽｺﾝﾊﾟｳﾝﾄﾞ発電機の電圧設定制御装置 

特開2003-120216
01.10.15 

F01K7/38,102 

ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電ﾌﾟﾗﾝﾄおよびその運転方
法 

発電機部の改良 

特開2003-164196
01.11.21 
H02P9/08 

ｻｲﾘｽﾀ起動装置の試験方法 

特開平10-266811
97.03.27 
F01K7/22 

ｸﾛｽｺﾝﾊﾟｳﾝﾄﾞ形蒸気ﾀ-ﾋﾞﾝ発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 電/熱比制御改良 

特開2001-197789
99.11.08 
H02P9/04 

ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電ﾌﾟﾗﾝﾄの制御装置 

発電効率向上 

始動・停止制御改
良 

特開平10-331610
97.05.30 
F01K23/10 

ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙ発電ｼｽﾃﾑ 

特開平04-286872
（取下） 
91.03.15 
H01M8/24 

燃料電池発電設備 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

設備･施工等ｺｽ
ﾄ低減 

発電機部の改良 

特開平09-161830
（取下） 
95.12.04 
H01M8/04 

燃料電池の解体･組立治具 
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表 2.3.4-1 東芝の技術要素別課題対応特許（6/10） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

発電機部の改良 特許3103332 
97.10.23 
H01M8/06 
横浜市 

燃料電池発電設備 

下水汚泥からﾒﾀﾝ発

酵処理して得られる

消化ｶﾞｽを脱硫器で

硫黄成分を除去し､

さらに改質器にて硫

黄成分の除去された

消化ｶﾞｽを蒸気で触

媒反応させて水素を

取り出し燃料電池本

体に供給する 

運転ｺｽﾄ低減 

発電機部の改良 特開2003-106108
01.09.28 
F01D17/00 
東芝ｱｲﾃﾂｸ 

発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

CO2低減 排ガス処理部の改
良 

特開平11-072009
97.09.19 
F01K23/10 

発電ｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-231285
01.01.29 
H01M8/04 

固体高分子型燃料電池ｼｽﾃﾑ 

原動機部の改良 特開平06-146816
（取下） 
92.11.12 
F01K23/16 

蒸気ﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄ 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 

電/熱比制御改良 特開2001-139304
99.11.09 
C01B3/38 

炭酸ｶﾞｽ分離型改質器 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平06-137113
（取下） 
92.10.27 
F01K9/00 

ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞｻｲｸﾙﾌﾟﾗﾝﾄの給水処理装置 

特開平04-337253
（取下） 
91.05.15 
H01M8/04 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-185166
99.12.22 
H01M8/00 

固体高分子型燃料電池ｼｽﾃﾑ及び自動販売機

発電機部の改良 特開平06-013092
（取下） 
92.06.29 
H01M8/04 

熱電併給装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

需給安定化 

負荷制御改良 特開平05-234602
（取下） 
92.02.19 
H01M8/00 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 
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表 2.3.4-1 東芝の技術要素別課題対応特許（7/10） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

需給安定化 始動・停止制御改
良 

特開2000-146359
98.11.12 
F25B27/02 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
燃料ｶﾞｽを燃焼させ､この燃焼ｶﾞｽの動力により

発電を行うｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄと､ﾀ-ﾋﾞﾝ排出ｶﾞｽを蒸

気または熱水に変換する排熱回収熱交換器と､

ここからの蒸気により冷水を作る吸収式冷凍機

と､この吸収式冷凍機から

の冷水を冷却水として氷を

作る圧縮式冷凍機と､排熱

回収熱交換器からの蒸気を

貯溜する蒸気ｱｷﾕﾑﾚ-ﾀと､吸

収式冷凍機と圧縮式冷凍機

との間に冷水を貯溜する 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調
解除 

負荷制御改良 特開2000-329301
99.05.19 
F22B1/18 

蒸気供給設備の蒸気圧制御装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平05-272306
（取下） 
92.03.24 
F01K23/10 

排熱利用発電制御装置 発電効率向上 

始動・停止制御改
良 

特開平04-259628
（取下） 
91.02.13 
F02C6/18 

排熱回収蒸気発生器 

特開2000-215906
99.01.22 
H01M8/04 

日本電信電話,ｴﾇ 
ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄ ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-061891
00.08.18 
F24F5/00 

排熱活用装置 

原動機部の改良 特開2002-327629
01.04.27 
F02C7/22 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電装置およびｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電装置
に適用するｶﾞｽ燃料昇圧装置 

特開平05-029015
（取下） 
91.07.19 
H01M8/04 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

特開平05-029013
（取下） 
91.07.19 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向
上 

熱交換器部の改良 

特開平05-114411
（取下） 
91.10.22 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 
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表 2.3.4-1 東芝の技術要素別課題対応特許（8/10） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特許2766434 
92.07.30 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

燃料電池発電装置の排ｶﾞｽ処理装置 
燃料電池本体の排ｶﾞｽが高温部熱交換器に流入

すると冷却水によりﾘﾝ

酸が析出する温度域ま

で冷却され析出したﾘﾝ

酸をﾘﾝ酸回収用ﾊﾟﾚﾂﾄで

回収する｡次で低温部熱

交換器に流入した排ｶﾞｽ

は生成水蒸気が凝縮す

る温度域まで冷却され

凝縮水が回収用ﾀﾝｸに回

収される｡ 

特開平06-103999
（取下） 
92.09.22 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

特開平06-103996
（取下） 
92.09.24 
H01M8/04 

［被引用回数2回］

燃料電池発電排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開平07-169485
93.12.15 
H01M8/04 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

特開平07-169489
（取下） 
93.12.17 
H01M8/04 

燃料電池の冷却ｼｽﾃﾑ 

特開平08-007908
94.06.20 
H01M8/04 

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

特開平08-315837
（取下） 
95.05.23 
H01M8/04 

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

特開平09-035733
（取下） 
95.07.21 
H01M8/04 

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

特開平11-154526
97.11.20 
H01M8/04 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

特開2000-082477
98.09.04 
H01M8/04 

日本電信電話,ｴﾇ 
ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱｼﾘﾃｲｰｽﾞ

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

特開2002-195101
00.12.27 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

熱交換器部の改良 

特開2003-047997
01.08.02 
C02F11/06 

有機物処理ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向
上 

排熱利用先拡大 特開2002-242758
01.02.16 
F02G5/02 

東芝ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

汚泥加温ｼｽﾃﾑ 
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表 2.3.4-1 東芝の技術要素別課題対応特許（9/10） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開平04-337251
（取下） 
91.05.15 
H01M8/04 

燃料電池発電設備の排熱回収装置 

特開2000-097047
98.09.18 
F02C7/14 

東芝ｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

熱電併給ｼｽﾃﾑおよびこれに適用する蓄熱体
の蓄熱量制御方法 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-068315
01.08.29 
H01M8/00 

固体高分子型燃料電池ｼｽﾃﾑ 

電/熱比制御改良 特開2000-331701
99.05.18 
H01M8/06 

［被引用回数1回］

循環型発電ｼｽﾃﾑ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効
率向上 

排熱利用先拡大 特開2003-154387
01.11.26 

C02F3/30,ZAB 

排水処理装置 

特開平05-041229
（取下） 
91.06.27 
H01M8/04 

［被引用回数2回］

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 発電機部の改良 

特許3202292 
92.01.10 
H01M8/04 
大阪瓦斯 

［被引用回数1回］

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 
気水分離器で分離さ

れた冷却水は､電池冷

却水循環ﾎﾟﾝﾌﾟにより

蒸気発生器の一次側

を通して温度調整用

熱交換器に導入され､

温度調整された冷却

水が電池冷却水電気ﾋ

-ﾀを通して電池冷却

器に戻る電池冷却水

系を構成している｡ 

熱交換器部の改良 特開平05-159793
（取下） 
91.12.10 
H01M8/04 

［被引用回数2回］

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

設備･施工等ｺｽ
ﾄ低減 

電/熱比制御改良 特開2002-289212
01.03.26 
H01M8/00 

燃料電池ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平07-169496
93.12.17 
H01M8/06 

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 運転ｺｽﾄ低減 発電機部の改良 

特開平10-083823
96.09.06 
H01M8/04 

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

騒音拡散防止  熱交換器部の改良 特開平04-292217
91.01.23 

B60H1/32,102 

車両用空調装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

耐久性向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平08-017454
94.06.28 
H01M8/04 

ﾘﾝ酸型燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 
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表 2.3.4-1 東芝の技術要素別課題対応特許（10/10） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

耐久性向上 熱交換器部の改良 特許2937988 
98.02.13 
F28D7/10 

熱交換器 
高温の加熱流体を一方向

に流通させるﾀﾞｸﾄと､ﾀﾞｸ

ﾄを加熱流体の流通方向

と直交する方向に沿つて

貫通し､かつﾀﾞｸﾄ内の加

熱流体流通方向に間隔的

に配置された被加熱流体

流通用の複数の伝熱管と

を備える｡ 

機器損傷防止 原動機部の改良 特許3089108 
92.08.07 
F01K23/10 

排気再燃ｻｲｸﾙの排気装置 
部分負荷運転時において､

ﾎﾞｲﾗの指令によりｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ

排ｶﾞｽﾎﾞｲﾗﾊﾞｲﾊﾟｽﾀﾞﾝﾊﾟが開

した場合､脱硝装置入口で

計測した排ｶﾞｽ温度により､

脱硝入口排ｶﾞｽ温度調節ﾀﾞﾝ

ﾊﾟが動作する｡ 

特開平07-136462
（取下） 
93.11.12 

B01D53/87,ZAB 

排ｶﾞｽ中の二酸化炭素固定方法及びこの方
法を用いた環境調和型発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

排
ガ
ス
処
理
技
術 

CO2低減 排ガス処理部の改
良 

特開平11-294259
98.04.10 
F02G5/04 

ｺ･ｼﾞｪﾈﾚ-ｼﾖﾝ発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 
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2.4 三菱重工業 

 
2.4.1 企業の概要 

 

商号 三菱重工業 株式会社 

本社所在地 〒108-8215 東京都港区港南2-16-5 

設立年 1950年（昭和25年） 

資本金 2,656億8百万円（2003年3月末） 

従業員数 35,530名（2003年3月末）（連結：61,292名） 

事業内容 船舶・海洋構造物、原動機、各種機械、プラント、鉄構製品、航空・宇宙

機器等の設計・製造・販売・据付・関連サービス 

三菱重工業は、ボイラ、タービン、ガスタービン、ディーゼルエンジン、水車、風車、

原子力装置、原子力周辺装置、原子燃料、排煙脱硝装置、舶用機械などの事業を展開して

いる。 

2.4.2 製品例 

三菱重工業のコージェネレーションシステムに関する製品例は、ホームページの検索で

は、みつからなかった。 

 

2.4.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.4.3-1 に、コージェネレーションシステムにかかわる三菱重工業の出願件数と発

明者の推移を示す。 

［開発拠点］東京都千代田区丸の内 2-5-1 三菱重工業株式会社内 

広島県広島市西区観音新町 4-6-22 三菱重工業株式会社広島研究所内 

兵庫県高砂市荒井町新浜 2-1-1 三菱重工業株式会社高砂研究所内 

愛知県西春日井郡西枇杷島町旭町 3-1 三菱重工業株式会社冷熱事業本部内 

神奈川県相模原市田名 3000 三菱重工業株式会社汎用機・特車事業本部内 

長崎県長崎市飽の浦町 1-1 三菱重工業株式会社長崎造船所内 
 

図 2.4.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

    三菱重工業の出願件数と発明者の推移 
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出願件数は、1991～97 年までは増減が激しく、97 年には１件となったが、その後増加

し 98 年 12 件、2000 年に 20 件、2001 年には 26 件になった。 

発明者数も、1991～97 年までは増減が激しく、97 年に１人となった後、98 年に 10 人と

急増し、2000～01 年に再び増加し、49 人となっている。 

 
 
2.4.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.4.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、三菱重工業が出願した全 101

件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.4.4-1 三菱重工業における特許のシステム・要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

三菱重工業の技術をみると、エネルギー利用効率向上に対するトータルシステムの改良

（18 件）、熱回収効率の向上に対するトータルシステムの改良（７件）、運転コストの低減

に対するトータルシステムの改良（７件）、が多い。 
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表 2.4.4-1 三菱重工業の技術要素別課題対応特許（1/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開平05-263658 
92.03.19 
F02C6/18 

［被引用回数2回］ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの監視制御装置 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平07-239254 
（取下） 
94.02.28 
G01D21/00 

原動機ﾌﾟﾗﾝﾄの故障診断装置 

負荷制御改良 特開平06-330706 
93.05.24 
F01D21/00 

背圧蒸気ﾀ-ﾋﾞﾝｼｽﾃﾑ 

異常運転防止 

始動・停止制御改
良 

特開平09-026814 
（取下） 
95.07.13 
G05B23/02 

ﾌﾟﾗﾝﾄ起動時支援装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-357354 
01.05.31 

F24F11/02,102 

ｺ-ｼﾞｴﾈ型吸収冷凍機の遠隔監視装置 
吸収冷凍機及びｴﾝｼﾞﾝを備えたｺ-ｼﾞｪﾈ型吸収冷凍機

の遠隔監視装置を構成する｡この場合､吸収冷凍機

を制御する冷凍機制御装置と､ｴﾝｼﾞﾝを制御するｴﾝ

ｼﾞﾝ制御装置と､前記

冷凍機制御装置及びｴ

ﾝｼﾞﾝ制御装置からそ

れぞれ吸収冷凍機とｴ

ﾝｼﾞﾝの運転結果ﾃﾞ-ﾀ

が送られる遠隔監視ﾕ

ﾆｯﾄとを備える｡ 

需給安定化 

発電機部の改良 特開平09-021302 
（取下） 
95.07.05 
F01K23/10 

熱併給発電制御装置 

機器損傷防止 発電機部の改良 特開2001-154702 
99.11.26 
G05B11/32 

ﾌﾟﾗﾝﾄ制御装置 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-013806 
01.06.26 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの運営方法 

特開平04-359360 
91.06.05 
G06F15/20 

ﾃﾞ-ﾀ処理装置 

特開平05-296064 
92.04.14 
F02C6/18 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの監視制御装置 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-186182 
00.12.13 
H02J3/00 

小規模分散電源又は小規模分散電源及び熱供
給ｼｽﾃﾑ 

制
御
・
監
視
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 原動機部の改良 特開2003-020912 
01.07.06 
F01K23/10 

ﾏｲｸﾛｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ･ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

異常運転防止 始動・停止制御改
良 

特許2511210 
91.07.03 
F01K23/10 

［被引用回数1回］ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾌﾟﾗﾝﾄ装置 
始動時､先ず､小型送風機により排熱回収ﾎﾞｲﾗへ送

気する｡送気が始まる

とﾊﾞ-ﾅにて着火し､排

熱回収ﾎﾞｲﾗより蒸気を

発生させる｡発生した

蒸気は所要操作された

ﾊﾞﾙﾌﾞを介して小型蒸

気ﾀ-ﾋﾞﾝへ送気される｡ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 需給安定化 熱交換器部の改良 特開平11-230503 

98.02.18 
F22B1/18 

ﾀﾞｸﾄﾊﾞ-ﾅの放射熱遮蔽装置 
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表 2.4.4-1 三菱重工業の技術要素別課題対応特許（2/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許2862118 
92.12.09 
F01K23/10 

発電方法 
低硫黄原油を原油ﾀﾝｸから脱塩処理工程に送る前

に排熱回収ﾎﾞｲﾗで加熱

する｡脱塩処理された低

硫黄原油は第1簡易ﾄﾂﾊﾟ

に供給され､その塔頂ｶﾞ

ｽは第2簡易ﾄﾂﾊﾟの塔頂

ｶﾞｽと共に凝縮ﾄﾞﾗﾑで気

液分離される｡ 

特開2001-193468 
00.01.11 
F02B29/08 
大阪瓦斯 

ﾐﾗ-ｻｲｸﾙｴﾝｼﾞﾝ 

特開2002-089285 
00.09.13 
F02C7/18 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ翼冷却空気製造ｼｽﾃﾑ 

原動機部の改良 

特開2003-148165 
01.11.13 
F02C7/18 

ﾀ-ﾋﾞﾝ設備 

発電機部の改良 特開平09-317495 
96.06.03 
F02C6/16 

圧縮空気貯蔵発電装置 

発電効率向上 

電/熱比制御改良 特開2002-221044 
01.01.24 
F02C3/20 

ﾀ-ﾋﾞﾝ設備の運転方法及びﾀ-ﾋﾞﾝ設備 

原動機部の改良 特開2001-263092 
00.03.15 
F02C7/18 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

発電機部の改良 特開平04-347335 
（取下） 
91.05.23 
F02C6/16 

圧縮空気貯蔵発電装置 

NOx/SOx低減 原動機部の改良 特開平09-243081 
96.03.08 
F23R3/40 
関西電力 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの触媒燃焼ｼｽﾃﾑ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

騒音拡散防止  原動機部の改良 特開2001-183031 
99.12.27 
F25B33/00 

熱交換器､吸収冷凍機､及び､ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃ
ﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-049610 
01.08.07 
F01K23/10 

電力/水素併給設備 需給安定化 

発電機部の改良 特開2003-100325 
01.09.19 
H01M8/04 

燃料電池ｼｽﾃﾑ 
動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

発電効率向上 発電機部の改良 特許3281728 
94.10.06 
C01B4/00 

重水素製造装置 
造水装置で造られた純水は固体高分子電解質水電

解装置で電気分解さ

れ､水素と重水素の混

合ｶﾞｽと酸素ｶﾞｽにな

り、混合ｶﾞｽは重水素

と水素に分離され、電

解装置で発生した酸

素ｶﾞｽと水素ｶﾞｽは固

体高分子電解質燃料

電池で電力と熱を回

収する｡ 
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表 2.4.4-1 三菱重工業の技術要素別課題対応特許（3/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

熱回収効率向上 発電機部の改良 特許3367790 
95.06.07 
H01M8/00 
東京瓦斯 

発電方法 
ﾎﾞｲﾗで発生させたｽﾁ-ﾑでｽﾁ-ﾑﾀ-ﾋﾞﾝを駆動して

発電を行う｡その廃ｽﾁ-ﾑを復水器で復水し､水

を加えて廃熱回収ﾎﾞｲﾗを経てﾎﾞｲﾗに循環させ

る｡ 

熱回収効率向上 熱交換器部の改良 特開2003-017103 
01.06.28 
H01M8/04 

固体電解質型燃料電池ｼｽﾃﾑ 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3253985 
91.10.11 
H01M8/00 
関西電力 

電力貯蔵装置 
電力貯蔵時にはﾎﾟﾝﾌﾟによって水を水ﾀﾝｸから

順次再生熱交換器､加熱

器､再生熱交換器､加熱器

で加熱して水蒸気とし､

これをﾘﾊﾞ-ｼﾌﾞﾙ形固体酸

化物電解ｾﾙへ送る｡次に

この電極の両性に正流を

流しｱﾉ-ﾄﾞ側には酸素､ｶｿ

-ﾄﾞ側には水素を生じさ

せ､酸素は酸素ﾀﾝｸにまた

水素は水素ﾀﾝｸに貯蔵す

る｡ 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-086227 
01.09.13 
H01M8/06 

燃料電池を用いた発電方法および燃料電
池を用いた発電ｼｽﾃﾑ 

特開平11-287155 
98.04.02 
F02G5/04 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ装置､室外機ﾕﾆﾂﾄ及び空気調和機

特開2001-280744 
00.03.31 
F25B27/02 
東京瓦斯 

空気調和装置 

特開2001-280745 
00.03.31 
F25B27/02 
東京瓦斯 

空気調和装置 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-021425 
01.07.04 
F25B27/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈ型吸収冷凍機およびｺ-ｼﾞｪﾈ型吸収
冷凍機の運転方法 

原動機部の改良 特開平10-266812 
97.03.25 
F01K23/10 

熱併給ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞﾌﾟﾗﾝﾄの電力制御
方法 

特開平05-018269 
（取下） 
91.07.12 
F02C7/08 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄとその制御方法 熱交換器部の改良

特開平11-316062 
98.05.06 
F25B27/02 

室外機ﾕﾆｯﾄおよび空気調和機 

需給安定化 

負荷制御改良 特開2001-280746 
00.03.31 
F25B27/02 
東京瓦斯 

空気調和装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-114069 
01.10.04 
F25B27/02 

ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

発電効率向上 

原動機部の改良 特開2001-073800 
99.09.07 
F02C7/18 
東北電力 

熱ｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ 
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表 2.4.4-1 三菱重工業の技術要素別課題対応特許（4/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

発電効率向上 熱交換器部の改良 特開2000-027661 
98.07.10 
F02C6/18 

排熱回収装置 

特開平04-292757 
（取下） 
91.03.18 
F25B27/02 

ｺｼﾞｪﾈﾌﾟﾗﾝﾄｼｽﾃﾑ 

特開平08-296922 
95.04.27 
F25B27/02 

［被引用回数9回］ 

ｺ-ｼﾞｪﾈ型吸収冷凍機 

特開2001-183027 
99.12.24 
F25B27/02 

吸収冷凍機､及び､ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
このｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑは､発電ﾕﾆﾂﾄと吸収冷凍

機とを組み合わせたものとする｡吸収冷凍機

は､それぞれ高圧再生器を通過した排ｶﾞｽを熱

源として吸収溶

液を加熱可能な

高再入口熱交換

器､低再補助熱交

換器､及び､低再

入口熱交換器と

を含む排ｶﾞｽ余熱

回収系を備える｡ 

特開2001-183029 
99.12.24 
F25B27/02 

吸収冷凍機､及び､ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2003-021426 
01.07.06 
F25B27/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈ型吸収冷凍機 

特開2003-021427 
01.07.10 
F25B27/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈ型吸収冷凍機およびその運転方法

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-132921 
01.10.24 
H01M8/04 

固体電解質型燃料電池ｼｽﾃﾑ 

特開平11-281205 
98.03.30 
F25B27/02 

室外機ﾕﾆｯﾄおよび空気調和機 

特開2001-041603 
99.07.27 

F25B15/00,303 

排熱回収装置 

特開2001-201209 
00.01.20 
F25B30/06 

熱源ﾌﾟﾗﾝﾄ 

熱交換器部の改良

特開2001-280737 
00.03.31 
F25B27/02 
東京瓦斯 

空気調和装置 

電/熱比制御改良 特開2002-372336 
01.06.13 
F25B27/02 

排熱回収型高圧再生器及びｺ-ｼﾞｪﾈ型吸収
冷凍機 

特開平06-185375 
（取下） 
92.12.14 
F02C6/18 

送風加熱装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 

排熱利用先拡大 

特開2002-174127 
00.12.05 
F02C6/18 

廃熱再利用型ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ設備 
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表 2.4.4-1 三菱重工業の技術要素別課題対応特許（5/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許3297246 
95.04.14 
H01M8/04 
東京瓦斯 

［被引用回数1回］ 

熱併給発電方法 
水素分離透過膜を備えたﾒﾝﾌﾞﾚﾝ改質装置で､天

然ｶﾞｽとｽﾁ-ﾑを供給

して炭化水素を水

蒸気改質する｡生成

した改質ｶﾞｽから透

過膜で分離した高

純度水素を､燃料電

池に供給して発電

を行う｡ 

特開平10-047817 
96.07.31 

F25B47/02,530 

冷凍装置 

特開平11-257794 
98.03.12 
F25B27/02 

室外機ﾕﾆｯﾄおよび空気調和機 

特開2000-028219 
98.12.10 
F25B27/02 

室外機ﾕﾆｯﾄおよび空気調和機 

特開2001-183028 
99.12.24 
F25B27/02 

吸収冷凍機､及び､ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
吸収冷凍機は､発電ﾕﾆﾂﾄからの排ｶﾞｽにより吸

収器からの吸収溶液を加熱する高圧再生器と､

冷却水と冷媒ｶﾞｽとにより吸収器からの吸収溶

液を加熱する低圧再生器と､吸収溶液の濃度を

高圧再生器の出口と、吸収器の入口で計測する

濃度計と､この間

に設けられた流

量調整弁と､濃度

計の計測値に基

づいて､再生器か

らと吸収器から

の吸収溶液濃度

が一致するよう

に流量調整弁を

制御する 

特開2001-194026 
99.12.28 
F25B27/02 

吸収冷凍機､及び､ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2001-280736 
00.03.29 
F25B27/02 

ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置 

特開2001-280738 
00.03.31 
F25B27/02 
東京瓦斯 

空気調和装置 

特開2001-280765 
00.03.31 

F25B47/02,510 
東京瓦斯 

空気調和装置 

特開2001-280747 
00.03.31 
F25B27/02 
東京瓦斯 

空気調和装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-280740 
00.03.31 
F25B27/02 
東京瓦斯 

空気調和装置 
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表 2.4.4-1 三菱重工業の技術要素別課題対応特許（6/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2001-330341 
00.03.31 
F25B27/02 
東京瓦斯 

空気調和装置 

特開2002-130743 
00.10.30 
F24F5/00 

室外熱交換器ﾕﾆｯﾄ構造､室外機ﾕﾆｯﾄ及びｶﾞ
ｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和機 

特開2003-056944 
01.08.20 
F25B27/00 

日本ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ連合会,東
京瓦斯,大阪瓦斯,東邦

瓦斯 

空気調和装置 

特開2003-075019 
01.08.31 
F25B27/02 

ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置及び排気ｶﾞｽ
加熱用燃焼装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-075021 
01.08.31 
F25B27/02 

ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置､ｴﾝｼﾞﾝ冷却水
加熱装置及びｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置
の運転方法 

原動機部の改良 特開平11-248287 
98.03.04 
F25B27/00 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ装置､室外機ﾕﾆﾂﾄ及び空気調和機

特開2001-221531 
00.02.04 
F25B27/02 

空気調和装置 

特開2003-004332 
01.06.26 
F25B27/02 
東京瓦斯 

ﾏﾙﾁ型ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置 

熱交換器部の改良

特開2003-004333 
01.06.26 
F25B27/02 
東京瓦斯 

ﾏﾙﾁ型ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置 

特開平05-026055 
（取下） 
91.07.23 
F02C7/08 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置 負荷制御改良 

特開平05-026056 
（取下） 
91.07.23 
F02C7/08 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

排熱利用先拡大 特開平06-117276 
（取下） 
92.10.05 
F02C6/18 

発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

特開平05-093593 
91.10.02 
F28F27/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑの熱交換回路の流量制
御装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-004325 
01.06.26 

F25B13/00,104 
東京瓦斯 

ﾏﾙﾁ型ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

熱交換器部の改良 特開平11-280575 
98.03.26 
F02M35/14 

室外機ﾕﾆｯﾄおよび空気調和機 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2001-280743 
00.03.31 
F25B27/02 
東京瓦斯 

空気調和装置 
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表 2.4.4-1 三菱重工業の技術要素別課題対応特許（7/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2002-357371 
01.06.04 
F25B27/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈ型吸収冷凍機及びその運転制御方
法 

特開2002-357372 
01.06.04 
F25B27/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈ型吸収冷凍機及びその運転制御方
法 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-148829 
01.11.13 
F25B27/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈ型吸収冷凍機およびその運転制御
方法 

運転ｺｽﾄ低減 

電/熱比制御改良 特開平06-074597 
（取下） 
92.08.21 
F25B27/02 
中部電力 

低温熱回収蓄熱冷暖房ｼｽﾃﾑ 

特開平11-281196 
98.03.27 
F25B27/00 

室外機ﾕﾆｯﾄおよび空気調和機 NOx/SOx低減 排ガス処理部の改
良 

特開2002-221091 
01.01.29 
F02G5/02 

排ｶﾞｽﾎﾞｲﾗ及び排ｶﾞｽﾎﾞｲﾗにおける燃焼方
法 

特開平08-132858 
94.11.07 
B60H1/32 

ﾊﾞｽ用空調装置 未燃分低減 排熱利用先拡大 

特開平08-132864 
（取下） 
94.11.08 

B60H1/32,102 
［被引用回数1回］ 

ﾊﾞｽ用空調装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許2846134 
（権利消滅） 
91.03.19 
F25B27/02 

［被引用回数2回］ 

吸着式冷却装置 ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 

熱交換器部の改良 特開2001-280739 
00.03.31 
F25B27/02 
東京瓦斯 

空気調和装置 

特開平11-247715 
98.02.27 
F02G5/04 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ装置､室外機ﾕﾆｯﾄ及び空気調和機ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-075018 
01.08.31 
F25B27/02 

ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ向上 

熱交換器部の改良 特開平11-287529 
98.03.31 
F25B27/00 

室外機ﾕﾆｯﾄ及び空気調和機 

排
ガ
ス
処
理
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3110114 
91.11.01 
F02C6/18 

朴 丙植,鈴木 胖 

CO2回収発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 
装置で廃熱を利用して製造した蒸気を再生器

を経て燃焼器に供

給する｡この燃焼器

には､また､装置か

ら燃料及び装置か

ら酸素を供給し､燃

焼させる｡その燃焼

ｶﾞｽでﾀ-ﾋﾞﾝ､発電機

を駆動する｡ 
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表 2.4.4-1 三菱重工業の技術要素別課題対応特許（8/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開平06-254397 
（取下） 
93.03.03 

B01J21/16,ZAB 
長菱ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

脱硝用触媒 NOx/SOx低減 排ガス処理部の改
良 

特開平09-122485 
（取下） 
95.11.02 
B01J21/18 
大阪瓦斯 

脱硝用活性炭素繊維及びそれを用いた高
深度脱硝方法 

特許2647582 
91.10.22 
F01K17/04 

炭酸ｶﾞｽとｲﾅ-ﾄｶﾞｽを製造しながら発電す
る方法 
ﾗｲﾝより天然ｶﾞｽや灯油等の燃料がｲﾅ-ﾄｶﾞｽ発生

用ﾎﾞｲﾗへ供給される｡同ﾎﾞｲﾗから発生する燃焼

排ｶﾞｽはﾗｲﾝによりCO2回収設備に導かれる｡同

じく同ﾎﾞｲﾗから発生するｽﾁ-ﾑはﾗｲﾝによりｽﾁ-ﾑ

ﾀ-ﾋﾞﾝに導かれる｡CO2回収設備においては､CO2

吸収液を用いて

燃焼排ｶﾞｽ中の

CO2が吸収され､ﾗ

ｲﾝにより残ｶﾞｽと

してｲﾅ-ﾄ原料ｶﾞｽ

が得られる｡ 

排
ガ
ス
処
理
技
術 

CO2低減 排ガス処理部の改
良 

特開平06-026362 
（取下） 
92.07.09 
F02C6/00 

CO2ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｻｲｸﾙ 
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2.5 日立製作所 

 
2.5.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 日立製作所 

本社所在地 〒101-8010 東京都千代田区神田駿河台4-6 

設立年 1920年（大正9年） 

資本金 2,820億32百万円（2003年3月末） 

従業員数 42,375名（2003年3月末）（連結：320,528名） 

事業内容 総合電機（情報・通信システム、電子デバイス、電力・産業システム、デ

ジタルメディア、民生機器等の製造・販売・サービス） 

 

日立製作所は、電力・産業システムにおいて、原子力発電機器、火力発電機器、水力発

電機器、産業用機械・プラント、空調装置、建設機械、車両、エレベーター、エスカレー

ター、自動車用機器、環境関連機器などの事業を展開している。 

 
2.5.2 製品例 

日立製作所のコージェネレーションシステムに関する製品例を表 2.5.2-1 に示す。 

 

表 2.5.2-1 日立製作所の製品例 

製品 概要・特徴 

ターボ冷凍機 オゾン破壊係数ゼロの HFC134a を採用した、地球環境問題に配慮

をしたターボ冷凍機で、２段エコノマイザーサイクルの採用やメ

カニカルロスの見直しにより、大幅に効率向上を達成した。 

吸収冷温水機 冷水・冷却水の大温度差化により、ランニングコストを 10～15％

削減、空調ダクトや配水管の小口径化等により空調システム全体

の設備費を低減する。 
ガスコージェネレーションユニッ

ト 

総合効率 80％以上を達成。ガスエンジン発電機ユニット、冷温水

ユニット、補機ユニットをパッケージ化し、設計・施工が容易で、

省スペース化が可能。 

（出典：http://www.hitachi.co.jp）  

2.5.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.5.3-1に、コージェネレーションシステムにかかわる日立製作所の出願件数と発明

者の推移を示す。 

 

［開発拠点］ 東京都千代田区駿河台 4-6 株式会社日立製作所内 

茨城県日立市大みか町 7-1-1 株式会社日立製作所日立研究所内 
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図 2.5.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

   日立製作所の出願件数と発明者の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出願件数は、1991～92 年に増加し 16 件となったが、その後減少し 94 年には 6 件となり、

その後は、増減を繰り返し、2000 年に７件、2001 年には５件となっている。 

発明者数も、1991～92 年に増加し 62 人となったが、その後減少し 94 年には 23 人とな

り、その後は、増減を繰り返し、2000 年に 22 人、2001 年には 20 人となっている。 

 

2.5.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.5.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、日立製作所が出願した全 88

件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.5.4-1 日立製作所における特許のシステム・要素と課題の分布 
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日立製作所の技術をみると、環境保全性向上に対する排ガス処理改良（９件）、熱回収

効率の向上に対する熱交換器の改良（７件）、エネルギー利用効率向上に対するトータルシ

ステムの改良（７件）が多い。 
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表 2.5.4-1 日立製作所の技術要素別課題対応特許（1/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平07-004205 
93.06.21 
F01D15/10 

自家発電設備及びその保護方法 

特開平04-289784 
（取下） 
91.03.15 
H02N11/00 

ｱﾙｶﾘ金属熱電発電ｼｽﾃﾑ ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平06-176792 
（取下） 
92.12.07 
H01M10/39 

［被引用回数1回］

電力貯蔵型熱電併給ｼｽﾃﾑ 

原動機部の改良 特開平04-370303 
（取下） 
91.06.20 
F01K23/10 

［被引用回数1回］

熱電併給ﾌﾟﾗﾝﾄ 

特開平05-001508 
（取下） 
91.06.24 
F01K23/10 

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝﾌﾟﾗﾝﾄの運転方法 

特開平08-021263 
（取下） 
94.07.05 
F02C6/18 

［被引用回数1回］

蓄熱型電力･熱併給ｼｽﾃﾑとその運用方法 

特開2001-123886 
99.10.25 
F02G5/04 

電力･温水供給設備 

電/熱比制御改良 

特開2003-074374 
01.08.31 
F02C6/14 

熱電供給ｼｽﾃﾑ 

特開平04-370803 
（取下） 
91.06.20 
G05B13/02 

［被引用回数1回］

ｴﾈﾙｷﾞ需給ｼｽﾃﾑ 

特開平06-313605 
93.04.28 

F24F11/02,102 

熱源機器の運転制御方法および装置 

需給安定化 

負荷制御改良 

特開平07-120180 
（取下） 
93.10.25 
F28D21/00 

熱ｴﾈﾙｷﾞ-供給ﾌﾟﾗﾝﾄの運転方法 

特開平04-285432 
（取下） 
91.03.14 
H02J3/00 

ｴﾈﾙｷﾞ-需給ｼｽﾃﾑ ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調解
除 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平04-321703 
（取下） 
91.04.22 
F01K13/02 

熱併給ｴﾈﾙｷﾞ需給ｼｽﾃﾑ 

特開平09-010345 
（取下） 
95.06.30 
A62B37/00 

可搬型防災支援装置 

制
御
・
監
視
技
術 

発電効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平11-046500 
97.06.23 
H02P9/04 

系列負荷制御方式 
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表 2.5.4-1 日立製作所の技術要素別課題対応特許（2/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2000-045869 
98.07.29 
F02G5/04 

［被引用回数2回］

ｴﾈﾙｷﾞ-供給ｼｽﾃﾑ ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-227721 
01.01.31 
F02G5/04 

熱電供給計画ｼｽﾃﾑおよび熱電併給最適化ｼｽﾃﾑ 

電/熱比制御改良 特開2001-268799 
00.03.17 
H02J3/38 

自家発電設備 

特開平05-240590 
92.02.26 
F28D20/00 

ｴﾈﾙｷﾞ供給ｼｽﾃﾑとその最適運転制御方法及び装
置 

運転ｺｽﾄ低減 

負荷制御改良 

特開平06-236202 
93.02.10 
G05B13/02 

［被引用回数1回］

ﾌﾟﾗﾝﾄの運転方法及び装置 

耐久性向上 負荷制御改良 特開平05-010857 
（取下） 
91.07.08 
G01M19/00 

発電設備の寿命管理方法およびその装置 

制
御
・
監
視
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 始動・停止制御改
良 

特許2708659 
92.04.28 
F01K23/10 

ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞﾌﾟﾗﾝﾄの起動装置 
予め目標溶存酸素濃度を設

定し､初期溶存酸素濃度及

び一定時間における溶存酸

素濃度の変化を計測手段に

て実測し､これらに基づい

て脱気時間予測手段は給水

可能な溶存酸素濃度を達成

するのに要する時間を予測

する｡ 

機器損傷防止 始動・停止制御改
良 

特開平09-209779 
96.01.30 
F02C7/18 

蒸気冷却ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの運転方法 

特許2798338 
93.04.07 
F23R3/18 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ燃焼器及びｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ機関 
燃焼ｶﾞｽと接する保炎部

と流れを整流するための

支持部とで構成される保

炎器の受熱面を除く表面

に､乱流促進体を配置し､

保炎器から空気及び燃料

の気流への伝熱を促進す

る｡ 

特開平08-261016 
（取下） 
95.03.27 
F02C7/143 

発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

発電効率向上 原動機部の改良 

特開平10-259737 
97.03.19 
F02C7/143 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ吸気冷却装置 
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表 2.5.4-1 日立製作所の技術要素別課題対応特許（3/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許2877098 
96.09.25 
F02C7/143 

［被引用回数2回］

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 
吸気は､ﾙ-ﾊﾞを通過して吸気室に至る｡そして､給水ﾀﾝ

ｸの水を所定の開度の調節

弁を通し､給水手段を経て､

噴霧ﾉｽﾞﾙから微細液滴とし

て吸気に噴霧する｡吸気は､

液滴を含んで噴霧流を形成

し､一部蒸発して吸気を冷

却した後､圧縮機へ流入す

る｡ 

発電効率向上 電/熱比制御改良 

特許2980095 
98.04.08 
F02C7/143 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 
吸気は､ﾙ-ﾊﾞを通過して吸気室に至り､給水ﾀﾝｸの水

は､調節弁､給水手段を経

て噴霧ﾉｽﾞﾙから噴出され､

微細液滴を噴出するのに

給気手段からの給気が必

要な場合は､調節弁を所定

の開度にして噴霧液滴の

粒径を調整する｡ 

熱回収効率向上 熱交換器部の改良 特開平08-277726 
（取下） 
95.04.06 
F02C7/16 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ設備 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

NOx/SOx低減 原動機部の改良 特開平11-014035 
97.06.23 
F23J15/00 

HRHE(HeatRecoveryHeatExchanger)ｼｽﾃﾑ 

逆潮流制御 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2000-209779 
99.01.14 
H02J3/38 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

自家発電設備の保護方法とその装置 

需給安定化 電/熱比制御改良 特開平05-258765 
（取下） 
92.03.13 
H01M8/06 

燃料電池ｼｽﾃﾑ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調解
除 

発電機部の改良 特開平05-292670 
（取下） 
92.04.10 
H02J3/12 

配電系統分散電源制御ｼｽﾃﾑ 

機器損傷防止 発電機部の改良 特許2934092 
92.03.17 
H02P9/00 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
［被引用回数1回］

発電設備 
発電機の出力ｹ-ﾌﾞﾙを断つ

遮断器と､原動機への入力

量を調整する調速器と､発

電機を保護できる値に設定

されている電流継電器と､

出力ｹ-ﾌﾞﾙを流れる短絡電

流を検出すると遮断器を動

作させると共に､原動機へ

の入力量が減るよう調速器

を動作させる短絡継電器を

備えている｡ 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

発電効率向上 原動機部の改良 特開平11-286741 
98.04.01 

C22C38/00,301 

耐熱鋼と高低圧一体型蒸気ﾀ-ﾋﾞﾝ及びｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ
発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 
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表 2.5.4-1 日立製作所の技術要素別課題対応特許（4/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特公平08-008110 
92.06.11 
H01M8/04 

溶融炭酸塩型燃料電池の電解質補給方法及び
装置 
燃料極､酸化剤極､電解質板か

らなる単位電池の積層体の上

部ｶﾞｽﾍｯﾀﾞ内の電解質貯蔵部及

びに電解質の融点より高い融

点を有するｱﾙｶﾘ金属炭酸塩を

固相又は固液混晶相の状態で

分離して貯蔵する。 

発電効率向上 発電機部の改良 

特開平06-196188 
（取下） 
92.12.24 
H01M8/06 

燃料電池水素供給ｼｽﾃﾑ 

特開2003-045455 
01.07.26 
H01M8/02 

高温固体酸化物型燃料電池 設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

発電機部の改良 

特開2003-081603 
01.09.11 
C01B3/32 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

水素製造装置及びそれを用いた発電ｼｽﾃﾑ 

特許3123734 
94.05.23 
H02J3/38 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

自家用発電設備とその運転制御方法及びその
装置 
制御装置は､燃料単価、燃費、電力使用料及び電力送

電料、発電機出力をｲﾝﾌﾟｯﾄさ

れ、ﾌｨ-ﾄﾞﾊﾞｯｸ量として､電力変

換器から受電電力及び発電出

力､検出器から燃料消費量及び

排熱回収量が取り込まれる｡こ

の入出力ﾃﾞ-ﾀから､自家用発電

設備の導入ﾒﾘｯﾄ計算を実行さ

せ､損益分岐点以内の任意の自

動発停制御を行ない､安定した

発電機出力を得るべく､ｶﾞﾊﾞﾅ

の最適制御を行なう｡ 

特開平09-322394 
97.02.19 
H02H7/28 

ｽﾎﾟｯﾄﾈｯﾄﾜ-ｸ受変電保護装置 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3169849 
97.02.19 
H02H7/28 

ｽﾎﾟｯﾄﾈｯﾄﾜ-ｸ受変電保護装置 
発電機とﾈｯﾄﾜ-ｸ受変電設備が

並列運転をしている状態で､電

力会社の配電が全て停止､例え

ば遮断器が全て閉路した場合､

発電機から電源母線側へ逆加

圧される状態となる｡ 

CO2低減 排ガス処理部の改
良 

特開平06-295736 
（取下） 
93.04.12 
H01M8/06 

燃料電池装置 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

未燃分低減 発電機部の改良 特開平06-267576 
（取下） 
93.03.16 
H01M8/04 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 
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表 2.5.4-1 日立製作所の技術要素別課題対応特許（5/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2001-082822 
99.09.14 

F25B15/00,301 

吸収冷凍機 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平08-284612 
（取下） 
95.04.18 
F01K17/02 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

熱併給発電ﾌﾟﾗﾝﾄ及びその熱供給方法 

特開平06-101420 
（取下） 
92.09.22 

F01K7/38,102 

抽気ﾀ-ﾋﾞﾝの制御装置 原動機部の改良 

特開平09-236023 
（取下） 
96.02.28 
F02C6/18 

ﾄﾖﾀ自動車九州 

発電用ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ排ｶﾞｽ制御装置及び制御方法 

電/熱比制御改良 特開平06-317103 
（取下） 
93.05.07 

F01K7/38,102 
日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

熱併給発電設備 

需給安定化 

始動・停止制御改
良 

特許3219529 
93.03.31 
H01M8/04 
東京瓦斯 

吸収式冷凍機 
燃料電池の冷却水は回路を通じて吸収式冷凍機の再

生器R内に設けられた熱

交換器に接続されてい

る｡燃料電池の通常の運

転に際し､回路はﾎﾟﾝﾌﾟを

停止するか､ﾊﾞﾙﾌﾞなどに

より遮断することによっ

て使用されない｡他方､起

動時は冷却水を再生器の

熱交換器に導く｡ 

原動機部の改良 特開平09-229300 
96.02.20 
F17D1/04 

高温ｶﾞｽ配管系 

原動機部の改良 特許3358460 
96.09.20 
F25B17/08 

化学蓄熱式吸気冷却装置 
吸気冷却用の熱交換器､凝

縮用の熱交換器､容器を循

環路を構成するように連結

し､内部に冷媒を封入する｡

また､ﾊﾟｲﾌﾟに分岐して端部

にｼﾘｶｹﾞﾙ等の化学蓄熱材の

入つた蓄熱容器を結合し化

学蓄熱ｼｽﾃﾑを作る｡ 

発電機部の改良 特開平11-013421 
97.06.23 
F01K27/00 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ排ｶﾞｽ流発電設備 

発電効率向上 

熱交換器部の改良 特開平06-193464 
（取下） 
92.12.24 
F02C6/18 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ高効率排熱回収発電設備 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平07-208112 
（取下） 
94.01.24 
F01K23/02 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

排気再燃型ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞﾌﾟﾗﾝﾄの運転方法及び排熱
回収ｼｽﾃﾑ 
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表 2.5.4-1 日立製作所の技術要素別課題対応特許（6/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開平08-247566 
95.03.14 

F25B15/00,303 
東京瓦斯,三洋電機

吸収冷凍機及びその運転方法 

特開平11-211262 
98.01.28 
F25B15/00 

吸収式冷凍機ｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2000-241092 
99.02.22 
F28D20/02 

固体蓄冷装置及びその運転方法並びにｴﾈﾙｷﾞ-
貯蔵型ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電ｼｽﾃﾑ及びｴﾈﾙｷﾞ貯蔵型ｶﾞｽﾀ
-ﾋﾞﾝ発電ｼｽﾃﾑの運転方法 

原動機部の改良 特開2001-254632 
00.03.08 
F02C3/30 

熱電併給設備およびその運転方法 

特開平08-021208 
（取下） 
94.07.05 
F01K27/02 

廃棄物発電ｼｽﾃﾑ及びその運転方法 発電機部の改良 

特開平10-176602 
96.12.17 
F02G5/02 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電設備の排ｶﾞｽ切換ﾀﾞﾝﾊﾟ-装置 

特開平06-058169 
（取下） 
92.08.06 
F02C3/26 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞ
ｽ,日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

PFBCﾌﾟﾗﾝﾄの運転制御方法およびPFBCﾌﾟﾗﾝﾄの
運転制御装置 

特開平06-212912 
（取下） 
93.01.20 
F01K23/10 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平07-317563 
（取下） 
94.05.30 
F02C7/16 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

高効率型ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ排熱回収設備 

特開平09-042794 
（取下） 
95.07.26 
F25B15/00 

吸収式冷温水機 

特開平10-110628 
96.10.08 
F02C6/18 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ排気処理装置 

熱交換器部の改良 

特開2003-041945 
01.07.30 
F02C3/30 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

熱回収効率向上 

電/熱比制御改良 特開2002-039694 
00.07.27 
F28D20/00 

蓄熱･蓄冷槽 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平05-240004 
（取下） 
92.02.28 
F01K23/10 

熱回収型発電ｼｽﾃﾑﾌﾟﾗﾝﾄの最適運転方法 
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表 2.5.4-1 日立製作所の技術要素別課題対応特許（7/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許3215489 
92.04.23 
H01M8/04 

日本電信電話 

燃料電池排熱利用ｼｽﾃﾑとその制御方法 
吸収式冷凍機の凝縮器から蒸発器へ導かれる冷媒を､

蒸発器へ負荷から戻る冷

水の戻り温度を元に吸収

器へﾊﾞｲﾊﾟｽ制御すること

により､負荷が冷凍能力よ

り小さい場合に､､応答性

良く､冷凍能力を制御す

る｡ 

特開平08-061146 
（取下） 
94.08.26 
F02G5/04 

廃棄物処理ﾘｻｲｸﾙ型地域冷暖房ｼｽﾃﾑ 

特許3285306 
96.02.29 

F25B15/00,303 
東京瓦斯 

［被引用回数1回］

排熱投入型吸収冷凍機 
高温再生器から吸収器に至る濃溶液のﾗｲﾝの高温熱交

換器出口の濃溶液系に､溶液の自己顕熱を利用して自

身の濃縮冷媒再生を行なう補助蒸発器を設け､蒸発し

た冷媒を凝縮器もしくは

低温再生器に導く｡これ

により､熱効率の高い吸

収冷凍機を提供すること

ができる｡ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平11-159342 
97.11.25 
F02C6/14 

ｴﾈﾙｷﾞ-貯蔵型ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電ｼｽﾃﾑ 

原動機部の改良 特開2002-106361 
00.09.29 
F02C7/141 

熱電併給ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ設備 設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

熱交換器部の改良 特開平09-310933 
（取下） 
96.05.24 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ排熱回収装置 

運転ｺｽﾄ低減 始動・停止制御改
良 

特開平06-281288 
（取下） 
93.03.26 
F25B27/02 

日本電信電話 

排熱利用吸収式冷凍機 

NOx/SOx低減 排ガス処理部の改
良 

特開平10-196401 
97.01.13 
F02C3/30 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

未燃分低減 熱交換器部の改良 特開平09-112213 
（取下） 
95.10.16 
F01K23/10 

日立ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ排熱回収ﾎﾞｲﾗ設備 

騒音拡散防止  原動機部の改良 特開2001-295667 
00.04.14 
F02C6/18 

発電装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平06-013093 
（取下） 
92.06.29 
H01M8/04 

熱電併給ｼｽﾃﾑ及び熱電併給ｼｽﾃﾑを備えたﾋﾞﾙﾃﾞ
ｨﾝｸﾞ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 

熱交換器部の改良 特開2002-081752 
00.09.01 

F24H7/02,601 

熱回収式蓄熱装置 
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表 2.5.4-1 日立製作所の技術要素別課題対応特許（8/8） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許2517799 
91.04.01 
B01D53/56 

電気化学的排ｶﾞｽ処理ｼｽﾃﾑ 
炭酸ｲｵﾝ伝導性電解質を挟んでｱﾉ-ﾄﾞ及びｶｿ-ﾄﾞを配置

し､ｱﾉ-ﾄﾞ及びｶｿ-ﾄﾞのそれぞれに反応ｶﾞｽを供給するｱ

ﾉ-ﾄﾞｾﾊﾟﾚ-ﾀ及びｶｿ-ﾄﾞｾﾊﾟﾚ-ﾀ

を設けて単位ｾﾙを構成する

とともに､ｾﾙのｶｿ-ﾄﾞ側にNOx

及びCO2含有ｶﾞｽを供給し､ｱﾉ

-ﾄﾞにはH2等の還元ｶﾞｽを供

給する｡ 

特開平05-253488 
（取下） 
92.03.13 
B01J29/34 
ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

窒素酸化物除去触媒及びそれを用いた除去方
法 

特開平05-312023 
（取下） 
92.05.13 
F01N3/08 

熱電併給ｼｽﾃﾑ 

特開平06-319953 
（取下） 
93.05.14 

B01D53/36,101 

窒素酸化物浄化法 

特開平09-103648 
95.10.09 
B01D53/94 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝﾌﾟﾗﾝﾄ及びその排ｶﾞｽ処理装置 

NOx/SOx低減 排ガス処理部の改
良 

特開2001-200756 
00.01.19 
F02G5/02 

内燃機関の排ｶﾞｽ浄化方法及びｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃ
ﾑ 

排
ガ
ス
処
理
技
術 

未燃分低減 排ガス処理部の改
良 

特許2946064 
91.08.29 
F01N3/20 

ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立 

ｴﾝｼﾞﾝ排気浄化装置 
排気通路の吸着剤の下流側の吸着剤と排気浄化用触

媒との間に､一酸化炭素燃焼活性の高い触媒を配設

し､吸着剤を通過してき

た一酸化炭素を触媒燃焼

させ､排気浄化用触媒の

温度上昇を促進させて活

性化温度に到達させる｡ 
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2.6 三洋電機 

 
2.6.1 企業の概要 

 

商号 三菱電機 株式会社 

本社所在地 〒100-8310 東京都千代田区丸の内2-2-3 

設立年 1921年（大正10年） 

資本金 1,758億20百万円（2003年3月末） 

従業員数 35,457名（2003年3月末）（連結：110,279名） 

事業内容 重電システム、産業メカトロニクス、情報通信システム、電子デバイス、

家庭電器等の製造・販売、他 

 

三洋電機は、産業機器事業において、冷凍・冷蔵・冷水ショーケース、スーパーショー

ケース、業務用冷凍・冷蔵庫、プレハブ冷凍冷蔵庫、製氷機、パッケージ型エアコン、ガ

スエンジンヒートポンプエアコン、吸収式冷温水機などの製造販売を行っている。 

 
2.6.2 製品例 

三洋電機のコージェネレーションシステムに関する製品例を、表 2.6.2-1 に示す。 

 

表 2.6.2-1 三洋電機の製品例 

製品 概要・特徴 

自然冷媒ヒートポンプ給湯

機 

自然冷媒ヒートポンプ給湯機は、自然冷媒（CO2）を採用していることか

ら、地球温暖化ガス排出を抑制するとともにオゾン層を破壊しない地球

環境に配慮したヒートポンプ給湯機。 
高効率吸収冷温水器 パワフルで安定した空調システムはそのままに、環境・省エネ性をさら

に向上させ、屋内型・パネル型に加え、パック型がある。 

高効率吸収冷温水器 サイクルの濃度と温度を低く抑えた安全設計で、一般空調はもち

ろん、運転時間の長い工場、地域冷暖房にも対応できる。軽負荷

時には、冷却水ポンプなどを停止させ省エネルギー運転をおこな

う。また、冷却塔ファンへの発停出力も標準搭載している。 

（出典：三洋電機のホームページ http://www.sanyo.co.jp） 

 
2.6.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.6.3-1に、コージェネレーションシステムにかかわる三洋電機の出願件数と発明者

の推移を示す。 

 

［開発拠点］大阪府守口市京阪本通 2-18 三洋電機株式会社内 
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図 2.6.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

  三洋電機の出願件数と発明者の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出願件数は、1992～94 年に増加し５件となったが、その後減少し 96 年には１件となり、

その後は、出願件数が急増し、2001 年には 22 件となっている。 

発明者数も、1992～94 年に増加し 17 人となったが、その後減少し 97 年には６人となり、

その後は増加し、2000 年に 23 人となっている。 

 
2.6.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.6.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、三洋電機が出願した全 81 件

の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.6.4-1 三洋電機における特許のシステム・要素と課題の分布 
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三洋電機の技術をみると、熱回収効率の向上に対するトータルシステムの改良（11 件）、

熱回収効率の向上に対する熱交換器の改良（９件）、エネルギー利用効率向上に対するトー

タルシステムの改良（８件）が多い。 
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表 2.6.4-1 三洋電機の技術要素別課題対応特許（1/6） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

異常運転防止 原動機部の改良 特開2003-161114
01.11.28 
F01K23/06 

ﾗﾝｷﾝｻｲｸﾙ 

需給安定化 電/熱比制御改良 特開2002-063924
00.08.15 
H01M8/04 

熱電併給型燃料電池発電装置およびその運転方
法 
発電効率と熱回収効率の比率を制御する手段で､好ま

しくは燃料電池に改質ｶﾞｽを供給する改質器ﾊﾞ-ﾅへの

空気供給量を制御する手段を備えた熱電併給型燃料

電池発電装置である｡ 

制
御
・
監
視
技
術 

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-324566
01.04.25 
H01M8/04 

分散発電ｼｽﾃﾑとそれを利用可能な保守ｼｽﾃﾑおよ
び保守方法 

異常運転防止 発電機部の改良 特開2001-201046
00.01.18 
F23N5/12 

燃焼装置及び燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

原動機部の改良 特開2002-093442
00.09.11 
H01M8/04 

燃料電池発電装置 需給安定化 

原動機部の改良 特開2002-093444
00.09.14 
H01M8/04 

燃料電池発電装置 

発電機部の改良 特開平10-106593
（拒絶査定） 
96.09.30 
H01M8/02 

固体高分子型燃料電池 

発電機部の改良 特開2002-175827
00.12.08 
H01M8/04 

三洋電機空調 

ﾘﾓｺﾝ式燃料電池電源装置 

発電機部の改良 特開2002-250508
01.02.26 
F23D14/02 

ﾉｰﾘﾂ 

改質器用ﾊﾞ-ﾅ装置 

発電効率向上 

発電機部の改良 特開2002-252016
01.02.26 
H01M8/04 
ﾉｰﾘﾂ 

燃料電池ｼｽﾃﾑ 

発電機部の改良 特開2002-175820
00.12.08 
H01M8/04 

三洋電機空調 

燃料電池電源装置 熱回収効率向上 

熱交換器部の改良 特開2001-182904
99.12.28 

F23C1/00,301 

燃焼装置及び改質器並びに固体高分子型燃料電
池発電ｼｽﾃﾑ 

設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

発電機部の改良 特開平06-203865
93.01.06 
H01M8/04 

燃料電池ｼｽﾃﾑ 

運転ｺｽﾄ低減 電/熱比制御改良 特開2002-168439
00.11.29 
F23N5/00 

燃焼機器 

騒音拡散防止  始動・停止制御改良 特開2002-298888
01.03.28 
H01M8/04 

燃料電池ｼｽﾃﾑ及びその起動方法 

熱交換器部の改良 特開2001-180911
99.12.28 
C01B3/48 

CO変成ﾕﾆｯﾄおよび固体高分子型燃料電池発電ｼｽ
ﾃﾑ 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 

始動・停止制御改良 特開2002-075425
00.08.28 
H01M8/04 

燃料電池発電装置の起動方法 
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表 2.6.4-1 三洋電機の技術要素別課題対応特許（2/6） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2002-221370
01.01.24 
F25B27/00 

三洋電機空調 

空気調和装置及びその運転方法 

特開2002-286308
01.03.26 

F25B5/00,301 
三洋電機空調 

冷凍装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-083636
01.09.07 
F25B27/02 

三洋電機空調 

空気調和装置 

特開2001-032716
99.07.22 

F01P7/16,504 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ冷却装置 原動機部の改良 

特開2001-041044
99.07.30 
F01P11/16 

ｴﾝｼﾞﾝ冷却装置及びこのｴﾝｼﾞﾝ冷却装置を備えた
ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置 

特許3081490 
95.02.24 

F25B15/00,306 
［被引用回数1回］

吸収式冷凍機 
ｴﾝｼﾞﾝから再生器を経てｴﾝｼﾞﾝ

へ戻る温水の温度が低く､例え

ば70°Cであるときには､温度

調節器は100%の開度信号を選

択器へ出力する｡運転開始時で

温水温度が低いときには､ｴﾝｼﾞ

ﾝから流出した温水のほとんど

がﾊﾞｲﾊﾟｽ配管に流れる｡ 

特開平11-248235
98.03.06 

F24F11/02,103 

空気調和ｼｽﾃﾑ 

異常運転防止 

始動・停止制御改良 

特開2002-168544
00.11.30 

F25B27/02空調 

吸収冷凍機 

特開平04-309757
（取下） 
91.04.05 
F25B15/00 

［被引用回数1回］

吸収式冷凍機 

特開平08-233396
95.02.27 
F25B27/00 

給湯機能付きｴﾝｼﾞﾝ駆動式ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ 

特開2001-210340
00.01.24 
H01M8/04 

固体高分子型燃料電池の排熱回収ｼｽﾃﾑ 

特開2001-210343
00.01.31 
H01M8/04 

貯湯･給湯ｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-324240
00.05.18 
F25B27/00 

ﾏﾙﾁｴﾈﾙｷﾞ-ｼｽﾃﾑ 

特開平10-281584
97.04.04 
F25B27/02 

熱ｶﾞｽ機関の排熱回収装置 熱交換器部の改良 

特開2000-018627
98.07.01 
F24D17/02 

ぱど 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 需給安定化 

負荷制御改良 特開平11-281186
98.03.27 
F25B15/00 

一重二重効用吸収冷温水機 
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表 2.6.4-1 三洋電機の技術要素別課題対応特許（3/6） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

需給安定化 始動・停止制御改良 特許3135454 
94.04.12 

F25B15/00,306 
東京瓦斯 

温水焚単効用吸収冷凍機の起動方法及び装置 
温水源からの温水により駆動する温水焚単効用吸収

冷凍機の起動に際して､

温水源からの温水流路に

介装された流量調整弁及

び制御手段によって､温

水投入直後で且つ所定時

間経過前に温水流量を可

能な限り絞り､所定時間

経過後に温水流量を漸次

増加する｡ 

機器損傷防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3416653 
01.01.15 
H01M8/04 

固体高分子形燃料電池発電装置 
水ﾀﾝｸの水温が設定温度以下になつて凍結する恐れが

ある場合､制御装置から信

号をPGﾊﾞ-ﾅ､ﾎﾟﾝﾌﾟ等に送

ってﾌｧﾝを作動させ､PGﾊﾞ-

ﾅを点火する｡燃料電池本

体が凍結の恐れがある場

合は､信号をﾎﾟﾝﾌﾟに送り

作動させ冷却部に温水を

循環させ燃料電池を暖め

凍結防止する｡ 

特開平07-294112
（取下） 
94.04.27 
F25D23/12 

冷温蔵庫 

特開平08-247566
95.03.14 

F25B15/00,303 
東京瓦斯,日立製作

所 

吸収冷凍機及びその運転方法 

特開平11-173109
97.12.05 
F01K17/02 

ぱど 

発電･給湯ｼｽﾃﾑ 

特開2001-289529
00.04.10 

F25B15/00,303 

吸収冷凍機 

特開2001-349631
00.06.05 

F25B15/00,303 
三洋電機空調 

吸収冷凍機 

特開2002-213837
01.01.22 
F25B27/00 

三洋電機空調 

ｴﾝｼﾞﾝ冷却装置及び冷凍装置 

特開2002-228294
01.01.30 
F25B27/00 

三洋電機空調 

ｴﾝｼﾞﾝ冷却方法及び装置並びに冷凍装置 

特開2002-286309
01.03.27 

F25B5/02,530 
三洋電機空調 

冷凍装置 

特開2002-285907
01.03.27 
F02G5/04 

ﾏｲｸﾛｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ排熱回収冷凍ｼｽﾃﾑ 

特開2003-075017
01.09.04 
F25B25/02 

排熱利用冷凍ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-130484
01.10.25 

F25B15/00,102 
三洋電機空調 

吸収冷凍機 
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表 2.6.4-1 三洋電機の技術要素別課題対応特許（4/6） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

発電機部の改良 特開2000-285940
99.03.31 
H01M8/04 

固体高分子型燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

特許2896035 
93.03.24 
H01M8/04 

燃料電池ｼｽﾃﾑ 
暖房時には､燃料電池からの高温排ｶﾞｽと外気とを排

ｶﾞｽ流路切替手段を介し

て室外ﾕﾆｯﾄに供給し､熱

交換させ､配管を通して

室内ﾕﾆｯﾄに温風を供給す

る｡これにより､燃料電池

の排ｶﾞｽの熱を効率よく

回収する｡また､冷房時に

は､配管内の冷媒を室外ﾕ

ﾆｯﾄで熱交換し､冷風を室

内ﾕﾆｯﾄから吐出する｡ 

特許2889807 
94.01.31 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

燃料電池ｼｽﾃﾑ 
改質器を加熱した熱焼排

ｶﾞｽ､燃料電池の空気極ｶﾞｽ

室及び冷却ｶﾞｽ室から排出

される排空気等の混合さ

れた高温のｶﾞｽは温水生成

用熱交換器で上水と熱交

換を行い所定温度の温水

を生成する｡ 

特開平07-324839
（取下） 
94.05.30 
F25B15/00 

［被引用回数1回］

一重二重効用吸収冷温水機 

特開平08-159591
（取下） 
94.11.30 

F25B15/00,301 

吸収式冷凍機 

特開平11-281072
98.03.30 
F24D5/00 

［被引用回数2回］

熱供給ｼｽﾃﾑ 

特開2002-216810
01.01.15 
H01M8/04 

燃料電池電源ｼｽﾃﾑにおける排熱回収装置及び方
法 

特開2003-035467
01.07.24 

F25B27/02空調 

ｴﾝｼﾞﾝ冷却装置 

熱回収効率向上 

熱交換器部の改良 

実開平05-073472
（取下） 
92.03.09 
F25B27/02 

［被引用回数1回］

調理ｼｽﾃﾑ機器 

特許2983705 
91.08.19 
F25B27/02 

冷暖房装置の室外熱交換器 
ｴﾝｼﾞﾝ駆動ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟのｴﾝｼﾞﾝの冷却水系伝

熱管の周囲に冷媒系の伝熱管を設け､か

つ､室外熱交換器の空気流入方向の風上

側第1列と風下側最終列とに冷媒系の伝

熱管のみを配設する｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2000-179914
98.12.09 

F24F11/02,102 

空調装置 
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表 2.6.4-1 三洋電機の技術要素別課題対応特許（5/6） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2000-257979
99.03.05 

F25B15/00,303 

排熱利用吸収冷温水機の運転方法 

特開2000-283594
99.03.31 
F25B27/00 

ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ 

特開2001-041502
99.07.30 
F24F5/00 

空気調和機 

特許3370043 
00.03.21 
B60H1/03 

車載空気調和機 
ｴﾝｼﾞﾝの冷却水が循環する、冷却水車外熱交換器を挟

んで第1冷媒車外熱交換器が風上になり､第2冷媒車外

熱交換器が風下になるように設けると共に､冷凍ｻｲｸﾙ

を運転する際には第1冷

媒車外熱交換器に冷媒

を循環させ､ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟｻｲ

ｸﾙを運転する際には第2

冷媒車外熱交換器に冷

媒を循環させる循環路

指定器を設ける｡ 

特開2001-289530
00.04.10 

F25B15/00,306 

吸収冷温水機 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-056875
00.08.11 
H01M8/06 

燃料電池を用いたｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平11-281185
98.03.27 
F25B15/00 

一重二重効用吸収冷温水機 負荷制御改良 

特開2002-235968
01.02.09 
F25B27/02 

三洋電機空調 

空気調和装置 

特開平11-108494
97.09.30 
F25B27/00 

ぱど 

熱利用ｼｽﾃﾑ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

排熱利用先拡大 

特開平11-108495
97.09.30 
F25B27/00 

ぱど 

熱利用ｼｽﾃﾑ 

特開平11-166771
97.10.16 
F25B27/02 

三洋電機空調 

床暖房ﾕﾆｯﾄ ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-147033
99.11.18 
F24F5/00 
大成建設 

氷蓄熱･ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空調ｼｽﾃﾑ 

設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

熱交換器部の改良 特開2002-213799
01.01.22 

F24F11/02,102 
三洋電機空調 

空気調和装置 

特開平11-281204
98.03.27 
F25B27/02 

空気調和ｼｽﾃﾑ ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-106996
00.09.27 

F25B13/00,341 
三洋電機空調 

空気調和装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 

熱交換器部の改良 特開2000-257977
99.03.03 

F25B15/00,303 

排熱投入型吸収冷温水機 
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表 2.6.4-1 三洋電機の技術要素別課題対応特許（6/6） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2000-257978
99.03.03 

F25B15/00,303 

排熱投入型吸収冷温水機 

特開2000-274861
99.03.23 

F25B15/00,303 

排熱利用吸収冷温水機の運転方法 

特開2002-216819
01.01.12 
H01M8/04 

固体高分子形燃料電池発電装置 

熱交換器部の改良 

特開2003-042587
01.07.31 

F25B15/00,303 
三洋電機空調 

吸収冷凍機 

運転ｺｽﾄ低減 

電/熱比制御改良 特開2001-126742
99.10.27 
H01M8/00 

燃料電池発電装置 
夜間の商用電力を用いて電気分解装置を稼動させ､燃

料電池本体を運転して発電

を生じさせ､発電した電力を

負荷又は商用の電力系統に

供給すると共に､燃料電池本

体の排熱を排熱供給設備に

より電気分解装置に供給す

ることで､電気分解時に温水

を供給するように構成され

ている｡ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2001-050610
99.08.09 
F25B27/02 

ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空気調和装置 

熱交換器部の改良 特開平11-248103
98.03.03 
F22B1/18 

廃熱併用型ﾎﾞｲﾗ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 

熱交換器部の改良 特開2003-014326
01.07.02 

F25B15/00,102 
三洋電機空調 

吸収冷凍機 
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2.7 デンソー 

 
2.7.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 デンソー 

本社所在地 〒448-8661 愛知県刈谷市昭和町1-1 

設立年 1949年（昭和24年） 

資本金 1,874億57百万円（2003年3月末） 

従業員数 33,597名（2003年3月末）（連結：89,380名） 

事業内容 各種自動車部品（空調・エンジン関係等）、ITS関連機器・システム、住宅・

工業用空調機器等の製造・販売 

 

デンソーは自動車分野では、空調製品・エンジン冷却用製品、ディーゼルエンジン関係

製品・ガソリンエンジン関係製品、新事業の産業機器分野では、自動認識関連製品・ＦＡ

関連製品・冷却・空調関係製品、環境機器などを製造、販売している。 

 
2.7.2 製品例 

デンソーのコージェネレーションシステムに関する製品例は、ホームページの検索では、

みつからなかった。 

 

2.7.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.7.3-1 に、コージェネレーションシステムにかかわるデンソーの出願件数と発明

者の推移を示す。 

 
［開発拠点］愛知県刈谷市昭和町 1-1 株式会社デンソー内 

 
図 2.7.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

  デンソーの出願件数と発明者の推移 
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出願件数は、1991～96 年まで増減を繰り返し５件となったが、その後減少し 99 年には

１件となり、その後は出願件数が急増し、2001 年には９件となっている。 

発明者数も、1991～96 年まで増減を繰り返し７人となったが、その後減少し 99 年には

２人となり、その後は増加し、2001 年に 12 人となっている。 

 

2.7.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.7.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、デンソーが出願した全 58 件

の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.7.4-1 デンソーにおける特許のシステム・要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

デンソーの技術をみると、エネルギー利用効率向上に対するトータルシステムの改良

（12 件）、発電効率の向上に対する原動機の改良（10 件）、異常運転防止に対するトータル

システムの改良（６件）、設備・施工などのコスト低減に対するトータルシステムの改良（６

件）が多い。 
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表 2.7.4-1 デンソーの技術要素別課題対応特許（1/5） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

制
御
・
監
視

技
術 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平06-026399
92.07.08 
F02G5/04 

熱電併給装置 

特開平10-112373
96.10.04 
H01T13/20 

ｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞ 

特開平10-112374
96.10.07 
H01T21/02 

ｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞおよびその製造方法 

特開2001-210447
99.12.17 
H01T13/32 

内燃機関用ｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞ 

特開2001-284013
00.12.20 
H01T13/20 

接地電極及びこの接地電極を用いるｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞ
とその製造方法 

特開2001-351761
01.01.18 
H01T13/39 

内燃機関用ｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞ及びその製造方法 

特開2002-033176
01.03.01 
H01T13/20 

ｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞおよびその製造方法 

特開2002-093547
01.05.30 
H01T13/16 

ｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞ 

特開2002-222686
01.09.06 
H01T13/20 

ｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞおよびその製造方法 

特開2002-289321
01.10.03 
H01T13/32 

ｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

発電効率向上 原動機部の改良 

特開2003-123937
01.10.16 
H01T13/20 

ｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞおよびその製造方法 

特開2001-307857
00.12.28 
H01T13/20 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ用ｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞ及びその調整方法 
動
力
／
燃
料
―

電
気
変
換
技
術 

耐久性向上 原動機部の改良 

特開2002-083662
01.05.09 
H01T13/20 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ用ｽﾊﾟ-ｸﾌﾟﾗｸﾞ 

特許3197906 
91.01.28 

B60H1/00,102 

ﾊﾞｽ用空気調和装置 
ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式のﾊﾞｽ車両用冷暖房装置は､冷媒圧縮機を駆

動する水冷式の補助ｴﾝｼﾞﾝ､室外側熱交換器､および気

温が低い時に補助ｴﾝｼﾞﾝの冷却水を加熱する予熱機を

連設してなる温水回路内の

冷却水で､冷媒圧縮機､室外

側熱交換器を連設してなる

冷凍ｻｲｸﾙの冷媒を､室外側熱

交換器を通過する際､加熱す

る｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平04-327763
（取下） 
91.04.25 

F25B1/00,321 

空気調和装置 
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表 2.7.4-1 デンソーの技術要素別課題対応特許（2/5） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開平06-255347
93.03.03 
B60H1/22 

車両用空調装置 

特許3424385 
95.04.27 
F25B27/02 

吸着式冷凍装置及び吸着式空調装置 
吸着ﾕﾆｯﾄにおいて吸着動作用

のものは蒸発器と接続される

ことにより蒸発器内の水蒸気

を吸着する｡また､吸着ﾕﾆｯﾄに

おいて脱着動作用のものはｴﾝ

ｼﾞﾝのｳｫ-ﾀｼﾞｬｹｯﾄと接続され

ることにより加熱されて水蒸

気を脱着する｡ 

特開平10-122698
96.10.16 
F25B27/02 

吸収式冷凍装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-168534
00.12.28 

F25B1/00,351 

ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式空調装置 

異常運転防止 

始動・停止制御改良 特許3284573 
92.02.25 
B60H1/03 

車両用空調装置 
車両駆動用ｴﾝｼﾞﾝの

冷却水で加熱される

温水ﾋ-ﾀに加え､ﾋ-ﾄ

ﾎﾟﾝﾌﾟを設け､このﾋ-

ﾄﾎﾟﾝﾌﾟの冷媒循環回

路に排熱回収用熱交

換器と冷却水熱回収

用熱交換器とを設け

る｡ 

 
ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平05-223268

92.02.06 
F24D17/00 

熱電併給装置 

原動機部の改良 特開平05-187317
92.01.14 
F02G5/00 

熱電併給装置 

負荷制御改良 特開平07-329558
（取下） 
94.06.13 

B60H1/32,102 

車両用空気調和装置 

需給安定化 

始動・停止制御改良 特開平08-313108
（取下） 
95.05.17 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ排熱利用吸収式冷凍機 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3413927 
94.02.16 
F25B33/00 

吸収式冷凍装置 
吸収式冷凍装置の高温側の

第1再生器は､内側から外側

へ､排気ｶﾞｽが流れる第1ｶﾞｽ

配管､希溶液が流れる第1希

溶液供給配管､蒸気が液化排

出される第1蒸気排出室が構

成される第1再生器ｼｪﾙの多

重管構造を備える｡ 
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表 2.7.4-1 デンソーの技術要素別課題対応特許（3/5） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-372332
02.02.20 
F25B17/08 
三菱化成 

吸着ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ､吸着ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ用吸着材及び車両用
空調装置 

原動機部の改良 特開平08-093471
（取下） 
94.09.29 
F01P3/20 

車両用冷却水温度制御ｼｽﾃﾑ 

特開平07-120098
（取下） 
93.10.21 

F25B15/00,303 

ｴﾝｼﾞﾝ排熱回収吸収式冷温水機 

熱回収効率向上 

熱交換器部の改良 

特開平07-151417
（取下） 
93.11.30 

F25B15/00,303 

ｴﾝｼﾞﾝ排熱回収吸収式冷温水機 

特許3119281 
92.09.28 
B60H1/03 

車両用空調装置 
ｴﾝｼﾞﾝ冷却水温を検出する水温ｾﾝｻ

を設け、ｴﾝｼﾞﾝ停止中における車室

内暖房を行うとき､水温ｾﾝｻが検出

するｴﾝｼﾞﾝ冷却水温が高い場合は､

電動ﾎﾟﾝﾌﾟに通電し､ｴﾝｼﾞﾝ冷却水

を第1の循環経路で循環させ､ﾋ-ﾀｺ

ｱに空気を通風させる｡ 

特許3214151 
93.05.11 
B60H3/00 

車両用空調装置 
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻの吐出口と吸入口との間

に､三方弁､第1のｺﾝﾃﾞﾝｻ､四方弁､ﾚ

ｼ-ﾊﾞ､膨張弁及びｴﾊﾞﾎﾟﾚ-ﾀが直列

に接続されて第1の冷媒循環回路

が構成され､更に三方弁と四方弁

との間に､第2のｺﾝﾃﾞﾝｻを有する第

2の冷媒循環回路が接続されてい

る｡ 

特開平07-190545
（取下） 
93.12.27 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ排熱回収吸収式冷凍機 

特開平07-218020
（取下） 
94.02.08 

F25B15/00,303 

吸収式冷凍機 

特開平07-329544
94.06.07 
B60H1/03 

車両用空気調和装置 

特開平08-021671
（取下） 
94.07.06 
F25B25/02 

吸収式冷凍機 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平08-121900
（取下） 
94.10.21 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ排熱利用吸収式冷凍機 
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表 2.7.4-1 デンソーの技術要素別課題対応特許（4/5） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開平09-328013
96.11.28 
B60H1/22 

車両用空調装置 

特開平11-108496
97.10.03 
F25B27/02 

吸着式冷凍装置 

特開2001-355940
00.06.16 
F25B27/02 

ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

特開2002-098430
01.04.18 

F25B1/00,395 
日本自動車部品総

合研究所 

ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟｻｲｸﾙ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-072362
01.09.04 

B60H1/32,621 

吸着式冷凍機 

原動機部の改良 特開平08-219578
95.02.15 
F25B25/02 

抽気装置 

特許2940267 
91.11.05 
F24H1/18 

熱電併給装置 
ｴﾝｼﾞﾝによって駆動される発電機と、これによって出力

される発電出力を制御するための電力制御装置と、こ

れに接続された電気ﾕ-ﾃｲﾘ

ﾃｲを有する｡また、ｴﾝｼﾞﾝの

冷却水を冷却するためのｴ

ﾝｼﾞﾝ冷却水循環回路と、こ

の回路内に設けた温水熱

交換器と、温水貯蔵ﾀﾝｸと

温水熱交換器との間に設

けた温水循環回路とより

なる｡ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

電/熱比制御改良 

特許3329091 
94.09.28 

B60H1/32,624 

ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式車両用空調装置 
室内熱交換器からの冷媒をｴ

ﾝｼﾞﾝ冷却水の熱源で加熱す

る冷媒加熱器と切替弁の間

に､通常は開弁する第1の開

閉弁を設け､切替弁と室内熱

交換器の間に､通常は開弁す

る第2の開閉弁を設ける｡ 

特開平06-055925
92.08.05 
B60H1/32 

車両用空調装置 

特開平07-218019
（取下） 
94.02.08 

F25B15/00,303 
［被引用回数2回］

ｴﾝｼﾞﾝ排熱利用吸収式冷凍装置 

特開平08-035735
94.07.25 

F25B15/00,303 

吸収式冷凍機 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平08-159593
（取下） 
94.12.06 

F25B15/00,303 
［被引用回数1回］

吸収式ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 
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表 2.7.4-1 デンソーの技術要素別課題対応特許（5/5） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平10-002632
96.06.12 
F25B27/02 

吸収式冷凍機 設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

熱交換器部の改良 特開平05-340304
92.06.05 
F02G5/04 

熱電併給装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平07-218021
（取下） 
94.02.08 

F25B15/00,303 

多重効用吸収式冷凍装置 運転ｺｽﾄ低減 

熱交換器部の改良 特開平05-223367
（取下） 
92.05.18 
F25B5/02 

複数熱源ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 

特許2906699 
91.01.29 

F25B1/00,399 

空調装置 
ｴﾝｼﾞﾝにﾋ-ﾀﾕﾆｯﾄを第1回路によって接続する｡冷凍ｻｲｸﾙ

を循環する冷媒によって水を冷却する水冷ｴﾊﾞﾎﾟﾚ-ﾀを

設ける｡水冷ｴﾊﾞﾎﾟﾚ-ﾀ及び

水系駆動用ﾎﾟﾝﾌﾟにｸ-ﾗﾕﾆｯﾄ

を第2回路によって接続す

る｡最大暖房時には､ﾋ-ﾀﾕﾆｯ

ﾄ及びｸ-ﾗﾕﾆｯﾄの両方にｴﾝｼﾞ

ﾝより温水を供給する｡ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平11-037597
97.07.17 
F25B17/08 

吸着式冷凍装置 

熱交換器部の改良 特開平06-058650
（取下） 
92.08.07 

F25B29/00,361 

複数熱源ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 

始動・停止制御改良 特開平04-295567
（取下） 
91.03.22 
F25B27/02 

冷暖房装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ﾒﾝﾃﾅﾝｽ向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平08-121911
（取下） 
94.10.21 
F25B43/04 

ｴﾝｼﾞﾝ排熱利用吸収式冷凍機 

排
ガ
ス
処
理

技
術 

未燃分低減 排ガス処理部の改良 特開平11-324644
98.05.19 

F01N3/02,ZAB 

排気ｶﾞｽ浄化装置 
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2.8 クボタ 

 
2.8.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 クボタ 

本社所在地 〒556-8601 大阪市浪速区敷津東1-2-47 

設立年 1930年（昭和5年） 

資本金 781億56百万円（2003年3月末） 

従業員数 11,152名（2003年3月末）(連結：22,834名) 

事業内容 内燃機器（農業機械、エンジン等）、産業機器（パイプ・バルブ、鋳鉄管

等）、住宅建設部材の製造・販売、環境エンジニアリング、他 

 

クボタは、内燃機器関連事業では、農業機械、農業関連製品、エンジン、建設機械の製

造・販売、環境エンジニアリング事業では、各種環境装置、プラント・エンジニアリング、

ポンプの製造・販売などを行っている。 

 
2.8.2 製品例 

クボタのコージェネレーションシステムに関する製品例は、ホームページの検索では、

みつからなかった。 

 

2.8.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.8.3-1 に、コージェネレーションシステムにかかわるクボタの出願件数と発明者

の推移を示す。 

［開発拠点］ 大阪府浪速区敷津東 1-2-47 株式会社クボタ内 

茨城県竜ヶ崎市向陽台 5-6 株式会社クボタ竜ヶ崎工場内 

兵庫県尼崎市浜 1-1-1 株式会社クボタ技術開発研究所内 

東京都中央区日本橋室町 3-1-3 株式会社クボタ東京本社内 
 

図 2.8.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

 クボタの出願件数と発明者の推移 
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出願件数は、1991～92 年に急増し 15 件となったが、その後増減を繰り返し 2000 年には

３件となり、2001 年に再び急増し、10 件となっている。 

発明者数も、1991～92 年に増加し７人となったが、その後増減を繰り返し 2000 年には

２人となり、2001 年に再び急増し、12 人となっている。 

 
2.8.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.8.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、クボタが出願した全 56 件の

特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.8.4-1 クボタにおける特許のシステム・要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

クボタの技術をみると、熱回収効率向上に対する熱交換器の改良（９件）、異状運転防

止に対する始動・停止制御改良（６件）、発電効率向上に対する原動機の改良（３件）、運

転コスト低減に対する電/熱比制御改良（３件）が多い。 
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表 2.8.4-1 クボタの技術要素別課題対応特許（1/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

異常運転防止 電/熱比制御改良 特開2002-295309
01.03.29 
F02G5/04 

熱電併用ｼｽﾃﾑの運転方法及び熱電併用ｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-256970
01.02.26 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 熱回収効率向上 

熱交換器部の改良 特許3274350 
96.03.28 
F02G1/044 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
回転伝動系による連動の対象として､ｴﾝｼﾞﾝ､発電機､

ｶﾞｽｻｲｸﾙ機器部を設け、ｴﾝｼﾞﾝ駆動によるｼｽﾃﾑ運転､加

熱器からの熱入力によるｼｽ

ﾃﾑ運転､ｴﾝｼﾞﾝ駆動と加熱器

からの熱入力を併用するｼｽ

ﾃﾑ運転を選択的に実施可能

に構成することにより､複

数種のｴﾈﾙｷﾞを選択使用可

能にする。 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

原動機部の改良 特開平11-044464
97.07.24 

F25B9/14,520 

ｽﾀ-ﾘﾝｸﾞ機器の運転方法､及び､ｽﾀ-ﾘﾝｸﾞ機器 

電/熱比制御改良 特開平06-146811
92.11.13 
F01K17/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの出力切換制御装置 運転ｺｽﾄ低減 

電/熱比制御改良 特開2002-298886
01.03.29 
H01M8/04 

熱電併用ｼｽﾃﾑの運転方法及び熱電併用ｼｽﾃﾑ 

制
御
・
監
視
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 実登2518735 
（権利消滅） 
91.07.26 
F16M1/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置の複数配列支持装置 

特開平07-077082
（取下） 
93.09.10 
F02D29/06 

ｴﾝｼﾞﾝのｶﾞﾊﾞﾅ制御装置 原動機部の改良 

特開平07-077083
（取下） 
93.09.10 
F02D29/06 

ｴﾝｼﾞﾝのｶﾞﾊﾞﾅ制御装置 

特開平06-200829
（取下） 
93.01.08 

F02M21/02,301 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝのﾐｷｻ制御方法及びﾐｷｻ制御装置 

特開平06-213077
（取下） 
93.01.16 

F02M21/02,301 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝのﾐｷｻ制御方法及びﾐｷｻ制御装置 

特許3275161 
95.10.17 

F02P9/00,304 

4ｻｲｸﾙ多気筒ｴﾝｼﾞﾝの点火装置 
基準運転処理､確認運転処理､速度低下判断を順に行

い､速度低下判断で肯定的判断がなされた場合､速度

低下対応処理を行う一

方､否定的判定がなされ

た場合､非速度低下対応

処理を行うことにより､

排気終了付近での不要

なｽﾊﾟ-ｸの発生を防止で

きるようにする｡ 

異常運転防止 

始動・停止制御改
良 

特開平11-072018
97.11.18 
F01N7/00 

［被引用回数1回］

定置型ｴﾝｼﾞﾝの排気ﾄﾗｯﾌﾟ装置 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

発電効率向上 原動機部の改良 特開平05-163922
91.12.13 
F01M11/06 

ｴﾝｼﾞﾝの潤滑ｵｲﾙ補給装置 
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表 2.8.4-1 クボタの技術要素別課題対応特許（2/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

発電効率向上 原動機部の改良 特許2949461 
94.04.05 
F02M21/04 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝのﾐｷｻ制御装置 
ﾐｷｻのｽﾛｯﾄﾙﾊﾞﾙﾌﾞにｶﾞﾊﾞﾅｱｸ

ﾁｭｴ-ﾀを連動連結し､ｽﾛｯﾄﾙ

ﾊﾞﾙﾌﾞを最大開度位置に受

け止めるﾘﾐｯﾄｽｲﾂﾁを設け

る｡このﾘﾐｯﾄｽｲﾂﾁは､ｴﾝｼﾞﾝ

始動運転時にｽﾛｯﾄﾙﾊﾞﾙﾌﾞの

最大開度を検出して最大開

度検出信号を出力する｡ 

熱回収効率向上 熱交換器部の改良 特開平04-370317
（取下） 
91.06.14 

F01P7/16,502 

ｴﾝｼﾞﾝの強制循環式水冷装置 

特開平06-193481
92.12.25 
F02D21/08 

ｴﾝｼﾞﾝの排気ｶﾞｽ再循環装置 設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

原動機部の改良 

特開2000-314307
99.05.07 
F01M11/00 

ｵｲﾙﾊﾟﾝ付きｴﾝｼﾞﾝ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平11-200951
98.01.13 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

特許2794518 
（権利消滅） 
92.12.25 
F01M11/04 

ｴﾝｼﾞﾝの潤滑油の補給方法及び補給装置 

運転ｺｽﾄ低減 

原動機部の改良 

実開平06-012730
（取下） 
92.07.17 
F02B63/04 

防音型ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置における換気装置 

騒音拡散防止  原動機部の改良 特開平11-036854
97.07.15 
F01N7/00 

定置型ｴﾝｼﾞﾝの排気ﾄﾞﾚ-ﾝ装置 

原動機部の改良 特開平11-030120
97.07.11 
F01N7/00 

定置型ｴﾝｼﾞﾝの排気ﾄﾞﾚ-ﾝ装置 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

耐久性向上 

始動・停止制御改
良 

特開平07-233746
（取下） 
94.02.22 
F02D29/04 

ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ用ｴﾝｼﾞﾝの運転制御装置 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平07-222349
（取下） 
94.01.28 
H02H7/06 

自家用発電装置の運転制御装置 

異常運転防止 始動・停止制御改
良 

特許2802860 
92.10.23 
F02B63/04 

ｴﾝｼﾞﾝ発電設備 
ｴﾝｼﾞﾝによって駆動される発電

機に､給電制御手段のﾏｸﾞﾈﾂﾄｽｲﾂ

ﾁ接点を介して電気負荷を接続

する｡発電機の出力電圧の電圧

確立値を検出する検出手段を設

けて､その検出手段を給電制御

手段に連携する｡ 

異常運転防止 始動・停止制御改
良 

特開平06-141598
92.10.23 
H02P9/04 

ｴﾝｼﾞﾝ発電設備 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

需給安定化 発電機部の改良 特開平05-260655
92.03.06 
H02J3/00 

自家用発電電力と商用電力との併用受電装置 
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表 2.8.4-1 クボタの技術要素別課題対応特許（3/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

需給安定化 発電機部の改良 特許2860512 
92.03.06 
H02J3/38 

自家用発電電力と商用電力との併用受電装置 
2台の自家用発電装置を､発電

装置用切換器によって､高重要

度負荷と低重要度負荷とに相

互に接続する｡商用電源を商用

側の高重要度負荷と低重要度

負荷とに接続するとともに､こ

れら両負荷の負荷電力の合計

値を､商用電源の基本契約電力

以下の値に設定する｡ 

特開平05-328615
92.05.22 
H02J3/46 

［被引用回数2回］

自家用ｴﾝｼﾞﾝ発電設備の負荷切替装置 ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

発電機部の改良 

特開平06-038385
92.07.17 
H02J3/46 

自家用ｴﾝｼﾞﾝ発電設備の負荷切替装置 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

発電機部の改良 特開平05-328616
（取下） 
92.05.15 
H02J7/00 

ｴﾝｼﾞﾝ発電設備 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許2743047 
92.05.15 

H04Q9/00,311 
［被引用回数1回］

ｴﾝｼﾞﾝ発電設備の運転制御装置 
複数台のｴﾝｼﾞﾝ発電設備の

電力出力部を､配電線路に

設けた電源切替盤を介して

複数の電力負荷に接続す

る｡この各設備の各ｺﾝﾄﾛ-ﾗ

を通信ｹ-ﾌﾞﾙを介してｺﾝﾋﾟｭ

-ﾀに接続する｡電源切替盤

の切替ｺﾝﾄﾛ-ﾗを発電機ｺﾝﾄﾛ

-ﾗとｺﾝﾋﾟｭ-ﾀとに接続する｡ 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 

電/熱比制御改良 特開平06-165375
92.11.13 
H02J3/00 

自家用発電装置の負荷切換装置 

異常運転防止 熱交換器部の改良 実開平06-034125
（取下） 
92.10.02 
F01N5/02 

ｴﾝｼﾞﾝの排気熱回収装置 

需給安定化 排熱利用先拡大 特開平10-317917
97.05.19 
F01K23/10 

工場設備におけるﾄ-ﾀﾙｴﾈﾙｷﾞ-ｼｽﾃﾑ 

特許2617821 
（権利消滅） 
91.02.22 
F01P11/10 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 機器損傷防止 熱交換器部の改良 

特開平11-173212
97.12.09 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ･ｴﾝｼﾞﾝの冷却装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許2640190 
91.08.29 
F01P7/04 

熱回収式ｴﾝｼﾞﾝでのｴﾝｼﾞﾝ冷却装置 
水冷ｴﾝｼﾞﾝのｳｫ-ﾀｼﾞｬｹｯﾄから導

出した高温冷却水路を排ｶﾞｽ熱

交換器を介して放熱器に接続

し､電動式送風ﾌｱﾝを放熱器に

流入する冷却水の水温を検知

して作動するように構成し､こ

の電動式送風ﾌｧﾝの作動開始温

度を感温式流路切換弁での切

換設定温度よりも所定温度高

く設定する｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

発電効率向上 

原動機部の改良 特開2002-221089
01.01.26 
F02G5/02 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ･ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
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表 2.8.4-1 クボタの技術要素別課題対応特許（4/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2002-323268
（放棄） 
01.04.26 

F25B15/00,303 

吸収式冷凍機 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-056363
01.08.21 
F02C7/08 

廃棄物焼却設備とｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電装置との複合設
備 

原動機部の改良 特開2000-213418
99.01.20 
F02G5/04 
一色 尚次 

低温蒸気利用の熱源ｼｽﾃﾑ､及び､それを用いたｺ-
ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開平05-156938
91.12.06 
F01P7/04 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 

特開平06-241118
（取下） 
93.02.13 
F02G5/00 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 

特開平06-249067
（取下） 
93.02.19 
F02G5/04 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 

特開2001-263953
00.03.22 
F26B23/00 

乾燥用熱源装置 

特開2002-068371
00.09.04 
B65D90/34 

開放型水槽 

特開2002-206820
01.01.11 
F25B27/02 

熱供給ｼｽﾃﾑ 

熱交換器部の改良 

特開2002-221372
01.01.24 
F25B27/02 

熱供給ｼｽﾃﾑ 

特開平06-093499
（取下） 
92.09.14 

C25D13/00,306 

塗装設備における電力と熱の併給方法 

熱回収効率向上 

排熱利用先拡大 

特開2002-227160
01.06.29 
E01H5/10 

融雪設備 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-323271
01.04.26 
F25B27/02 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ･ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

熱交換器部の改良 特開2000-213419
99.01.20 
F02G5/04 
一色 尚次 

低温熱利用の熱源ｼｽﾃﾑ､及び､それを用いたｺ-ｼﾞ
ｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

電/熱比制御改良 特開2002-070646
00.09.04 
F02G5/04 

熱電併給ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 熱交換器部の改良 特開平05-157006
91.11.29 
F02G5/04 

［被引用回数1回］

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 
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2.9 松下電器産業 

 
2.9.1 企業の概要 

 

商号 松下電器産業 株式会社 

本社所在地 〒571－8501 大阪府門真市大字門真1006 

設立年 1935年（昭和10年） 

資本金 2,587億38百万円（2003年3月末） 

従業員数 52,376名（2003年3月末）（連結：288,324名） 

事業内容 電気機械器具の製造・販売・サービス（映像・音響機器、情報通信機器、

家庭電化・住宅設備機器、産業機器、電子部品） 

 

松下電器産業は、産業機器分野において、産業用ロボット、溶接機器、配電機器、換気・

送風・空調機器、カーエアコン、自動販売機、電子計測機器、医療機器、エレベーター、

エスカレーターなどの製造販売を行っている。 

 
2.9.2 製品例 

松下電器産業のコージェネレーションシステムに関する製品例を、表 2.9.2-1 に示す。 

 

表 2.9.2-1 松下電器産業の製品例 

製品 概要・特徴 

燃料電池コージェネレーションシステム 発電効率35％を実現し静音性能を向上した家庭用

燃料電池コージェネレーションシステム。2004年度

市場導入予定。 

（出典：松下電器産業のホームページ http://www.matsushita.co.jp） 

 

 

2.9.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.9.3-1に、コージェネレーションシステムにかかわる松下電器産業の出願件数と発

明者の推移を示す。 

 

［開発拠点］大阪府門真市大字門真 1006 松下電器産業株式会社内 

 



176 

図 2.9.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

      松下電器産業に関する出願・発明者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出願件数は、1991～98 年までは、５件以下で推移していたが、その後 99 年 12 件、2000

年 18 件、2001 年 17 件と急増している。 

発明者数も、1991～98 年までは、10 人以下で推移していたが、その後 99 年 21 人、2000

年 32 人、2001 年 34 人と急増している。 

 
2.9.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.9.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、松下電器産業が出願した全

56 件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.9.4-1 松下電器産業における特許のシステム・要素と課題の分布 
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松下電器産業の技術をみると、発電効率向上に対する発電機の改良（11 件）、設備・施

工等コスト低減に対する発電機の改良（５件）が多い。その他の課題に対する発電機の改

良（10 件）も多く、圧倒的に発電機の改良が多い。 
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表 2.9.4-1 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2002-083606
00.09.06 
H01M8/00 

高分子電解質型燃料電池ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 負荷制御改良 

特開2002-373689
01.06.18 
H01M8/04 

燃料電池発電装置 

特開2002-025591
00.07.13 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

需給安定化 

始動・停止制御改良 

特開2002-093446
00.09.11 
H01M8/04 
松下冷機 

燃料電池ｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑ､および燃料電池ｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑの
起動方法 

発電効率向上 排ガス処理部の改良 特開平07-233919
94.02.21 
F23D14/18 

触媒燃焼装置 

設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

発電機部の改良 特開2002-083607
00.09.06 
H01M8/00 

高分子電解質型燃料電池ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

運転ｺｽﾄ低減 電/熱比制御改良 特開2002-198079
00.12.27 
H01M8/04 

燃料電池ｼｽﾃﾑの制御装置 

制
御
・
監
視
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 熱交換器部の改良 特開平11-132105
97.10.24 
F02G5/04 

［被引用回数4回］

排熱分配装置および排熱利用ｼｽﾃﾑ 

熱
―
動
力

変
換
技
術 

未燃分低減 排ガス処理部の改良 特開平06-323125
（取下） 
93.05.12 

F01N3/02,321 

内燃機関用ﾌｨﾙﾀ再生装置 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-151121
00.11.09 
H01M8/04 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-298887
01.03.30 
H01M8/04 

電力管理装置 

特開2000-260441
99.03.05 
H01M8/02 

高分子電解質型燃料電池 

特開2001-093563
99.09.27 
H01M8/24 

外部ﾏﾆﾎﾙﾄﾞ型燃料電池 

特開2001-135341
99.11.02 
H01M8/24 

高分子電解質型燃料電池とその製造法 

特開2001-135342
99.11.02 
H01M8/24 

高分子電解質型燃料電池 

特開2001-167789
99.12.09 
H01M8/24 

高分子電解質型燃料電池 

特開2001-057217
00.06.07 
H01M4/96 

高分子電解質型燃料電池 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

発電効率向上 発電機部の改良 

特開2002-198059
00.12.22 
H01M4/86 

高分子電解質型燃料電池およびその運転方法 
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表 2.9.4-1 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2002-313386
01.04.06 
H01M8/04 

高分子電解質型燃料電池 

特開2002-343368
01.05.16 
H01M4/86 

高分子電解質型燃料電池 

特開2002-367653
01.06.04 
H01M8/06 

燃料電池発電装置 

発電効率向上 発電機部の改良 

特開2003-123801
01.10.16 
H01M8/02 

高分子電解質型積層燃料電池 

熱回収効率向上 発電機部の改良 特開2000-003720
98.06.15 
H01M8/24 

高分子電解質型燃料電池 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-095167
00.09.14 
H02J3/32 

余剰電力貯蔵供給装置 

特許3425086 
98.08.20 
H01M8/02 

固体高分子型燃料電池､これを用いたｼｽﾃﾑ及びそ
の設置方法 
燃料と酸化剤ｶﾞｽ及び冷却水の各通路を､電池積層体を

締め付けるｴﾝﾄﾞﾌﾟﾚ-ﾄに､

積層方向と直交する方向

に配置する｡また､燃料と

酸化剤ｶﾞｽ及び冷却水の

各通路を具備するﾁｬﾝﾊﾞ-

により高分子電解質型燃

料電池を複数個締結す

る｡ 

特開2000-133291
99.04.06 
H01M8/02 

固体高分子電解質型燃料電池およびその製造法

特開2001-126750
99.10.28 
H01M8/24 

高分子電解質型燃料電池およびその締結方法 

設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

発電機部の改良 

特開2001-176519
99.12.15 
H01M8/02 

導電性ｾﾊﾟﾚ-ﾀ､高分子電解質型燃料電池および高
分子電解質型燃料電池の製造方法 

特開2001-085037
99.09.17 
H01M8/04 

高分子電解質型燃料電池とその特性回復方法 

特開2002-025579
00.07.12 
H01M8/02 

高分子電解質型燃料電池 

特開2002-042849
00.07.26 
H01M8/04 

高分子電解質型燃料電池の特性回復方法 

特開2002-319411
01.04.23 
H01M4/86 

ｶﾞｽ拡散電極およびこれを用いた燃料電池 

特開2002-329501
01.04.27 
H01M4/96 

ｶﾞｽ拡散電極およびそれを用いた高分子電解質型
燃料電池 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

耐久性向上 発電機部の改良 

特開2002-343373
01.05.16 
H01M8/02 

高分子電解質型燃料電池およびそのｾﾊﾟﾚ-ﾀ板の
製造方法 
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表 2.9.4-1 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2002-352817
01.05.25 
H01M8/02 

高分子電解質型燃料電池 

特開2003-086187
01.09.14 
H01M4/86 

高分子電解質型燃料電池 

特開2003-109606
01.09.28 
H01M4/86 

高分子電解質型燃料電池とその製造方法 

耐久性向上 発電機部の改良 

特開2003-123812
02.10.07 
H01M8/04 

高分子電解質型燃料電池の特性回復方法 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 始動・停止制御改良 特開2003-086215

01.09.11 
H01M8/04 

燃料電池発電装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平08-258548
95.03.23 
B60H1/22 

［被引用回数1回］

自動車用空気調和装置 異常運転防止 

始動・停止制御改良 特許3395765 
00.07.24 
H01M8/04 

高分子電解質型燃料電池ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
熱電併給装置の起動時は､流量調整弁を開閉調整し､燃

料電池の内部輸送媒体を循環させ､かつ排熱輸送制御

手段により発電時とは循環

方向を逆転して搬送させ

る｡熱利用手段に運転時貯

えられた熱を排熱回収配管

及び熱交換手段を介して燃

料電池側に熱輸送し､燃料

電池を昇温する｡ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-134143
00.10.26 
H01M8/04 

燃料電池ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 需給安定化 

熱交換器部の改良 特開2002-031408
00.07.14 

F24H1/00,631 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
熱交換器は発電機の排熱を温水経路に伝える｡貯湯ﾀﾝｸ

において､温水経路から

分岐された貯湯経路の貯

湯経路往路を上部に､貯

湯経路復路を下部に夫々

接続する｡1個若しくは複

数個の2次熱交換器を備

える｡ 

特開平09-042056
95.08.02 
F02G5/04 

発電給湯器 

特開2002-134126
00.10.20 
H01M8/00 

燃料電池ｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-028533
01.07.17 
F25B27/02 

ｶ-ｴｱｺﾝ 
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表 2.9.4-1 松下電器産業の技術要素別課題対応特許（4/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許3403667 
99.05.25 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

固体高分子型燃料電池ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
発生する電力と熱を外部

負荷に供給するｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-

ｼｮﾝｼｽﾃﾑで､燃料電池を経

由した冷却水より貯湯ﾀﾝ

ｸ内の水に熱交換するた

めの熱交換器を同ﾀﾝｸの

外部に設ける｡ 

特開2001-143737
99.11.18 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

熱電併給装置 

特開2002-170583
00.11.29 
H01M8/04 
松下冷機 

［被引用回数1回］

燃料電池ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

熱回収効率向上 熱交換器部の改良 

特開2002-367646
01.06.11 
H01M8/04 
松下冷機 

燃料電池ｼｽﾃﾑ 

特開2002-081792
00.09.07 
F25B27/02 

燃料電池ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟｼｽﾃﾑ 

特開2003-028534
01.07.17 
F25B27/02 

車載式冷蔵庫 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-090615
01.09.20 
F24H1/18 
松下冷機 

貯湯ﾀﾝｸｼｽﾃﾑ､及び燃料電池ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

発電機部の改良 特開2000-294264
99.04.09 
H01M8/04 

高分子電解質型燃料電池ｼｽﾃﾑ 

設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2001-336823
00.05.26 

F24H1/00,631 
松下冷機 

燃料電池の排熱回収装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 電/熱比制御改良 特開平09-108106
95.10.16 

A47J27/21,101 

加熱調理器とｲﾝﾊﾞ-ﾀ 
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2.10 明電舎 

 
2.10.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 明電舎 

本社所在地 〒103-8515 東京都中央区日本橋箱崎町36-2 リバーサイドビル 

設立年 1917年（大正6年） 

資本金 170億70百万円（2003年3月末） 

従業員数 3,043名（2003年3月末）（連結：7,465名） 

事業内容 電力・電源設備、環境設備（上下水道等）、情報・通信システム、産業シ

ステム（物流等）に関わる機器の製造・販売・サービス 

 

明電舎は、エネルギー事業では、発電・送電・変電・配電設備・施設の電源設備を対象

に、発電機・変圧器・開閉装置・避雷器・電力変換装置およびこれらを制御する製品の製

造・販売を行っている。 

 

2.10.2 製品例 

明電舎のコージェネレーションシステム技術に関する製品例を、表 2.10.2-1 に示す。 

 

表 2.10.2-1 明電舎の製品例 

製品 概要・特徴 

マイクロタービン 30ｋW で発電効率 25％以上の高い発電効率で、高い環境特性（低 Nox、

低騒音、低振動）を有し、小形、省スペースによる自由な設計、設

置が可能で、多様な燃料への対応が可能。 
瞬時電圧低下対策装置 瞬電力系統回路を 1 サイクル未満で切り離すことができ、無停電電

源装置のように無瞬断機能は持たないものの、多くの機器・装置を

瞬時電圧低下の影響から保護することができる。 
電力貯蔵用系統連系インバータ 電池を含めたシステム総合効率が従来の揚水発電を上回る。交流/直

流変換効率は 95％以上で、高速スイッチングが可能で、出力部 T 形

フィルタにより流出高調波電流を低減できる。 
電力系統監視制御システム 電力系統の大規模化・複雑化に対応して、設備運用の総合自動化を

実現し、系統運用及び発変電所の監視制御に関する高信頼化・省力

化を実現し電力の安定供給と系統設備の効率的運用を図る。 

（出典：明電舎のホームページ http://www.meidensha.co.jp）  

 
2.10.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.10.3-1に、コージェネレーションシステムにかかわる明電舎の出願件数と発明者

の推移を示す。 

 

［開発拠点］東京都品川区大崎 2-1-17 株式会社明電舎内 
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図 2.10.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

 明電舎の出願件数と発明者の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出願件数は、1991～2001 年まで０～10 件の範囲で増減を繰り返しており、93 年に 10 件、

98 年に０件になり、その後 99 年３件、2000 年２件、2001 年８件と推移している。 

発明者数も、1991～2001 年まで 0～12 人の範囲で増減を繰り返しており、その後 99 年

８人、2000 年２人、2001 年 11 人と推移している。 

 
2.10.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.10.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、明電舎が出願した全 50 件

の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.10.4-1 明電舎における特許のシステム・要素と課題の分布 
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明電舎の技術をみると、逆潮流制御に対するトータルシステムの改良（７件）、熱回収

効率向上に対するトータルシステムの改良（５件）、運転コスト低減に対するトータルシス

テムの改良（５件）も多い。 
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表 2.10.4-1 明電舎の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

逆潮流制御 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平07-327319
（取下） 
94.05.31 
H02J3/38 

負荷移行時逆電力ﾘﾚ-誤動作防止回路 

逆潮流制御 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平08-126209
94.10.28 
H02J3/38 

熱電併給発電ｼｽﾃﾑにおける発電機の制御方法 

逆潮流制御 負荷制御改良 特許3259296 
91.11.29 
H02J3/38 

熱電併給発電ｼｽﾃﾑの逆電力防止方式 
特別必要な負荷の負荷情報を電力検出器で検出し､加算

器で加え､発電機の出力を想定した加算器の設定値と比

較器で比較し､その偏差信号

を増巾器に入力する｡入力値

が所定値以下のとき発電機

の出力を下げ､所定値以上の

ときは元に復帰させる｡ 

需給安定化 発電機部の改良 特開平08-298723
95.04.26 
H02J3/38 

汚泥消化ｶﾞｽ発電機の台数制御装置 

需給安定化 負荷制御改良 特開平07-046765
（取下） 
93.08.05 
H02J3/38 

熱電併給設備 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 実開平05-060163
（取下） 
92.01.09 
H02K7/18 

熱電併給装置 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平10-331716
97.06.03 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備の効率向上装置 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

負荷制御改良 特開平04-331500
91.04.30 
H02P9/00 

熱電併給装置 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平05-033607
（取下） 
91.07.31 
F01K23/06 

熱電併給装置 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平07-204697
94.01.17 

C02F11/04,ZAB 

廃棄物利用熱電併給装置 

制
御
・
監
視
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平08-170580
94.12.16 

F03G6/00,551 

廃棄物･風力利用熱電併給装置 

熱
―
動
力
変

換
技
術 

異常運転防止 原動機部の改良 特開平11-018495
97.06.25 
H02P9/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑのｶﾞﾊﾞﾅﾊﾝﾁﾝｸﾞ検出装置 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

逆潮流制御 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3328365 
93.04.19 
H02J3/38 
東京電力 

単独運転検出装置 
第1及び第2の論理和回路は､電源

変電所とｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ需要家との

間のﾙ-ﾄにそれぞれ直列に接続さ

れた遮断器と遮断器の何れかが

｢切｣状態にあった場合の出力が入

力される、ﾙ-ﾄ開放確認用ﾀｲﾏから

出力があれば､ﾙ-ﾄの開放がわかる

ので、単独運転が検出できる｡ 
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表 2.10.4-1 明電舎の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特許3284683 
93.08.27 
H02H3/40 

電流方向検出継電装置 
電力会社側交流電源と負荷を結ぶ

電路に変圧器を介挿する｡変圧器

一次側､二次側の各電圧を計器用

変圧器により検出し､保護継電装

置に入力する｡保護継電装置は潮

流正方向無負荷時のをαとし､瞬

時値の場合を逆方向と判定し､瞬

時値の場合を正方向と判定する｡ 

特開平07-123596
93.10.19 
H02J3/38 

逆潮流防止装置 

特開平07-177664
93.12.22 
H02J3/38 

系統連系ｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平10-150719
96.11.15 
H02H3/38 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ連系用保護継電方式 

逆潮流制御 

電/熱比制御改良 特許3403752 
93.04.19 
H02J3/38 
東京電力 

単独運転検出装置 
母線の電圧が入力する不足電圧ﾘﾚ

-が動作すると､ｱﾝﾄﾞ回路により電

圧が入力するﾘﾚ-が動作しない条

件で動作確認用ﾀｲﾏ-を介して母線

停止信号が出力される｡さらに回

路はﾀｲﾏ-に出力がある時母線側と

の連系なしの信号が出力され､両

方に出力がある時に回路から角度

列信号が出力され遮断器がﾄﾘｯﾌﾟ

される｡ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平09-163611
95.12.05 
H02J3/38 

四国総合研究所

瞬時電圧低下対策装置の異常確認方法 

特開平08-340699
（取下） 
95.06.09 
H02P9/08 

自家用発電設備における発電機の再起動回路 電/熱比制御改良 

実開平07-003249
93.06.18 
H02J3/38 

瞬時電圧低下補償装置 

異常運転防止 

負荷制御改良 実開平05-070146
92.02.27 
H02J3/01 

ﾌｲﾙﾀ装置 

特開平06-197598
（取下） 
92.12.25 
H02P9/08 

発電機の電力制御装置 

特開平06-339227
93.05.26 
H02J3/38 

瞬時電圧低下補償装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-298995
00.04.10 
H02P9/10 

発電機の運転台数制御装置 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

需給安定化 

発電機部の改良 特開平10-234136
97.02.20 
H02J3/38 

分散型電源装置 
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表 2.10.4-1 明電舎の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

需給安定化 負荷制御改良 特開平05-300652
（取下） 
92.04.15 
H02J3/00 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの電力制御方法およびその電力
制御装置 

機器損傷防止 負荷制御改良 特開平05-161273
（取下） 
91.12.09 
H02J3/46 

発電機の運転台数制御方法 

発電効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平09-009511
95.06.16 
H02J3/42 

自家用発電設備の同期ｼｽﾃﾑ 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

発電機部の改良 特開2000-260442
99.03.05 
H01M8/02 

固体電解質型燃料電池 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-241775
01.02.21 

C10L3/06,ZAB 

汚泥消化ｶﾞｽ処理装置 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

NOx/SOx低減 発電機部の改良 特開2002-233900
01.02.06 

C02F11/12,ZAB 
明電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

糞尿有効利用ｼｽﾃﾑおよび事業系生鮮品の有効利用
ｼｽﾃﾑ 

需給安定化 電/熱比制御改良 特開平10-148160
96.11.20 
F02G5/04 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2002-267124
01.03.14 

F23G5/027,ZAB 

ｶﾞｽ機関発電施設を備えた熱分解処理施設と熱分
解処理方法 

機器損傷防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-267125
01.03.14 

F23G5/027,ZAB 

ｶﾞｽ機関発電施設を備えた熱分解処理施設と熱分
解処理方法 

特開平09-192646
（取下） 
96.01.17 

C02F1/20,ZAB 

ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝ除去ｼｽﾃﾑ 

特開2001-152967
99.11.30 
F02G5/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ及び温度調節弁 

特開2002-266656
01.03.07 
F02C6/18 

石川島播磨重工
業,西淀空調機 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-333233
01.05.02 
F25B27/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

熱回収効率向上 

熱交換器部の改良 特開平04-272421
（取下） 
91.02.27 
F01N5/02 

熱交換装置 

特開2001-056163
99.08.19 
F25B27/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-098311
00.09.27 

F23G5/027,ZAB 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電装置を備えた熱分解処理施設と加熱
方法 
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表 2.10.4-1 明電舎の技術要素別課題対応特許（4/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開2002-243120
01.02.15 

F23G5/027,ZAB 

ｶﾞｽ機関発電装置を備えた熱分解処理施設と熱分
解処理方法 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

原動機部の改良 

特開2002-267126
01.03.14 

F23G5/027,ZAB 

ｶﾞｽ機関発電施設を備えた熱分解処理施設と熱分
解処理方法 

特開2002-357373
02.03.22 
F25B27/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

実用新案2559562
93.07.08 
F02G5/00 

熱電併給装置 
ﾃﾞｨ-ｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝやｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝを

駆動する熱電併給装置にお

いて､冷却塔にｴﾝｼﾞﾝのｱﾌﾀｸ

-ﾗをその冷却水が循環する

ように接続し､冷却塔をｱﾌﾀ

ｸ-ﾗの冷却用に兼用したの

で､放熱用熱交換器とｴﾝｼﾞﾝ

のｱﾌﾀｸ-ﾗの冷却を一台の冷

却塔でなしうる｡ 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

熱交換器部の改良 特開平04-244590
（取下） 
91.01.30 
F28C3/06 

熱交換装置 

特開平10-019320
96.06.28 

F24F5/00,102 

地域冷暖房ｼｽﾃﾑ ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平10-141137
96.11.15 
F02G5/04 

熱電併給ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 

原動機部の改良 特開平07-011265
（取下） 
93.06.24 
C10L1/00 

農業廃棄物処理設備のｴﾈﾙｷﾞ-利用方法 
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2.11 東邦瓦斯 

 
2.11.1 企業の概要 

 

商号 東邦瓦斯 株式会社 

本社所在地 〒456-8511 名古屋市熱田区桜田町19-18 

設立年 1922年（大正11年） 

資本金 330億72百万円（2003年3月末） 

従業員数 3,191名（2003年3月末）（連結：4,889名） 

事業内容 ガスの製造・販売 

 

東邦瓦斯は、ガス事業、工事・器具事業の他に、熱供給事業、ＬＮＧ受託加工、タール

製品・石油製品などの販売、可塑剤などの製造・販売、住宅設備機器の販売、ガス設備の

設計・施工・保守点検業務などの事業を展開している。 

 
2.11.2 製品例 

東邦瓦斯のコージェネレーションシステム技術に関する製品例を、表 2.11.2-1 に示す。 

 

表 2.11.2-1 東邦瓦斯の製品例 

製品 概要・特徴 

ガス吸収式冷温水機 水の気化熱を利用し、蒸発・吸収・再生・凝縮のサイクルを繰り

返して冷房を行う。吸収式は水を冷媒として、吸収液に臭化リチ

ウム水溶液を使用するフロンを全く使用しない環境にやさしい冷

房システム。 

マイクロガスエンジン・コージェネ

レーション「ジェネライト」 

ガスエンジンにより発電を行い、さらに発電時の排熱を利用して

お湯もつくる１台２役の「マイクロガスエンジン・コージェネレ

ーション」 

（出典：東邦瓦斯のホームページ http://www.tohogas.co.jp）  

 

 

2.11.3 技術開発拠点と研究者 

に、コージェネレーションシステム技術にかかわる東邦瓦斯の出願件数と発明者の推移

を示す。 

 

［開発拠点］愛知県名古屋市熱田区桜田町 19-18 東邦瓦斯株式会社内 
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図 2.11.3-1 コージェネレーションシステム技術における 

  東邦瓦斯の出願件数と発明者の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出願件数は、1993～1994 年まで増加し７件となったが、96～99 年には 97 年の１件のみ

の出願であったが、2000 年 11 件、2001 年 23 件と急増している。 

発明者数も、1993～1995 年まで増加し 17 人となったが、96～99 年には減少したが、2000

年 25 人、2001 年 52 人と出願件数と共に急増している。 

 
2.11.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.11.4-1 に、コージェネレーションシステム技術について、東邦瓦斯が出願した全

49 件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.11.4-1 東邦瓦斯における特許のシステム・要素と課題の分布 
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東邦瓦斯の技術をみると、エネルギー利用効率向上に対するトータルシステムの改良

（６件）、逆潮流制御に対するトータルシステムの改良（５件）、異状運転防止に対する原

動機の改良（４件）、発電効率向上に対する発電機の改良（４件）、熱回収効率向上に対す

るトータルシステムの改良（４件）と熱交換器の改良（４件）も多い。 
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表 2.11.4-1 東邦瓦斯の技術要素別課題対応特許（1/5） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開平08-172723
94.12.20 
H02J3/38 

大阪瓦斯,東京瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装
置 

特開平08-172724
94.12.20 
H02J3/38 

大阪瓦斯,東京瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装
置 

逆潮流制御 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平08-172725
94.12.20 
H02J3/38 

大阪瓦斯,東京瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装
置 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-267260
01.03.14 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,大阪

瓦斯,西部瓦斯 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調解除 電/熱比制御改良 特開2003-134674
01.10.26 
H02J3/46 

家庭用ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝﾈｯﾄﾜ-ｸｼｽﾃﾑ 

制
御
・
監
視
技
術 

発電効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-052127
01.08.03 
H02J3/46 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置のﾈｯﾄﾜ-ｸｼｽﾃﾑ 

特許3311814 
93.04.30 

F02D45/00,368 

ｴﾝｼﾞﾝの失火検出装置 
ｼﾘﾝﾀﾞの排気圧力を計測

する排気圧ｾﾝｻと､所定

の間隔で排気圧ｾﾝｻが計

測した排気圧力をｻﾝﾌﾟﾘ

ﾝｸﾞする手段と､ｻﾝﾌﾟﾘﾝ

ｸﾞした値が所定の値以

上の場合に出火と判断

する失火判別手段とを

有する｡ 

特許3318431 
94.02.22 

F02D45/00,368 

ｴﾝｼﾞﾝの故障診断装置 
ｴﾝｼﾞﾝの排気圧力を計測する排気圧ｾﾝｻと､計測した

排気圧力を所定の間隔でｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞする手段と､ｻﾝﾌﾟ

ﾘﾝｸﾞした値に基づき各ｼﾘﾝﾀﾞ毎の排気圧代表値を算

出する手段を有する｡

代表値のばらつきを算

出し、ｴﾝｼﾞﾝの故障の有

無及びその種類を判定

する｡ 

特開平07-293311
94.04.26 

F02D45/00,345 

ｴﾝｼﾞﾝの故障予知診断装置 

異常運転防止 原動機部の改良 

特開平08-284738
（取下） 
95.04.07 

F02D45/00,368 

ｴﾝｼﾞﾝの故障予知診断装置 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

NOx/SOx低減 排ガス処理部の改
良 

特開平09-159143
95.12.05 

F23K5/00,301 
東京瓦斯,大阪瓦斯,

川崎重工業 
［被引用回数1回］

ﾏﾙﾁﾊﾞ-ﾅ式燃焼器の燃料供給ｼｽﾃﾑ及び該燃料
供給ｼｽﾃﾑを持つｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 
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表 2.11.4-1 東邦瓦斯の技術要素別課題対応特許（2/5） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開平08-298725
95.04.25 
H02J3/38 

大阪瓦斯,東京瓦斯

同期発電機の単独運転検出装置および発電装
置 

逆潮流制御 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-106218
01.09.28 
F02G5/04 
長府製作所 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの制御装置 

特開平08-031432
94.07.14 
H01M8/02 

低温作動可能な固体電解質型燃料電池 

特許3331056 
94.07.14 
H01M8/02 

分散強化型固体電解質材料及びこれを用いた
固体電解質焼結体 
ｼﾞﾙｺﾆｱ材料にｽｶﾝｼﾞｱを8~15ﾓﾙ%固溶し､結晶構造を

安定させたｽｶﾝｼﾞｱ安定化ｼﾞﾙｺﾆｱ電解質材料を製造

する｡さらにこの電解

材料に高強度複合材料

としてγ-ｱﾙﾐﾅを

0.1~20重量%混合して

分散させる｡これによ

り機械的･熱的疲労破

壊が少なく､長期間の

使用に耐える高強度固

体電解質材料を得､固

体電解質型燃料電池に

有用である｡ 

特開2002-134121
00.10.23 
H01M4/86 

固体電解質型燃料電池 

発電効率向上 発電機部の改良 

特開2002-134131
00.10.23 
H01M8/02 

支持膜式固体電解質型燃料電池 

熱回収効率向上 熱交換器部の改良 特開平05-121086
（取下） 
91.10.31 
H01M8/04 

東京瓦斯,大阪瓦斯,
富士電機 

燃料電池発電装置の水蒸気分離器 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-106217
01.09.28 
F02G5/04 

長府製作所,大阪瓦
斯,西部瓦斯 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの制御装置 

特開平08-250134
95.03.14 
H01M8/02 

固体電解質型燃料電池単ｾﾙ及びその製造方法

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

発電機部の改良 

特開平08-250135
95.03.14 
H01M8/02 

固体電解質型燃料電池単ｾﾙ及びその製造方法

特開2002-333207
01.05.10 

F24H1/00,631 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝの排熱利用ｼｽﾃﾑ 
排
熱
回
収･

利
用
技
術 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-106659
01.09.28 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,大阪

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑ 
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表 2.11.4-1 東邦瓦斯の技術要素別課題対応特許（3/5） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開平10-223245
97.02.04 
H01M8/04 

東京瓦斯,大阪瓦斯,
富士電機 

燃料電池発電装置 異常運転防止 熱交換器部の改良

特開2002-277052
01.03.21 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,大阪

瓦斯,西部瓦斯 

排熱回収装置ならびにそれを用いる排熱利用
ｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2001-296057
00.04.12 

F24H1/00,611 
大阪瓦斯,ﾊｰﾏﾝ,東京

瓦斯,西部瓦斯 

貯湯式の給湯熱源装置 

特開2001-255002
00.03.09 

F24H1/00,611 
東京瓦斯,大阪瓦斯,

西部瓦斯 

給湯装置 熱交換器部の改良

特開2002-318007
01.04.17 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,大阪瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収制御装置 
熱を放出する熱源に熱媒を循環

させ､排熱回収路､ﾎﾟﾝﾌﾟ､暖房端

末､熱交換器､暖房端末を備え、

運転に応じてﾎﾟﾝﾌﾟの回転数を

制御し､熱媒温度を制御する制

御手段等を備え､暖房負荷に応

じてｴﾝｼﾞﾝ等の熱源からの排熱

回収の最適化､効率化を実現し

ている｡ 

需給安定化 

電/熱比制御改良 特開2002-295903
01.03.29 

F24H1/00,631 
大阪瓦斯,ﾊｰﾏﾝ企画,
東京瓦斯,西部瓦斯

熱供給装置 

特開2002-071232
00.08.30 

F25B1/00,399 
東京瓦斯,大阪瓦斯,
ﾔﾝﾏｰ,ﾀﾞｲｷﾝ工業 

2次冷媒空調装置及びその運転方法 

特開2002-310502
01.04.13 

F24H1/00,631 

小規模ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝの排熱利用ｼｽﾃﾑ 

特開2002-318005
01.04.17 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,大阪瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-056910
01.08.07 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,大阪

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収装置およびｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
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表 2.11.4-1 東邦瓦斯の技術要素別課題対応特許（4/5） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2001-255038
00.03.09 
F25B27/00 

東京瓦斯,大阪瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置 

特開2002-267263
01.03.12 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,大阪

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑおよびｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

熱交換器部の改良

特開2003-056911
01.08.09 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,大阪

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑ 

熱回収効率向上 

負荷制御改良 特開2002-318006
01.04.17 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,大阪瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収制御方法及びその装置 
熱源､排熱回収手段､下層部

側に加熱前の水､上層部側に

温水を貯め､給湯に供する蓄

熱手段､下層部側の水を加熱

して上層部側に流し込む循

環手段､2台の熱交換器､熱源

の運転ﾊﾟﾀ-ﾝ､運転時間又は

蓄熱量を制御する制御手段

を備える｡ 

特開2001-280741
00.03.30 
F25B27/02 

東京瓦斯,大阪瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置を備えたｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ空調装
置 

特開2001-280735
00.03.30 
F25B27/00 

東京瓦斯,大阪瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置を備えたｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ空調装
置 

特開2001-296059
00.04.12 

F24H1/00,631 
大阪瓦斯,ﾊｰﾏﾝ,東京

瓦斯,西部瓦斯 

貯湯式の給湯熱源装置 

特開2002-071240
00.08.30 
F25B27/00 

東京瓦斯,大阪瓦斯,
ﾔﾝﾏｰ,ﾀﾞｲｷﾝ工業 

2次冷媒空調装置及びその運転方法 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-056944
01.08.20 
F25B27/00 

三菱重工業,日本ｴﾙ
ﾋﾟｰｶﾞｽ連合会,東京
瓦斯,大阪瓦斯 

空気調和装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

原動機部の改良 特開2001-280742
00.03.30 
F25B27/02 

東京瓦斯,大阪瓦斯,
西部瓦斯 

給湯装置を備えたｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ空調装
置 
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表 2.11.4-1 東邦瓦斯の技術要素別課題対応特許（5/5） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開2003-028508
01.07.17 

F24H1/18,302 
東京瓦斯,大阪瓦斯,
西部瓦斯,ﾊｰﾏﾝ企画

加熱装置 熱交換器部の改良

特開2003-161525
01.11.26 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,大阪瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

熱交換装置 

負荷制御改良 特開2003-106658
01.09.28 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,大阪

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収ｼｽﾃﾑおよび補助熱源器 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

排熱利用先拡大 特開2003-056909
01.08.07 

F24H1/00,631 
ﾉｰﾘﾂ,東京瓦斯,大阪

瓦斯,西部瓦斯 

熱回収装置およびｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

熱交換器部の改良 特開2003-139396
01.10.31 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,大阪瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

熱交換装置及び熱交換処理方法 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

耐久性向上 

電/熱比制御改良 特開2002-318008
01.04.17 

F24H1/00,631 
東京瓦斯,大阪瓦斯,
西部瓦斯,高木産業

排熱回収制御装置 
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2.12 石川島播磨重工業 

 
2.12.1 企業の概要 

 

商号 石川島播磨重工業 株式会社 

本社所在地 〒100-8182 東京都千代田区大手町 2-2-1 新大手町ビル 

設立年 1889年（明治22年） 

資本金 649億25百万円（2003年3月末） 

従業員数 8,836名（2003年3月末）（連結：23,575名） 

事業内容 エネルギー・プラント、産業機械、物流機器、鉄構、航空・宇宙開発関連

機器、船舶・海洋構造物等の製造・販売・エンジニアリング、他 

 

石川島播磨重工業は、エネルギー・プラント事業において、事業用ボイラ、産業用ボイ

ラ、舶用ボイラ、排煙脱硫装置、排煙脱硝装置、原子力機器、太陽エネルギー利用プラン

ト、廃棄物処理装置、ガスタービンの製造・販売を行っている。 

 
2.12.2 製品例 

石川島播磨重工業のコージェネレーションシステムに関する製品例は、ホームページの

検索では、みつからなかった。 

 
2.12.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.12.3-1 に、コージェネレーションシステムに係る石川島播磨重工業の出願件数と

発明者の推移を示す。 

［開発拠点］ 東京都江東区豊洲 3-2-16  石川島播磨重工業株式会社 

      東京エンジニアリングセンター内 

神奈川県横浜市磯子区新中原町 1 石川島播磨重工業株式会社 

生産技術開発センター内 

 
図 2.12.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

      石川島播磨重工業の出願件数と発明者の推移 
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出願件数は、1993～1999 年まで６件以下で増減を繰り返していたが、2000 年７件、2001

年 11 件と急増している。 

発明者数も、1993～1999 年まで 12 人以下で増減を繰り返していたが、2000 年 18 人、

2001 年 30 人と出願件数と共に急増している。 

 
 
2.12.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.12.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、石川島播磨重工業が出願し

た全 46 件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.12.4-1 石川島播磨重工業における特許のシステム・要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

石川島播磨重工業の技術をみると、発電効率向上に対する原動機の改良（６件）、熱回

収効率に対するトータルシステムの改良（４件）、設備・施工等コスト低減に対するトータ

ルシステムの改良（４件）が多い。 
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表 2.12.4-1 石川島播磨重工業の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

概  要 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2001-211696
00.01.26 
H02P9/04 

ｺｼﾞｪﾈﾌﾟﾗﾝﾄの運転方法及びその装置 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

負荷制御改良 特開2002-364457
01.06.04 
F02G5/04 

ｺｼﾞｪﾈﾌﾟﾗﾝﾄの運転方法及びその装置 

特開平04-339138
（取下） 
91.05.14 
F02C7/20 

ｺ-ｼﾞｪﾈ装置 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2000-105019
98.09.28 
F25B27/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ構成ﾛﾊﾞｽﾄ最適化法 

特開平06-093878
（取下） 
92.09.11 
F02C3/22 

［被引用回数1回］

LPG用ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置 原動機部の改良 

特許3221123 
93.01.13 
F02C3/20 

LPG混合水用蒸発器を備えたｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置 
液体LPGを蒸発させるための別個の蒸発器及びそのため

の外部熱源を不要とすること

ができ､同時に､ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの燃

焼器内に投入するために十分

な圧力を持つ水蒸気を得るこ

とができる､LPG混合蒸発器を

備えたｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置。 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

熱交換器部の改良 特開2003-021302
01.07.09 
F22B1/18 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備の排熱回収ﾎﾞｲﾗ用ﾊﾞｲﾊﾟｽﾀﾞﾝﾊﾟ 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平11-039004
97.07.16 
G05B13/02 

遺伝的ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑを用いたｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ最適化ｱﾙｺﾞﾘ
ｽﾞﾑ 

制
御
・
監
視
技
術 

NOx/SOx低減 原動機部の改良 特開平10-184393
96.12.27 
F02C9/48 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電装置の制御方法 

原動機部の改良 特開2003-083089
01.09.14 
F02C9/00 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの性能診断方法 異常運転防止 

始動・停止制御改
良 

特開2002-004814
00.06.19 
F01K23/10 

再生式蒸気噴射ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-003862
01.06.21 
F02C7/00 

ﾏｲｸﾛｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備 

特開平08-338398
（取下） 
95.06.13 
F04F5/46 

可変流量ｴｾﾞｸﾀ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

需給安定化 

原動機部の改良 

特開2002-364383
01.06.04 
F02C7/143 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ吸気冷却装置 
蒸気噴射型ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝと排熱

回収ﾎﾞｲﾗで構成され、吸気冷

却装置を備え､熱電可変型ｺ

ｼﾞｪﾈﾕﾆｯﾄで電力と蒸気を供

給する｡大気温度と電力の負

荷需要量を計測し､最適運用

を行うための吸気温度を制

御するようにする｡ 



200 

表 2.12.4-1 石川島播磨重工業の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

概  要 

需給安定化 始動・停止制御改
良 

特開平11-229894
98.02.17 
F02C3/30 

［被引用回数1回］

蒸気噴射ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 

発電効率向上 原動機部の改良 特許2751837 
94.08.26 
F01K23/10 

［被引用回数2回］

二流体ｻｲｸﾙｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 
燃焼器で燃料を燃焼させ､燃

焼ｶﾞｽを発生させ、圧縮機とﾀ

-ﾋﾞﾝを駆動させ、ﾀ-ﾋﾞﾝの下流

に､熱交換器を設け、飽和蒸気

とその飽和温度よりも高い温

度まで圧縮した圧縮空気とを

混合器で混合し、混合ｶﾞｽﾗｲﾝ

を介して燃焼器へ導き､ﾀ-ﾋﾞﾝ

の出力と熱効率を高めること

ができる｡ 

 原動機部の改良 特開平08-218883
（取下） 
95.02.13 
F02B37/04 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ用高過給装置 

 原動機部の改良 特開平10-184315
96.12.27 
F01K23/10 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電装置 

 原動機部の改良 特開2000-008878
98.06.26 
F02C6/16 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備 

 熱交換器部の改良 特開平11-280493
98.03.30 
F02C3/30 

複合蒸気噴射ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 

熱回収効率向上 熱交換器部の改良 特開2002-195051
00.12.27 
F02C3/20 

蒸気噴射式ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-371862
01.06.14 
F02C3/30 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ施設 設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

始動・停止制御改
良 

特許3038986 
91.03.28 
F02C7/00 

ﾊﾟｯｹ-ｼﾞされたｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝとその排気系のﾊﾟ-ｼﾞ方法
およびその装置 
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの起動時は､ﾀﾞﾝﾊﾟの調整により､ｴｱﾓ-ﾀを駆動し

てｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝを回転させ、ｶﾞｽﾀ-

ﾋﾞﾝ内の残存ｶﾞｽをﾊﾟ-ｼﾞする｡

排熱回収ﾎﾞｲﾗ及び煙突内の残

存ｶﾞｽは､ﾀﾞﾝﾊﾟの調整により、2

台の換気ﾌｧﾝを駆動してﾊﾟ-ｼﾞ

させる｡ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 原動機部の改良 特開2002-364381
01.06.07 
F02C3/20 

脱臭装置及び脱臭方法 

逆潮流制御 発電機部の改良 特開平05-207658
92.01.28 
H02J3/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈ設備における給電方法 

需給安定化 発電機部の改良 特開平05-332645
（取下） 
92.05.29 
F25B49/02 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ型冷凍装置 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

機器損傷防止 発電機部の改良 特開平05-125905
（取下） 
91.11.01 
F01D15/10 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 
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表 2.12.4-1 石川島播磨重工業の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

概  要 

動
力
／
燃
料
―

電
気
変
換
技
術 

機器損傷防止 発電機部の改良 特開平05-130751
（取下） 
91.11.05 
H02J9/08 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

異常運転防止 始動・停止制御改
良 

特開平07-083401
（取下） 
93.09.13 
F22B1/18 

ﾌﾟﾗﾝﾄ設備における排ｶﾞｽ流量制御装置 

原動機部の改良 特開平11-257099
98.03.16 
F02C7/143 

中間冷却式ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 

原動機部の改良 特開2000-220470
99.02.01 
F02C3/30 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ熱電併給装置 

発電効率向上 

電/熱比制御改良 特公平08-026780
93.02.26 
F02C3/30 

［被引用回数5回］

部分再生式二流体ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 
部分再生式二流体ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ

は､圧縮機と燃焼器とﾀ-ﾋﾞﾝと

からなる｡混合器は水蒸気を

駆動源として空気を昇圧し､

且つ両流体を混合する｡ﾀ-ﾋﾞﾝ

の下流に設けられ混合器によ

る混合ｶﾞｽをﾀ-ﾋﾞﾝ排気で加熱

するための熱交換器を設け

る｡ 

特開平05-264187
92.03.17 
F28D20/00 

蓄熱装置 

特開平08-193504
（取下） 
95.01.13 
F01K23/10 

動力ﾌﾟﾗﾝﾄの複合ｻｲｸﾙ 

特開2000-045710
98.08.04 
F01K23/10 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備およびその運転方法 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-266656
01.03.07 
F02C6/18 

明電舎,西淀空調
機 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

発電機部の改良 特開平09-303115
96.05.17 
F01K23/10 

炭酸ｶﾞｽの発生を抑制する発電設備 

特開2001-313048
00.04.28 
H01M8/04 

固体高分子電解質型燃料電池発電装置 

熱回収効率向上 

熱交換器部の改良 

実開平05-096794
（取下） 
92.05.22 
F28G1/16 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ用排ｶﾞｽ熱交換器の清掃装置 

特開2002-147890
00.11.14 
F25B27/02 

空調方法及び空調装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-249791
01.02.23 

C10L5/46,ZAB 

ごみ固形燃料製造設備のごみ乾燥機排気ｶﾞｽの脱
臭処理装置 
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表 2.12.4-1 石川島播磨重工業の技術要素別課題対応特許（4/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

概  要 

電/熱比制御改良 特開平11-108444
97.10.09 

F24H1/00,523 

温水供給設備 ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

排熱利用先拡大 特開2002-361200
01.06.07 
B09B3/00 

脱臭処理ｼｽﾃﾑ 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-181405
00.12.14 
F25B27/02 

空調方法及び空調装置 
ｴﾝｼﾞﾝによる発電要求量が低下して､廃熱発生部から吸収

式冷凍･暖房機に供給する

温水の温度が安定温度よ

り低くなった場合には､燃

焼式加熱器による追い炊

きを行い､加熱して温水の

温度を安定温度に保持さ

せる｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

未燃分低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-021639
00.07.07 
F02G5/04 

ﾃﾞｨ-ｾﾞﾙｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑ 

排
ガ
ス
処
理

技
術 

CO2低減 排ガス処理部の改
良 

特開2002-336876
01.05.14 

C02F1/66,510 
ｱｸｱｽ 

排水処理装置およびその方法 
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2.13 ヤマハ発動機 

 
2.13.1 企業の概要 

 

商号 ヤマハ発動機 株式会社 

本社所在地 〒438-8501 静岡県磐田市新貝2500 

設立年 1955年（昭和30年） 

資本金 232億51百万円（2003年3月末） 

従業員数 8,168名（2003年3月末）（連結：32,066名） 

事業内容 二輪車、自動車用エンジン、産業用ロボットの製造・販売、他 

 

ヤマハ発動機は、マリン事業では、船外機、ウォーター・ビークル、ボート、漁船、和

船などの製造・販売、特機事業では、バギー車、スノーモビル、ゴルフカー、発電機、汎

用エンジン等の製造・販売を行っている。 

 
2.13.2 製品例 

ヤマハ発動機のコージェネレーションシステム技術に関する製品例は、ホームページの

検索では、みつからなかった。 

 
2.13.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.13.3-1 に、コージェネレーションシステムにかかわるヤマハ発動機の出願件数と

発明者の推移を示す。 

 
［開発拠点］静岡県磐田市新貝 2500 ヤマハ発動機株式会社内 
 

図 2.13.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

    ヤマハ発動機の出願件数と発明者の推移 
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出願件数は、1991～1993年まで増加して８件となり、その後96年まで減少し、０件とな

り97年に12件と急増し、2000～2001年には再度０件となっている。 

発明者数も、1991～1993年まで増加して９人となり、その後96年まで減少し、０人とな

り97～99年に６～８件と増加したが、2000～2001年には再度０件となっている。 

 
2.13.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.13.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、ヤマハ発動機が出願した全

42 件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.13.4-1 ヤマハ発動機における特許のシステム・要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ヤマハ発動機の技術をみると、ほとんどが、熱回収効率向上に対するトータルシステム

の改良（30件）であり、その他では、設備・施工等コスト低減に対するトータルシステム

の改良（４件）が多い。 
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表 2.13.4-1 ヤマハ発動機の技術要素別課題対応特許（1/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

制
御
・
監

視
技
術 

騒音拡散防止  原動機部の改良 特開平08-049942
94.08.08 
F25B27/00 

［被引用回数2回］

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2001-004247
99.06.24 
F25B27/00 

ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ駆動用ﾝｼﾞﾝの点火時期制御方法 
熱
―
動
力
変

換
技
術 

発電効率向上 原動機部の改良 特開平11-182343
97.12.18 
F02G5/04 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動冷媒圧送循環式熱移動装置 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3033922 
92.03.09 
F25B27/02 

冷暖房装置用ｴﾝｼﾞﾝの点火時期制御装置 
ｴﾝｼﾞﾝの通常運転時に､ｴﾝｼﾞﾝの点火時期を所定の時期よ

りも遅らせて駆動させる｡冷

暖房装置の運転状態を検出

する異常回避ｾﾝｻを設け､こ

の異常回避ｾﾝｻが異常状態の

検出信号を出力したとき､そ

の出力信号でｴﾝｼﾞﾝの点火時

期を所定の時期に戻す｡ 

需給安定化 原動機部の改良 特開平06-280563
（取下） 
93.03.30 

F01P7/16,504 

ｴﾝｼﾞﾝの冷却水温度制御方法及び装置 

特許3248115 
93.03.04 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ装置 
ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ装置は､ｴﾝ

ｼﾞﾝで圧縮機を駆動して冷媒回

路中に冷媒を循環させており､

ｴﾝｼﾞﾝの冷却により生じた温水

を循環させる温水回路を有す

る｡ 

特許3280113 
93.03.30 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ装置の排熱回収装置 
ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ装置の

排熱回収装置は、ｴﾝｼﾞﾝ本体

を冷却する第1温水回路と､

ｴﾝｼﾞﾝの排ｶﾞｽ熱交換器と冷

媒回路に設けた冷媒熱交換

器とを循環する第2温水回

路との2系統を設ける｡ 

特開平06-330742
（取下） 
93.05.21 
F01N5/02 

ｴﾝｼﾞﾝの排気熱回収装置 

特開平07-063439
（取下） 
93.08.24 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 

特開平07-063438
93.08.24 
F25B27/00 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

排
熱
回
収･
利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3343665 
93.09.17 
F28D7/10 

排気ｶﾞｽ熱交換装置 
排気通路内を流れる排気ｶﾞｽと

排気通路外を流れる他の流体

との間で熱交換を行なう排気

ｶﾞｽ熱交換装置において､排気

通路の膨張室に凹凸を有する

上流側熱交換部を有し､この上

流側熱交換部をｴﾝｼﾞﾝの排気側

に直接接続可能にしている｡ 
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表 2.13.4-1 ヤマハ発動機の技術要素別課題対応特許（2/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特許3348984 
94.06.30 
F24F5/00 

［被引用回数1回］

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式空気調和装置 
ｴﾝｼﾞﾝの排気通路に介設され

た排気ｶﾞｽ熱交換器で､排気ﾎﾟ

-ﾄに連なる排気管の内面にﾌｲ

ﾝを突出形成し､外面に冷却ｼﾞ

ﾔｹﾂﾄを形成して第1熱交換器

を構成し､第1熱交換器の下流

端にｹ-ｼﾝｸﾞ内にﾊﾟｲﾌﾟを挿入

してなる第2熱交換器を接続

する｡ 

特開平08-021241
94.07.01 
F01P3/20 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

特開平08-049943
94.08.08 
F25B27/00 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

特開平08-233404
95.02.28 
F25B27/02 

空気調和装置 
二重管熱交換器と、冷媒の流れを切り換える三方弁を冷

媒回路に設ける｡冷房および

暖房運転時に膨張弁を通過

した低圧の冷媒を二重管熱

交換器に導き、熱の供給効率

が高く､圧縮機を駆動したま

ま冷房又は暖房運転が可能

となり､圧縮機の駆動源のｴﾈ

ﾙｷﾞ-を有効に利用できる｡ 

特開平09-014778
95.06.30 
F25B13/00 

空気調和装置 
冷媒回路に圧縮機､四方弁､室内

熱交換器､膨脹弁､室外熱交換器

を設ける空調装置で、冷媒に熱を

供給可能なﾒｲﾝｱｷｭﾑﾚ-ﾀを設ける｡

ﾗｲﾝに流量制御弁を設け､室内熱

交換器での熱交換量が所定以下

の時弁を開くよう構成する｡ 

特開平10-306954
97.05.08 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動冷媒圧縮循環式熱移動装置 

特開平10-311620
97.05.15 
F25B27/00 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動熱ﾎﾟﾝﾌﾟ式空調装置 

特開平10-318620
97.05.19 

F25B13/00,104 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動熱ﾎﾟﾝﾌﾟ式空調装置 

特開平10-325640
97.05.28 
F25B27/00 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

特開平11-014185
97.06.18 
F25B25/02 

空調装置 

特開平11-023093
97.07.07 
F25B27/00 

複合熱移動装置 

特開平11-063723
97.08.11 
F25B25/02 

複合熱移動装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平11-083233
97.09.03 
F25B25/02 

複合熱移動装置 
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表 2.13.4-1 ヤマハ発動機の技術要素別課題対応特許（3/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開平11-083234
97.09.03 
F25B25/02 

複合熱移動装置 

特開平11-183081
97.12.17 

F28F17/00,511 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

特開平11-201067
98.01.09 

F04C29/02,331 

水冷ｴﾝｼﾞﾝ駆動圧縮機の潤滑装置 

特開2000-065441
98.08.19 
F25B25/02 

複合熱移動装置 
圧縮式ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟｼｽﾃﾑと吸収式冷凍ｼｽﾃﾑと､室内熱交換器

を含む熱媒流体循環路を

備え､両ｼｽﾃﾑに、熱媒流体

循環路､冷房のための熱媒

流体の冷却を行う｡ｴﾝｼﾞﾝ

排熱で吸収液と､熱媒流体

を加熱する熱交換器と､運

転状態に応じて、熱交換器

にｴﾝｼﾞﾝ排熱を導く開閉弁

をもつ｡ 

特開2000-065442
98.08.19 
F25B25/02 

複合熱移動装置 

特開2000-065443
98.08.19 
F25B25/02 

複合熱移動装置 

特開2000-146358
98.11.04 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動圧縮式空調装置の余熱利用ﾕﾆﾂﾄ 
貯湯ﾀﾝｸ内の温水を追焚きするﾎﾞｲﾗ部と､温水を循環させ

る循環通路と､ｴﾝｼﾞﾝ駆動圧縮式空調装置からの冷媒通路

と､冷却水通路と､冷媒通

路内の冷媒の凝縮熱で循

環通路内の温水を加熱す

る凝縮熱交換器と､冷却水

通路内のｴﾝｼﾞﾝ冷却水の排

熱で循環通路内の温水を

加熱する排熱交換器とを

備える｡ 

特開2000-146206
98.11.11 
F24D7/00 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動圧縮式空調装置の室外ﾕﾆﾂﾄ 

特許3295716 
99.10.20 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ装置 
水冷式ｴﾝｼﾞﾝで駆動される圧

縮機と､吐出側回路と､吸込回

路とかなる基部回路と､室外

熱交換器､室内熱交換器を経

る主相変換回路とからなる冷

媒回路とから構成する｡ 

特開2001-141330
99.11.11 
F25B27/00 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱移動装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-159370
99.12.03 
F02G5/02 

ｶﾞｽ充填装置の除湿構造 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 

熱交換器部の改良 特許3134957 
91.12.26 
F25B27/00 

［被引用回数2回］

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ装置 
水冷式ｴﾝｼﾞﾝで駆動する圧縮機

により､ｱｷﾕﾑﾚ-ﾀを備えた冷媒

回路中の冷媒を循環させる熱

ﾎﾟﾝﾌﾟ装置おいて､ｱｷｭﾑﾚ-ﾀ内の

液相の冷媒R中に､第3の温水管

路を配置してｴﾝｼﾞﾝの冷却水を

流通させる｡ 
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表 2.13.4-1 ヤマハ発動機の技術要素別課題対応特許（4/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

熱回収効率向上 熱交換器部の改良 特開平07-198226
（取下） 
94.01.11 
F25B27/00 

空気調和機の排気装置 

特許3054976 
92.03.26 
F25B27/02 

［被引用回数2回］

ｴﾝｼﾞﾝ駆動熱ﾎﾟﾝﾌﾟ式空調装置 
ｴﾝｼﾞﾝによって駆動する圧縮

機の冷媒の吐出口と吸入口

との間に､室外熱交換器と室

内熱交換器を経由する冷媒

回路を有するｴﾝｼﾞﾝ駆動熱ﾎﾟ

ﾝﾌﾟ式空調装置おいて､ｴﾝｼﾞﾝ

を冷媒回路を流通する冷媒

中に臨ませて設置する｡ 

特許3343623 
92.07.23 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動熱ﾎﾟﾝﾌﾟ式空調装置 
ｴﾝｼﾞﾝ駆動熱ﾎﾟﾝﾌﾟ式空調装置は､ｴ

ﾝｼﾞﾝによって駆動する圧縮機の冷

媒の吐出口と吸入口との間に､室

外熱交換器と室内熱交換器を経由

する冷媒回路を有する｡ 

特許3177902 
92.10.26 
F25B27/00 

ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 
ｶﾞｽﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置の構成機器のう

ち､ｴｱｸﾘ-ﾅ､排気ｻｲﾚﾝｻ､ｵｲﾙﾀﾝｸ及び

ｵｲﾙｾﾊﾟﾚ-ﾀを一体化してﾕﾆｯﾄとし

て構成し､ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝから排出され

る排ｶﾞｽの熱でｵｲﾙｾﾊﾟﾚ-ﾀを加熱す

る｡ 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3345633 
93.05.17 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ装置 
ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ装置は､冷却水の循環でｴﾝｼﾞﾝを冷却

する温水回路と､冷媒の循環

で冷暖房を行う冷媒回路と､

この冷媒回路と温水回路と

を隣接し熱交換させる熱交

換器と､冷媒回路の冷媒を循

環させる圧縮機と､この圧縮

機を駆動するｴﾝｼﾞﾝとを備え

ている｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平11-183082
97.12.17 

F28F17/00,511 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 
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2.14 ヤンマー 

 
2.14.1 企業の概要 

 

商号 ヤンマー 株式会社 

本社所在地 〒530-8311 大阪市北区茶屋町1-32 

設立年 1936年（昭和11年）（創業：1912年） 

資本金 52億円（2003年3月末） 

従業員数 3,054名（2003年3月） 

事業内容 産業用エンジン、小型建設機械、発電機、環境機器（プラント用脱臭装置

等）、生ごみ処理機等の製造・販売、他 

ヤンマーは、エンジン・農業機械以外にも、建設機械、流通機器、マリン関連、環境分

野、技術情報などの事業を行っている。 

 
2.14.2 製品例 

ヤンマーのコージェネレーションシステムに関する製品例を、表 2.14.2-1 に示す。 

 

表 2.14.2-1 ヤンマーの製品例 

製品 概要・特徴 

ヤンマー発電システム ガスエンジン発電機、ガスタービン発電機など、燃料の種類に

合わせた多様な種類がある。 
発電連動型エネルギー供給サービス 発電設備を設ける場所を提供するだけで、安価な電力供給を受

けることができる｡ 

（出典：ヤンマーのホームページ http://www.yanmar.co.jp）  

2.14.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.14.3-1 に、コージェネレーションシステムにかかわるヤンマーの出願件数と発明

者の推移を示す。 

［開発拠点］大阪府大阪市北区茶屋町 1-32 ヤンマー株式会社内 

 
図 2.14.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

  ヤンマーの出願件数と発明者の推移 
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出願件数は、1991～2001 年まで、１～７件の間で増減を繰り返し 2001 年には６件とな

っている。 

発明者数は、1992 年に 14 人に増加した後、97 年まで減少し、２人となり、98～99 年と

増加し 12 件となった後、再び減少し、2001 年には８人となっている。 

 
 
2.14.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.14.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、ヤンマーが出願した全 41

件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.14.4-1 ヤンマーにおける特許のシステム・要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ヤンマーの技術をみると、熱回収効率向上に対するトータルシステムの改良（14 件）、

異常運転防止に対する原動機の改良（３件）、需給安定化に対するトータルシステムの改良

（３件）が多い。 
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表 2.14.4-1 ヤンマーの技術要素別課題対応特許（1/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

発電効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2000-205606
99.01.18 
F24F5/00 

熱併給発電装置 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平11-022551
97.07.01 
F02G5/04 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式熱ﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

発電機部の改良 特開2002-257431
01.03.02 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ/ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ兼用装置 

騒音拡散防止  原動機部の改良 実開平05-052246
（取下） 
91.12.24 
F02G5/04 

熱併給発電ｼｽﾃﾑの余剰熱放散装置 

制
御
・
監
視
技
術 

ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 熱交換器部の改良 特開2000-240511
99.02.18 
F02G5/04 
東京瓦斯 

ｵ-ﾙｲﾝﾜﾝ方式ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

特許3053304 
92.10.28 
F02B77/08 

内燃機関の故障予知装置 
内燃機関に振動ｾﾝｻ群､温度ｾﾝｻ

群､ﾄｯﾌﾟﾊﾟﾙｽｾﾝｻ､回転ﾊﾟﾙｽｾﾝｻ､

音ｾﾝｻ及び圧力ｾﾝｻ群を夫々付設

する｡各ｾﾝｻの各検出出力を､

夫々ﾁｬﾝﾈﾙｾﾚｸﾀ､ｹﾞ-ﾄﾊﾟﾙｽ発生器

等を介し､ﾌｨﾙﾀ及び実効値算出

器に入力した後､この実効値と

基準値とを比較器で比較して、

各種の異常を判定する｡ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2000-035257
98.07.16 
F25B27/00 

ｴﾝｼﾞﾝﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 

特開平10-141144
96.11.01 
F02M21/02 

排気再循環式ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの給気構造 

特開平10-141064
96.11.01 
F02B23/08 

内燃機関の燃焼室構造 

異常運転防止 

原動機部の改良 

特開平10-141194
96.11.01 
F02P5/152 

内燃機関の点火時期制御方法 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

発電効率向上 原動機部の改良 特許3172294 
92.10.30 
F01M1/10 

内燃機関の潤滑装置 
潤滑油回路中に複数のﾌｨﾙﾀ-配置し､交換時期が来る度

に切換えて使用し､また､

運転中にその交換時期の

来たﾌｨﾙﾀ-を交換できるよ

うそのﾌｨﾙﾀ-への通路を遮

断する｡また､通路中に温

度ｾﾝｻ-等を設けることに

より､潤滑油の粘性の高い

冷態時等に各ﾌｨﾙﾀ-の複数

若しくは全てを開いて潤

滑油を通過させる｡ 
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表 2.14.4-1 ヤンマーの技術要素別課題対応特許（2/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3005776 
91.09.10 

F02M25/07,570 
［被引用回数1回］

ﾃﾞｨ-ｾﾞﾙ機関の排気ｶﾞｽ還流装置 
排気ﾀ-ﾋﾞﾝ過給機を備えたﾃﾞｨ-ｾﾞﾙ

機関と､これよりも小容量のｶﾞｽ機

関とを､継手で連結し､ﾃﾞｨ-ｾﾞﾙ機関

の他端部を発電機等の負荷装置に

連結する｡ｶﾞｽ機関は､空気とｶﾞｽの

混合ｶﾞｽが供給され､燃焼ｶﾞｽをﾃﾞｨ-

ｾﾞﾙ機関の吸気側へ還流させる｡ 

熱回収効率向上 原動機部の改良 特開平10-141068
96.11.01 
F02B29/04 

ﾐﾗ-ｻｲｸﾙｴﾝｼﾞﾝの給気冷却構造 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

NOx/SOx低減 原動機部の改良 特開平10-131742
96.10.29 
F01N3/24 

排気再循環方式ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 

逆潮流制御 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-238167
01.02.13 
H02J3/46 

系統連系ｼｽﾃﾑ 
外部商用電源の商用電力

と､発電機の発電電力をｲﾝ

ﾊﾞ-ﾀ-を介して出力したｲﾝ

ﾊﾞ-ﾀ-出力とを系統連系

し､負荷の需要電力を賄

う｡この場合､三つの制御

区間に分けて制御し､ｲﾝﾊﾞ

-ﾀ-出力は､需要電力量よ

りも一定量少なく出力す

るように制御する｡ 

異常運転防止 電/熱比制御改良 特開2002-247762
01.02.22 
H02J3/38 
ｵﾑﾛﾝ 

ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

特開2002-242760
01.02.14 
F02G5/04 

ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置の構造 需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-242759
01.02.14 
F02G5/04 

ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置の構造 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調解除 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-244747
01.02.14 
G05F1/67 

ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの付属機器類の駆動方法 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3059601 
92.12.29 
F25B27/02 

［被引用回数1回］

冷暖房混在型ｴﾝｼﾞﾝ駆動ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟｼｽﾃﾑ 
駆動用ｴﾝｼﾞﾝの冷却水の廃熱

を補助熱交換器で回収して

冷媒を加熱し､その加熱量を

冷媒の蒸発温度が一定にな

るように制御部で制御する

ことによって暖房運転中の

室内機と冷房運転中の室内

機の容量差を補う｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平04-327701

（取下） 
91.04.25 
F22B1/18 

蒸気発生装置 
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表 2.14.4-1 ヤンマーの技術要素別課題対応特許（3/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開平06-106141
92.09.25 
B08B3/02 

ｴﾝｼﾞﾝ付き温水洗浄機 

特許3187558 
92.09.11 
F25B27/02 

冷/暖房混在型ｴﾝｼﾞﾝ駆動ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟｼｽﾃﾑ 
冷媒と駆動用ｴﾝｼﾞﾝ冷却水との間で熱交換して冷媒を

加熱する補助熱交換器を

設け､冷房主体の運転時に

おいて､室外ﾕﾆｯﾄの通常の

空冷式熱交換器と補助熱

交換器とを組合せて使用

することにより､凝縮器と

しての全体の能力を低下

させて運転する｡ 

特許3140215 
92.09.11 
F25B27/02 

冷/暖房混在型ｴﾝｼﾞﾝ駆動ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟｼｽﾃﾑ 
冷媒と駆動用ｴﾝｼﾞﾝ冷却水との間で熱交換して冷媒を

加熱する補助熱交換器を

設け､暖房主体の運転時に

おいて､室外ﾕﾆｯﾄの蒸発器

として補助熱交換器のみ

を使用することにより､蒸

発器の能力を低下させた

状態で運転する｡ 

特許3232181 
93.12.09 
F25B27/00 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ及び駆動用ｴﾝｼﾞﾝ 
縦軸形ｴﾝｼﾞﾝの上面を覆う蓋体

に､ｴﾝｼﾞﾝからの排気口と､冷却

水の出口集合部､及び排気口と

接続され､かつ冷却水出口用集

合部に配置された消音室兼排ｶﾞ

ｽ熱交換室を一体的に構成する｡ 

特開平08-093552
（取下） 
94.09.20 
F02G5/00 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟの廃熱回収装置 

特開平09-026232
95.07.14 
F25B39/04 

空調用ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 

特開平11-343847
98.05.29 
F01N5/02 

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの廃熱回収装置 

特開2000-035258
98.07.16 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 

特開2000-283598
99.03.29 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟの制御方法 

特開2001-272135
00.03.29 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟの排熱回収機構 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-071232
00.08.30 

F25B1/00,399 
東京瓦斯,大阪瓦
斯,東邦瓦斯,ﾀﾞｲｷ

ﾝ工業 

2次冷媒空調装置及びその運転方法 
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表 2.14.4-1 ヤンマーの技術要素別課題対応特許（4/4） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開2001-248935
00.03.08 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟの排熱回収回路 熱回収効率向上 熱交換器部の改良 

特開2001-248489
00.03.08 

F02D45/00,312 

ｴﾝｼﾞﾝﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟの制御方法 

特開平11-337216
98.05.29 
F25B25/02 

ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-071240
00.08.30 
F25B27/00 

東京瓦斯,大阪瓦
斯,東邦瓦斯,ﾀﾞｲｷ

ﾝ工業 

2次冷媒空調装置及びその運転方法 

特開平05-187318
（取下） 
92.01.13 
F02G5/04 

温水洗浄機 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平11-337221
98.05.29 
F25B27/02 

ｴﾝｼﾞﾝﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟの廃熱回収装置 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

熱交換器部の改良 特開平04-297788
（取下） 
91.03.26 
F28D7/10 

熱交換器 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2000-009362
98.06.19 
F25B25/02 

圧縮･吸収ﾊｲﾌﾞﾘﾂﾄﾞ型ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

排
ガ
ス
処
理

技
術 

NOx/SOx低減 排ガス処理部の改良 特開平09-060517
（取下） 
95.08.25 
F01N3/20 

脱硝触媒式排気清浄装置 
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2.15 本田技研工業 

 
2.15.1 企業の概要 

 

商号 本田技研工業 株式会社 

本社所在地 〒107-8556 東京都港区南青山2-1-1 

設立年 1948年（昭和23年） 

資本金 860億67百万円（2003年3月末） 

従業員数 27,798名（2003年3月末）（連結：126,900名） 

事業内容 二輪車、四輪車、汎用製品（農機具、発電機、汎用エンジン等）の製造・

販売 

 

本田技研工業は、汎用製品では、発電機、非常用発電機、汎用エンジン、水ポンプ、高

圧洗浄機、動力噴霧機、耕運機、トラクター、運搬機、草刈機、除雪機、伝導車椅子など

の製造・販売を行っている。 

 
2.15.2 製品例 

本田技研工業のコージェネレーションシステム技術に関する製品例は、ホームページの

検索では、みつからなかった。 

 

2.15.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.15.3-1 に、コージェネレーションシステム技術にかかわる本田技研工業の出願件

数と発明者の推移を示す。 

 
［開発拠点］埼玉県和光市中央 1-4-1 株式会社本田技術研究所内 

 
図 2.15.3-1 コージェネレーションシステム技術における 

    本田技研工業の出願件数と発明者の推移 
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出願件数は、1991～1997 年まで、０～２件の間で推移していたが、98 年に６件と急増

し、2001 年には９件となっている。 

発明者数は、1991～1997 年まで、０～３人の間で推移していたが、98 年に 11 人と急増

し、2001 年には 18 人となっている。 

 

 

2.15.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.15.4-1 に、コージェネレーションシステム技術について、本田技研工業が出願し

た全 35 件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.15.4-1 本田技研工業における特許のシステム・要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本田技研工業の技術をみると、熱回収効率向上に対する熱交換器の改良（８件）、熱回

収効率向上に対するトータルシステムの改良（７件）、異常運転防止に対する発電機の改良

（３件）、需給安定化に対するトータルシステムの改良（３件）、熱回収効率向上に対する

原動機の改良（３件）が多い。 
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表 2.15.4-1 本田技研工業の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

電/熱比制御改良 特開2002-089367
00.09.08 
F02G5/04 

ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

特開平11-055860
97.07.28 
H02J3/38 

ｴﾈﾙｷﾞ供給ｼｽﾃﾑ 

需給安定化 

負荷制御改良 

特開2000-054913
98.08.07 
F02G5/04 
ｹｰﾋﾝ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

発電効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2000-087801
98.09.09 
F02G5/04 
大阪瓦斯 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

熱回収効率向上 熱交換器部の改良 特開2000-073861
98.08.26 
F02G5/00 
大阪瓦斯 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 
複数の発電ﾕﾆﾂﾄのうち1つを親機とし､他を子機とす

る｡親機にはﾎﾟﾝﾌﾟと冷却

水から熱量を取り出す液

-液熱交換器とを設ける｡

冷却水管で親機と子機に

冷却水を循環させ、各発

電ﾕﾆｯﾄから回収した熱量

を熱交換器に還流させ

て､熱負荷に熱量を供給

できる｡ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-115573
00.10.10 
F02D29/02 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車両 

制
御
・
監
視
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平11-262184
98.03.11 
H02J3/38 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 
発電機選択装置は電力需要

に基づき、稼働すべき台数

を検出し､総発熱量と熱需

要とを比較し、必要な台数

の発電機装置を稼働させた

り、商用電力系統からの電

力やﾎﾞｲﾗを駆動させて、不

足分を補う｡ 

熱
―
動
力
変

換
技
術 

騒音拡散防止  原動機部の改良 特開2001-132564
99.11.04 
F02M35/10 

防音ｹ-ｽ付きｴﾝｼﾞﾝ作業機 

特開2002-070606
00.08.28 
F02D29/06 

ｴﾝｼﾞﾝ発電装置およびｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

特開2002-078208
00.08.28 
H02J3/38 

ｴﾝｼﾞﾝ発電装置 

異常運転防止 発電機部の改良 

特開2002-070607
00.08.28 
F02D29/06 

ｴﾝｼﾞﾝ発電装置およびｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-101560
00.09.26 
H02J3/38 

発電装置 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 発電機部の改良 特開平11-252802
98.03.04 
H02J3/38 
大阪瓦斯 

ｴﾝｼﾞﾝ発電設備運転制御装置 
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表 2.15.4-1 本田技研工業の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

動
力
／
燃
料
―

電
気
変
換
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 発電機部の改良 特開平11-262185
98.03.11 
H02J3/38 
大阪瓦斯 

ｴﾝｼﾞﾝ発電設備制御装置 

特開2000-297963
99.04.14 

F24H1/00,631 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2000-297700
99.04.14 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 
ｴﾝｼﾞﾝ発電機の排熱を利用して作った第1温水を貯溜す

る貯湯ﾀﾝｸ内には第1熱交換器と､第1温水から熱を取出

して第2温水を作るため

の第2熱交換器とを設け

る｡第1と第2熱交換器の

間と第2熱交換器の上方

に2つの温度ｾﾝｻを設け、

ｺﾝﾄﾛ-ﾗは温度ｾﾝｻで検出

された水温に基づき熱

負荷に応じてｴﾝｼﾞﾝ発電

機を運転する｡ 

需給安定化 

熱交換器部の改良 特開2002-222018
01.01.26 
G05D23/19 

熱交換器における作動媒体の供給制御装置 

特開平09-032636
（取下） 
95.07.17 
F02G5/00 

内燃機関の廃熱回収装置 

特開平10-315755
97.05.14 

B60H1/32,624 

車両用空調装置 

特開2001-271609
01.01.10 
F01K23/10 

内燃機関の廃熱回収装置 

特開2002-317697
01.04.20 
F02G5/04 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 

特開2003-021393
01.07.03 

F24H1/00,631 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 

特開2003-020994
01.07.04 
F02G5/04 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-295867
01.11.14 
F24F3/00 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

特開2001-132539
99.11.01 
F02G5/04 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 

特開2001-132441
99.11.01 
F01N5/02 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 

原動機部の改良 

特開2001-132443
99.11.04 
F01N7/00 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 
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表 2.15.4-1 本田技研工業の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許2932008 
91.02.26 

F25B15/00,301 

車両用吸収式空調装置 
再生器および車両搭載ｴﾝ

ｼﾞﾝE間には､車両搭載ｴﾝ

ｼﾞﾝEの冷却水を循環させ

る第1加熱回路と､前記ｴﾝ

ｼﾞﾝの潤滑油を循環させ

る第2加熱回路とが設け

られる｡ 

特開2001-123885
99.10.22 
F02G5/04 

ｴﾝｼﾞﾝの排熱回収装置 

特開2001-173409
99.12.16 
F01K23/02 

内燃機関の廃熱回収装置 

特開2000-320301
00.03.02 
F01C1/344 

内燃機関の廃熱回収装置 

特開2002-097946
00.09.25 
F01N5/02 

内燃機関の廃熱回収装置 

特開2003-155929
01.11.21 
F01N5/02 

熱交換装置 

熱回収効率向上 熱交換器部の改良 

特開2003-161147
01.11.21 
F01N5/02 

熱交換装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

NOx/SOx低減 排ガス処理部の改良 特開2002-266701
01.03.09 
F02G5/02 

内燃機関の排気熱ｴﾈﾙｷﾞ回収装置 
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2.16 いすゞ中央研究所 

 
2.16.1 企業の概要 

 

商号 株式会社 いすゞ中央研究所 

本社所在地 〒252-0806 神奈川県藤沢市土棚8 

設立年 1990年（平成2年） 

資本金 4億90百万円 （いすゞ自動車100％出資） 

従業員数 100名 

事業内容 自動車に関する、安全性向上、排気改良等の工学的研究 

 

いすゞ中央研究所は、いすゞ自動車の系列企業であり、自動車用ディーゼルエンジン、

産業用ディーゼルエンジン、マリン用ディーゼルエンジンなどの研究・開発を行っている。 

 
2.16.2 製品例 

いすゞ中央研究所のコージェネレーションシステムに関する製品例は、みつからなかっ

た。 

 

2.16.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.16.3-1 に、コージェネレーションシステムにかかわるいすゞ中央研究所の出願件

数と発明者の推移を示す。 

 
［開発拠点］神奈川県藤沢市土棚 8 株式会社いすゞ中央研究所内 

 
図 2.16.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

      いすゞ中央研究所の出願件数と発明者の推移 
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出願件数は、０～12 件まで増減を繰り返し 1992 年に８件、96 年に 12 件、99 年に５件

であるが、2000～2001 年は０件となっている。 

発明者数は少なく、最も多い年でも２人である。 

 

2.16.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.16.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、いすゞ中央研究所が出願し

た全 32 件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.16.4-1   いすゞ中央研究所における特許のシステム・要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

いすゞ中央研究所の技術をみると、環境保全性向上に対する原動機の改良（６件）、騒

音・振動低減に対する原動機の改良（５件）、異常運転防止に対する原動機の改良（３件）、

熱回収効率向上に対する熱交換器の改良（３件）、運転コスト低減に対する原動機の改良（３

件）が多い。 
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表 2.16.4-1 いすゞ中央研究所の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

制
御
・
監
視

技
術 

逆潮流制御 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平10-084634
96.09.10 
H02J3/38 

［被引用回数2回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑにおける逆潮流防止装置 

特許2918400 
（権利消滅） 
92.07.15 
F02B43/00 

弁開度制御装置付き遮熱型ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 

特許2918403 
（権利消滅） 
92.09.29 
F02B75/02 

6ｽﾄﾛ-ｸｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 

異常運転防止 原動機部の改良 

特開平09-217668
（取下） 
96.02.09 
F02M61/10 

低粘度油用の燃料噴射ﾉｽﾞﾙ 

原動機部の改良 特許2987260 
（権利消滅） 
92.07.15 
F02B43/00 

［被引用回数1回］

遮熱型ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 発電効率向上 

始動・停止制御改良 特許3046165 
92.11.19 
F02B19/02 

点火装置を備えたｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 
ｶﾞｽ燃料を燃料供給弁の開放で副燃焼室に供給し､主

燃焼室と副燃焼室とを制

御弁を備えた連絡孔で連

通する｡副燃焼室に開放

するﾎﾟｹｯﾄ部には点火栓

を配置し、ﾎﾟｹｯﾄ部に空気

が流入すると同時に点火

栓に電流を流して可燃混

合気を着火燃焼させる制

御を行なう｡ 

熱回収効率向上 原動機部の改良 特許2855388 
（権利消滅） 
92.07.15 
F02B37/10 

発電･電動機を持つﾀ-ﾎﾞﾁｬ-ｼﾞｬを備えた多気筒
型ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 

特開平09-158730
（取下） 
95.12.08 
F02B19/02 

灯油や植物油を燃料とする遮熱形ｴﾝｼﾞﾝ 

特開平09-158731
（取下） 
95.12.08 
F02B19/02 

灯油や植物油を燃料とする遮熱型ｴﾝｼﾞﾝ 

運転ｺｽﾄ低減 原動機部の改良 

特開平10-103094
96.09.25 
F02D13/02 

EGR装置を持つ難燃性燃料を用いる多気筒ｴﾝｼﾞﾝ

熱
―
動
力
変
換
技
術 

NOx/SOx低減 原動機部の改良 特許2892235 
（権利消滅） 
92.09.29 

F02B37/00,302 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ型ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 
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表 2.16.4-1 いすゞ中央研究所の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特許3069454 
92.11.19 
F02B19/02 

副燃焼室を持つｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 
ｶﾞｽ燃料を副燃焼室に供給し､主燃焼室と副燃焼室と

を連通する連絡孔に連絡

孔弁を、空気導入孔に空

気導入弁を配置する｡2つ

の弁の開閉作動を予め設

定した圧力差で行わせ

る｡副燃焼室で濃混合気

燃焼､主燃焼室で希薄混

合気燃焼を行わせる。 

特開平09-268916
96.04.01 
F02B19/10 

重油を燃料とするﾃﾞｨ-ｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

特開平09-268915
96.04.01 
F02B19/02 

低質油を燃料とするﾃﾞｨ-ｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

特開平09-317470
96.05.24 
F02B19/02 

低気化性燃料のﾃﾞｨ-ｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

原動機部の改良 

特開平09-317471
96.05.24 
F02B19/02 

低質燃料を用いたﾃﾞｨ-ｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ 

NOx/SOx低減 

排ガス処理部の改良 特開平09-217618
（取下） 
96.02.09 

F01N3/02,321 

排気ｶﾞｽ浄化装置 

特開平10-030453
96.07.17 
F02B77/13 

ｴﾝｼﾞﾝを備えた給電ｼｽﾃﾑの防音装置 

特開平10-030454
96.07.17 
F02B77/13 

ｴﾝｼﾞﾝを備えた給電ｼｽﾃﾑの吸排気装置 

特開平10-159582
96.11.28 
F02B77/13 

ｴﾝｼﾞﾝの遮音構造 

騒音拡散防止  原動機部の改良 

特開平11-229892
98.02.06 
F02B77/13 

遮音ｶﾊﾞ-を備えたｴﾝｼﾞﾝ構造 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

振動拡散防止 原動機部の改良 特開平10-030787
96.07.17 
F16M5/00 

ｴﾝｼﾞﾝを備えた給電ｼｽﾃﾑの防振装置 

特開平07-163110
（取下） 
93.12.06 
H02K21/14 

高出力発電機 需給安定化 発電機部の改良 

特開平07-236260
（取下） 
94.02.23 
H02K21/14 

［被引用回数8回］

高出力交流発電機 

特開2000-261996
99.03.12 

H02K1/27,501 

高ﾄﾙｸ型電動･発電機 発電効率向上 発電機部の改良 

特開2000-261993
99.03.12 

H02K1/27,501 

高ﾄﾙｸ型電動･発電機 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

発電機部の改良 特開2000-261992
99.03.12 
H02K1/22 

高ﾄﾙｸ型電動･発電機 
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表 2.16.4-1 いすゞ中央研究所の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平06-033707
（出願却下，登録）

92.07.15 
F01K23/10 

［被引用回数5回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ型ｴﾝｼﾞﾝ 

原動機部の改良 特開平10-299574
97.04.23 
F02G5/02 

［被引用回数1回］

排気熱回収ｴﾈﾙｷﾞでｺﾝﾌﾟﾚｯｻを駆動するｾﾗﾐｯｸｴﾝ
ｼﾞﾝ 

特開平10-299472
97.04.23 
F01N5/02 

多孔質材料を用いた熱交換器及び該熱交換器に
よるｴﾈﾙｷﾞ回収装置を備えたｾﾗﾐｯｸｴﾝｼﾞﾝ 

特開2001-073754
99.09.08 
F01N5/02 

排気ｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞを回収する熱交換器 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 

熱交換器部の改良 

特開2001-183076
99.12.24 
F28D7/10 

熱交換器の構造 
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2.17 三菱電機 

 
2.17.1 企業の概要 

 

商号 三菱電機 株式会社 

本社所在地 〒100-8310 東京都千代田区丸の内2-2-3 

設立年 1921年（大正10年） 

資本金 1,758億20百万円（2003年3月末） 

従業員数 35,457名（2003年3月末）（連結：110,279名） 

事業内容 重電システム、産業メカトロニクス、情報通信システム、電子デバイス、

家庭電器等の製造・販売、他 

 

三菱電機は、重電システム事業では、電力機器、製造業向け電気機器、交通機器、産業

メカトロニクス事業では、産業機器、電動機・配電制御機器、産業用メカトロニクス機器、

自動車機器、家庭電器事業では、家電・ＡＶ、住宅用設備機器の製造販売を行っている。 

 
2.17.2 製品例 

三菱電機のコージェネレーションシステムに関する製品例を、表 2.17.2-1 に示す。 

 

表 2.17.2-1 三菱電機の製品例 

製品 概要・特徴 

コージェネ 電力系統技術、発電・エレクトロニクス・冷熱技術に基づき開発した

発電と同時に発電機を駆動するエンジンの排熱を回収して温水や冷水

を発生し、エネルギーの利用効率を高めるシステム。 

受配電設備 高圧コンデンサーや低圧コンデンサーの新型を設置することで、モー

ター等の負荷に生じる遅れ無効電力を、電力コンデンサーの進み無効

電力により相殺する。 

需要電力（デマンド）計測監

視 

デマンド値が管理目標電力を超えないように常時監視し、超過が予想

される場合の負荷切り離しなどを自動的におこなう。 

高効率変圧器 方向性けい素鋼帯の開発、およびその特長を活かした巻鉄心化の拡大

と、鉄心材料のグレードアップが進み、巻線技術の改善とともに、変

圧器の無負荷損失が近年大幅に低減する。 

電力監視制御 設備をリモート監視センターから 24 時間監視し、運転時間、部品交換

時期、点検時期の通知をタイムリーに行う。異常兆候を検出し、事故

の未然防止を図る。 

（出典：三菱電機のホームページ http://www.mitsubishielectric.co.jp） 

 
2.17.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.17.3-1に、コージェネレーションシステムにかかわる三菱電機の出願件数と発明

者の推移を示す。 

 
［開発拠点］東京都千代田区丸の内 2-2-3 三菱電機株式会社内 

兵庫県尼崎市塚口本町 8-1-1 三菱電機株式会社産業システム研究所内 
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図 2.17.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

  三菱電機の出願件数と発明者の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出願件数は、1991 年が 6 件、92 年が９件であったが、その後 97 年まで減少し０件とな

り、その後は４件以下で推移している。 

発明者数は、1991 年が８人、92～93 年が 10 人であったが、その後 97 年まで減少し０

人となり、その後 2000 年には９人と再び増加している。 

 
2.17.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.17.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、三菱電機が出願した全 29

件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.17.4-1 三菱電機における特許のシステム・要素と課題の分布 
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三菱電機の技術をみると、熱回収効率向上に対するトータルシステムの改良（５件）、

需給安定化に対する電/熱比制御改良（３件）、熱回収効率向上に対する熱交換器の改良（３

件）、運転コスト低減に対するトータルシステムの改良（３件）が多い。 
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表 2.17.4-1 三菱電機の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開平06-058692
92.08.11 
F28F27/00 

東日本旅客鉄道

熱電併給ｼｽﾃﾑの制御方法 

特許3301784 
92.08.11 

F28F27/00,511 
東日本旅客鉄道

熱電併給ｼｽﾃﾑにおける蓄熱槽の制御方法 
熱電比が小の時は電力追従運転を

実行し､余剰熱を蓄熱槽に蓄え､熱

電比が大の時は蓄熱槽の熱を利用

して熱需要の一部を賄い､残りの

熱需要に関しては､残りの熱負荷

と電力負荷に対応して必要十分な

熱電比を満たすようｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽ

ﾃﾑとﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟで実現する｡ 

需給安定化 電/熱比制御改良 

特許3258998 
92.08.11 
G05D23/00 

東日本旅客鉄道

ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの運転制御方法 
熱負荷側と熱源機群熱出力側と

を蓄熱槽を介して構成し､熱源機

としてｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑとﾋ-ﾄﾎﾟﾝ

ﾌﾟを並列に配置し､熱電比が小の

時は電力追従運転を実行し､余剰

熱を蓄熱槽に蓄え､熱電比が大の

時は蓄熱槽の熱を利用し､残りの

熱負荷と電力負荷に対応して買

電を行い､任意の熱電比をｺｼﾞｪﾈﾚ

-ｼｮﾝｼｽﾃﾑとﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟで実現させ

る｡ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-183515
00.12.19 

G06F17/60,318 

省ｴﾈ評価ｼｽﾃﾑ ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調解
除 

負荷制御改良 特開2001-216001
00.11.06 
G05B13/02 

ｴﾈﾙｷﾞ-設備の設備運用方法及びその装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2000-002153
98.06.16 
F02G5/04 

［被引用回数1回］

ｴﾈﾙｷﾞ-配給ｼｽﾃﾑ 

制
御
・
監
視
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 

電/熱比制御改良 特開平06-058648
（取下） 
92.08.11 

F25B29/00,351 
東日本旅客鉄道

ﾁｴﾝｻｲｸﾙ･ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑの運転制御方式 

熱
―
動
力
変

換
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 原動機部の改良 特開2000-110586
98.09.30 
F02C7/143 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの吸気冷却ｼｽﾃﾑの運転制御方法 

逆潮流制御 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平05-336666
（取下） 
92.05.27 
H02J3/38 

系統連系ｼｽﾃﾑ 

発電効率向上 発電機部の改良 特開2003-132926
01.10.22 
H01M8/06 

燃料電池発電装置用改質器 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換

技
術 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平05-114414
91.10.21 
H01M8/06 

燃料電池発電装置 
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表 2.17.4-1 三菱電機の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平06-273008
（取下） 
93.03.16 

F25B47/02,510 
大阪瓦斯 

空気調和装置 異常運転防止 

始動・停止制御改
良 

特開平06-221713
（取下） 
93.01.27 
F25B27/00 

ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式冷暖房装置 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平06-066110
（取下） 
92.08.11 
F01K23/02 

東日本旅客鉄道

熱電併給ｼｽﾃﾑにおけるﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟの制御方法 

発電効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許2777493 
91.10.23 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 
排熱ｽﾁ-ﾑ供給管および凝縮水戻り管が､燃料電池発電設

備に設けられた水蒸気分離器と排熱利用設備に設けられ

た吸収式冷凍機とを連通するように配管され、切換弁が､

それぞれ起動用ﾎﾞｲﾗに接続

されたﾎﾞｲﾗｽﾁ-ﾑ供給管､ﾎﾞｲ

ﾗ凝縮水管､排熱ｽﾁ-ﾑ供給管

および凝縮水戻り管の経路

中に設けられ、切換弁の間

に､ｽﾁ-ﾑ供給管と凝縮水管

が配管されている｡ 

特開平04-288445
（取下） 
91.03.12 
F24H1/00 

排ｶﾞｽ温水ﾎﾞｲﾗ-の制御方法 

特許2920018 
92.04.16 
H01M8/04 

［被引用回数2回］

燃料電池式発電装置 
空気ﾌﾞﾛｱから導入される空気

は､第1および第2空気予熱器を

介して予熱されて､改質器の燃

焼部および燃料電池の空気極

に供給されている｡ 

特許3170530 
93.03.31 
F25B17/08 
関西電力 

ｹﾐｶﾙﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟｼｽﾃﾑ 
迂回路は第2の熱交換器の出口か

ら冷房負荷であるﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄおよ

び冷却水供給源である冷却塔への

経路途中に接続されている｡そし

て､経路上の迂回路の接続点間に

熱回収用切換弁が配置されてい

る｡ 

特開平08-021304
（取下） 
94.07.08 
F02G5/04 

空調機の排熱による融雪装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-025569
00.07.07 
H01M8/00 

燃料電池発電設備と蒸気焚き吸収式冷凍機とを組
合せたｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑおよびその運転方法 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 

熱交換器部の改良 特許3010086 
91.08.02 
H01M8/00 
大阪瓦斯 

ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ発電装置 
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表 2.17.4-1 三菱電機の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開平05-157203
（取下） 
91.12.10 
F22B1/18 

排ｶﾞｽﾎﾞｲﾗ- 熱回収効率向上 熱交換器部の改良 

特開2002-206429
01.01.11 
F02C6/18 

日立造船,ｱｲﾒﾂｸｽ,
中国電力 

ﾏｲｸﾛｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの排熱回収装置 

特開平06-059748
（取下） 
92.08.11 
G05D23/00 

東日本旅客鉄道

ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑにおける蓄熱槽の温度制御方法 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-060207
00.08.18 
C01B13/11 

ｵｿﾞﾝ発生装置およびｵｿﾞﾝ水処理装置 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

熱交換器部の改良 特開平06-272992
（取下） 
93.03.16 
F25B27/02 
大阪瓦斯 

空気調和装置 

設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平05-231239
（取下） 
92.02.25 
F02G1/044 

熱駆動式冷暖房装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2000-012047
98.06.19 
H01M8/00 

燃料電池によるｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ吸気冷却ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 

発電機部の改良 特開平05-054903
（取下） 
91.08.23 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 
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2.18 川崎重工業 

 
2.18.1 企業の概要 

 

商号 川崎重工業 株式会社 

本社所在地 〒650-8680 神戸市中央区東川崎町1-1-3 神戸クリスタルタワー 

設立年 1896年（明治29年） 

資本金 814億27百万円（2003年3月末） 

従業員数 11,568名（2003年3月末）（連結：28,642名） 

事業内容 車両（鉄道車両等）、航空機、ガスタービン、原動機、汎用機（二輪車等）、

ボイラ、環境装置等の製造・販売 

 

川崎重工業は、ガスタービン・機械事業では、ジェットエンジン、汎用ガスタービン、

原動機、油圧機器、プラント・環境・鉄構事業では、産業機械、ボイラ、環境装置、鋼構

造物等の製造・販売を行っている。 

 
2.18.2 製品例 

川崎重工業のコージェネレーションシステムに関する製品例を、表 2.18.2-1 に示す。 

 

表 2.18.2-1 川崎重工業の製品例 

製品 概要・特徴 

ガスタービンコージェネ

レーションシステム 

自己空冷式で冷却水が不要であり、Sox、Nox が少なく、排気がきれい。 

発生音の主体が高音波のため、騒音対策が容易で、振動が極めて小さく、耐

震性に優れている。始動信頼性があり、自動運転、無人運転も可能。 

部品の磨耗がなく、部品点数も少ないため、保守が容易であり、運搬据付が

容易で、設置スペースも小さい。 

（出典：川崎重工業のホームページ http://www.khi.co.jp） 

 

2.18.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.18.3-1に、コージェネレーションシステムにかかわる川崎重工業の出願件数と発

明者の推移を示す。 

 

［開発拠点］東京都港区浜松町 2-4-1 川崎重工業株式会社東京本社内 

兵庫県明石市川崎町 1-1 川崎重工業株式会社明石工場内 

兵庫県神戸市中央区東川崎町 1-1-3 川崎重工業株式会社神戸本社内 
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図 2.18.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

   川崎重工業の出願件数と発明者の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出願件数は、1991～1994年まで増加し、７件となり、その後減少して96年には０件とな

ったが、97年から2001年までは２～５件で推移している。 

発明者数も、1991～1994年まで増加し、16人となり、その後減少して96年には０人とな

ったが、97年から再び増加して、2001年には13人となっている。 

 
2.18.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.18.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、川崎重工業が出願した全 29

件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.18.4-1 川崎重工業における特許のシステム・要素と課題の分布 
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川崎重工業の技術をみると、熱回収効率向上に対するトータルシステムの改良（３件）、

運転コスト低減に対する原動機の改良（３件）など、解決手段はトータルシステムの改良

と原動機部の改良によるものが多い。 
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表 2.18.4-1 川崎重工業の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-120418
01.10.09 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置の運転方法 需給安定化 

電/熱比制御改良 特開2003-106165
01.09.28 
F02C3/30 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝにおける熱電可変方法及び熱電比可変型ｶﾞ
ｽﾀ-ﾋﾞﾝ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許2955274 
98.05.26 
F02C6/18 

水素ｴﾝｼﾞﾝｼｽﾃﾑ 
水素を燃料とするｴﾝｼﾞﾝからの排ｶﾞｽを第1の水素生成器に

供給し､ここで熱化学反応を利用

して水から水素を生成させる｡生

成された水素は､水素ﾀﾝｸからな

る貯蔵器に貯蔵させ､この水素の

少なくとも一部を燃料として第1

の水素供給通路を経てｴﾝｼﾞﾝに供

給する｡ 

設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-371914
01.06.19 
F02G5/04 

省ｴﾈﾙｷﾞｼｽﾃﾑ設計方法及び省ｴﾈﾙｷﾞｼｽﾃﾑ設計ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

制
御
・
監
視
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 電/熱比制御改良 特許2953613 
97.04.04 

G05B23/02,301 
［被引用回数1回］

各種ﾌﾟﾗﾝﾄの監視･診断方法 
ｲﾍﾞﾝﾄ発生時や定期的なﾃﾞ-ﾀ送信時に､その時点より逆上

って保存されている前記計測

ﾃﾞ-ﾀ中から各計測ﾃﾞ-ﾀの周期

に対応する時間幅ずつ各計測

ﾃﾞ-ﾀを､ﾃﾞ-ﾀ採取部で採取する

ことにより､指数関数あるいは

それに類似する形態に計測ﾃﾞ-

ﾀを圧縮し､遠方監視･自動診断

部に送信する｡ 

異常運転防止 原動機部の改良 特許3209889 
95.07.04 
F02C6/18 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｼｽﾃﾑの排ｶﾞｽ逆流防止装置および排ｶﾞｽ逆流
防止方法 
一部のｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝのみを運転するとき､休止したｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ側

の閉止された切替ﾀﾞﾝﾊﾟとｼ-ﾙﾀﾞ

ﾝﾊﾟの間から排ｶﾞｽ通路内に空気

を導入することにより､排ｶﾞｽ通

路の合流部から排ｶﾞｽ通路を逆

流した排ｶﾞｽが閉止されたｼ-ﾙﾀﾞ

ﾝﾊﾟから切替ﾀﾞﾝﾊﾟ側へ漏出する

のを防止する｡ 

需給安定化 原動機部の改良 特開2002-317651
01.04.23 
F02C9/00 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｼｽﾃﾑおよびその運転方法 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許2561430 
93.10.22 
F02C7/143 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 発電効率向上 

熱交換器部の改良 特開2002-098001
00.09.22 
F02G5/02 

ﾊﾞｲﾊﾟｽ付き熱交換器とこれを用いたｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

熱回収効率向上 原動機部の改良 特許2717352 
94.01.28 
F02C7/20 

ｾﾗﾐﾂｸｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝのｽｸﾛ-ﾙの支持構造 
ｾﾗﾐﾂｸ製ﾃﾞﾌﾚｸﾀが､金属製支持枠

上に固定された支持ﾘﾝｸﾞによっ

てﾃﾞﾌﾚｸﾀの外周ﾌﾗﾝｼﾞ部との凹凸

状係合部を介して円周方向及び

半径方向に拘束されている｡ 
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表 2.18.4-1 川崎重工業の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

原動機部の改良 特許3004545 
94.08.10 
F02C7/143 

燃焼ﾀ-ﾋﾞﾝの吸気冷却装置 

特許2710757 
94.10.21 
F02C9/28 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ制御装置 運転ｺｽﾄ低減 原動機部の改良 

特許2716668 
94.12.16 
F02C9/28 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ制御装置 
たとえば高炉ｶﾞｽなどの低圧

であり､低発熱量のｶﾞｽを流

すための主燃料として用い､

有効的に利用し､主燃料の発

熱量が低下したときにのみ

補助燃料を供給し､補助燃料

を無駄にすることなくｶﾞｽﾀ-

ﾋﾞﾝを円滑に制御可能にす

る｡ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

NOx/SOx低減 排ガス処理部の改
良 

特開平09-159143
95.12.05 

F23K5/00,301 
東京瓦斯,大阪瓦
斯,東邦瓦斯 

［被引用回数1回］

ﾏﾙﾁﾊﾞ-ﾅ式燃焼器の燃料供給ｼｽﾃﾑ及び該燃料供給ｼｽﾃ
ﾑを持つｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 実開平06-041350
92.05.20 
H02J3/38 

給電制御装置 
動
力
／
燃
料
―
電

気
変
換
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 発電機部の改良 特開2002-161288
00.11.29 
C10L3/00 

ｶﾞｽﾊｲﾄﾞﾚ-ﾄの輸送･利用方法 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-050387
00.08.04 
H01M8/06 

固体有機物からのｴﾈﾙｷﾞ-発生装置 発電効率向上 

発電機部の改良 特許2695387 
94.12.16 
F01K23/14 
ｼﾞｵｻｰﾋﾞｽ 

地熱発電設備 
地熱蒸気は､管路から気水分離器に与えられ､湿り蒸気の

水蒸気が流量制御弁を経て蒸

気ﾀ-ﾋﾞﾝに供給され､これを駆

動する｡この蒸気ﾀ-ﾋﾞﾝの出力

軸からの動力は､一方向ｸﾗﾂﾁ､

減速機を介して発電機に伝え

られ､発電電力が電力ﾗｲﾝから

取出されて商用交流電源に供

給される｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平08-074602
94.09.02 
F02C6/18 

［被引用回数1回］

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
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表 2.18.4-1 川崎重工業の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特許2905203 
98.07.27 
C02F11/12 

下水汚泥の車載式乾燥装置及びその使用方法 
下水汚泥の脱水ｹ-ｷを大量の乾燥汚泥粉体と混合させ､解

砕機を備えた気流乾燥機に

より混合物を粉砕し､気流乾

燥機の乾燥用熱源としてｶﾞｽ

ﾀ-ﾋﾞﾝの燃焼排ｶﾞｽを導入し､

装置の電力をｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝに連

結された発電機で賄うよう

にする｡ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3026561 
99.06.15 
F24H1/20 

温水製造装置 
ﾀﾝｸ内で水に蒸気を混入して温水を生成する温水器と､こ

の温水器に蒸気を供給する

蒸気供給通路とを設ける｡

蒸気供給通路には空気供給

通路を接続し､蒸気供給通

路から温水器への蒸気供給

開始の前に､空気供給通路

により空気を温水器に供給

する｡ 

原動機部の改良 特許2711085 
95.08.29 
F01K23/10 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ設備 
排熱ﾎﾞｲﾗからの蒸気を動力源とする蒸気駆動機と､蒸気

駆動機により駆動されて燃料

を圧縮してｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの燃焼器

に供給する燃料圧縮機と、ｶﾞ

ｽﾀ-ﾋﾞﾝの排ｶﾞｽを熱源として

排熱ﾎﾞｲﾗからの蒸気を過熱蒸

気にする過熱器を備える｡ 

熱回収効率向上 

負荷制御改良 特開平08-093553
94.09.27 
F02G5/04 

［被引用回数1回］

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑを用いる熱供給の制御方法および
熱供給装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2000-110511
98.10.08 
F01K23/10 

熱電供給方法および熱電供給ｼｽﾃﾑ 

電/熱比制御改良 特開2000-320308
99.05.10 
F01K17/02 

蒸気噴射型ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝの蒸気有効利用方
法及び装置 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

負荷制御改良 特許2983489 
97.04.10 
F02G5/04 

熱源設備の運転制御方法 
蒸気量が過剰の時は､冷房負荷設備への冷水供給温度が

一定になるように､吸収冷凍機の冷水出口設定温度を下

げて､ﾀ-ﾎﾞ冷凍機の冷水出口

設定温度を上げて、吸収冷凍

機の負荷率を上げ､ﾀ-ﾎﾞ冷凍

機の負荷率を下げ､吸収冷凍

機に余剰の蒸気を用いるこ

とができる｡ 

設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-120211
01.10.05 
F01D17/00 

ﾎﾞｲﾗ用熱交換器を備えたｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平10-253194
97.03.11 
F25B27/02 

川重冷熱工業 
［被引用回数1回］

水蓄熱ｼｽﾃﾑ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 

原動機部の改良 特開2001-276772
00.03.30 
B09B3/00 

総合的有機性廃棄物処理方法及び装置 
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2.19 日本電信電話 

 
2.19.1 企業の概要 

 

商号 日本電信電話 株式会社 

本社所在地 〒100-8116 東京都千代田区大手町2-3-1 

設立年 1985年（昭和60年） 

資本金 9,379億50百万円（2003年3月末） 

従業員数 3,178名（2003年3月末）（連結：207,363名） 

事業内容 NTTグループ会社の発行株式の引き受け・保有、NTTグループ会社への助言・

あっせん・援助、電気通信技術に関する研究、これらの付帯業務 

 

日本電信電話は、国内電気通信における県内通信サービスの提供、携帯電話、ＰＨＳ、

クイックキャスト、システムインテグレーション、ネットワークシステムサービス等の事

業を行っている。 

 
2.19.2 製品例 

日本電信電話のコージェネレーションシステム技術に関する製品例は、ホームページの

検索では、みつからなかった。 

 

2.19.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.19.3-1 に、コージェネレーションシステム技術にかかわる日本電信電話の出願件

数と発明者の推移を示す。 

 
［開発拠点］東京都千代田区大手町 2-3-1 日本電信電話株式会社内 

 
図 2.19.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

     日本電信電話の出願件数と発明者の推移 
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出願件数は、1991 年８件、92 年 10 件と多かったが、その後減少して、95～2001 年は０

～１件となっている。 

発明者数は、1991 年 18 人、92 年 21 人と多かったが、その後減少して、95～2001 年は

０～６件となっている。 

 

 

2.19.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.19.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、日本電信電話が出願した全

28 件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.19.4-1 日本電信電話における特許のシステム・要素と課題の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本電信電話の技術をみると、熱回収効率向上に対するトータルシステムの改良（７件）、

エネルギー利用効率向上に対するトータルシステムの改良（６件）、需給安定化に対する負

荷制御改良（３件）、発電効率向上に対する発電機の改良（３件）が多い。 
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表 2.19.4-1 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（1/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特開平05-137258
91.11.15 
H02J1/12 

直流電源ｼｽﾃﾑ装置 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3285042 
92.06.30 
G05F1/67 

直流給電ｼｽﾃﾑ装置 
差分演算増幅器とﾊﾟﾙｽ幅変

換器により、直流発電装置の

出力電力が設定電力より増

加した場合でも､減少した場

合でも､直流発電装置の出力

電力を常に設定電力と等し

くなるようにする｡ 

需給安定化 

負荷制御改良 特開平07-147163
（取下） 
93.11.25 
H01M8/04 

燃料電池ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 

制
御
・
監
視
技
術 

発電効率向上 負荷制御改良 特開平04-368428
91.06.14 
H02J3/46 

燃料電池電力供給ｼｽﾃﾑ 

特開平09-135598
95.11.07 
H02P9/00 

ｴﾝｼﾞﾝ発電機連系方法及び装置 需給安定化 負荷制御改良 

特開2002-334710
01.05.08 
H01M8/04 

負荷追従型燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3009001 
91.11.19 
H01M14/00 

温度差電池 
異なる温度に設定された高温側電極および低温側電極の

間に､酸化還元電位が温度によって変化するﾚﾄﾞｯｸｽ対を含

む電解質溶液を有する温度差電池において､上記電極材料

に､層間にﾚﾄﾞｯｸｽ対を挿入した黒鉛層間化合物を用いる｡ 

特許3191831 
92.12.08 
H01M14/00 

温度差電池 

温度の異なる高温側電極および低

温側電極間に､ﾍﾞﾝｿﾞﾆﾄﾘﾙを溶媒に

用いたﾚﾄﾞｯｸｽ対系電解質FeBr2およ

びFeBr3の溶液を満たし､密閉固定

する｡ 

特開平06-251809
93.02.23 
H01M14/00 

温度差電池 

発電機部の改良 

特開平08-185902
（取下） 
94.12.28 
H01M14/00 

温度差二次電池 

発電効率向上 

負荷制御改良 特開平04-368427
91.06.14 
H02J3/46 

電力供給ｼｽﾃﾑ 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平05-041231
（取下） 
91.07.15 
H01M8/04 

燃料電池 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許2703685 
91.12.13 
H01M14/00 

［被引用回数1回］

蓄電形温度差電池 
中央部にｶﾞﾗｽﾌｨﾙﾀまたはｲｵﾝ交

換樹脂の隔膜を有するｶﾞﾗｽ管

中に､白金電極を設け､ﾚﾄﾞｯｸｽ

反応系としてﾌｪﾛｼｱﾝ化ｶﾘｳﾑ及

びﾌｪﾘｼｱﾝ化ｶﾘｳﾑの水溶液を満

たす｡ 
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表 2.19.4-1 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（2/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特許3082884 
92.10.21 
H01M14/00 

［被引用回数2回］

蓄電型温度差電池 
中央部に隔膜として陽ｲｵﾝ交

換膜を､その両側に低温域側

放電電極と高温域側放電電極

を夫々配置し､さらにその外

側に低温電極と高温電極を配

置する｡ 

特許3142093 
92.11.02 
H01M14/00 

［被引用回数1回］

蓄電型温度差電池 
陰ｲｵﾝ交換樹脂の隔膜がｶﾞﾗｽ管の中

央部に中に配置され､電極として白

金のﾘ-ﾄﾞ線により固定された黒鉛層

間化合物がｶﾞﾗｽ管に充填されてい

る｡ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3082886 
92.11.16 
H01M14/00 

［被引用回数1回］

蓄電型温度差電池発電ｼｽﾃﾑ 
異なる温度に配置された高温電

極及び低温電極の間に､ﾚﾄﾞｯｸｽ対

を含む溶液､及び前記ﾚﾄﾞｯｸｽ対を

透過しない隔膜が配置され､前記

隔膜と高低温電極との間に2つの

放電電極を配置した蓄電型温度

差電池を用いた発電ｼｽﾃﾑである｡ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

電/熱比制御改良 特許3351442 
93.08.20 
H01M14/00 

蓄電型温度差電池 
異なる温度に配置された高温

電極及び低温電極の間に､酸化

還元電位が温度によって変化

するﾚﾄﾞｯｸｽ対化合物が溶融状

態で配置される｡ 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

設備･施工等ｺｽﾄ
低減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許2831517 
92.10.21 
H02M1/10 

燃料電池用直流電源ｼｽﾃﾑ 
電源装置の入力側で入力電力

を検出し､設定目標入力電力に

なるように電圧制御回路でｽｲｯ

ﾁﾝｸﾞ信号を発生させ､この信号

により電源装置のｽｲｯﾁ回路を

制御し､その入力電力を一定に

制御する｡ 

特開平05-029012
（取下） 
91.04.01 
H01M8/04 

燃料電池および排ｶﾞｽ系熱回収方法 

特開平05-223389
（取下） 
91.11.26 

F25B15/00,303 
［被引用回数1回］

燃料電池･冷凍機一体ｼｽﾃﾑとその制御方法 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開平06-002981
（取下） 
92.06.18 

F25B15/00,303 

燃料電池冷凍機一体ｼｽﾃﾑ装置 
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表 2.19.4-1 日本電信電話の技術要素別課題対応特許（3/3） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］

発明の名称 
概  要 

特許3384005 
92.11.24 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

燃料電池吸収式冷凍機接続ｼｽﾃﾑ 
電池冷却水の圧力信号をｺﾝﾄﾛ-

ﾗに入力し､あらかじめ入力さ

れている電池冷却水の圧力設

定値と比較し､圧力設定値の偏

差がなくなるように凝縮水排

出量制御弁の開度信号を出力

し、圧力調整する｡ 

特開平08-049996
（取下） 
94.08.08 

F28F19/00,511 

燃料電池用直接接触式熱交換器ｼｽﾃﾑ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2000-215906
99.01.22 
H01M8/04 

東芝,ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱ
ｼﾘﾃｲｰｽﾞ 

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

熱回収効率向上 

熱交換器部の改良 特開2000-082477
98.09.04 
H01M8/04 

東芝,ｴﾇ ﾃｲ ﾃｲ ﾌｱ
ｼﾘﾃｲｰｽﾞ 

燃料電池発電ﾌﾟﾗﾝﾄ 

特許3215489 
92.04.23 
H01M8/04 
日立製作所 

燃料電池排熱利用ｼｽﾃﾑとその制御方法 
吸収式冷凍機の凝縮器から

蒸発器へ導かれる冷媒を､蒸

発器へ負荷から戻る冷水の

戻り温度を元に吸収器へﾊﾞｲ

ﾊﾟｽ制御することにより､負

荷が冷凍能力より小さい場

合に､応答性良く､冷凍能力

を制御する｡ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率
向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3205599 
92.07.21 
H01M8/04 
東京瓦斯 

燃料電池ｼｽﾃﾑ 
燃料電池の電池冷却水の熱ｴﾈﾙｷﾞ-を利用して運転される

吸収式冷凍機の冷凍機冷却水温度を冷凍機冷却水温度検

出手段で測定し､ｺﾝﾄﾛ-ﾗに入力する｡ｺﾝﾄﾛ-ﾗは､冷凍機冷却

水温度から最適な燃料電池の電池冷却水の温度設定値を

計算し､この温度設定値になるように吸収式冷凍機に供給

する水蒸気流量を水蒸気流量制御弁の弁開度で制御する｡

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

運転ｺｽﾄ低減 始動・停止制御改
良 

特開平06-281288
（取下） 
93.03.26 
F25B27/02 
日立製作所 

排熱利用吸収式冷凍機 
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2.20 ダイキン工業 

 
2.20.1 企業の概要 

 

商号 ダイキン工業 株式会社 

本社所在地 〒530-8323 大阪市北区中崎西2-4-12 梅田センタービル 

設立年 1934年（昭和9年） 

資本金 280億23百万円（2003年3月末） 

従業員数 5,480名（2003年3月末）（連結：15,677名） 

事業内容 空調機器、冷凍機器、各種フッ素化学製品の製造・販売、他 

 

ダイキン工業は、空調・冷凍機事業において、住宅用機器、業務用機器、舶用機器、極

低温・超高真空機器、電子システム、半導体製造関連装置の製造・販売を行っている。 

 
2.20.2 製品例 

ダイキン工業のコージェネレーションシステム技術に関する製品例を、表 2.20.2-1 に

示す。 

表 2.20.2-1 ダイキン工業の製品例 

製品 概要・特徴 

ヒートポンプ給湯器 高効率のヒートポンプ方式の採用と、オゾン層破壊係数ゼロの自然冷媒で、大

幅な省エネと環境への負担をカット。夜間電力を利用して沸かす貯湯式なので、

必要な時、たっぷりのお湯が使える。  
煙や臭い、煤もなくクリーンで、運転音も静か。 

（出典：ダイキン工業のホームページ http://www.daikin.co.jp） 

 
2.20.3 技術開発拠点と研究者 

図 2.20.3-1に、コージェネレーションシステムにかかわるダイキン工業の出願件数と

発明者の推移を示す。 

 
［開発拠点］大阪府堺市金岡町 1304 ダイキン工業株式会社堺製作所金岡工場内 
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図 2.20.3-1 コージェネレーションシステムにおける 

    ダイキン工業の出願件数と発明者の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出願件数は、1991～1998 年までは０～１件と少なかったが、99 年に 10 件と急増し、そ

の後 2001 年まで、５件以上の出願がある。 

発明者数は、1991～96 年までは０～１人と少なかったが、97 年から増加しはじめ、2000

年には 13 人、2001 年 12 人と急増している。 

 
2.20.4 技術開発課題対応特許の概要 

図 2.20.4-1 に、コージェネレーションシステムについて、ダイキン工業が出願した全

25 件の特許のシステム・要素と課題の分布を示す。 

 

図 2.20.4-1 ダイキン工業における特許のシステム・要素と課題の分布 
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ダイキン工業の技術をみると、熱回収効率向上に対するトータルシステムの改良（９件）、

熱回収効率向上に対する発電機の改良（３件）など、課題としては熱回収効率向上に対す

るものが多いが、解決手段としてはトータルシステムの改良が多い。 
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表 2.20.4-1 ダイキン工業の技術要素別課題対応特許（1/2） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

需給安定化 電/熱比制御改良 特開2001-068126
99.08.25 
H01M8/00 

［被引用回数1回］

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

特開2001-176527
99.12.16 
H01M8/04 

燃料電池ｼｽﾃﾑ及び燃料電池ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
炭化水素系の原燃料を改質してH2を含む改質ｶﾞｽを生

成し、改質ｶﾞｽに含まれ

るH2を燃料として燃料

電池で発電し、改質系で

発生する排熱を回収す

る熱媒体回路を備える｡ 

特開2001-183007
99.12.27 
F24H1/10 

熱供給装置及び電･熱併給ｼｽﾃﾑ 

制
御
・
監
視
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2001-185167
99.12.27 
H01M8/00 

［被引用回数1回］

燃料電池ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
炭化水素系の原燃料を改

質して生成したH2を燃料

として発電する燃料電池

と、燃料電池のｵﾌｶﾞｽﾊﾞ-

ﾅの排熱を熱媒体の加熱

に利用する｡熱媒体の追

焚加熱用の追焚ﾊﾞ-ﾅを設

ける｡ 

異常運転防止 発電機部の改良 特開2003-100327
01.09.25 
H01M8/04 

燃料電池ｼｽﾃﾑ 

特開2001-185196
99.12.28 
H01M8/06 

［被引用回数1回］

燃料電池ｼｽﾃﾑ 需給安定化 負荷制御改良 

特開2001-185197
99.12.28 
H01M8/06 

［被引用回数1回］

燃料電池ｼｽﾃﾑ 

発電効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2001-176533
99.12.17 
H01M8/06 

燃料電池ｼｽﾃﾑ及び燃料電池ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ給湯ｼｽﾃﾑ

特開2001-313053
00.04.28 
H01M8/04 

［被引用回数1回］

燃料電池ｼｽﾃﾑ 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

熱回収効率向上 発電機部の改良 

特開2002-231292
01.01.31 
H01M8/04 

燃料電池及び燃料電池駆動式冷却冷凍装置 

逆潮流制御 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2001-068125
99.08.25 
H01M8/00 

燃料電池発電ｼｽﾃﾑ 

異常運転防止 発電機部の改良 特開2002-228296
01.01.31 
F25B27/00 

燃料電池駆動式ﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ装置 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2003-139424
01.11.01 

F25B9/00,301 

空気調和装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 発電効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2002-089366

00.09.14 
F02G5/04 

ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
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表 2.20.4-1 ダイキン工業の技術要素別課題対応特許（2/2） 

技術
要素 

課題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 

共同出願人 
［被引用回数］ 

発明の名称 
概  要 

特開平07-279758
（取下） 
94.04.13 
F02G5/04 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置 

特開平11-223412
98.02.04 
F25B25/02 

［被引用回数4回］

冷凍装置 

特開2002-071232
00.08.30 

F25B1/00,399 
東京瓦斯,大阪瓦斯,

東邦瓦斯,ﾔﾝﾏｰ 

2次冷媒空調装置及びその運転方法 

特開2002-098436
00.09.22 
F25B27/02 

冷凍装置 

特開2002-130738
00.10.19 
F24F3/147 

空気調和装置 
本体部へ導入した第1空気は､ﾃﾞｼｶﾝﾄﾛ-ﾀで減湿され､顕

熱熱交換器で放熱後､加湿冷却器で冷却する。本体部へ

導入した第2空気は､顕熱

熱交換器で吸熱し､加熱

器で加熱後､ﾃﾞｼｶﾝﾄﾛ-ﾀを

再生する｡第1空気は､冷

房運転時には､室内へ供

給し、中間期には､ｶﾞｽﾀ-

ﾋﾞﾝへ供給する｡ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2003-017098
01.06.29 
H01M8/04 

燃料電池ｼｽﾃﾑ 

熱回収効率向上 

発電機部の改良 特開2001-068135
99.08.25 
H01M8/06 

燃料電池用改質ｼｽﾃﾑ 

特開2001-193966
00.01.13 
F24F3/147 

調湿ｼｽﾃﾑ ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率向
上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特開2002-071240
00.08.30 
F25B27/00 

東京瓦斯,大阪瓦斯,
東邦瓦斯,ﾔﾝﾏｰ 

2次冷媒空調装置及びその運転方法 

設備･施工等ｺｽﾄ低
減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開平11-132593
97.10.29 
F25B25/02 

空気調和装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

NOx/SOx低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特開2001-155747
99.11.26 
H01M8/04 

燃料電池ｼｽﾃﾑ 
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2.21 主要企業以外の特許一覧 

 
 主要 20 社以外の技術要素別課題対応特許（特許・登録実用新案）を示す。 

主要 20 社以外の技術要素別課題対応登録特許（1/9） 

技術
要素 課 題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概 要 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3189442 

92.11.19 

G01M 3/26 

神鋼電機 

液体の供給･補給ｼｽﾃﾑにおける液体漏れ検

出装置 
内燃機関等の機器の、液体の供給･補給ｼｽﾃﾑにお

いて、防油堤と配管ﾋﾟﾂﾄに夫々第1及び第2の液

位検出装置を備える構成とし、冷却水や燃料等

の液体の漏れ量を適切に検出する｡ 

異常運転防止 

電/熱比制御改良 特許3144404 

98.11.20 

G05B 23/02 

横河電機 

ｺ-ｼﾞｴﾈﾚ-ｼﾖﾝ設備の遠隔監視装置 
ｺ-ｼﾞｴﾈﾚ-ｼﾖﾝ設備の操作監視装置において､遠隔

端末から前記操作監視装置にｱｸｾｽがあったとき､

正当な権限を有する者からのｱｸｾｽであることを

確認する 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3097220 

91.09.30 

F25B27/00 

ｱｲｼﾝ精機 

ｴﾝｼﾞﾝ駆動式空気調和装置 
室内側熱交換器の運転台数が2台以上の場合には

冷媒回路をｴﾝｼﾞﾝの回転数制御によって制御し､

また､室内側熱交換器の運転台数が1台の場合に

は､ｴﾝｼﾞﾝの回転数を最低値とすると共にﾊﾞｲﾊﾟｽ

回路を開として室内、室外側熱交換器を流れる

冷媒量を低減する。 

機器損傷防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 実用2558520 

93.01.20 

F01P 7/12 

日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業

[被引用回数1回]

ｺ-ｼﾞｴﾈﾚ-ｼﾖﾝｼｽﾃﾑのﾌｱﾝ制御装置 
ｴﾝｼﾞﾝ冷却水温度に応じてﾌｧﾝの回転数を制御す

る手段を設けたので､ﾌｧﾝの消費電力および騒音

を低減でき､弁手段のﾊﾝﾁﾝｸﾞを防止できる｡ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3414638 

98.03.23 

F02C 3/30 

日立造船 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ･ｺ-ｼﾞｴﾈﾚ-ｼﾖﾝ設備 
ﾄﾞﾗﾑから供給された蒸気を第1過熱器の蒸発管と

ﾊﾞｲﾊﾟｽ管に切り替える切替ﾊﾞﾙﾌﾞおよびを設け､

切替ﾊﾞﾙﾌﾞを切り替える構成とし､ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ･ｺ-

ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ設備を発電効率最大型あるいは熱利用

率最大型にできる｡ 

発電効率向上 

始動・停止制御

改良 

特公平07-123336

91.09.09 

H02J 3/38 

西芝電機 

[被引用回数1回]

自家用発電設備の運転制御装置 
負荷電力変化検出器は､負荷電力演算装置で検出

器された負荷電力の信号を微分し､その変化の傾

きの負荷変化信号を得る｡始動電力偏差演算器

は､負荷電力が始動電力設定器で設定された電力

を超えたとき両電力の偏差信号を出力する｡ 

熱回収効率向上 負荷制御改良 特許2676197 

95.12.12 

F02G 5/04 

西芝電機 

ｺｰｼﾞｪﾈﾚ-ｼﾖﾝｼｽﾃﾑの温度制御装置 
ｺｰｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑは､ｴﾝｼﾞﾝにより加熱された熱源

水を利用する温水利用設備､第１及び第２三方弁

及び放熱器を有する｡ 

特許2831859 

（権利消滅） 

91.03.06 

F28D20/00 

ｵｽｶｰ ｼｬｯﾂ (ﾄﾞｲﾂ)

蓄熱装置 

制
御
・
監
視
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率

向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3362457 

93.06.21 

F28D20/02 

東海ｺﾞﾑ工業 

蓄熱装置 
蓄熱装置は､蓄熱ｺｱ部と､これを断熱領域を隔て

て収容している外側ｹ-ｼﾝｸﾞとを有し､断熱領域に

は固体粉状断熱材が充填されている｡ 
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主要 20 社以外の技術要素別課題対応登録特許（2/9） 

技術
要素 課 題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概 要 

電/熱比制御改良 特公平07-088805

91.12.19 

F02G 5/04 

須賀工業 

ｺ-ｼﾞｴﾈﾚ-ｼﾖﾝｼｽﾃﾑ 
原動機を駆動源とし､切替ﾕﾆｯﾄを介して接続され

た電力供給系と､原動機の排熱を利用する排熱利

用系と､更に切替ﾕﾆｯﾄを介して原動機と接続され

た熱変換系とを有し､原動機を定格運転すると同

時に､切替ﾕﾆｯﾄを調節して需要変化に対応する｡

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率

向上 

負荷制御改良 特許3365999 

00.11.22 

F24F11/02,102 

ﾀﾞｲﾀﾞﾝ 

排熱回収熱源の変流量制御ｼｽﾃﾑ 
冷熱原機として吸収冷温水発生機､吸収冷凍機が

配置され､冷温水１次ﾎﾟﾝﾌﾟ等が設けられ､温熱源

機として発生機及び熱交換器､温水ﾎﾞｲﾗが配置さ

れ､ﾎﾟﾝﾌﾟが対応して設けられている｡ 

特許2695088 

92.04.17 

F01K13/00 

伊勢工業所 

可搬式の熱及び電力同時供給ｼｽﾃﾑ 
固型燃料燃焼装置をｺﾝﾃﾅ内に設け､蒸気ﾎﾞｲﾗ-及

び排熱交換器からなる第１ｸﾞﾙ-ﾌﾟをｺﾝﾃﾅ内に設

け､蒸気ﾍﾂﾀ-及び運転制御装置からなる第２ｸﾞﾙ-

ﾌﾟをｺﾝﾃﾅ内に設け､ﾀ-ﾋﾞﾝ発電機及び受電設備か

らなる第３ｸﾞﾙ-ﾌﾟをｺﾝﾃﾅ内に設ける｡ 

設備･施工等ｺｽﾄ

低減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3094327 

96.12.18 

F02G 5/04 

ﾃﾞﾝﾖｰ 

熱併給発電装置 
熱交換器部に放熱防止用の断熱材を装着する｡こ

のように排風ﾀﾞｸﾄの空間を熱交換器部とするこ

とにより､大型化及び設置ｽﾍﾟ-ｽ等の問題を解消

すると共に､温度の安定した温水を発生できる｡

運転ｺｽﾄ低減 負荷制御改良 特許2821724 

93.03.01 

F25B15/00 

矢崎総業 

一重二重効用吸収式冷凍機 
発電機の発電負荷率を演算する演算器を備え､そ

の発電負荷率からｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの最大出力に対する

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの出力を間接的に演算し､ｴﾝｼﾞﾝ出力信

号として制御装置に送出する｡ 

制
御
・
監
視
技
術 

騒音拡散防止  ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3291508 

00.09.26 

F02C 7/24 

西部技研 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ･ｺｰｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑ 
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝﾕﾆｯﾄを作動させると､大気が圧縮機で圧

縮され､かつ熱交換器で加熱された後､ﾀ-ﾋﾞﾝに流

入する｡一方､ﾀ-ﾋﾞﾝから排出される高温の排気ｶﾞ

ｽは､熱交換器で冷却され､かつﾐｷｼﾝｸﾞﾁｬﾝﾊﾞに流

入して空気と混合した後､ﾃﾞｼｶﾝﾄ空調ﾕﾆﾂﾄのﾁｬﾝ

ﾊﾞに流入する｡ 

特公平06-105056

（権利消滅） 

91.05.21 

F02C 9/40 

神戸製鋼所 

[被引用回数2回]

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ用燃料圧縮機 

特許2929409 

93.12.20 

F23R 3/28 

三井造船 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ燃焼器における掃気空気の供給構造
燃料噴射弁を囲繞し､この燃料噴射弁の先端に開

口する第１の通路と､この第１の通路を囲繞しか

つ燃焼空気側に開口する第２の通路とを形成し､

第1の通路に掃気空気を､第２の通路に水蒸気を

夫々供給する｡ 

異常運転防止 原動機部の改良 

特許3324861 

94.03.03 

F02C 7/143 

大気社 

[被引用回数1回]

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの吸気冷却装置 
外気を吸気としてｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの圧縮機に導く吸気

路に､取り込み吸気を冷却しない状態で減湿処理

する減湿器と､それにより減湿された高温減湿吸

気を冷却する冷却器と､それにより冷却された減

湿吸気を水に接触させて冷却する気水接触器と

を設ける｡ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

発電効率向上 原動機部の改良 特許2833330 

（権利消滅） 

92.02.27 

F01M11/06 

神鋼電機 

ｴﾝｼﾞﾝの潤滑油面の管理ｼｽﾃﾑ 
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主要 20 社以外の技術要素別課題対応登録特許（3/9） 

技術
要素 課 題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概 要 

特許3365862 

94.06.15 

F23R 3/42 

ﾋﾗｶﾜｶﾞｲﾀﾞﾑ,石谷 

清幹 

空冷式管巣燃焼型ｺﾝﾊﾞｽﾀ-を備えたｶﾞｽﾀ-ﾋﾞ

ﾝ装置 
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの希釈空気は燃焼火炎を冷却してｻ-ﾏﾙ

NOxを抑制するための冷却流体として作用し､高

温となった空気はｺﾝﾊﾞｽﾀ-後部で燃焼排ｶﾞｽと混

合され､ﾀ-ﾋﾞﾝに導入される｡この熱交換器には数

mm程度の細管を使用する｡ 

発電効率向上 原動機部の改良 

特許2601631 

（権利消滅） 

94.07.15 

F02C 6/00 

ｴｱ ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ ｱﾝﾄﾞ 

CHEM（米国） 

空気分離とｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ発電の統合方法 

熱回収効率向上 原動機部の改良 特許3374478 

93.10.29 

F02M 21/02 

いすゞ自動車 

2層副室を有する遮熱型ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ 
ｼﾘﾝﾀﾞﾍｯﾄﾞに上部副室と下部副室を形成し､上部

副室と下部副室を連通する第１連絡口に制御ﾊﾞﾙ

ﾌﾞを配置する｡主室と下部副室を第２連絡口で連

通する｡ 

運転ｺｽﾄ低減 原動機部の改良 特許3110976 

95.05.23 

F02M21/02 

新潟鉄工所,堀技

研工業 

ｶﾞｽ昇圧装置の制御方法及び制御装置 
流量制御弁の開度を､流量発信器の出力信号によ

り､圧力補正付流量比率調節計を介して制御し､

ｻ-ｼﾞﾀﾝｸからｶﾞｽ原動機に供給される燃料ｶﾞｽの流

量に見合う燃料ｶﾞｽをｶﾞｽ供給源からｶﾞｽ圧縮機に

供給する｡ 

NOx/SOx低減 原動機部の改良 特許2970991 

94.03.22 

C10M169/04 

ｺｽﾓ総合研究所,ｺｽ

ﾓ石油 

[被引用回数2回]

ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ油組成物 
鉱油系潤滑油または合成油系潤滑油､或いはこれ

らの混合油を基材とし､塩基価一定のｱﾙｶﾘ土類金

属ｻﾘｼﾚ-ﾄ、ﾋﾞｽﾀｲﾌﾟ高分子量ｱﾙｹﾆﾙこはく酸ｲﾐﾄﾞ

またはその誘導体のｼﾞｱﾙｷﾙｼﾞﾁﾘｵﾝ酸亜鉛をそれ

ぞれ一定量を含有してなる､目的の組成物｡ 

原動機部の改良 特許2688572 

91.01.16 

F02D19/08 

工業技術院長 

ﾃﾞｭｱﾙﾌｭ-ｴﾙ･ﾃﾞｨ-ｾﾞﾙ機関のLPｶﾞｽ供給方法 
ﾃﾞｭｱﾙﾌｭ-ｴﾙ･ﾃﾞｨ-ｾﾞﾙ機関は､吸気管内に副燃料と

してのLPｶﾞｽを噴射するため､燃料噴射弁を備え

ている｡この場合､燃料噴射弁は､燃焼室内の燃焼

で発生する熱によるｱｲｼﾝｸﾞを抑止できる程度に､

燃焼室に近接して配置する｡ 

熱
―
動
力
変
換
技
術 

未燃分低減 

排ガス処理部の

改良 

特許2998022 

98.09.25 

F01N 3/02,301 

西芝電機 

ﾃﾞｨ-ｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝの排気ｶﾞｽ浄化装置 
ﾃﾞｨ-ｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝから排出される排気ｶﾞｽを排気管を

介して液体を収納した容器本体に導き､この容器

本体内の液体中を排気ｶﾞｽが通過することによっ

て煤塵を除去し､排気ｶﾞｽを清浄化する。 

特許2684317 

93.09.07 

H02J 3/38 

西芝電機 

[被引用回数1回]

系統連系保護装置 
電力系統に事故が発生して電力系統が停電した

場合には系統母線から無効電力が供給されなく

なり、不足電圧継電器から系統母線と構内系統

とを接続する遮断器を速やかに切り離せる。 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許2640628 

94.09.19 

H02H 3/46 

西芝電機 

系統連系保護装置 
保護装置は自家発電設備内の調速機に周波数検

出器と周波数指令のための関数発生器を備える

と共に､逆潮流ありなので周波数上昇継電器を有

している｡ 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

逆潮流制御 

負荷制御改良 特許2620916 

93.11.05 

H02H 7/22 

西芝電機 

[被引用回数1回]

系統連系保護装置 
何らかの原因で系統側の遮断器が開路すると､受

電点ｲﾝﾝﾋﾟ-ﾀﾞﾝｽは他の需要家の発電機及び負荷

のみとなり､検出回路におけるｲﾝﾋﾟ-ﾀﾞﾝｽの検出

値が変化し､系統側の停電を知ることができ､速

やかに受電点遮断器を切り離すことができる｡ 
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主要 20 社以外の技術要素別課題対応登録特許（4/9） 

技術
要素 課 題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概 要 

逆潮流制御 負荷制御改良 特許2691692 

94.09.19 

H02J 3/38 

西芝電機 

系統連系保護装置 
何らかの原因で系統側の遮断器が開路すると自

家発電設備単独の運転となり､構内系統母線の電

圧の周波数成分には信号発生器にて発生する周

波数成分が含まれるが､この周波数成分は能動ﾌｨ

ﾙﾀによる保護装置で検出されて系統側の停電を

知ることができる｡ 

異常運転防止 電/熱比制御改良 特許2767214 

95.03.28 

H02J 3/38 

西芝電機 

系統連系保護装置 
発電装置が単独運転に移行したときに､周波数検

出器､関数発生器による正帰還ﾙ-ﾌﾟが､即時に作

動し､発電機周波数を､周波数上昇継電器､又は周

波数低下継電器が感知する周波数迄に､ｼﾌﾄする

ことを得る｡ 

ﾈｯﾄﾜｰｸ間不調解

除 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許2857284 

92.08.24 

H02J 3/00 

ﾚｰﾑ ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｲｽﾞ BV

（ｵﾗﾝﾀﾞ） 

[被引用回数1回]

電力系統制御装置 
個別端末装置が光ｹ-ﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜ-ｸ上を流されてきた

分散給電指令所からの指令を受信してｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-

ｼｮﾝｼｽﾃﾑの制御装置に出力し､公共電力を供給す

る電力供給線に接続されているｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ

を給電指令手段側から制御する。 

特許3422051 

93.10.01 

H01M10/50 

ﾏﾂﾀﾞ 

ﾊﾞｯﾃﾘ-充電装置 
吸収式冷凍機を設け､該吸収式冷凍機に､ｴﾝｼﾞﾝ冷

却水が流通される冷却水管及び前記ﾊﾞｯﾃﾘ-冷却

回路を夫々熱交換可能に流通させる｡ 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許2810977 

95.03.23 

H01M 8/02 

工業技術院長 

[被引用回数2回]

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ用非隔膜式固体電解質型燃料

電池 
低級炭化水素と空気の混合ｶﾞｽを導入して､均一

ｶﾞｽ中でも電圧を得､電流を安定に取出し、低級

炭化水素と酸素の部分酸化反応の起る最適組成

比の混合ｶﾞｽを導入して電力を取出し､電池出口

から水素と一酸化炭素を回収する｡ 

特許2527288 

（権利消滅） 

92.06.16 

C01C 1/02 

新燃焼ｼｽﾃﾑ研究所

燃料電池反応を利用したｱﾝﾓﾆｱ分離方法 

動
力
／
燃
料
―
電
気
変
換
技
術 

発電効率向上 

発電機部の改良 

特許3107533 

97.12.19 

H01M 8/00 

ｳｴｽﾁﾝｸﾞﾊｳｽ ｴﾚｸﾄﾘ

ﾂｸ（米国） 

[被引用回数1回]

電気を生産し水素を副生産するための装置

及び方法 
電気は､合成ｶﾞｽを反応させる固体酸化物燃料電

池及びﾄｯﾋﾟﾝｸﾞ燃焼器と共働するﾀ-ﾋﾞﾝにより発

電され、合成ｶﾞｽは､ﾀ-ﾋﾞﾝからの圧縮空気の一

部､石炭及び蒸気を用いて石炭ｶﾞｽ化装置で生産

される｡ 

特許2766951 

92.11.24 

F25B15/00,306 

矢崎総業 

[被引用回数1回]

吸収冷凍機 
再生器から供給される吸収剤を吸収器の吸収剤

排出部に送る濃溶液配管と､この濃溶液配管を開

閉する溶液分流弁とを有し､吸収冷凍機を停止さ

せるときに溶液分流弁を開状態にする｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

異常運転防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

実用2574591 

（権利消滅） 

93.03.09 

F01M13/00 

日産ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ工業

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝ装置のﾌﾞﾛ-ﾊﾞｲ排出装置 
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主要 20 社以外の技術要素別課題対応登録特許（5/9） 

技術
要素 課 題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概 要 

需給安定化 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 実用2600482 

93.08.09 

B60H 1/32,621 

ｶﾙｿﾆｯｸ 

[被引用回数2回]

自動車用空気調和装置 
ｴﾊﾞﾎﾟﾚ-ﾀと膨張弁との間に熱交換器を設け､自動

車駆動用ﾓ-ﾀの冷却回路を循環する冷却水を熱交

換器に導くようにし､起動時や低負荷時の暖房性

能不足を補うとともに低負荷時のｴﾊﾞﾎﾟﾚ-ﾀ凍結

を防止できる｡ 

特許2623056 

93.02.01 

H01M 8/00 

寺崎電気産業 

熱電併給ｼｽﾃﾑ 
負荷検知器によって外部負荷の負荷を検知し、

熱機関から熱負荷が回収できる熱量が所定値よ

り小さい場合､出力設定器内のﾒﾓﾘに記憶されて

いる発電機の負荷に対する熱負荷が熱機関から

回収できる熱量との関係から､熱負荷が熱機関の

排熱と発熱手段の発熱とから回収できる熱量の

和が所定の値になるように発熱手段の消費電力

を演算する｡ 

需給安定化 負荷制御改良 

特許3245116 

98.08.18 

F25B15/00,306 

川重冷熱工業 

負荷変動制御機能を備えた廃熱利用吸収式

冷温水機･冷凍機 
燃焼廃熱発生源からの燃焼廃熱を高温再生器に

導入して吸収液の加熱･濃縮に使用できるよう

に､高温再生器内に廃熱供給管を挿通させ､かつ､

蒸発器の冷温水出口管に温度ｾﾝｻ-を設ける 

機器損傷防止 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3400700 

97.12.24 

F25B27/02 

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ,ｴ

ﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾌｧｼﾘﾃｨｰ

ｽﾞ 

排熱利用吸収式冷温水機 
排気ｶﾞｽを高温再生器に貫流させる排気ｶﾞｽ入口

管と､この排気ｶﾞｽ入口管に介在するﾀﾞﾝﾊﾟ-と､排

気ｶﾞｽ入口管から分岐しｴｾﾞｸﾀ及びﾀﾞﾝﾊﾟ-の介在

するﾊﾞｲﾊﾟｽ管とから構成する｡ 

特許2677141 

92.11.17 

F01K17/06 

日本鋼管 

可燃物の乾燥装置 
廃棄物乾燥装置とﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式除湿乾燥装置間を

結ぶｷｬﾘｱ空気の循環回路において､乾燥装置入口

部にｷｬﾘｱ空気の加熱器を設け､加熱器に蒸気ﾀ-ﾋﾞ

ﾝの抽気蒸気を導く。 

発電効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3176329 

97.10.08 

B60H 1/00,103 

日本電気移動通信

自動車のｴｱｺﾝ制御装置 
ｱｸｾﾙ開度が0以外のときは､ｴｱｺﾝ制御装置は空調

装置をｵﾌにする｡吹出先切替ｽｲｯﾁのｵﾝ･ｵﾌを切り

替えると､切替弁が切り替わり､空調装置からの

冷気を､過給装置か車内かのいずれか一方へ選択

して誘導できる｡ 

特許2750783 

（権利消滅） 

91.02.05 

F01K23/10 

三井造船 

[被引用回数2回]

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑにおける排熱回収方式 

特許2645948 

92.01.17 

F25B27/02 

矢崎総業 

温水焚吸収式冷温水機 
温水焚吸収式冷温水機は､原動機から得られる排

熱回収温水を再生器に循環させ､希溶液を加熱し

て冷媒蒸気と濃溶液を得る｡冷房時は､冷媒蒸気

は凝縮器で凝縮されて液冷媒となる｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許2725527 

（権利消滅） 

92.06.17 

F28D17/04 

住友電気工業 

潜熱を利用した蓄熱方法 
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主要 20 社以外の技術要素別課題対応登録特許（6/9） 

技術
要素 課 題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概 要 

特許2698735 

（権利消滅） 

92.10.12 

F25B27/02 

ｻﾝﾃﾞﾝ 

ｴﾝｼﾞﾝﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟｼｽﾃﾑ 

特許2510120 

93.01.20 

F25B17/08 

吉沢 善男,加藤 

之貴 

ｹﾐｶﾙﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 
夜間の余剰電力や排熱を利用して反応容器内の

水酸化ﾏｸﾞﾈｼｳﾑを450°C以下の温度で加熱するこ

とで水蒸気を放出させ､この水蒸気を圧力調整弁

を介して水の貯蔵容器に導入し､ここで凝縮､液

化させ､蓄熱させる｡ 

特許2899645 

93.03.15 

F25B15/00,303 

矢崎総業 

吸収式冷凍機 
高温再生器内には稀溶液導管から導かれた稀溶

液が導入される溶液溜と､溶液溜内の稀溶液を加

熱する伝熱管が設けられ､伝熱管内に導入される

燃料電池の排熱を吸熱した高温蒸気により加熱

されて沸騰した稀溶液は冷媒蒸気を発生させる｡

特許2681437 

93.03.17 

F25C 3/00 

鹿島建設 

空気式製氷装置 
空気を熱媒として冷凍ｻｲｸﾙが形成されている空

気式製氷装置において、この装置は、空気膨張

装置に入る前の空気と製氷用熱交換器を通過し

た空気とを熱交換するための熱回収用熱交換器

をさらに備えている｡ 

特許2961196 

93.06.28 

B60H 1/32,624 

三菱自動車工業

車両用空調装置 

走行用もしくは空調用水冷式ｴﾝｼﾞﾝにより駆動さ

れる冷媒を圧縮する冷媒圧縮機､冷媒凝縮器とし

て働く車外熱交換器､冷媒受液器､及び冷媒蒸発

器として働く車内熱交換器を有する冷房冷凍ｻｲｸ

ﾙ。 

特許2969208 

93.10.15 

F25D 7/00 

ﾃｲｴﾙﾌﾞｲ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝの気化冷却ｴﾝｼﾞﾝ 
ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの外周にｼﾞｬｹｯﾄ部を形成し、ｼﾞｬｹｯﾄ部

と冷却水ﾀﾝｸを､下部連通管と上部連通管とによ

り連通して、冷却水ﾀﾝｸの上部空間に低圧蒸気管

を接続する｡ 

特許2942851 

93.10.15 

F25D 7/00 

ﾃｲｴﾙﾌﾞｲ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝの気化冷却ｴﾝｼﾞﾝ 
ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの排気ｶﾞｽ管と熱交換器を接続し、熱交

換器に給水管を接続して､熱交換されて生成した

高圧蒸気を管で蒸気ｴｾﾞｸﾀ-と接続する｡ 

特許2942852 

93.10.15 

F25D 7/00 

ﾃｲｴﾙﾌﾞｲ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝの気化冷却ｴﾝｼﾞﾝ 
ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの外周にｼﾞｬｹｯﾄ部を形成し、ｼﾞｬｹｯﾄ部

と冷却水ﾀﾝｸを､下部連通管と上部連通管とによ

り連通する｡ 

特許2942853 

93.10.15 

F25D 7/00 

ﾃｲｴﾙﾌﾞｲ 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝの気化冷却ｴﾝｼﾞﾝ 
ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝの外周にｼﾞｬｹｯﾄ部を形成し、ｼﾞｬｹｯﾄ部

と冷媒溜容器を､下部連通管と上部連通管とによ

り連通する｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3106382 

94.02.21 

C02F 1/16,ZAB 

日立造船 

[被引用回数1回]

ｸﾛ-ｽﾞﾄﾞｼｽﾃﾑの超純水製造および排水処理

方法 
超純水の排水のうち濃厚排水は､多重効用濃縮装

置へ供給してここで濃縮処理し､同装置を出た水

分を回収する一方､希薄排水は､低沸点成分処理

装置へ供給し､ここを出た高温排水を自己蒸発に

よって冷却させ､蒸気を水として回収し､各回収

水は､一次純水製造装置へﾘｻｲｸﾙする｡ 
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主要 20 社以外の技術要素別課題対応登録特許（7/9） 

技術
要素 課 題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概 要 

特許3194123 

95.02.20 

C02F 1/04 

日立造船 

ｸﾛ-ｽﾞﾄﾞｼｽﾃﾑの超純水製造および排水処理

方法 
工業用水は逆浸透膜処理装置､多重効用蒸蒸装

置､常温2次純水製造装置､高温超純水製造装置で

超純水とし､ﾕ-ｽﾎﾟｲﾝﾄへ供給する｡ 

特許3400699 

97.12.24 

F25B27/02 

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ,ｴ

ﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ

ｴﾝｼﾞﾝ排熱利用吸収冷温水機 
ｴﾝｼﾞﾝの排気ｶﾞｽは排気ｶﾞｽ管を通り高温再生器に

導入され､吸収器より送られてきた稀溶液を加熱

し､溶液より冷媒蒸気を発生させ溶液を濃縮す

る｡ 

特許3400701 

97.12.24 

F25B27/02 

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ,ｴ

ﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾌｧｼﾘﾃｨｰ

ｽﾞ 

排熱利用吸収式ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
吸収冷温水機の低温熱交換器を分岐した稀溶液ﾗ

ｲﾝに排熱熱交換器を配置し､ｴﾝｼﾞﾝの高温側ｲﾝﾀ-

ｸ-ﾗの冷却水を排熱熱交換器に貫流する配管を備

える｡ 

特許3400708 

98.04.14 

F25B27/02 

日立ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｲｽﾞ,ｴ

ﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ

ｴﾝｼﾞﾝ排熱回収装置 
冷却温水をｴﾝｼﾞﾝ､排熱利用冷温水機､冷却温水循

環ﾎﾟﾝﾌﾟの順に流す経路を構成するとともに､排

熱利用冷温水機をﾊﾞｲﾊﾟｽする冷却温水配管を設

け､配管の途中に放熱用熱交換器を取付ける。 

特許2952357 

（権利消滅） 

98.08.11 

F25B 27/00 

ﾁﾞｰｾﾞﾙ機器 

空気調和装置 

特許3333931 

98.07.28 

F02G 5/00 

小野 善吉,小野 

賢次,大滝 千鶴子

車載用放熱器 
車載用放熱器は､加熱されたｴﾝｼﾞﾝ冷却水を分流

して放熱する加熱部本体を有し､その送風側に空

気留室を設けており､空気留室から強制的に送ら

れて加熱部本体を通過する空気流を加熱部本体

の放熱で加温して､庫内に放出させている｡ 

特許3300782 

00.10.31 

F02G 5/04 

西部技研 

内燃機関ｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑ 
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝに連結された発電機とｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝを囲む

ｹ-ｼﾝｸﾞ内部に内燃機関の冷却空気を流すﾌﾞﾛｱを

有する発電部を備え､除湿ﾛ-ﾀ-を有する除湿部を

備える｡ 

特許3300780 

01.04.26 

F02G 5/04 

西部技研 

内燃機関ｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑ 
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝに連結された発電機とｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝを囲む

ｹ-ｼﾝｸﾞ内部に内燃機関の冷却空気を流すﾌﾞﾛｱを

有する発電部を備え､除湿ﾛ-ﾀ-を有する除湿部を

備える｡ 

特許3291518 

01.05.16 

F02G 5/02 

西部技研 

内燃機関ｺｼﾞｪﾈｼｽﾃﾑ 
除湿ﾛ-ﾀ-を有する除湿空調装置によって乾燥空

気をつくり､この乾燥した快適な空気を室内に供

給する 

特許3291521 

01.07.12 

F02C 6/18 

西部技研 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ･ｺｼﾞｪﾈ空調装置 
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｴﾝｼﾞﾝの排気管を上方に延出し､その直

上に排ｶﾞｽの熱ｴﾈﾙｷﾞ-を用いる空調部を設け､空

調部によって上方に延出した排気管を覆うよう

にする｡ 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

熱回収効率向上 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3327543 

01.07.30 

F02G 5/02 

西部技研 

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ･ｺｼﾞｪﾈ空調装置 
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｴﾝｼﾞﾝ発電機の排熱によって駆動される

空調部を有し､空調部は除湿ﾛ-ﾀ-を用いて乾燥空

気を供給するﾓ-ﾄﾞとｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝｴﾝｼﾞﾝ発電機の排熱

で作った温風を供給するﾓ-ﾄﾞとを有する｡ 
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主要 20 社以外の技術要素別課題対応登録特許（8/9） 

技術
要素 課 題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概 要 

実用2531003 

（権利消滅） 

91.10.31 

F25B27/02 

三菱自動車工業

車両用冷蔵装置 

実用2587082 

91.12.27 

B60H 1/20 

臼井国際産業 

自動車用暖房装置 
排気熱によりﾊﾞｲﾊﾟｽ路内部に貫通して突設した

複数の伝熱体による直接車内空気への伝熱を行

わしめる構成により､室内暖房装置として一層効

率よく行わしめることができる｡ 

実用2585748 

92.08.31 

F24H 1/00,523 

神鋼電機 

内燃機関の排気ｶﾞｽを利用した潜熱回収方

式の給湯装置 
温水熱交換器の循環水の供給管の蛇口と並列的

に配置したので､冬期でも潜熱回収器の貯湯部の

温度が上昇でき､常に所定温度の給湯ができる｡

実用3029920 

（権利消滅） 

96.04.09 

F24H 1/00,523 

信越ﾎﾟﾘﾏｰ 

温水ﾎﾞｲﾗ-の温水加熱装置 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

実用3062792 

（権利消滅） 

98.07.29 

H01F27/12 

菅原 昇三 

大型変圧器の革新的活用 

原動機部の改良 実用2575352 

（権利消滅） 

91.02.12 

F23J 15/00 

神鋼電機 

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑにおける排気ｶﾞｽの処理装

置 

熱交換器部の改

良 

特許2750784 

（権利消滅） 

91.02.06 

F01K23/10 

三井造船 

廃熱回収方法 

特公平07-068891

91.05.07 

F01K 25/10 

工業技術院長 

[被引用回数2回]

ｺ-ｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
排気ｶﾞｽ冷却器と排ｶﾞｽ熱交換器によりｴﾝｼﾞﾝの排

気ｶﾞｽと冷却水の間で熱交換し､排熱ｴﾈﾙｷﾞ-が不

足する場合にはﾋ-ﾀも併用する｡ 

熱回収効率向上 

負荷制御改良 

特許2996333 

94.01.27 

F24D 3/00 

竹中工務店 

熱電併給ｼｽﾃﾑ 
自家電気設備に供給する電力を発電するｶﾞｽｴﾝｼﾞ

ﾝ式発電機に排熱回収配管を接続し､その排熱回

収配管を通じて排熱である高温の温水を熱源側

となる熱源側熱交換器に供給する。 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率

向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許2832563 

91.12.27 

F25B27/02 

新日本製鉄 

ｴﾝｼﾞﾝの振動利用方法 
ﾁﾞ-ｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ、排熱ﾎﾞｲﾗのｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝにおいて､

冷暖房設備は排熱ﾎﾞｲﾗ-からの蒸気を熱源として

利用したLiCl吸収式を設置し､冷房能力を大きく

する必要があるため､能力的に余裕のある温水槽

の熱を利用するﾋ-ﾄﾎﾟﾝﾌﾟを設置して冷水能力を

高めるように構成する｡ 
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主要 20 社以外の技術要素別課題対応登録特許（9/9） 

技術
要素 課 題 解決手段 

特許番号 
（経過情報） 

出願日 
主IPC 
出願人 

［被引用回数］ 

発明の名称 
概 要 

ｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率

向上 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3350164 
93.08.24 
H01M 8/00 

関西電力,富士電機
[被引用回数1回]

燃料電池熱電併給設備及びその冷却水排熱

回収方法 
水蒸気分離器内の水蒸気を燃料改質装置にその

必要量を流量制御弁により流量制御して供給し､

その残りの余剰蒸気を圧力制御弁により水蒸気

分離器内の圧力を制御して排ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝに供給す

る。 

特公平07-058144
91.02.25 

F25B 15/00 
荏原製作所 

排熱利用吸収冷凍装置 
ｴﾝｼﾞﾝﾕﾆｯﾄのｴﾝｼﾞﾝで加温された温水は､冷凍機ﾕ

ﾆｯﾄの再生器に導入され､冷媒溶液と熱交換され

た後､ﾎﾟﾝﾌﾟによりｴﾝｼﾞﾝに還流されている｡ 

特許2790430 
94.02.07 

F24F 5/00,102 
竹中工務店 

熱電併給ｼｽﾃﾑ 
自然循環流動により熱源側熱交換器から吸収式

冷凍機に熱媒を供給し､更に､吸収式冷凍機の蒸

発器と冷房用熱交換器とにわたって熱媒を自然

循環流動させて冷房を行う｡ 

設備･施工等ｺｽﾄ

低減 

ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

特許3375924 
00.01.20 

F02B 39/00 
ｴﾇｹｰｹｰﾌﾟﾗﾝﾄ建設

ｺｼﾞｪﾈﾚ-ｼｮﾝｼｽﾃﾑ 
過給機本体の沸騰冷却式冷却手段は､少なくとも

過給機ｶﾞｽｹ-ｼﾝｸﾞの外周面を蓋う水冷ｼﾞｬｹｯﾄと､

上方に配置した気水分離器と､両者を結ぶ下降管

及び上昇管を備える｡ 

特許2984258 
98.09.14 

F25B 15/04 
池島 清美,池島 秀
子,今田 幸慶,今田
喜美子,今田 慶昭,
祖父江 八重子,熊川

勉,熊川 洋子 

排熱利用によるｶﾞｽ吸収式冷暖房装置 
通常､車両に備えた冷凍庫を冷却する場合には､

発生器で発生したｱﾝﾓﾆｱｶﾞｽと水蒸気との混合ｶﾞｽ

が分離器側に流れる様に第1切替え弁を切り替

え、ｱﾝﾓﾆｱ溜まり部からのｱﾝﾓﾆｱ液を気化器に供

給するように第2切替え弁を切り換える｡ 

運転ｺｽﾄ低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 

実用3029688 
（権利消滅） 

96.04.02 
F02G 5/02 

ﾂｱｲ ﾋﾕｲ ﾔﾝ（台湾）

湯沸･発電装置 

運転ｺｽﾄ低減 原動機部の改

良 

実用3054188 
（権利消滅） 

98.04.02 
F02M 31/16 
塩月 通泰 

ｴﾝｼﾞﾝ用燃料油節減装置 

排
熱
回
収･

利
用
技
術 

NOx/SOx低減 ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑ改良 特許3047194 
91.09.26 
F02C 6/18 
三井造船 

[被引用回数1回]

ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝ･ｺ-ｼﾞｪﾈ･ｼｽﾃﾑ 
ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝの後流側に廃熱ﾎﾞｲﾗを配設したｶﾞｽﾀ-ﾋﾞ

ﾝ･ｺ-ｼﾞｪﾈ･ｼｽﾃﾑにおいて､ｶﾞｽﾀ-ﾋﾞﾝと廃熱ﾎﾞｲﾗと

の間に廃熱ﾎﾞｲﾗ用ｴﾊﾞﾎﾟﾚ-ﾀと助燃用ﾀﾞｸﾄﾊﾞ-ﾅと

を､この順序に配設した｡ 

NOx/SOx低減 原動機部の改

良 

実用2509994 
92.07.11 

F23D 14/22 
ｻﾝﾚｰ冷熱 

追焚用ｶﾞｽﾀﾞｸﾄﾊﾞ-ﾅ 
燃焼用空気供給孔からｱﾝﾌﾟﾙﾉｽﾞﾙの前方にTEGを

供給し､ｶﾞｽとの混合を良好にするので､火災温度

分布が均一になりNOxの発生を抑制すると共に､

主保炎板の後背面の､ｱﾝﾌﾟﾙﾉｽﾞﾙのｶﾞｽ供給管が貫

通する部分で､ｶﾞｽ供給管の周囲にTEGを導入する

開口部を設けたので､着火位置の安定を得る｡ 

排
ガ
ス
処
理
技
術 

NOx/SOx低減 排ガス処理部

の改良 

特公平06-087976
91.03.11 

B01J 23/89,ZAB 
工業技術院長 

窒素酸化物除去用金触媒及び窒素酸化物除

去方法 
Zn、Mg、Mn、Ni、Co及びCuからなる群より選ば

れた少なくとも1種の金属とFeからなる複合金属

酸化物に金が固定化されていることを特徴とす

る窒素酸化物除去用金触媒。 
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図 3.1-1 に、コージェネレーションシステム全体の主要企業の技術開発拠点を示す。ま

た、表 3.1-1 に技術開発拠点一覧表を示す。これらは主要企業が出願している特許公報か

ら、発明者の住所を集計したものである。 

集計の結果、上位 20 社の技術開発拠点は合計 36 拠点であり、13 社は１拠点であるが、

７社は複数の開発拠点を持つ。三菱重工業は６拠点、東芝とクボタは４拠点、川崎重工業

は３拠点、日立製作所、石川島播磨重工業、三菱電機が２拠点を持っている。 

都道府県別にみると、東京都が 10 拠点と最も多く、大阪が６拠点、神奈川、愛知、兵

庫が４拠点、茨城が２拠点、埼玉、静岡、広島、長崎が１拠点である。関東地方と近畿地

方に技術開発拠点が集中している。 

 

図 3.1-2 以下に、技術要素別にみた主要企業の技術開発拠点を示す。 

 

 

 

３. 主要企業の技術開発拠点 

 

コージェネレーションシステムの技術開発は、関東地方、近畿地方な

ど、人口の多い地域を中心に、多くの研究者によって、行われている。 

 

特許流通 

支援チャート
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3.1 コージェネレーションシステムの技術開発拠点 

 

図 3.1-1 コージェネレーションシステムの主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1-1 コージェネレーションシステムの技術開発拠点一覧表 

No. 企業名 都道府県 住 所 
所在地・事業所名 

① 大阪瓦斯 大阪府 大阪市中央区平野町4-1-2 大阪瓦斯株式会社 

② 東京瓦斯 東京都 港区海岸1-5-20 東京瓦斯株式会社 

③ 東芝 

東京都 
東京都 
神奈川県 
愛知県 

港区芝浦1-1-1 株式会社東芝 
府中市東芝町1 株式会社東芝府中工場 
横浜市鶴見区末広町2-4 株式会社東芝京浜事務所 
瀬戸市穴田町991 株式会社東芝愛知工場 

④ 三菱重工業 

東京都 
神奈川県 
愛知県 
兵庫県 
広島県 
長崎県 

千代田区丸の内2-5-1 三菱重工業株式会社 
相模原市田名3000 三菱重工業株式会社汎用機・特車事業本部 
西春日井郡西枇杷島旭町3-1 三菱重工業株式会社冷熱事業本部 
高砂市荒井町新浜-1-1 三菱重工業株式会社高砂研究所 
広島市西区観音新町4-6-22 三菱重工業株式会社広島研究所 
長崎市飽の浦町1-1 三菱重工業株式会社長崎造船所 

⑤ 日立製作所 茨城県 
東京都 

日立市大みか町7-1-1 株式会社日立製作所日立研究所 
千代田区駿河台4-6 株式会社日立製作所 

⑥ 三洋電機 大阪府 守口市京阪本通2-5-5 三洋電機株式会社 

⑦ デンソー 愛知県 刈谷市昭和町1-1 株式会社ﾃﾞﾝｿｰ 

⑧ クボタ 

茨城県 
東京都 
大阪府 
兵庫県 

竜ヶ崎市向陽台5-6 株式会社ｸﾎﾞﾀ竜ヶ崎工場 
中央区日本橋室町3-1-3 株式会社ｸﾎﾞﾀ東京本社 
浪速区敷津東1-2-47 株式会社ｸﾎﾞﾀ 
尼崎市浜1-1-1 株式会社ｸﾎﾞﾀ技術開発研究所 

⑨ 松下電器産業 大阪府 門真市大字門真1006 松下電器産業株式会社 

⑩ 明電舎 東京都 品川区大崎2-1-17 株式会社明電舎 

⑪ 東邦瓦斯 愛知県 名古屋市熱田区桜田町19-18 東邦瓦斯株式会社 

⑫ 石川島播磨重工業 東京都 
神奈川県 

江東区豊洲3-2-16 石川島播磨重工業株式会社東京ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 
横浜市磯子区新中原町1 石川島播磨重工業株式会社生産技術開発ｾﾝﾀｰ 

⑬ ヤマハ発動機 静岡県 磐田市新貝2500 ﾔﾏﾊ発動機株式会社 

⑭ ヤンマー 大阪府 大阪市北区茶屋町1-32 ﾔﾝﾏｰ株式会社 

⑮ 本田技研工業 埼玉県 和光市中央1-4-1 株式会社本田技術研究所 

⑯ いすゞ中央研究所 神奈川県 藤沢市土棚8 株式会社いすゞ中央研究所 

⑰ 三菱電機 東京都 
兵庫県 

千代田区丸の内2-2-3 三菱電機株式会社 
尼崎市塚口本町8-1-1 三菱電機株式会社産業ｼｽﾃﾑ研究所 

⑱ 川崎重工業 
東京都 
兵庫県 
兵庫県 

港区浜松町2-4-1 川崎重工業株式会社東京本社 
神戸市中央区東川崎町1-1-3 川崎重工業株式会社神戸本社 
明石市川崎町1-1 川崎重工業株式会社明石工場 

⑲ 日本電信電話 東京都 千代田区大手町2-3-1 日本電信電話株式会社 

⑳ ダイキン工業 大阪府 堺市金岡町1304 ﾀﾞｲｷﾝ工業株式会社堺製作所金岡工場 

⑤⑧ 

⑮ 

⑬

②③④⑤⑧ 

⑩⑫⑰⑱⑲ 

③④⑫⑯ 
③④⑦⑪

①⑥⑧⑨⑭⑳ 

④⑧⑰⑱ 

④

④ 
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3.1.1 制御・監視技術 

 

図 3.1.1-1制御・監視技術の主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1.1-1 制御・監視技術の技術開発拠点一覧表 

No. 企業名 都道府県 
住 所 

所在地・事業所名 
① 大阪瓦斯 大阪府 大阪市中央区平野町4-1-2 大阪瓦斯株式会社 

② 東京瓦斯 東京都 港区海岸1-5-20 東京瓦斯株式会社 

③ 東芝 
東京都 

神奈川県 

愛知県 

港区芝浦1-1-1 株式会社東芝 

横浜市鶴見区末広町2-4 株式会社東芝京浜事務所 

瀬戸市穴田町991 株式会社東芝愛知工場 

④ 日立製作所 
茨城県 

東京都 

日立市大みか町7-1-1 株式会社日立製作所日立研究所 

千代田区駿河台4-6 株式会社日立製作所 

⑤ 三菱重工業 
神奈川県 

兵庫県 

長崎県 

相模原市田名3000 三菱重工業株式会社汎用機・特車事業本部 

高砂市荒井町新浜-1-1 三菱重工業株式会社高砂研究所 

長崎市飽の浦町1-1 三菱重工業株式会社長崎造船所 

⑥ 明電舎 東京都 品川区大崎2-1-17 株式会社明電舎 

⑦ 石川島播磨重工業 
東京都 

神奈川県 

江東区豊洲3-2-16 石川島播磨重工業株式会社東京ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 

横浜市磯子区新中原町1 石川島播磨重工業株式会社生産技術開発ｾﾝﾀｰ 

⑧ 松下電器産業 大阪府 門真市大字門真1006 松下電器産業株式会社 

 

③

④

②③④⑥⑦ 

③⑤⑦ 

⑤ 

①⑧ 

⑤ 
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3.1.2 熱－動力変換技術 

 

図 3.1.2-1 熱－動力変換技術の主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1.2-1 熱－動力変換技術の技術開発拠点一覧表 

No. 企業名 都道府県 
住 所 

所在地・事業所名 
① 大阪瓦斯 大阪府 大阪市中央区平野町4-1-2 大阪瓦斯株式会社 

② いすゞ中央研究所 神奈川県 藤沢市土棚8 株式会社いすゞ中央研究所 

③ クボタ 大阪府 浪速区敷津東1-2-47 株式会社ｸﾎﾞﾀ 

④ 石川島播磨重工業 
東京都 

神奈川県 

江東区豊洲3-2-16 石川島播磨重工業株式会社東京ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 

横浜市磯子区新中原町1 石川島播磨重工業株式会社生産技術開発ｾﾝﾀｰ 

⑤ 東芝 
東京都 

神奈川県 

港区芝浦1-1-1 株式会社東芝 

横浜市鶴見区末広町2-4 株式会社東芝京浜事務所 

⑥ 三菱重工業 

東京都 

兵庫県 

広島県 

長崎県 

千代田区丸の内2-5-1 三菱重工業株式会社 

高砂市荒井町新浜-1-1 三菱重工業株式会社高砂研究所 

広島市西区観音新町4-6-22 三菱重工業株式会社広島研究所 

長崎市飽の浦町1-1 三菱重工業株式会社長崎造船所 

⑦ 東京瓦斯 東京都 港区海岸1-5-20 東京瓦斯株式会社 

⑧ デンソー 愛知県 刈谷市昭和町1-1 株式会社ﾃﾞﾝｿｰ 

⑨ ヤンマー 大阪府 大阪市北区茶屋町1-32 ﾔﾝﾏｰ株式会社 

⑩ 川崎重工業 
東京都 

兵庫県 

兵庫県 

港区浜松町2-4-1 川崎重工業株式会社東京本社 

神戸市中央区東川崎町1-1-3 川崎重工業株式会社神戸本社 

明石市川崎町1-1 川崎重工業株式会社明石工場 

 

⑧ 

②④⑤ 

④⑤⑥⑦⑩ 

①③⑨ 

⑥⑩ 

⑥ 

⑥ 
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3.1.3 動力/燃料－電気変換技術 

 

図 3.1.3-1 動力/燃料－電気変換技術の主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1.3-1 動力/燃料－電気変換技術の技術開発拠点一覧表 

No. 企業名 都道府県 
住 所 

所在地・事業所名 

① 大阪瓦斯 大阪府 大阪市中央区平野町4-1-2 大阪瓦斯株式会社 

② 東芝 
東京都 

神奈川県 

港区芝浦1-1-1 株式会社東芝 

横浜市鶴見区末広町2-4 株式会社東芝京浜事務所 

③ 松下電器産業 大阪府 門真市大字門真1006 松下電器産業株式会社 

④ 明電舎 東京都 品川区大崎2-1-17 株式会社明電舎 

⑤ 西芝電機 兵庫県 姫路市網干区浜田1000 西芝電機株式会社 

⑥ 東京瓦斯 東京都 港区海岸1-5-20 東京瓦斯株式会社 

⑦ 三洋電機 大阪府 守口市京阪本通2-5-5 三洋電機株式会社 

⑧ 日本電信電話 東京都 千代田区大手町2-3-1 日本電信電話株式会社 

⑨ 日立製作所 
茨城県 

東京都 

日立市大みか町7-1-1 株式会社日立製作所日立研究所 

千代田区駿河台4-6 株式会社日立製作所 

 

⑨ 

②④⑥⑧⑨ 

② 

①③⑦ 

⑤ 



264 

3.1.4 排熱回収・利用技術 

 

図 3.1.4-1 排熱回収・利用技術の主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1.4-1 排熱回収・利用技術の技術開発拠点一覧表 

No. 企業名 都道府県 
住 所 

所在地・事業所名 
① 東京瓦斯 東京都 港区海岸1-5-20 東京瓦斯株式会社 

② 大阪瓦斯 大阪府 大阪市中央区平野町4-1-2 大阪瓦斯株式会社 

③ 三菱重工業 

東京都 

神奈川県 

愛知県 

兵庫県 

広島県 

長崎県 

千代田区丸の内2-5-1 三菱重工業株式会社 

相模原市田名3000 三菱重工業株式会社汎用機・特車事業本部 

西春日井郡西枇杷島旭町3-1 三菱重工業株式会社冷熱事業本部 

高砂市荒井町新浜-1-1 三菱重工業株式会社高砂研究所 

広島市西区観音新町4-6-22 三菱重工業株式会社広島研究所 

長崎市飽の浦町1-1 三菱重工業株式会社長崎造船所 

④ 三洋電機 大阪府 守口市京阪本通2-5-5 三洋電機株式会社 

⑤ デンソー 愛知県 刈谷市昭和町1-1 株式会社ﾃﾞﾝｿｰ 

⑥ 東芝 
東京都 

神奈川県 

愛知県 

港区芝浦1-1-1 株式会社東芝 

横浜市鶴見区末広町2-4 株式会社東芝京浜事務所 

瀬戸市穴田町991 株式会社東芝愛知工場 

⑦ ヤマハ発動機 静岡県 磐田市新貝2500 ﾔﾏﾊ発動機株式会社 

⑧ 日立製作所 
茨城県 

東京都 

日立市大みか町7-1-1 株式会社日立製作所日立研究所 

千代田区駿河台4-6 株式会社日立製作所 

⑨ 東邦瓦斯 愛知県 名古屋市熱田区桜田町19-18 東邦瓦斯株式会社 

 

 

⑧ 

①③⑥⑧ 

③⑥ 

⑦

③⑤⑥⑨

②④ 

③ 

③

③ 
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3.1.5 排ガス処理技術 

 

図 3.1.5-1 排ガス処理技術の主要企業の技術開発拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1.5-1 排ガス処理技術の技術開発拠点一覧表 

No. 企業名 都道府県 
住 所 

所在地・事業所名 
① 東京瓦斯 東京都 港区海岸1-5-20 東京瓦斯株式会社 

② 大阪瓦斯 大阪府 大阪市中央区平野町4-1-2 大阪瓦斯株式会社 

③ 日立製作所 
茨城県 

東京都 

日立市大みか町7-1-1 株式会社日立製作所日立研究所 

千代田区駿河台4-6 株式会社日立製作所 

④ バブコツク日立 広島県 呉市宝町6-9 ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立株式会社呉工場 

⑤ 三菱重工業 
東京都 

兵庫県 

長崎県 

千代田区丸の内2-5-1 三菱重工業株式会社 

高砂市荒井町新浜-1-1 三菱重工業株式会社高砂研究所 

長崎市飽の浦町1-1 三菱重工業株式会社長崎造船所 

⑥ 武田薬品工業 大阪府 大阪市中央区道修町4-1-1 武田薬品工業株式会社 

 

③

①③⑤ 

②⑥

⑤ 

④

⑤ 
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1. ライセンス提供の用意のある特許  
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資料１．ライセンス提供の用意のある特許 
コージェネレーションシステムに関連する技術で、ライセンス提供の用意のある特許を、

特許流通データベース（独立行政法人工業所有権総合情報館のホームページで無料で提供。 

URL http://ncipi.go.jp）による検索に基づき、以下に示す。 

なお、検索キーワードは｢コージェネ｣および「熱電併給」でヒットしたものから、コー

ジェネレーションシステムに関連する技術を選択した。 

 
ライセンス提供の用意のある特許リスト 

特許番号 発明の名称 出願人・特許権者 技術要素 

特許 1918068 ネットワーク受電装置 東芝 制御・監視技術 

特許 2688572 
デュアルフューエル・ディーゼル

機関のＬＰガス供給方法 

産業技術総合研究所 熱-動力変換技術 

特開平 7-247910 
廃油利用によるエンジン燃焼シ

ステム及び温水装置 

松田 昌徳 熱-動力変換技術 

特許 2510120 ケミカルヒートポンプ 財団法人理工学振興会 排熱回収・利用技術

特許 2750783 
コージェネレーションシステム

における排熱回収方法 

三井造船 排熱回収・利用技術

特許 2752334 排熱回収システム 大阪瓦斯 排熱回収・利用技術
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